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地震災害対策編・総則 第１節 -１ 

総 則 

第１節  計画の目的、位置づけ 

第１項  計画の目的 

大磯町地域防災計画（以下「本計画という。」）は、町民の生命、身体及び財産を災害から保護する

ため、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 42 条及び大規模地震対策特別措置法(昭和 53
年法律第 73 号）第６条の規定に基づき、大磯町の地域（以下「町域」という。）に係る地震災害の
対策について、災害予防、災害応急対策、災害復旧及び東海地震に係る事前対策等に関する事項を定

め、防災活動を総合的かつ計画的に実施することにより防災の万全を期するとともに、社会秩序の維

持及び公共の福祉の確保に資することを目的とする。 

 
第２項  計画の性格及び範囲 

１．性 格 

 本計画は、町域に係る防災に関し、大磯町（以下「町という」。）の処理すべき事務又は業務を

中心として、神奈川県（以下「県」という。）及び防災関係機関が町域に関して処理する事務

又は業務を包含する総合的かつ基本的な計画である。 
 本計画は、町及び防災関係機関の責任を明確にするとともに、事務又は業務の一貫性を図る能

動的な計画である。 
 本計画は、災害に対処するための恒久的な計画であり、法令等に特別の定めがある場合のほか、

防災に関しては、この計画によるものとする。 

 

２．範 囲 

本計画は、災害救助法（昭和 22年法律第 118号）に基づき、神奈川県知事(以下「知事」という。）
が実施する災害救助事務のうち、同法第 30条の規定に基づき知事から町長に委任された場合の計画
又は知事が実施する救助事務に協力する場合の計画及び同法適用前の救助事務に関する計画その他

防災に関する各種の計画を包含するものとする。 

 
第３項  他の法令等に基づく計画との関係 

本計画は、町域に係る災害対策に関する総合的かつ基本的な性格を有するものであって、防災基本

計画、防災業務計画、神奈川県地域防災計画を踏まえた計画である。 
また、地震防災対策特別措置法（平成７年法律第 111 号）に基づいて、地震防災緊急事業５箇年
計画の基礎となるものである。 

 

第４項  計画の目標と構成 

災害には、暴風、豪雨、洪水、地震等の異常な自然現象と、人為的な原因による大規模な火災又は

爆発等に二大別することができる。 



総 則 
第１節 計画の目的、位置づけ 

地震災害対策編・総則 第１節 -２ 

この計画は地震災害対策編として、これら災害原因のうち特に地震災害の特異性（規模、態様）に

かんがみ、その第１次災害（破壊等）及び第２次災害（大火災等）に対処し得る各種計画を樹立する

ことを目標とする。 
大磯町地域防災計画は、この「地震災害対策編」の他、「風水害等災害対策編」、「資料編」で構成

する。 

 

第５項  計画の推進管理 

１．計画の着実な推進 

この計画を推進するためには、各機関が多くの事業を実施する必要があるため、長期間にわたり膨

大な投資が求められる。そこで地域社会の実情、各種対策の水準等を点検しながら、「減災」の考え

方を基本方針として、緊急度の高いものから優先的かつ重点的に実施することとする。 

 

２．計画の修正 

本計画は、恒久的な基本計画であるが、災害対策基本法第 42条の規定に基づき、毎年検討を加え、
必要があると認めるときは、これを修正する。したがって、各機関は、関係のある事項について、毎

年、３月末日（緊急を要する事項については、その都度）までに、計画修正案を大磯町防災会議（以

下｢防災会議｣という。）に提出するものとする。 

 

３．計画の習熟 

各機関は、平素から調査、研究、訓練その他の方法により、本計画の習熟に努めなければならない。 

 
資 料 

  大磯町防災会議条例 

  大磯町防災会議運営要綱 

大
磯
町
地
域
防
災
計
画 

地震災害対策編 

風水害等災害対策編 

資料編 

都市の安全性の向上 

災害時応急活動事前対策 

災害時応急活動対策 

復旧・復興対策 

東海地震に関する事前対策 
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第２節  町勢の概況 

第１項  地勢及び位置 

本町はほぼ県央の南部に位置し、南は平地と砂丘をもって相模湾の中央部に面し、北部は高麗山、

鷹取山等の大磯地塊の丘陵地帯を形成して平塚市に接し、東は金目川（花水川）により平塚市と界し、

又、西は二宮町に隣し、南部は平地と砂丘となっている。東西７.6 キロメートル、南北２キロメー
トルの稍長方形の形状をなし面積 17.232平方キロメートルにして人口 32,776人（平成 22年４月１
日現在）を有する。又、北西部は淘陵台地をなし、丘陵地帯との間は多少の丘陵起伏がある以外は、

大体狭長な平地であり丘陵地帯は本町面積の約 35％に当り、坂田山、代官山等を水源として鴫立川
が南流し市街地にかかって暗渠となり相模湾に注ぎ、又、丘陵中央部の王城山、紅葉山より発する三

沢川は市街地を通って海岸沿に流れ、河口は平塚市に達している。土沢の丘陵に源を発する不動川は、

谷戸川及び長谷川を併せ、東北部を南流し、生沢本郷の沖積平地を通り河口で二宮町海岸砂丘の内側

に沿って東流する葛川に合流し海に注いでいる。 
東部の金目（花水）川は上流を丹沢水系とし、河口は平塚市に属し平塚市境の古花水川及び小桜川

は金目（花水）川より分流されている。 
町の南部は平坦地で国道１号と海岸沿いに新湘南国道（西湘バイパス）が走り、ＪＲ東海道本線が

国道１号と並走し、北部の丘陵地帯には、国道 271 号（小田原厚木道路）とＪＲ東海道新幹線が東
西に横断している。国道１号の沿線は住宅地商店街を形成し、駅北側の丘陵地域及び生沢、国府新宿

の北部は住宅地として開発されている。 

 
第２項  地 質 

本地域の平坦部は、河川等の氾濫等により堆積された沖積層及び下原層によって覆われている。そ

の下部は赤土層で砂礫層と交互に堆積しているが、土性が主として黒褐色の砂質壌土及び砂土である。 
丘陵地帯の頂上附近は、関東火山灰層である火山礫層で覆われているが、駅裏の紅葉山、羽白山一

帯は層状と塊状を混えた凝灰質貝岩が広くひろがり、万台附近及び虫窪地帯は厚い淡色凝灰質泥岩と

薄い暗色凝灰質砂岩の互層となっている。また、鷹取山周辺は緑色の礫岩層で厚く分布されている。 
これより一段低い段丘である国府新宿、生沢、国府本郷、西小磯本郷の一部は、段丘礫層となって

いて酸性礫質壌土の土質である。 
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第３項  活断層 

活断層とは、過去に繰り返し活動し、将来も活動する可能性のある断層をいう。全国には陸域にお

いて約 2,000本の活断層が存在しており、平成７年１月に発生した阪神・淡路大震災は、野島断層に
よって引き起こされたものである。 
県内には約 30 本の活断層があり、そのうち 11 本が活動度の高いＡ級活断層及び主要起震断層と

されている。これらについては、国、県、町がそれぞれ役割り分担を行いながら調査を行っている。 
このうち、本町にはＡ級活断層である「生沢断層系」と「小向断層」が存在する。また、本町の周

辺には、神縄・国府津－松田断層帯が存在する。 
阪神・淡路大震災を契機として国が設けた調査研究機関である地震調査研究推進本部の地震調査委

員会が、平成 23年１月１日を算定基準日として示した主要活断層帯の長期評価では、陸域・海岸域
の活断層から発生する地震の今後 30年以内の地震発生確率は、神縄・国府津－松田断層帯が最大で
16％と、主要活断層の中で最も高くなっている。 

断層名 位置 最新活動時期
平均活動 
間隔 調査結果 

生沢断層系 平塚市、大磯町、二
宮町 
走向/北西 
長さ/約５㎞ 

- - - 

小向断層 平塚市、大磯町 
走向/東西 
長さ/約３㎞ 

- - - 

神縄・国府津－
松田断層帯 

小田原市，大井町、
松田町、南足柄市、
山北町 
走向/北西 
長さ/約 25㎞ 

12 世紀から 14
世紀前半 

約 800 年～
1,300 年 

現在を含む今後数百年以
内に変化量 10ｍ程度、マ
グニチュード 7.5 程度の
地震が発生する可能性が
ある。 

 



 

地震災害対策編・総則 第３節 -１ 

第３節  想定される災害と減災目標（計画の前提条件） 

第１項  地震被害想定 

地震による被害の発生態様や被害程度の予測並びに危険度を把握しておくことは、地震災害対策を

効果的に推進するうえで、極めて重要である。 
特に地震災害時の救援・救護活動や地震被害を軽減するための計画策定にあたっては、想定される

被害の定量化が必要である。 
今回の見直しにあたっては、神奈川県が平成 21年 3月に公表した神奈川県地震被害想定調査の結
果を前提条件とし、県による新しい被害予測が発表され次第、適宜見直しを行うこととする。 
被害想定では、①地震発生の切迫性が高いと考えられるもの、②危機管理的な視点から検討する必

要性が高いもの、③切迫性は高くないが、発生すれば甚大な被害が全県に及ぶため長期的なまちづく

りによる対応が求められるものという観点から、８つ（津波では９つ）の地震を想定している。 
なお、将来県の被害想定調査が実施された場合には、必要に応じて、その結果に則した被害想定の

見直しを行うものとする。 
県の被害想定調査に基づく町域の被害想定の概要は次のとおりである。 

 

１．想定地震及び被害想定の与件 
想定地震名 ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ 地震のタイプ 

１ 東海地震 8 クラス 海溝型（駿河トラフ） 

２ 
南関東地震 
(大正型関東地震の再来型) 

7.9 同上（相模トラフ） 

３ 
神縄・国府津-松田断層帯
の地震 

7.5 クラス 活断層型 

４ 
南関東地震と神縄・国府津-
松田断層帯の連動地震（参考） 

7.9 クラス 海溝型と活断層の連動 

５ 三浦半島断層群の地震 7.2 活断層型 

６ 東京湾北部地震 7.3 
南関東直下 

（ﾌﾟﾚｰﾄ境界型） 

７ 神奈川県西部地震 7 クラス 未解明だが地殻内の浅い地震として設定 

８ 神奈川県東部地震 7 クラス 
危機管理上想定 

(プレート境界型) 

９ 元禄型関東地震（参考） 8.1 クラス 海溝型（相模トラフ） 
※津波の想定のみ 

（想定の与件：冬の 5時、18時、夏の 12時に発生。風速・風向は近年の気象観測結果に基づく地域
ごとの平均）
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２．被害想定調査結果（大磯町分のみ） 
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第２項  津波被害想定 

町は、平成 24年３月に県が公表した「新たな津波浸水予測図」を踏まえ、本町で最も被害が大き
いと想定される慶長型地震及び元禄型地震と神縄・国府津－松田断層帯の連動地震による浸水深をも

とに、平成 25年３月に「大磯町津波ハザードマップ」を発行している。 
金目川（花水川）河口から南下町地区までの海岸には天端標高約８ｍの防潮堤が整備され、また東

町から国府新宿までの海岸に沿って海抜約 10ｍの所には西湘バイパスが通っている。発生する津波
が小さい場合、これらの構造物は津波による浸水をある程度は抑制するものと予想される。 
一方で金目川（花水川）、葛川の河口付近については大規模な津波が発生した場合、津波が河川を

遡上し、河川からあふれ出ることにより、広範囲の市街地で浸水するものと予想されている。 

 

平成 24年 3月 「新たな津波浸水予測図」神奈川県 

 

第３項  減災に向けた理念と目標 

１．基本理念 

地震対策の目的は、地震災害から町民の生命を守り、財産を保護することである。神奈川県が行っ

た地震被害想定調査では、8種の想定地震により被害想定を行っている。このうち当町に大きな被害
をもたらすものとしては、「南関東地震」及び「南関東地震と神縄・国府津－松田断層帯の連動地震」

がある。 
「南関東地震」は相模トラフを震源域とするマグニチュード 7.9 の地震で、1923 年の大正関東地

震の再来型となる。今後 100年から 200年先に発生する可能性が高いとされ、地震に強い長期的な
まちづくりの目標とすべき地震である。 
また「神縄・国府津－松田断層帯地震」は今後 30 年以内に発生する可能性が高いとされており、
「南関東地震」と「神縄・国府津－松田断層帯の地震」の両者が連動して活動するとマグニチュード

7.9クラスの地震となると想定されている。この地震は比較的近い将来発生することが予想されるこ
とから、すみやかに対策を進めることが必要である。 
これらの地震による被害を軽減するためには、建築物など施設の安全性向上や火災の防止が課題と

なる。また、地震への備えや、万が一、地震が発生した際の救出活動や復興活動などにおいても町民
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の協力が必須である。 
町は、この課題を解決するため、「災害に強い町」づくりと「災害に強い町民」の育成に重点を置

き、地震対策を進めていくこととする。 

 

 
 

大磯町が目指す地震対策の将来像 大磯町の課題 

災害を発生させない 

災害の拡大を防止する 

避難区域の確保 

施設等の安全性向上 

火災の防止 

町民等の協力 

防災体制の確立 

大磯町の被害想定 

●南関東地震と神縄・国

府津－松田断層帯の連動

地震 

死者数 200人 
（外海水浴客 90人） 
負傷者 4,120人 
建物全壊 6,590棟 
建物焼失 2,430棟 

地震対策に深い理解と

関心を持つ町民 

発災時、冷静に行動し、助け

合うことができる町民 

災
害
に
強
い
町 

災
害
に
強
い
町
民
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第４節  計画の推進主体とその役割 

第１項  計画の推進主体とその役割 

本計画は、町及び町域における防災関係機関等のみならず、町民や事業所を含むすべての人や組織

が一致団結し、お互いに協調して取り組んで行くものである。 

 

１．防災関係機関の実施責任 

(１) 町 

町は、防災の第一次的責任を有する基礎的な自治体として、町民の生命、身体及び財産を災害から

保護するため、指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関及び他の地方公共団体の協力を

得て防災活動を実施する。 

(２) 県  

県は、市町村を包含する広域的自治体として、県土並びに県民の生命、身体及び財産を災害から保

護するため、指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関及び他の公共的団体の協力を得て

防災活動を実施するとともに、町及び指定地方公共機関が処理する防災に関する事務又は業務の実施

を助け、かつ、その総合調整を行う。 

(３) 指定地方行政機関  

指定地方行政機関は、県土並びに県民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、指定行政機

関及び他の指定地方行政機関と相互に協力し、防災活動を実施するとともに、県及び町の活動が円滑

に行われるよう勧告、指導、助言等の措置を行う。 
(４) 指定公共機関及び指定地方公共機関  

指定公共機関及び指定地方公共機関は、その業務の公共性又は公益性にかんがみ、自ら防災活動を

実施するとともに、県及び町の活動が円滑に行われるよう協力する。 

(５) 公共的団体及び防災上重要な施設の管理者等  

公共的団体及び防災上重要な施設の管理者は、平常時から災害予防体制の整備を図るとともに、地

震災害時には災害応急措置を実施する。また、県、町、その他の防災関係機関の防災活動に協力する。 

 

２．町民及び事業所の基本的責務 

(１) 町民の基本的責務 

 ｢自分たちのまちは、自分たちで守る｣という自主防災の視点に立ち､町民は、３日分の食料、

飲料水、携帯トイレ、トイレットペーパー等の備蓄や家具・ブロック塀等の転倒防止対策の実

施等の予防対策、家族の連絡体制の強化、行動のルールづくり等、自主的な防災対策に努める。 
 町民は、自主防災組織の結成及びその活動への積極的な参画に努める。 
 町民は、防災訓練や各種防災知識の普及･啓発活動等、町･消防機関等の行政が行う防災活動に

積極的に参加し、連携･協力に努める。 
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 町民は､災害が発生した場合には、地域において相互に協力し、情報の入手、出火の防止、初

期消火、救出救助、応急手当等に努めるとともに、避難するに当たっては冷静かつ積極的に行

動するよう努める。 

(２) 事業者の基本的責務  

 事業者（管理者）は、日頃からその管理する施設及び設備の安全性の確保や食料、飲料水等の

備蓄、消火・救出救助等のための資機材の整備、さらに、従業員の防災訓練や防災等に関する

研修等の積極的な実施に努める。 
 事業者（管理者）は、災害対策の責任者を定め、地震災害時に従業員の取るべき行動を明確に

し、地域住民及び自主防災組織と連携して、地域における防災訓練等に参加するための体制を

整備するとともに、燃料・電力等重要なライフラインの供給不足への対応、取引先とのサプラ

イチェーンの確保等の事業継続上の取組を継続的に実施するなどの防災活動の推進によう努

める。 
 事業者（管理者）は、地震災害時には、従業員等の安全確保や従業員等が帰宅困難者にならな

いような措置を講じるとともに、地域住民及び自主防災組織と連携して、情報の収集及び伝達、

消火、救出活動、応急手当、避難誘導等を積極的に行うよう努める。 
 事業者（管理者）は､町及びその他の行政機関が実施する防災業務について協力する。 

 

第２項  防災機関等の業務大綱等 

町及び町域における防災関係機関等が防災に関して処理する業務等は、概ね次のとおりである。 

１．町 

町は、地震防災の第１次責任を有する基礎的地方公共団体として、町域並びに町民の生命、身体及

び財産を災害から保護するため、指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関及び他の地方

公共団体の協力を得て、次の防災活動を実施する。 
機関等の名称 責務 

 大磯町  １ 大磯町防災会議に関する事務 
 ２ 災害対策の組織の整備並びに防災のための調査研究、
教育及び訓練 

 ３ 防災施設の新設、改良及び復旧の実施 
 ４ 防災に必要な物資及び資材の備蓄及び整備 
 ５ 消防活動、その他の応急措置 
 ６ 情報の収集、伝達及び被害調査 
 ７ 被災者に対する救助及び救護措置 
 ８ 災害時における保健衛生、文教及び交通等の対策 
 ９ その他災害の発生の防御又は拡大の防止のための措置 
 10 大磯町の区域内にある公共的団体及び住民防災組織の
育成指導 
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２．県 

県は、市町村を包括する広域地方公共団体として、県域並びに県民の生命、身体及び財産を災害か

ら保護するため、災害が町の区域を越えて広域にわたるとき、若しくは災害の規模が大きく町が単独

で処理することが不可能と認められるとき、あるいは防災活動の内容について統一的処理を必要とし、

市町村間の連絡調整を要する場合などに、指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関及び

その他公共的団体の協力を得て、防災活動を実施するとともに、町及び指定地方公共機関が処理する

防災に関する事務又は業務の実施を助け、かつその調整を行う。 
機関等の名称 責務 

 平塚土木事務所  １ 災害時における管内区域の県管理の道路及び橋りょ
う等の応急対策、緊急輸送路の確保、被害調査及び災害
復旧 

 ２ 災害時における管内区域の臨港道路及び臨港橋りょ
うの通行確保 

 ３ 海岸保全施設、港湾施設の被害調査及び災害復旧 
 平塚保健福祉事務所  １ 災害時における管内区域の保健衛生対策 
 企業庁平塚水道営業所  １ 災害時における応急飲料水の確保 

 ２ 水道施設の被害調査及び災害復旧 
 ３ 応急給水の支援 

 湘南地域県政総合センター  １ 所管に係る災害応急対策の実施 
 ２ 災害時における情報の収集等 

 大磯警察署  １ 災害時における警備・交通対策 

 

３．指定地方行政機関 

指定地方行政機関は、県土並びに県民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、指定行政機

関及び他の指定地方行政機関と相互に協力し、防災活動を実施するとともに、県及び町の活動が円滑

に行われるよう勧告、指導、助言等の措置をとる。 
機関等の名称 責務 

農林水産省関東農政局 
神奈川農政事務所 

  １ 災害時における主要食料の供給に関する連絡調整 

国土交通省関東地方整備
局横浜国道事務所小田原
出張所 

 １ 災害時における管内区域の国道（一般国道１号）及び
橋りょうの通行確保 

 ２ 管内区域の国道（一般国道１号）及び橋りょう被害調
査及び災害復旧 

 

４．指定公共機関 

指定公共機関は、その業務の公共性又は公益性にかんがみ、自ら防災活動を実施するとともに、県

及び町の活動が円滑に行われるようその業務に協力する。 
機関等の名称 責務 

郵便局株式会社 
大磯郵便局、二宮郵便局 
郵便事業株式会社 
二宮支店 

 １ 被災者に対する郵便葉書等の無償交付 
 ２ 被災者が差し出す郵便物の料金免除 
 ３ 被災地あて援助用郵便物の料金免除 
 ４ 被災者救援を目的とする寄付金送金のための郵便振替
の料金免除 
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機関等の名称 責務 

 ５ 為替貯金業務及び簡易保険業務の非常扱い 
  ６ 被災地域地方公共団体に対する簡易保険積立金によ
る災害短期融資 

郵便局株式会社 
西大磯郵便局 

 １ 被災者に対する郵便葉書等の無償交付 
 ２ 被災者が差し出す郵便物の料金免除 
 ３ 被災地あて援助用郵便物の料金免除 
 ４ 被災者救援を目的とする寄付金送金のための郵便振
替の料金免除 

 ５ 為替貯金業務及び簡易保険業務の非常扱い 
 東日本旅客鉄道株式会社 
横浜支社大磯駅 

 １ 鉄道施設の整備及び点検 
 ２ 災害対策に必要な物資及び人員の輸送確保 
 ３ 災害時の応急輸送対策 
 ４ 鉄道関係被害調査及び復旧 

  東日本電信電話株式会社 
神奈川支店災害対策室 

  １ 電気通信施設の整備及び点検 
 ２ 電気通信の特別取扱 
 ３ 電気通信施設の被害調査及び災害復旧 

 (株)ＮＴＴドコモ 
  神奈川支店 

  １ 電気通信施設の整備及び点検 
 ２ 電気通信の特別取扱 
 ３ 電気通信施設の被害調査及び災害復旧 

ＫＤＤＩ(株) 
サービス運用本部・運用管
理部 

  １ 電気通信施設の整備及び点検 
 ２ 電気通信の特別取扱 
 ３ 電気通信施設の被害調査及び災害復旧 

ソフトバンクモバイル(株) 
総務部コーポレートセキ
ュリティー室 

  １ 電気通信施設の整備及び点検 
 ２ 電気通信の特別取扱 
 ３ 電気通信施設の被害調査及び災害復旧 

中日本高速道路(株)東京
支社小田原保全・サービス
センター 

 １ 道路の耐震整備 
 ２ 災害時の応急復旧 
 ３ 道路の災害復旧 

 東京電力株式会社 
神奈川支店平塚支社 

 １ 電力供給施設の整備及び点検 
 ２ 災害時における電力供給の確保 
 ３ 被災施設の調査及び復旧 

東京ガス株式会社 
神奈川西支店 

 １ ガス供給施設の耐震整備 
 ２ 被災地に対する燃料供給の確保 
 ３ ガス供給施設の被害調査及び復旧 

 日本通運株式会社 
西神奈川支店 

 １ 災害対策用物資の輸送確保 
 ２ 災害時の応急輸送対策 

 

５．指定地方公共機関 

指定地方公共機関は、その業務の公共性又は公益性にかんがみ、自ら防災活動を実施するとともに、

県及び町の活動が円滑に行われるようその業務に協力する。 
機関等の名称 責務 

 神奈川中央交通株式会社 
 平塚営業所 

 １ 被災地の人員輸送の確保 
 ２ 災害時の応急輸送対策 

 神奈川県トラック協会 
 平塚地区支部 

 １ 災害対策用物資の輸送確保 
 ２ 災害時の応急輸送対策 
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６．公共的団体及び防災上重要な施設の管理者等 

公共的団体及び防災上重要な施設の管理者は、平素から災害の予防体制の整備を図るとともに、地

震災害時には災害応急措置を実施する。また、県、町、その他防災関係機関の防災活動に協力する。 
機関等の名称 責務 

中郡医師会大磯班、 
平塚歯科医師会、 
平塚中郡薬剤師会 

 １ 医療助産等救護活動の実施 
 ２ 救護活動に必要な医薬品及び医療器材の提供 

社会福祉法人 
 大磯町社会福祉協議会 

 １ 町が行う被災者の応急救護対策への協力 
  ２ 町及び自主防災組織等が行う災害時要援護者対策への協力 
 ３ ボランティア団体が行うボランティア活動の支援 
 ４ その他被災者の生活援護 

湘南ケーブルネットワーク株式会社  １ 気象予報、警報等の放送の周知 
  ２ 災害状況及び災害対策に関する放送 
 ３ 放送施設の保安 

株式会社湘南平塚コミュニティ放
送 

１ 気象予報、警報等の放送の周知 
  ２ 災害状況及び災害対策に関する放送 
 ３ 放送施設の保安 

大磯町商工会 １ 町が行う商工業関係被害調査及び応急対策への協力 
 ２ 救助用物資、復旧資材の確保についての協力 

 湘南農業協同組合   １ 町が行う被害調査及び応急対策への協力 
 ２ 農作物災害応急対策の指導 
 ３ 農業生産資材及び農家生活資材の確保、あっせん 
 ４ 被災農家に対する融資、あっせん 

 大磯町漁業協同組合   １ 町が行う被害調査及び応急対策への協力 
 ２ 被災組合員に対する融資、あっせん 
 ３ 漁船、共同施設の災害応急対策及びその復旧対策の確立 

 西湘管工事業協同組合   １ 災害時の応急給水対策への協力 
 ２ その他災害復旧への協力 

公 
 

共 
 

的 
 

団 
 

体 

 大磯建設協会   １ 町が行う障害物除去等の応急対策への協力 
 ２ その他災害復旧への協力 

 病院等医療施設の管理者  １ 避難施設の整備及び避難訓練の実施 
  ２ 災害時における入院者の保護及び誘導 
 ３ 災害時における病人等の受入れ及び保護 
 ４ 災害時における被災負傷者の治療及び助産 

 社会福祉施設の管理者   １ 避難施設の整備及び避難訓練の実施 
  ２ 災害時における入所者の保護及び誘導 

 金融機関  １ 被災事業者等に対する資金融資 
 学校法人   １ 避難施設の整備及び避難訓練の実施 

 ２ 災害時における応急教育対策計画の確立と実施 

防
災
上
重
要
な
施
設
の
管
理
者
等 

 危険物施設及び 
高圧ガス施設の管理者 

  １ 安全管理の徹底 
  ２ 防護施設の整備 

 

７．自衛隊 

自衛隊は、知事から要請を受けたときは、要請の内容及び自ら収集した情報に基づいて部隊等の派

遣の必要の有無を判断し、部隊等を派遣する等適切な措置を行う。また、補完的、例外的な措置とし

て、通信の途絶等により県等と連絡が不可能である場合において、災害の実態に照らし特に緊急を要

し、要請を待ついとまがないと認められるときは、要請を待たないで部隊等を派遣することができる。 



総 則 
第４節 計画の推進主体とその役割 

地震災害対策編・総則 第４節 -６ 

機関等の名称 責務 
 自衛隊  １ 災害時における人命又は財産の保護のために緊急に行

う必要のある応急救護及び応急復旧 

 

８．事業者 

事業者は、その管理する施設及び設備の耐震性の確保や食料・飲料水等の備蓄、消火・救出救助等

のための資機材の整備、従業員の防災訓練や防災等に関する研修等の積極的な実施に努める。 
また、地震対策の責任者を定め、地震が発生した場合の従業員の取るべき行動を明確にし、地域住

民及び自主防災組織と連携して、地域における地震防災活動に参加するための体制を整備するよう努

める。 
さらに、地震が発生した場合には、地域住民及び自主防災組織と連携して、情報の収集及び伝達、

消火、救出活動、応急手当、避難誘導等を積極的に行うよう努める。 
機関等の名称 責務 

 事業者  １ 食料、飲料水等の備蓄及び建物等の安全対策 
２ 被災者の救出及び救護等に必要な資機材等の整備 
３ 従業員の防災訓練や防災等に関する研修等の積極的な
実施 
４ 地域での地震防災活動に参加するための体制整備 
５ 地震発生時の情報収集及び伝達、消火、救出活動、応
急手当、避難誘導等 

 

９．町民及び自主防災組織等 

町民は、自ら災害に備えるための手段を講ずるとともに、自発的に防災活動に参加する等防災に寄

与するよう努める。また、自主防災組織は、進んで防災訓練等を行うともに、災害が発生した場合は、

組織としての自主的な活動を行うほか、町又は防災関係機関が行う応急対策業務に協力する。 
機関等の名称 責務 

 町民  １ 食料、飲料水等の備蓄及び建物の安全対策 
  ２ 出火防止及び初期消火活動の協力 
  ３ 避難及び給食等に際しての近隣協力 
  ４ 被災者の救出救護活動の協力 
  ５ 自主防災組織活動の協力 
  ６ その他必要な災害応急対策業務の協力 

  自主防災組織及び自治会   １ 防災訓練の実施等平常時における災害に関する予防活動 
  ２ 被災者の救出及び救護等に必要な資機材等の整備 
  ３ 出火防止及び初期消火活動 
  ４ 被災者の救出及び救護活動 
  ５ 自主防災組織及び自治会における被害情報等の収集及
び伝達 

  ６ 警戒宣言が発せられた場合の防災活動 
  ７ 町又は防災関係機関の応急活動の協力 
  ８ その他災害時において特に大磯町災害対策本部長等か
ら要請のあった応急活動 
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第１章 都市の安全性の向上 

第１節  都市防災化計画 

主管部    建設経済部 

 

持てる資源を最大限に活用して被害を可能な限り減らしていく、「減災」の考えに基づいた地震災

害に強い町をつくるため、自然的社会的条件等を考慮した計画的な土地利用や市街地整備、避難場所

や火災延焼防止帯の機能を有する公園、緑地、道路等などの防災空間の整備、建築物等の耐震不燃化

の促進など震災予防対策を総合的に行い安全な都市構造の実現を図る。 

 

第１項  計画的な土地利用と市街地整備等の推進 

１．計画的な土地利用 

町は、本町における土地利用と都市計画の基本となる「大磯町まちづくり基本計画」に基づいた、

計画的な土地利用を推進する。 

特に、自然災害による危険を回避するため、「アボイドマップ」や「急傾斜地の崩壊による災害の

防止に関する法律」をはじめとした各種法規制による土地利用の規制誘導を行う。 

 

２．市街地整備等 

(１) 市街地内の不燃化促進 

町は、地震発生時等における市街地内での火災を防止するため、準防火地域の指定による中長期的

視点での市街地内の不燃化を促進する。 

(２) 木造密集市街地等の防災性向上 

町は、木造密集市街地等の防災性向上を図るため、市街地の不燃化に加え、建築物の耐震化、道路

や公園等の整備、住環境整備事業、地区計画等の策定を推進する。  

(３) 開発許可の際の指導 

町及び県は、都市計画法に基づく開発許可の手続きの際に、安全性に配慮した指導を進める。 

 

３．都市防災基本計画の策定 

町は、地震災害が発生した場合の被害を防止・軽減するための基本的な整備方針を定める「都市防

災基本計画」の策定を県と共同し推進する。 

 

４．地籍調査の推進 

町は、地震災害が発生した場合に迅速な復旧・復興を行うことができるよう、今後、地籍調査を推

進する。 
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第２項  防災空間の確保 

町は、一時避難地となる公園緑地等のオープンスペースの確保を進めるとともに、火災発生時の延

焼遮断帯となる街路樹の配置や民有地の緑化を促進する。 

１．都市公園の整備 

町は、「大磯町緑の基本計画」に基づき、計画的な公園整備を推進する。また、防災拠点となる公

園については、今後、災害対策に資する施設整備（太陽光発電の照明灯等）やバリアフリー化を検討

する。 

 

２．公共・民間施設緑地、農地の保全 

町は、火災発生時の延焼防止や安全な避難路を確保するため、延焼遮断帯となる公共・民間施設緑

地や農地の保全を推進する。 

 

第３項  ライフラインの安全対策 

上下水道、電気、ガス、通信、輸送等は、生活の維持に不可欠なライフラインであり、地震発生時

に使用不能となった場合は町民生活の大きな支障となることから、機能を確保できるよう、各事業者

は施設の耐震化に努めるとともに、施設の多重化や代替設備の整備などを進める。 

また、あらかじめ被災することも想定して、できるだけ早期にかつ安全に復旧できるよう、応急復

旧用の資機材の備蓄強化や応急活動体制の整備を進めるとともに、関係事業者間の連携、他市町村と

の応援協力体制の整備など応急復旧対策を進める。 

 

１．上水道 

(１) 給水対策 

県では、地震により電力の供給が停止することもあるため、浄水場に非常用発電機装置等の設備の

整備を進めるとともに、災害用指定配水池による飲料水の確保を図っている。また、主要水道施設の

耐震化を進めるとともに、応急給水のため隣接事業者との相互融通が可能な共同施設を整備している。 

町は、飲料水の備蓄に努めるとともに、応急給水体制を整備する。 

(２) 応援協力体制の整備 

町は、長時間の電力供給停止により広範囲にわたる断水が生じた場合を想定し、応急給水活動や広

報活動を周辺市町村と十分協議し、その内容、方法等、関係事業者間の連携及び応援協力体制の整備

等を進める。 

(３) 広報活動 

町は、応急給水活動状況の伝達や給水方法等について、伝達方法の整備及び周知活動に努める。 
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２．下水道 

県では、下水道施設について、国の「下水道地震対策技術調査検討委員会」による提言等を受け、

下水道施設の耐震診断調査及び補強工事を実施するとともに、流域下水道における処理場相互間のバ

ックアップ体制等の整備を進めている。また、県管理下水処理場の放流水吐き口からの津波の侵入防

止策等についても検討を進めている。 

町は、重要な幹線等について、｢下水道施設の耐震対策指針と解説｣に基づき耐震設計を行い、下水

道施設の整備を進める。 

 

３．電線類の地中化 

町は、電線類について、道路管理者及びライフライン事業者と協力して、共同溝等の整備等地中化

を進め、安全性のより一層の向上を図る。 

 

４．電気、ガス、電話・通信 

電気、ガス、電話・通信事業者は防災性の向上に一層取り組むと同時に、あらかじめ被災時の復旧

システムの充実強化に取り組むものとする。 

 

資 料 

  準防火地域指定状況一覧表 
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第２節  道路、橋りょう、港湾等の災害予防計画 

主管部    建設経済部 

 

地震災害時における避難及び応急物資の輸送などに支障のないように、道路及び橋りょう、港湾等

の整備を図る。 

 

第１項  道路の災害予防計画 

１．緊急輸送路等の整備 

町は、地震発生時の道路障害を回避し緊急輸送を確保する観点から、主要幹線道路や幹線道路など

の新設・改良整備の要望を、国や県に行っていく。また、町が行う道路整備では国の耐震基準に基づ

き、地形、地質等に留意し、安全性の向上に努める。 

また、避難路となる道路では歩道の整備や広幅員化、電線類の地中化を進める。 

 

２．狭あい道路の整備 

町は、ブロック塀や外壁等の崩壊により道路が閉塞することで、周辺住民の避難や救助活動に支障

が出る恐れがあることから、幅員 4 メートル未満の狭あい道路の積極的な拡幅を進める。 

 

３．応急復旧に向けた事前準備 

町は、被災した場合を想定し、応急復旧のための資機材の事前備蓄を行う。また、地震災害時にお

ける建設業者等との協力体制の充実・強化を図る。 

 

第２項  橋りょうの災害予防計画 

町は、橋りょうの整備に当たり、国の耐震基準に基づき地形、地質等に留意し、安全性の向上に努

める。また道路改良や河川改修にあわせ、既存の橋りょうの耐震診断を実施し、必要に応じて架け替

えや耐震化を推進する。 

 

第３項  港湾等の災害予防計画 

１．港湾 

県は、既に大磯港において耐震岸壁の整備を実施したところである。今後は平成 19 年度に策定し

た「大磯港活性化整備計画」に基づき、防災機能を併せ持った港湾施設の再整備を推進する。 

町は、大磯港の指定管理者であることから、緊急輸送物資や避難者の輸送のため、港湾施設の維持

管理に努める。 

 

２．鉄道 

鉄道事業者は、鉄道施設の耐震化等を進め、防災性の向上を図る。 
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資 料 

  道路の整備状況 

橋りょうの整備状況 

港湾施設の整備状況 
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第３節  津波災害予防計画 

主管部    建設経済部 消防部 

 

津波による被害を予防するため、防潮堤、河川護岸等の災害予防施設の計画的な整備、津波情報の

伝達体制や避難対策など津波防災体制を充実し、沿岸住民や海浜利用者の安全の確保を図る。 

なお、あらゆる規模の津波を災害予防施設だけで防ぐことは現実的でないことから、「減災」の視

点に立ち、「最大クラスの津波」については迅速かつ適切な避難ができるよう、継続的な普及啓発活

動や津波避難訓練などのソフト面での対応を進める。また、「津波高は低いものの発生頻度が高い津

波」については、ソフト面での対応に加え、これまで取り組んできた災害予防施設などのハード面で

の対応を進める。 

 

第１項  津波防災体制の整備 

１．津波に強いまちづくり 

町は、今後、県が実施する地震被害想定を基に、津波被害が想定される地域がある場合には「津波

防災地域づくりに関する法律」等に基づく、津波避難建築物の容積率規制の緩和等の導入を検討する。 

また、行政関連施設や災害時要援護者施設について、できるだけ浸水の危険性の低い場所に立地す

るよう整備するものとし、行政関連施設をやむを得ず設置する場合は、施設の耐浪化、非常電源の設

置場所の工夫、情報通信施設の整備や必要な物資の備蓄、安全なスペースの確保などに努める。 

 

２．防潮堤等の点検・整備 

町は、県と連携をとり、沿岸地域の防潮堤及び河川護岸等について、必要に応じ老朽度、天端高の

点検及び耐震診断を行う。点検等の結果、安全性、有効性に問題がある施設については、改修、補修、

補強等の措置を県に要請する。 

 

３．防潮堤門扉の整備 

町は、大磯港の防潮堤門扉（12 箇所）の管理を県から委託されている。地震発生時には、沿岸地

域を津波から守るため迅速かつ安全にこの門扉を閉じる必要があることから、防潮堤門扉の電動化を

３門扉実施しており、残りの門扉についても早期に整備されるよう県に要望する。 

また、防潮堤の階段化等の検討や、閉鎖順序や門扉の分担など津波警報から門扉閉鎖までの行動マ

ニュアルを関係機関と協議して作成する。 

 

４．津波警報・注意報の伝達体制の整備 

町は、津波警報・注意報の正確な伝達を図るため、気象業務法で定める警報等の種類の周知徹底を

図る。 

また、津波警報・注意報を迅速、確実に伝達するため、防災行政無線、広報車及びサイレン等の広

報媒体の確保を図る。 
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町及び大磯警察署は、夜間、休日においても迅速な津波警報・注意報の受伝達を可能とする組織体

制を確立する。また、平常時から防災関係機関は、津波警報・注意報の情報伝達経路、伝達先を再確

認し、常に関係団体の協力が得られるよう、連携を密にする。 

 

５．津波監視体制の整備、強化 

町は、津波の監視場所として、監視者の安全を考慮のうえ、津波の早期発見に適した場所を事前に

選定する。 

津波の監視は消防本部が主に行うが、さらに平常時から建設課、大磯警察署、平塚土木事務所及び

大磯町漁業協同組合等との連絡体制の強化を図る。 

 

６．避難対策 

町は、津波発生時における適切な避難対策を実施するため、津波ハザードマップをもとに、避難場

所や避難路を確保し、避難のための誘導標識の整備を図る。具体には、津波による被害が想定される

沿岸地域及び海岸、沿岸地域内の河川流域及び周辺の低地において、次の対策を行う。 

 避難場所の表示 

 避難路の誘導標識 

 海浜地の津波広報板 

 津波避難ビルの指定 

 津波避難タワーの検討 

 海水浴客など海岸から離れたところにいる人たちへの津波警報の伝達方法（オレンジフラッグ

など）の検討 

また、町は、消防職団員、警察官、市町職員など防災対応や避難誘導にあたる者の危険を回避する

ため、防災対応や避難誘導に係る行動ルールの作成や周知に努める。 

 

第２項  津波に関する知識の普及と津波訓練の実施 

１．津波防災知識の普及 

町は、津波に対する正しい知識の普及、津波対策の周知を行うため、広報紙、パンフレット、ホー

ムページ等の広報媒体を利用するとともに、ハザードマップの周知・配布、講演会の開催、防災訓練

の実施等により、津波に対する正しい知識の普及、津波対策の周知を行う。特に「津波防災の日」（11 

月５日）においては、積極的に広報を実施する。 

また、広報にあたっては、「海辺では、“地震の次は津波”という認識を持ち、警報を待たずに避難

すること、船舶は港外に退避すること」を基本として次の心得を周知徹底する。 

(１) 一般編 

 強い地震（震度４以上）を感じたとき、又は弱い地震であっても長い時間ゆっくりとした揺れ

を感じたときは、すぐ海浜から離れ、急いで安全な場所に避難する。 
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 地震を感じなくても、「津波警報」が発表されたときは、すぐに海浜から離れ、急いで安全な

場所に避難する。 

 正しい情報をラジオ、テレビ、広報車などを通じて入手する。 

 津波注意報でも海水浴や磯釣りは危険なので行わない。 

 津波は繰り返し襲ってくるので、警報、注意報解除まで気をゆるめない。 

(２) 船舶編 

 強い地震（震度４以上）を感じたとき、又は弱い地震であっても長い時間ゆっくりとした揺れ

を感じたときは、すぐに港外に退避する。 

 地震を感じなくても、「津波警報」が発表されたときは、すぐに港外に退避する。 

 正しい情報をラジオ、テレビ、無線などを通じて入手する。 

 港外へ退避できない小型船舶は、固縛するなど最善の措置をとる。 

 津波は繰り返し襲ってくるので、警報、注意報解除まで気をゆるめない。 

 

２．海抜標示板の設置 

町は、津波に対する平常時の意識啓発と避難時の指標とするため、津波対策対象地域内の電柱等を

利用して、海抜標示板の設置を推進する。 

 

３．防災教育の充実 

公立学校は、県教育委員会が作成する防災教育指導資料や津波防災に関する指導資料等を活用し、

防災教育を進める。私立学校についても同様の対応ができるよう働きかける。 

 

４．津波防災訓練の実施 

町は、最大クラスの津波やその到達時間、夜間等の様々な条件に配慮し、具体的かつ実践的な訓練

を継続的に実施する。また、居住地、職場、学校等における避難訓練の実施の必要性等の周知に努め

る。 

(１) 津波対策対象地域内の町民を対象とした訓練 

町は、防災関係機関、町民及び自主防災組織等と合同で、実践的な津波情報伝達訓練、避難訓練等

を行う。 

(２) 海浜利用者を対象とした訓練 

町は、大磯港を中心に、海水浴客及び釣客等の海浜利用者を対象に、津波情報伝達訓練、避難訓練

等を行う。 
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第４節  がけ崩れ対策等の推進 

主管部    建設経済部 

 

がけ崩れによる被害を予防するため、警戒、避難体制の整備を進めるとともに、土砂災害危険箇所

の整備や周知に努めるなど安全の確保を図る。 

 

第１項  避難計画の整備 

町は、警戒、避難体制の整備を図るとともに、土砂災害警戒区域、急傾斜地崩壊危険区域、地すべ

り防止区域、土石流危険渓流における警戒、避難対策計画を策定し、土砂災害警戒情報等を用いた避

難勧告等の発令基準及び発令対象区域を設定するとともに、避難地区の指定、避難経路の設定、避難

場所の指定を進める。 

また、危険な箇所に居住する町民や旅館等の従業員に対し周知を徹底する。 

 

第２項  危険地区の指定 

県は、地震による崖崩れ災害に備えるため、土砂災害危険箇所の整備に努めるとともに、土砂災害

警戒区域、急傾斜地崩壊危険区域、地すべり防止区域の指定区域に標柱及び標識板等を設置し、町民

に周知を徹底する。 

また、定期的にパトロール等を実施し、指定区域の管理及び保全について制限を行い、必要に応じ

て防災措置の勧告及び防災工事の施工改善命令を行う。 

 

第３項  災害防止教育・指導 

町は、急傾斜地崩壊危険箇所の土地管理者に対して、がけ地の点検を奨励するとともに、必要に応

じて危険箇所の補修を行うよう指導を徹底する。 

また、これら土砂災害危険箇所の周知徹底を行い、災害発生時における町民の避難誘導に十分配慮

する。 

 

第４項  社会福祉施設の土砂災害防止対策 

町は県と協力し、社会福祉施設を土砂災害から守るために、施設の管理者に対して危険箇所及び危

険区域、避難場所、警戒避難基準等の情報を提供し、警戒・避難体制の確立など防災体制の整備に努

めるよう指導する。 

 

資 料 

  土砂災害危険箇所数 

土石流危険渓流一覧表 

急傾斜地崩壊危険箇所・土石流危険渓流位置図
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第５節  液状化対策 

主管部    建設経済部 

 

本町では、一部地域において地震発生時に液状化の発生が懸念される地域があることから、今後、

補強対策を推進するとともに、県が行う情報提供等に協力する。 

 

第１項  公共施設における液状化被害の防止 

町は、液状化の可能性がある箇所に立地する公共施設に対して、今後、補強対策を検討する。 

 

第２項  情報の提供及び指導 

県は、「建築物の液状化対策マニュアル」や国が策定した「対策工法マニュアル」の一層の普及を

図るとともに、液状化による住宅、ライフライン等の被害軽減のため、ハザードマップ等による情報

提供に努め、町はこれに協力する。 

また、液状化対策について、国等の対策が明らかになった場合は、所要の措置をとる。 
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第６節  危険物施設等災害予防計画 

主管部    消防部 

 

危険物施設等は、地震等の災害で、その施設が損傷すると、飛散、漏洩、爆発、火災などにより、

周囲に及ぼす影響が非常に大きく、多大の被害を発生させる可能性があることから、関係機関等と連

携を図るとともに、これら施設の自主保安体制の充実強化を指導し、安全確保の徹底を図る。 

 

第１項  立入検査等の実施 

町は、法令等の基準の遵守及び火災危険の排除を主眼として、関係機関とも連携を図りながら消防

法に基づく立入検査を実施する。 

 

第２項  防災教育及び指導 

町は、事業所に対して県及び町が実施する各種講習会等への参加を呼びかける。また、事業所にお

いて実施する消防訓練の指導を行うとともに、必要に応じて消防署と合同で訓練を行う。 

 

第３項  自主保安体制の強化 

地震発生時における都市機能の麻痺、特に道路の寸断その他の障害によって、消防隊等の遅延ある

いは到達不能ということも予測されるため、事業者は貯蔵、取り扱う危険物の危険性を熟知し、自衛

消防組織及び消防防災活動の資機材等の整備強化について徹底させる。 

 

第４項  施設・設備の耐震化の促進 

町は、危険物施設の事業者に対し、施設・設備の耐震化や二次災害の発生防止について、必要な対

策を講じるように働きかける。 

 

資 料 

  危険物施設等の状況 
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第７節  建造物等災害予防計画 

主管部    政策総務部 町民福祉部 建設経済部 教育部 消防部 

 

建築物については、「大磯町耐震改修促進計画」に基づき、住宅及び一定規模以上の建築物、公共

建築物の耐震化を促進する。 

公共建築物への被害は、地震災害時における避難、救護、復旧対策の大きな障害となることから、

耐震性や耐火性を保てるよう配慮する必要がある。特に、警察、消防、公立学校等については、不燃

化を進めるとともに、一般建築物の基準以上の耐震性を持つように、設計指針を検討していくことと

する。その他の施設についても、耐震性の強化を進めるとともに、老朽施設の更新、補強を推進する。 

また、住宅等の民間建築物についても引き続き耐震化を促進する。 

 

第１項  公共施設災害予防計画 

１．庁舎等 

町は、建築基準法その他関係法令に適合するよう、建築物及び機械器具設備の維持管理を行う。ま

た、必要に応じて耐震診断及び耐震補強工事を行う。 

庁舎に付随する危険物貯蔵所等は、消防関係法令及び県条例に基づき、定められた技術基準に適合

した状態に維持管理を行う。 

庁舎管理者等は、地震による火災発生に備え、消防用設備の維持管理及び使用法等の指導を行う。 

 

２．町営住宅 

町は、町営住宅入居者に対する防災思想の普及を図るとともに相互連絡を密にし、その維持管理を

行い、災害予防に万全を期す。 

 

３．福祉施設 

町は、建築基準法その他関係法令に適合するよう、建築物及び機械器具設備の維持管理を行う。ま

た、地震災害時には地区の防災活動拠点等になることから、耐震診断及び耐震補強工事を行う。 

施設管理者等は、消防計画に基づき、定期的に消防用設備等の点検を実施するとともに、使用者に

対して日常から地震災害時における避難等の指導に努める。 

 

４．教育施設 

(１) 学校施設 

町は、小、中学校施設の耐震補強を既に実施していることから、建築基準法その他関係法令に適合

するよう、建築物及び機械器具設備の維持管理を行う。また、化学薬品の転倒、落下等による出火防

止を図るほか、その他備品の点検、転倒・落下防止策を講じる。 

 



第１章 都市の安全性の向上 

第７節 建造物等災害予防計画 
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(２) 社会教育施設 

町は、建築基準法その他関係法令に適合するよう、建築物及び機械器具設備の維持管理を行う。ま

た、必要に応じて耐震診断及び耐震補強工事を行うほか、備品の点検、転倒、落下防止対策を講じる。 

施設管理者等は、消防計画に基づき、定期的に消防用設備等の点検を実施するとともに、使用者に

対して日常から地震災害時における避難等の指導に努める。 

 

５．地域施設 

町は、地域の防災活動拠点として、施設の維持管理に努めるとともに必要に応じて耐震診断を実施

し耐震化を図る。 

 

６．その他の公共施設 

大磯警察署、大磯郵便局などの町施設以外の防災上重要な建築物については、それぞれの管理者が

耐震性及び耐火性等の確保に努めるものとする。 

 

第２項  一般建築物等災害予防計画 

１．建築物等の審査 

建築主事又は指定確認検査機関は、建築基準法及びその関係法令の防災関係規定により、設計段階

において建築物全般及び特定の工作物等（一定の高さ以上の擁壁、煙突、広告塔並びにエレベーター、

エスカレーター、遊戯施設）の審査確認を行う。 

 

２．建築物並びに防災設備の査察及び指導方針 

建築物所有者等に対して法令に基づく立入検査を実施し、災害予防について指導に当たるとともに、

防火避難設備の位置及び消防用設備等の維持管理について防火防災上の見地から必要な指導を行う。 

 

３．既存建築物の耐震化 

町は、昭和 56 年以前に建築確認を取得した住宅の所有者に対して、耐震診断や耐震改修等に係る

費用の一部補助し、住宅の耐震化を促進する。 

また、普及・啓発活動や、相談体制の充実、税の特例措置等により、既存建築物の耐震化を促進す

る。 

 

４．消防訓練計画 

町は、町内の主要建物及び特定対象物に対して、年間計画に基づいて消防訓練及び火災予防査察を

行う。 

特に、春・秋の火災予防運動等において、大磯町消防署及び消防団による消防訓練等を実施して、

消防技術の向上を図るとともに、町民に対して、初期消火、通報、避難等の要領を指導する。 
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町は、消防法第８条に該当する事業所等に対して、事業所等が作成した消防計画に基づく消防訓練

の指導をする。 

 

５．崖・擁壁の崩壊防止 

平成 12～14 年度に県が実施した急傾斜地崩壊危険箇所調査の結果、町内に急傾斜地崩壊危険箇所

が 88 箇所ある。現在このうち、１箇所（東小磯）が急傾斜地崩壊危険区域に指定されている。 

本来、崖・擁壁の安全対策については、所有者や管理者が実施すべきものであるが、人為的な改変

地は、地震により、地盤の崩壊、土砂崩れ等を引き起こし、予期しない大災害の原因となる恐れが大

きいため、町としても放置できることではない。 

このため、町は関係機関と連携し、建築基準法、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律に

基づき、規制、指導の強化、指定及び崩壊防止工事の実施により崖・擁壁対策の推進に努める。 

 

６．ブロック塀の安全化 

地震によって、多数のブロック塀・石塀が倒壊し、新たな災害要因として、その危険性が注目され

ている。ブロック塀の倒壊原因としては、 

 鉄筋が入っていないか、入っていても配筋量が不足している。 

 基礎の根入れ深さが不足している。また、土質が不良である。 

 基礎に対する鉄筋の定着が不充分である。 

 モルタルの充填が不充分である。 

 控壁がない。 

等が挙げられ、建築基準法施行令第 62 条の８の構造規定に適合した塀で倒壊したものは少ない。 

このため、町は、主要道路及び通学路沿い等のブロック塀を中心に実態調査を実施し、危険なもの

については、必要な補強を行うよう指導を行うとともに、ブロック塀の生け垣への変更を奨励する。 

また、新たにブロック塀を設置する者に対しては、鉄筋の配備や基礎の根入れ等について建築基準

法の規定に適合した構造とするよう指導するとともに、生け垣への変更を奨励する。 

 

７．その他の安全対策 

町は県と共同して、その他落下物として屋上給水塔、屋外広告、看板、窓ガラス、天井等の落下物

や、エレベーターの閉じ込め防止等の安全対策を進める。 

 

資 料 

公共施設の状況 

町内の建築物の状況と防火対象物数 

急傾斜地崩壊危険箇所・土石流危険渓流位置図 
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第２章 災害時応急活動事前対策の充実 

第１節  情報収集・提供対策 

主管部    本部事務局 政策総務部 消防部 

 

防災、応急、避難、災害復旧対策等に関する業務を迅速かつ適切に遂行するためには、まず情報連

絡体制を確保することが不可欠である。特に地震災害時における有線通信の途絶に備え、防災関係機

関相互の情報連絡網として無線通信施設が担う役割は極めて大きい。 

また、町民に対して、発災直後におけるパニックの防止、安全確保のためにも、迅速、的確な情報

の収集及び伝達を図ることが必要であることから、各種通信施設の機能強化に努める。 

なお、町民に対する提供情報は、高齢者、障害者や外国人等にも配慮した提供方法とするよう努め

ることとする。 

 

第１項  通信手段の機能確保等 

１．通信施設の管理等 

町は、有線電話、無線電話設備の機能を維持するため、保守管理を行うとともに、地震時に備え機

器類の転倒防止、予備電源の確保を図る。 

 

２．防災行政無線等の整備、拡充 

町は、地震災害時における関係機関との情報収集・伝達活動を迅速かつ的確に行うとともに、町民

や避難所等との情報伝達手段や交信の輻輳などへの対応として、防災行政無線や携帯電話等の整備、

拡充を図る。また、地震により通信施設に支障があった場合に備え、通信手段の多重化に努める。 

 

３．消防救急無線のデジタル化 

消防救急無線は、アナログ通信方式の使用期限（平成 28 年 5 月）までにデジタル化への移行を進

める。 

 

４．県防災行政通信網等の活用 

県が情報収集・伝達手段として整備している「防災行政通信網」や「災害情報管理システム」は災

害時においても信頼性が高いため、災害情報や被害報告など情報伝達に積極的な活用を図る。 

 

５．インターネットや携帯電話の活用 

災害対策本部及び避難施設間における避難情報等の収集及び災害情報の伝達のため、インターネッ

トや携帯電話の活用を図る。 



第２章 災害時応急活動事前対策の充実 

第１節 情報収集・提供対策 

地震災害対策編・第２章 第１節 -２ 

第２項  広報体制の確保 

１．緊急地震速報による広報 

緊急地震速報システムにより防災行政無線を通じて、地震等の情報を迅速に町民に伝達する。また、

町民の適切な対応行動を含めた普及・啓発に努める。 

 

２．ホームページ等の活用 

町ホームページや携帯電話等を利用した災害情報の提供体制を整備する。 

 

３．安否情報システム等の利用 

消防庁の安否情報システムの利用を検討する。 

 

第３項  協力体制の確保 

１．アマチュア無線団体等との連携強化 

アマチュア無線団体やかながわ自主防災航空と災害時の被害状況や情報収集などについて連携強

化を図る。 

 

２．地域メディアとの連携強化 

湘南ケーブルネットワーク株式会社、株式会社湘南平塚コミュニティ放送と迅速な情報提供の整備

を図る。 

 

第４項  被災者支援情報システムの構築等 

町は、り災証明書の発行、義援金の給付等の被災者支援業務を円滑に実施するため、被災者の住所

や家屋等の情報を効率的に処理するシステムの導入や体制の整備に努める。 

 

資 料 

通信施設の状況 

大磯町防災行政無線固定系子局設置場所一覧表 

大磯町防災行政無線固定系子局設置場所位置図 

大磯町防災行政無線局管理運用規程 

神奈川県災害情報管理システム端末装置の設置、管理等に関する協定書 

神奈川県震度情報テレメータシステム震度計測装置の設置、管理等に関する協定書 

災害時における災害広報活動の協力に関する協定書 

大磯町とかながわ自主防災航空との災害時における協力に関する協定書 

大磯町災害時非常無線通信の協力に関する協定書 
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第２節  災害対策本部等組織体制の拡充 

主管部    本部事務局 各部 

 

町は、地震発生時の災害応急対策等の実施や優先度の高い通常業務の継続のため、災害時に必要と

なる人員や資機材等を必要な場所に的確に投入するための事前の準備体制と事後の対応力の強化を

図る必要があることから、業務継続計画の策定などにより、業務継続性の確保を図る。また、実効性

のある業務継続体制を確保するため、必要な人員や資機材の継続的な確保、定期的な教育・訓練・点

検等の実施、訓練等を通じた経験の蓄積や状況の変化等に応じた体制の見直し、計画の改定などを行

う。 

 

第１項  組織体制の充実等 

地震災害時は、刻々変化する被災者のニーズに即応できることが必要である。そのため、被害の実

態や被災後の時間経過に伴う対策に即応できるよう、災害対策本部等防災組織体制の充実を図る。 

災害発生時において、職員が迅速かつ確実に災害応急活動が実施できるように、各種マニュアルの

見直し及び整備を行うとともに、災害応急活動のために使用する予定の車両について、あらかじめ県

公安委員会（県警察本部）に事前届出を行い、緊急通行車両事前届出済証の交付を受けておくものと

する。 

 

第２項  庁舎被災時の代替施設の確保 

町は、庁舎が被災した場合を想定して、通信機器、バックアップ機能などを備えた代替施設の確保

に努める。 

 

第３項  業務継続体制の確保 

町は、防災中枢機能を果たす庁舎等の施設・設備の充実及び災害に対する安全性の確保に努めると

ともに、自家発電設備等の整備を図り、十分な期間の発電が可能となるような燃料の備蓄等に努める。

また、通信途絶時に備えた衛星携帯電話の整備などの非常用通信手段の確保に努める。 

また、地震発生時の災害応急対策等の実施や優先度の高い通常業務の継続のため、業務継続計画の

策定を検討する。 
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第３節  救助・救急・消火活動体制の充実 

主管部    消防部 町民福祉部 

 

地震災害時において集中的に発生することが予想される救急、救護事象に対処するため、救急資機

材の備蓄に努め、消防団や町民の協力を得て関係救急医療機関と連携のもとに一貫性のある救助、救

急体制を確立する。 

また、火災の防止に関しては、出火防止、初期消火のための備えを推進するほか、同時多発火災あ

るいは大火災の発生に備え、消防署、消防団の消防体制や消防水利を強化する。 

 

第１項  救助・救急活動体制 

１．救急体制の整備 

(１) 応急救護体制の整備 

町は、応急資機材の備蓄と応急救護所の開設に必要な資機材の整備並びに体制を確立する。 

(２) 救急医療情報体制の整備 

町は、医療機関との情報通信機能の確保を図り、有機的な連絡協力体制を整備する。 

(３) 消防団の活動強化 

町は、消防団の応急的救急活動を効果的にするため、消防団員に対し応急手当等の指導を行い技術

の向上を図る。 

(４) 町民の応急救護知識技術の指導 

町は、地震災害時における町民相互の応急救護活動を効果あるものとするため、町民に対し防災訓

練指導と併せ傷病者を応急に救護するために必要な知識、技術について指導する。 

 

２．救助体制の整備 

町は、発災初期における倒壊建物等からの救出、救助事象に対処するため、救助資機材等の整備増

強を図るとともに、消防団等とも連携をとりながらの救助体制を確立する。また、大規模・特殊災害

に対応するため、高度な技術・資機材を有する救助隊の整備に努める。 

 

第２項  消火活動体制 

１．出火防止対策 

(１) 火気使用設備器具の点検促進 

町は、町民が家庭用石油ファンヒーターなどに内蔵されている耐震安全装置や転倒安全装置の点検

を行うよう啓発活動を行う。 

なお、家庭用ＬＰガスの安全器は、平成３年度から平成５年度の３年間に設置の推進を図り、現在

ではほぼ全戸に設置されている。 
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(２) 住宅用火災警報器の設置促進 

消防法関係法令等の改正により、一般住宅の寝室等に火災警報器の設置が義務づけられたことから、

町は町民に対して設置の促進を啓発する。また、任意である台所への設置も推奨する。 

(３) 出火防止知識の普及 

町は、各家庭及び事業所において地震時に出火させないための予防対策として、防火防災映画やビ

デオの活用あるいは広報紙、パンフレット等の印刷物を活用する。また、防火防災講演会等への参加

呼びかけを行うとともに、火災予防運動等をとおして出火防止知識の普及、高揚を図る。 

 

２．初期消火対策 

(１) 消火器等の普及 

ア．各家庭における消火器具の普及 
町は、初期消火体制の整備のため、各家庭においても消火器等の消火器具を自発的に設置するよう

指導する。 

イ．事業所等における消火器具の普及 
町は、各事業所等における初期消火体制を確立するため、それぞれの目的に応じた実用的な消火器

具を設置するよう指導する。 

ウ．街頭消火器の充実 
町は、家庭の消火器を補い、地域での初期消火に役立つように街頭消火器を平成 22 年４月１日現

在で 1,500 本設置しており、今後は計画的に更新を図る。 

(２) 自主防災体制の強化 

ア．町 民 
町は、初期消火の実効を高めることを目標に町民個人はもとより、地域の組織的な活動力の向上を

図るため、訓練指導体制を強化する。 

特に、春秋の火災予防運動、防災の日等を中心に初期消火訓練、避難訓練等を通じて、町民の防災

行動に関する具体的な知識、技術の指導にあたり、実践的行動力の向上を図る。 

イ．地 域 
自主防災体制については、すでに組織化されている地区もあるが、未組織の地区については、自主

防災体制づくりを指導推進する。具体的には以下の取り組みを推進する。 

 近隣共助体制の強化、防災訓練への参加等自主的な防災町づくりを推進する。 

 地域における自主的初期消火活動を推進するため、女性による消火隊の組織化を推進する。 

ウ．事 業 所 
エ．防災計画の作成要領 

町は、消防法に基づく消防計画及び予防規程の作成義務のある事業所については、既定の計画に地

震対策についても定めるよう指導し、自衛消防体制の強化を図る。 
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オ．自衛消防組織の強化 
町は、消防計画に定める自衛消防組織の個別訓練及び総合訓練の実施について指導する。また、自

衛消防隊員等に対して防火防災講演会等や訓練等への参加の呼びかけを行うとともに、その指導を行

い、自衛消防組織の育成強化を図る。 

 

３．火災の拡大防止対策 

(１) 消防の広域化への対応 

消防体制の一層の充実強化と高度化を図るため、近隣市町と連携し、広域化及び広域連携について

の調査・検討を推進する。 

(２) 消防団体制の確立と強化 

町は、消防団組織の整備と活動任務を明確化し、発災時の参集計画、運用計画などの活動体制を整

備するとともに、防災資機材倉庫、活動資機材を充実し、地震災害時に対応できる消防団体制を確立

する。 

また、消防団詰所を地域の防災拠点と位置づけ、消防団は、町職員、自主防災組織及び地域住民と

の連携を図る。 

(３) 消防活動道路の確保 

町は、道路、橋りょう障害に関する対策資料を整備し、消防活動計画の合理化と関係機関との協力

を図る。 

(４) 被害予想に対応した活動要領の習熟 

町は、火災の被害予想に対応した作戦計画を確立して消防活動基準を整備し、消防職員及び消防団

員の教育訓練並びに発災時の活動要領の習熟を図る。また、消防計画の中に地震災害時における大規

模火災等に関する事前計画を策定するなど、大規模火災等への対応を図る。 

(５) 消防水利の整備 

町は、地震により消火栓が使用不能となった場合に備え、既存防火水槽の耐震性向上を図るととも

に、防火水槽や耐震性貯水槽等の消防水利の整備を行い、水利の確保に努める。 

(６) 消防自動車の整備及び更新 

町は、消防力の整備指針に基づき「消防車両整備計画」を作成し、消防車両の整備更新を行う。 

(７) 消防広域応援要請方法及び受入体制の整備 

地震により、同時多発火災の発生や延焼が拡大した場合、町の保有する消防力では対処できないこ

とも予測される。このため、町は、県下消防相互応援協定に基づく他の自治体への応援要請及び消防

庁に対する緊急消防援助隊の派遣要請の手続きや応援受入れ等のマニュアルを作成し、広域応援体制

の整備を図る。 

 

第３項  孤立化対策の推進 

町は県と連携して、孤立化する可能性のある地域の状況を検証し、対策を検討する。 
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資 料 

消防本部・署の状況 

消防水利一覧 

消防団の状況 

神奈川県下消防相互応援協定書 
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第４節  避難計画 

主管部 町民福祉部 建設経済部 教育部 消防部 

 

地震による火災の延焼拡大や家屋の倒壊、津波災害等から町民の生命や安全を確保するため、広域

避難場所の確保や避難体制の整備、避難所の運営体制や応急仮設住宅対策について、一連の避難対策

として整備を進める。 

 

第１項  避難場所対策 

１．広域避難場所 

平成 22 年度時点において、高麗・東町・長者町・山王町では、広域避難場所の指定がないため、

火災の延焼があった場合には、近くの公園や学校等への避難が求められることから、早急に避難場所

の確保を推進する。 

また、避難場所自体の安全化対策を推進する。 

 

２．いっとき避難場所 

いっとき避難場所は、広域避難場所や指定避難所へ避難する前の中継点で、一応避難して様子を見

たり、広域避難場所等へ避難するために地域住民が集結する場所であり、自治会が次の基準により事

前に選定する。 

 避難行動が地域単位ごとに集団で行動できるよう、地域の生活圏と関連した場所を選定する。 

 地域単位で集団を形成するため、避難者の安全がある程度確保できるスペースを有する小公園

や空き地等の場所を選定する。 

 

３．指定避難所 

町は、避難場所に避難した町民のうち、住居を喪失するなどして引き続き救助を要する者に対して、

応急的な救助を行うため避難所の安全対策や備蓄品等の整備を図る。 

また、避難所の運営に対しては、男女のニーズの違い、ペットの扱い等にも十分配慮する。 

 

４．避難場所標識の設置 

町は、避難場所を明示し、避難誘導を円滑に行うため、避難場所に標識を設置する。 

 

５．避難施設管理者との事前協議 

避難所の責任者は、避難所開設時の円滑な運営のため、平常時から施設管理者及び自主防災組織等

と概ね次の点について協議を行い、協力体制の整備に努める。 

 施設管理上の協議要請事項 

 施設管理者及び当該施設の教職員、指定管理者等への協力要請事項 

 避難所での自主防災組織等に対する協力要請事項 
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６．災害時要援護者への配慮 

町は県と協力して、避難誘導、避難所での生活環境の確保について、高齢者、障がい者等に十分配

慮する。特に、高齢者、障がい者等の二次的避難所として設備、体制が整った社会福祉施設等を活用

するため、あらかじめ施設管理者と災害時の協定を結ぶことに努める。また、高齢者、障がい者等に

向けた情報の提供についても十分配慮する。 

 

第２項  避難道路対策 

避難道路は、地震による二次的災害として発生する火災等から広域避難場所へ避難する避難者の生

命と身体の安全を守るため、最も安全な経路として選定される。町としては、この点を考慮して、適

切な避難を指導していく。 

 

第３項  避難対策 

町は、地震災害が発生した場合に被災者を安全な場所に迅速適切に避難させるため、平素から特に

次のような点に留意して避難誘導対策の万全を期するものとする。 

 平素から各種の広報手段を活用し、町民に対し大地震が発生した場合の避難場所、避難経路及

び避難時の留意事項等について活発な広報活動を行う。 

 町内の学校、会社、事業所、スーパーマーケット、交通機関その他多人数が集合する場所の責

任者、管理者等に対して、避難対策等の安全確保対策について適切な指導等を行うとともに、

日頃からの連携に努める。 

 町及び関係機関は、避難の勧告、指示を発する手順、伝達方法、機関相互の連絡方法及び広域

避難誘導方法等をあらかじめ定めるよう努める。 

 町は、避難場所への避難訓練を実施し、災害時における混乱防止を図る。 

 

第４項  避難所運営委員会の事前設置 

町は、「避難所運営マニュアル」に基づき、自主防災組織等の地域住民代表、施設管理者及び町職

員等で構成する避難所運営委員会を平時より設置し、避難所の円滑な運営に向けた事前準備を進める。 

 

第５項  応急仮設住宅対策 

町は、応急仮設住宅の迅速な供給や設置運営を円滑に行うため、建設可能用地の選定、応急仮設住

宅の建設、入居基準、運営等のマニュアルの作成、利用可能な町営住宅の把握、関係団体との協議を

深め、発災時における応急体制の確立を図る。なお、入居基準作成時には災害時要援護者の優先入居

についても考慮するものとする。 

また、町は県及び関連機関と連携し、応急仮設住宅（建設型・民間賃貸住宅借上げ型）の供給に関

する訓練を実施する。 
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第６項  ペット対策 

町は、避難所におけるペットの扱いについては、鳴き声、臭い、アレルギー対策、衛生面に関する

問題などから、生活スペースから離れた場所でケージにおいて飼育するなどの注意事項を、可能な限

り避難所運営マニュアルに位置づける。 

 

資 料 

広域避難場所、指定避難所一覧 

非常災害時における避難所相互利用協定書 
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第５節  帰宅困難者対策 

主管部    政策総務部 

 

地震発生時には、駅周辺の他に、交通規制等により観光地・レジャー施設周辺でも帰宅困難者・滞

留者が多く発生する可能性があることから、町は帰宅困難者・滞留者の発生抑制と発生した際の対応

について事前対策を進める。 

 

第１項  一斉帰宅抑制の周知 

町は、大規模地震発生直後においては、救助・救急、消火及び緊急輸送などの応急活動を迅速に行

う必要があることから、帰宅困難者の発生を抑制するため「むやみに移動を開始しない」という基本

原則について町民、企業、学校、関係団体などへの周知を図る。 

 

第２項  企業等の取組の促進 

町は、企業等が従業員などを一定期間事業所等内に留めるために必要となる水、食糧、物資等の備

蓄や事業所建物の耐震化、大型の什器・備品の固定などを行うよう、啓発活動を実施する。 

 

第３項  避難対策 

町は県と連携し、帰宅困難者用の一時滞在施設の確保に努めるとともに、開設基準や運営マニュア

ルの作成及び一時滞在施設における飲料水等の計画的な備蓄を進める。 

また、事業者や警察等と連携し、地域毎の対応を検討・協議する地域協議会の設置を推進する。 

 

第４項  訓練の実施 

町は、関係機関の協力を得て、帰宅困難者用の一時滞在施設の迅速な開設、開設状況の広報、運営

管理のための訓練を実施する。 
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第６節  災害時要援護者対策 

主管部    町民福祉部 消防部 

 

地震災害時に、障害のある方やお年寄りなど要援護者といわれる方は、より被害を受けやすく避難

等に手助けが必要となることが想定される。 

大地震等の広域的な災害が発生した場合、公的支援活動には制約があることから、「災害時要援護

者支援マニュアル」に基づき、要援護者に対する支援活動が、地域の協力により実施できるよう、防

災関係機関はもとより自治会や各福祉関係者、諸団体と連携し、福祉的支援とともに自力避難が困難

な方の安否確認など地域が主体となった支援を目指す。 

 

第１項  災害時要援護者の範囲と対応の方向 

１．災害時要援護者の範囲 

本町の地震等災害時における安否確認や救出、避難誘導等が必要な災害時要援護者の概ねの基準を

以下の通りとする。 
 ひとり暮らし高齢者 （７５歳以上）  寝たきり高齢者 （６５歳以上） 
 高齢者のみの世帯 （７５歳以上）  身体障害（児）者 （身体障害者手帳 ３級以上） 
 知的障害（児）者 （療育手帳 Ａ判定（Ａ１、Ａ２））  精神障害者 
 難病患者  人工透析患者 
 妊産婦・乳幼児  

 

２．対応方針 

(１) 災害時要援護者の対応方針 

災害時要援護者の範囲は広く、また障害の内容や程度等によっても一人ひとりの状況が異なるなど、

災害時において個々の場合について対応することは難しいため、事前の防災対策及び避難誘導、介助

等は本人又は家族等が行うことを前提とし、近隣互助及び自主防災組織をもってこれを支援すること

を基本とする。 

(２) 町の対応 

町は、この方針に基づき、本計画における災害時要援護者関連対策の中で、事前対策や災害発生後

の避難対策等について必要な措置を講ずる。 

 

第２項  所在情報の把握及び管理 

１．情報の把握 

町は、対象者本人やその家族の同意を得た上で災害時要援護者登録名簿（以下「名簿」という。）

を作成する。名簿作成にあたっては、個人情報保護に十分留意する。 
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２．台帳の管理 

町は、名簿により各地区の災害時要援護者台帳（以下「台帳」という。）及び災害時要援護者マッ

プを作成する。また、常に新しい情報を把握するため、定期的に更新を行う。 

作成した台帳等は町で保管し、必要に応じて消防団、自主防災組織、自治会、民生・児童委員（以

下「関係支援団体」という。）に対して情報を提示し、災害時要援護者対策に役立てる。 

 

第３項  防災知識の普及及び避難対策等 

町は、災害時要援護者に対する事前の予防対策として次の事項を行う。 

１．防災知識の普及 

災害時要援護者のいる世帯に対してパンフレット等を配布し、防災知識の普及を図るとともに、防

災訓練への参加を呼びかける。 

また、障害者に対して点字パンフレットや音声ガイドを配布し、防災知識の普及を図るとともに、

防災訓練への参加を呼びかける。 

 

２．地震災害時の避難対策等 

(１) 安全確保体制の整備 

自主防災組織等地域における災害時要援護者支援体制の確立を図る。また、災害時の救助活動を容

易にするため、災害時要援護者のいる世帯等に対し、救命ホイッスルの配布を検討する。 

さらに、登録者の身体状態等に配慮した活動を円滑に行うことができるよう、町は台帳登録者およ

びその家族に対し、救出および避難時の注意事項等を記入できる災害時要援護者カード等を配布する。 

(２) 情報伝達体制の整備 

地域と連携した災害時要援護者への安否確認や情報伝達体制の整備を図る。また、障害者の自宅に

ファックスの設置を推進するほかに、視力・聴覚障害者に対する災害情報の提供のため、文字情報や

音声情報等の伝達手段を検討し、整備に努める。 

(３) 避難施設等の整備等 

避難施設となる学校施設等に車椅子を配備するとともに、施設のバリアフリー化を推進する。また、

避難所の指定にあたっては、災害時要援護者が必要な生活支援を受けられるなど、安心して生活でき

る体制を整備した避難所（福祉避難所）の指定に努める。 

(４) 住宅対策 

災害時要援護者の応急仮設住宅への優先入居についての基準の整備を図る。また、高齢者、障害者

向け応急仮設住宅の提供についての検討を行う。  

(５) 各種ケア体制の整備 

手話通訳者、介護員等のボランティアの育成及び支援体制の整備を図る。また、避難所や在宅での

生活が困難な災害時要援護者に対する社会福祉施設の受け入れ協力体制の整備や、避難所生活におけ

る災害時要援護者ケア体制の整備を図る。  

さらに、独居老人等の応急仮設住宅入居者のケア体制の整備を図る。 
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(６) 外国人の対策 

外国人向けに数ケ国語を使用した防災パンフレットを配布するとともに、外国語通訳ボランティア

の登録、育成及び支援体制の整備を図る。 

 

第４項  地域における支援体制の確立 

災害時要援護者の対応は、関係支援団体を中心とした地域での支援が不可欠であるため、関係支援

団体は相互連携を保ち、次の支援体制の確立に努める。また、町はその確立について指導及び支援を

行う。 

１．対象者の把握 

関係支援団体は、対象者の私生活に配慮しながら、平常時から地域に居住する災害時要援護者の把

握に努める。 

 

２．地震災害時の避難誘導及び救助等 

関係支援団体は、地震災害時における災害時要援護者の避難誘導、救助、安否確認、避難生活上の

措置等についての対策を事前に講じておくものとする。 

なお、関係支援団体における災害時要援護者対策の整備については、保険福祉課、スポーツ健康課、

危機管理対策室及び消防本部が協力して指導及び支援を行う。 

 

第５項  社会福祉施設等の安全確保 

社会福祉施設等の入所者（通所者）は災害時に自力で行動することは難しく、介助が必要であるこ

とから、災害発生時にこれらの人たちの安全を確保するため、施設の管理者は平常時から次の防災対

策の実施に努める。 

１．防災設備等の整備 

施設の耐震性や耐火性を確保するための必要な措置を講じるとともに、照明器具や備品等の転倒や

落下等がないよう設備の総合的な安全性を高める。 

また、ライフラインの機能が停止した場合にも、入所者の生活ができるように非常用発電設備、非

常食料、飲料水、医薬品等の整備及び備蓄に努める。 

 

２．避難誘導の対応策の整備 

入所者の心身の障害に十分配慮した避難計画等の整備を行う。なお、夜間は職員が手薄になること

や入所者が就寝中であることなどにより、避難活動等が昼間以上に難しくなることを考慮した実践的

な避難計画とする。 

 

３．防災教育及び防災訓練の実施 

施設職員が地震災害時に適切な行動がとれるよう防災教育を行う。また、どんな状況でも職員や入

所者が適切な行動がとれるように、施設の構造や入所者の状況に応じた実践的な防災訓練を行う。 
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４．緊急連絡体制の整備 

地震災害時における町への被災状況等の連絡体制を整備するとともに、消防、警察等関係機関へ迅

速な連絡が行えるように緊急時における具体的な情報伝達体制を整備する。 

また、地震災害時にも使用可能な通信手段の整備に努める。 

 

５．地域社会との連携 

日頃から地域住民との交流を深め、災害時にはボランティアとして協力が得られるような体制づく

りに努める。 

 

資 料 

災害時要援護者登録申請制度 
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第７節  飲料水、食料及び生活必需物資等の供給対策 

主管部    建設経済部 

 

地震災害時には、食料、飲料水、救助物資及び資機材を速やかに調達しなければならない。そのた

めに、平素からこれらの備蓄を行うとともに、飲料水の確保のため対策を講じ、救助活動の迅速かつ

的確化を図る。 

 

第１項  備蓄等の基本的方向 

町は、平常時における飲料水、食料、生活必需品等の備蓄等にあたり、次の基本的方向に沿って行

うものとする。 

１．町民の準備の徹底 

地震災害が起きたときのために、町民には最低３日分の飲料水・食料及び非常持出し品（救急医薬

品、懐中電灯、ラジオ等）等を必ず準備するよう周知徹底を図る。 

 

２．分散備蓄の実施 

地震災害時に被災者に対する応急対策が円滑かつ効率的に行えるように食料、防災用資機材の備蓄

等については、地理的、交通的な事情等を勘案し、町域内の適切な場所に適切な量を分散して備蓄す

る。 

 

３．流通備蓄の拡大 

一定量又は一定品目以上の備蓄について、保存年数、避難の長期化等に伴う町民の嗜好の変化等を

考慮し、関係業者等との協定による流通備蓄の拡大を図る。 

 

４．高齢者、障害者等への配慮 

飲料水、食料、生活必需品等の備蓄にあたり、高齢者、障害者、女性、乳幼児等や季節性に配慮し

た備蓄品目を検討する。 

 

第２項  備蓄計画 

町は、避難所等に備蓄倉庫を設置し、緊急用食料、生活必需品その他資材等の備蓄を行い、被災者

の救急救助活動の円滑化を図る。 

また、飲料水や生活用水の給水体制の整備を図る。 

１．食料の備蓄 

食料の備蓄品目は、保存食（アルファ米等）とし、目標備蓄量は 13,000 食（神奈川県西部地震被

害想定の避難者数 970 人の３日分以上）とする。 
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２．生活必需物資の備蓄 

生活必需物資の品目及び備蓄量は、現在の備蓄状況及び流通備蓄の協定の締結等の推移等を考慮し

ながら計画的に備蓄の充実を図る。 

 

３．防災用資機材の整備 

防災用資機材の品目及び備蓄量は、現在の備蓄の協定の締結等の推移等を考慮しながら計画的に整

備を図る。 

 

４．分散備蓄の実施 

食料、生活必需物資及び防災用資機材の分散備蓄は、避難所を中心にして行うものとする。 

 

５．飲料水等の確保 

飲料水や生活用水は、耐震性貯水槽、防災井戸、鋼板プールなどにより備蓄を図る。また、耐震性

貯水槽や防災井戸は災害時に利用できるよう適正な維持管理に努める。 

 

第３項  給水体制の整備                                  

町は、飲料水確保（１日１人あたり３Ｌ）のため、災害対策用飲料貯水槽及びろ水機の増設と併せ

て、地震災害時における生活用水確保について防災指定井戸の指定などの施策を講じる。 

 

第４項  物資等調達協定の締結 

１．調達協定の推進 

町は、地震災害時における食料品、生活必需物資、医薬品等の調達に当たり、災害の状況、季節性、

長期化に伴う町民のニーズの変化等に対応するため、必要に応じて順次関連業者等との調達協定の推

進を図る。 

 

２．調達協定締結の周知 

地震災害時の応急対策の円滑化を図るため、本部事務局は調達の協定を締結するときは、関係各部

の意見を聞くとともに、締結後は、速やかにその内容について関係各課に周知する。 

 

資 料 

防災備蓄倉庫等物資一覧表 

貯水量及び給水可能日数 

防災指定井戸一覧表 

協定締結団体等一覧表 
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第８節  医療・救護・防疫計画 

主管部    町民福祉部 消防部 

 

地震災害時には、建物倒壊や家具等の転倒、窓ガラスの落下等により極めて広範囲に多数の負傷者

が発生し、また医療機関においても医療機能の低下が予測される。このため、迅速かつ的確な医療救

護・防疫活動を行うための体制の整備を図る。 

 

第１項  初期医療体制の整備 

１．救護所の整備 

地震災害時には中郡医師会大磯班及び平塚歯科医師会大磯地区の協力により、町内２箇所に救護所

を設置し、応急的に医療救護活動を行う。このため、町は、救護所用の医療機材及び医薬品の確保体

制等の整備並びに看護要員等の人的確保に努め、救護所における救護活動の充実、強化を図る。 

(１) 救護所設置場所 

町の指定する救護所の設置場所は、大磯小学校、国府小学校とする。 

(２) 医療救護班の体制確保 

救護所の開設に備え、医師会及び歯科医師会等と連携し体制の確保を図る。 

(３) 医療資機材等の備蓄 

町は、救護所開設時の迅速かつ円滑な運営を期するため、次のとおり必要な装備品及び医療機材等

の備蓄に努める。なお、備蓄場所は救護所とする。 

 設営資機材等  衛生材料 

 医療機材料  

(４) 医薬品等確保体制の整備 

町は、医薬品等の調達については、町内薬局から調達するとともに、関連業者等との調達協定の締

結の推進を図る。 

(５) 運営体制の整備 

ア．看護要員の確保 
町は、広報紙その他の方法により、看護師、看護補助者等の民間看護要員の登録を呼びかけ、救護

所開設時の要員の確保に努める。 

イ．看護要員の研修 
町は、登録された看護要員に対して応急医療救護活動についての研修会を行い、地震災害時の活動

の円滑化を図る。 

ウ．応急医療救護訓練の実施 
町は、関係機関等の協力により、救護所運営等に関する訓練を行い、地震災害時の運営及び医薬品

類供給の円滑化を図る。 
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２．医療機関等との連絡体制の整備 

地震災害時における医療救護活動は、各医療機関等の状況をいち早く把握し、診療可能な医療機関

へ迅速に負傷者等を搬送することが重要である。このため、スポーツ健康課、消防本部は、平常時か

ら次の機関との連絡体制等の整備に努める。 

(１) 医療機関との連絡体制等の整備 

地震災害時における医療機関の状況把握、連絡方法について事前に協議を行い、連絡体制の整備に

努める。 

(２) 平塚保健福祉事務所との連絡体制等の整備 

地震災害時には、神奈川県地域防災計画の定めにより平塚保健福祉事務所に救護所が設置されるこ

とになっている。このため、町は平塚保健福祉事務所と医療救護内容及び連絡体制等について事前に

協議を行い、地震災害時の平塚保健福祉事務所との医療救護活動の連携体制等の強化に努める。 

(３) 人工透析患者等に対する医療体制の整備 

地震災害時において、人工透析患者等の医療の途絶は生命の維持にかかわる重要な問題である。こ

のため、県及び医療関係機関の協力を得て、人工透析患者等の地震災害時における医療の確保体制の

整備に努める。 

 

３．医療機関における設備等の整備 

医療機関は、水、電気、通信などのライフラインが途絶した場合に備えて、ライフライン等の施設

や設備の耐震化等を進めるとともに、医療用の水の確保のための非常用貯水槽等の設置等を計画的に

進める。 

 

第２項  重症者等の搬送体制 

地震災害時の重症者等の後方医療機関への搬送は、原則として被災現場から救護所までは町が行い、

救護所から後方医療機関までは町及び県が行う。このため、町は輸送計画を関係団体と協議して定め

ておくものとする。 

１．後方医療機関 

後方医療機関は、東海大学医学部付属大磯病院とする。 

 

２．重症者等の搬送 

重症者等の救護所、後方医療機関への搬送は、消防対策部が当直員による救急・救助隊のほか、非

直員及び消防団による特設救急隊・特設救助隊をもって自主防災組織等の協力を得て行う。 

 

３．災害医療拠点病院 

災害医療拠点病院は、二次医療圏ごとに地域の災害医療を担う機関として県知事が指定した病院で、

地域救護病院で対応できない患者の受け入れ及び医療救護班の派遣など、医療救護活動の中心的役割

を担う施設として県内で 33 病院が指定されている。 
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第３項  医療ボランティア受入体制の整備 

町は、地震災害時における医療ボランティアの受入れについて、関係機関等と連携を図り、平常時

からその受入体制の整備を図る。 

 

第４項  避難生活者の健康管理体制の整備 

地震災害に伴う避難施設での生活は、阪神・淡路大震災や新潟県中越地震に見られるように長期化

することも予測され、この場合の入所者に対する健康管理、栄養指導等の新たな対応が課題となって

いる。このため、次の事項を検討し、体制の整備に努める。 

 保健師等による避難施設等への巡回健康相談、栄養指導等 

 医師、保健師等による避難施設等への巡回メンタルケア等 

 

資 料 

災害発生時における医療救護活動実施計画 

災害時における医療救護活動についての協定書 

災害時における医療救護活動及び救急医薬品等の調達に関する協定書 

災害用医薬品等の備蓄に関する協定書 
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第９節  文教対策 

主管部    教育部 

 

地震災害時に備え、学校等においては、各学校が作成する防災計画に基づく防災体制の整備を進め

るとともに、園児、児童、生徒等への防災教育を充実するなどの対策を推進する。 

 

第１項  学校等における防災体制の整備 

公立学校は、家庭・地域と連携した防災訓練及び避難訓練を実施する。また、園児・児童・生徒等

の通学路の安全点検を行うとともに、地震災害時における園児・児童・生徒等の安全確保を図るため、

各学校において作成している防災計画等の見直しを行い、実効性のある避難・誘導・保護計画を定め

る。なお、障がい児については、あらかじめ介助体制等の組織を作るなど十分配慮をする。 

学校長及び幼稚園長、保育園長（以下「学校長等」という。）は、地震に備え危険と思われる施設

の補修、常設消火器等を定期的に点検する。また、電気器具、ガス器具、灯油、ガスの管理等につい

て定期的に点検するとともに、落下及び転倒の危険がある備品等について点検と防止措置を講ずる。 

学校長等は、児童生徒の心的症状に対応するため、日ごろから校内相談体制の整備や校内研修に努

める。 

私立学校は、地震災害予防体制を整えるとともに、防災応急対策の策定と避難訓練を実施する。 

 

第２項  文化財の保護 

教育委員会は、文化財の震災対策を確立し、文化財を保護するため、文化財の所在情報の充実、整

理を行い、防災関係機関等と情報を共有化するとともに、具体的な地震災害対策の検討を連携して進

める。 

 

資 料 

神奈川県立平塚工科高等学校との防災訓練に係る協力協定書 
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第１０節  建築物対策（危険度判定、応急修理） 

主管部    建設経済部 

 

地震災害時には、余震等による被災建築物の倒壊、落下物等や余震及び降雨による宅地の崩壊がも

たらす二次災害を防止する必要があることから、応急危険度判定及び被災宅地危険度判定を行うこと

が出来るよう、県と連携し、事前体制の強化に努める。 

 

第１項  建築物応急危険度判定体制の整備 

１．応急危険度判定士の育成等 

町職員に対して神奈川県建築物震後対策推進協議会が行う講習を受講させ、コーディネーターを養

成する。 

 

２．必要機材等の整備 

迅速な判定実施が行えるよう判定の実施に必要な機材等をあらかじめ整備する。 

 

３．判定制度の周知 

平常時から町民に対して判定制度の周知を図り、当該建築物の所有者等が判定結果を尊重し、建築

物を使用するよう指導する。 

 

第２項  宅地危険度判定制度 

１．県 

県は、被災宅地の危険度判定を実施する技術者を確保するため、宅地危険度判定士制度を設け、宅

地危険度判定士の登録を行う。また、宅地危険度判定士の養成を行うとともに、宅地危険度判定活動

に際し、被災時の活動体制について検討する。 

 

２．町 

町は、宅地危険度判定の実施に必要な活動体制の整備を図る。 
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第１１節  災害廃棄物等の処理対策 

主管部    建設経済部 

 

地震災害時には、がれきや粗大ごみ等の災害廃棄物が大量に発生するほか、一般のごみやし尿など

は平常時と同様の収集・処理を行うことが困難となることから、災害廃棄物処理方法の事前検討や周

辺市町村や関係団体との相互協力体制の強化に努める。 

 

第１項  一般廃棄物処理施設の耐震化等 

町は、ごみ処理施設及びし尿処理施設の耐震化、浸水対策及び補修等に必要な資機材の備蓄に努め

るとともに、収集車両や機器等を常時整備し、緊急出動できる体制の整備に努める。 

 

第２項  災害廃棄物等処理方法の事前検討 

町は、仮置き場への搬入ルートの選定、仮置場の運用計画、災害廃棄物の再利用・資源化等を考慮

した災害廃棄物処理計画を作成する。 

あわせて、指定避難所の優先収集等を考慮したごみ、し尿収集計画を作成する。 

 

第３項  震災時の相互協力体制の整備 

町は、周辺の市町村や廃棄物関係団体と調整し、震災時の相互協力体制の整備に努める。 
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第１２節  広域応援体制の拡充 

主管部    本部事務局 政策総務部 消防部 

 

地震災害時における広域応援は救援・救護、応急・復旧対策に多大な貢献が期待される。そのため、

効率的な応援がスムーズに実施されるよう、体制等の強化を図る。 

 

第１項  広域応援の受入体制等の整備 

町は、上空から重要拠点や被災場所を把握できるよう、主な施設の屋上に施設名の表示に努める。 

また、広域応援活動拠点への応援部隊の円滑な受入れ体制の整備を進める。 

 

第２項  応援機関との連携の強化 

町は、他の自治体との相互応援の締結を拡大するとともに、応援活動を確保するため、機材等の整

備を進める。 

また、平素から協力体制の確立に努める。 

 

第３項  県との連携の強化 

県及び町は、大規模な災害が発生し、町単独では十分な応急対策や復旧対策が実施できない場合に、

地域県政総合センター単位の地域ブロック内の市町村間及び地域ブロック間で相互に連携し、迅速か

つ的確な応援ができるよう、一層の連携強化を図るとともに、訓練等の実施を通じ、体制の検証を行

う。 

また、町は他の市町村を迅速に応援できるよう応援体制を整備する。 
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第１３節  町民の体制及び業務等 

主管部    本部事務局 消防部 

 

地震災害時の被害を低減し、また災害からいち早く立直るためには町民の一人ひとりが「自らの身

は、自ら守る。皆のまちは皆で守る。」という自主防災思想をもつことが重要であることから、自主

防災組織などの協力体制づくりを推進する。 

 

第１項  町民の体制 

地震による被害は複雑多岐にわたり、状況によっては、町の体制そのものでは人的、物的にも対処

しきれないので、これを補完し災害応急対策を迅速かつ合理的に行うため、町民の自覚のもとに自主

防災組織の編成を促進し、本町の地震対策面において有益な組織とする。 

自主防災組織の編成は、町民合意のうえ、おおむね次のような編成とする。 

１．自主防災組織の編成単位 

編成単位は原則として自治会を構成する各地区単位とし、多数の従業員を擁する事業所は当該地区

と協議決定する。 

 

２．自主防災組織の名称 

名称は原則として地区名及び事業所名をとり〇〇地区（事業所）自主防災隊（以下｢地区（事業所）

自主防災隊｣という。）とする。 

 

３．地区（事業所）防災隊の本部設置場所 

本部設置場所は、各地区（事業所）所定の場所とする。 
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第１３節 町民の体制及び業務等 
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第２項  地区（事業所）防災隊の組織及び業務 

地震災害時の避難活動及び応急活動を迅速かつ効果的に行うため、各地区（事業所）防災隊は原則

として下記の組織を編成するものとする。 

１．組織及び業務分担 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．地区（事業所）防災隊の主な業務 

(１) 平常時の業務 

 防災知識の普及（災害時の行動、出火防止策、備蓄等）  家庭での安全対策（家具等の転倒防止、消火器の設置等） 

 防災訓練の実施  防災資機材等の点検、整備 

 高齢者、障害者等の災害時要援護者の把握  危険箇所の把握 

 事業所等との連携及び協力体制の整備  

(２) 災害時の業務 

 出火防止及び初期活動  避難誘導及び災害時要援護者の安全確保等 

 救出、救護活動  本部の設置 

 情報の収集、伝達  給食、給水及び救援物資の配布と協力 

 清掃及び防疫活動に対する協力  避難施設の運営に対する協力 

 

 

地区防災本部長 副本部長 

情 報 班

消 火 班

救出救護班

避難誘導班

給食給水班

調 達 班

１ 情報の収集、伝達に関するこ

と。 
２ 町本部との連絡に関すること。 

１ 火災の発生警戒及び初期消火

に関すること。 

１ 負傷者の救出救護に関するこ

と。 

１ 避難勧告又は指示の周知徹底

に関すること。 
２ 避難者の誘導及び保護に関す 

ること。 

１ 給食給水に関すること。 

１ 応急活動資材及び食料の調達

に関すること。 
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３．そ の 他 

その他地区（事業所）防災隊に関し、必要な事項は各地区（事業所）が別途定めるものとする。 

 

第３項  自主防災組織に対する町の支援 

町は、自主防災組織の体制の確立と育成を図るため次の支援を行う。 

１．自主防災組織の活動及び防災資機材等整備に対する支援 

自主防災組織の活動及び防災資機材等整備の充実、強化を図るため、必要な支援を行う。また、自

主防災組織への女性の参加の促進に努める。 

 

２．研修会等の開催 

県及び他の防災関係機関と協力し、自主防災組織の育成に必要な研修会等の開催、防災映画及び印

刷物の配布等により地震防災に対する知識の普及を図る。 

また、自主防災リーダーの育成を図るため、防災士資格の取得支援等を行う。 

 

３．職員の派遣 

自主防災組織から防災訓練、研修会等に関して、職員の派遣要請があったときは職員を派遣し、訓

練指導及び防災知識の普及を図る。 

 

第４項  地域における連携協力体制の整備 

地震災害時の被害を低減し、また災害からいち早く立直るためには町民の一人ひとりが「自らの身

は、自ら守る。皆のまちは皆で守る。」という自主防災思想をもち、強い連帯意識をもった地域ぐる

みの協力体制が必要である。 

このため、自主防災組織、地区、事業所、各種団体及び施設等は、平常時から次の事項についての

連携協力体制の整備に努める。 

 初期消火についての協力体制 

 救出、救護活動等についての協力体制 

 飲料水、食料及び生活必需物資等の供給の協力体制 

 災害時要援護者及び避難生活者等に対する支援体制 

また、町が協力要請する活動等については、地震災害発生時の協力を円滑に進めるために必要と認

められる場合は、あらかじめ個々の民間団体等とその特性等を考慮した上で協力内容、協力方法等の

必要事項に関して協定等を締結するよう努めるものとする。 
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第５項  企業等の防災体制の確立等 

町は、企業が、災害時の企業の果たす役割（生命の安全確保、二次災害の防止、事業の継続、地域

貢献・地域との共生）を十分に認識し、各企業において災害時に重要業務を継続するための事業継続

計画（ＢＣＰ）を策定・運用するよう努めるとともに、防災体制の整備、防災訓練の実施、事業所の

耐震化・耐浪化、予測被害からの復旧計画策定、各計画の点検・見直し、燃料・電力等重要なライフ

ラインの供給不足への対応、取引先とのサプライチェーンの確保等の事業継続上の取組を継続的に実

施するなどの防災活動の推進に努めるよう働きかける。 

 

資 料 

自主防災組織一覧表 

大磯町自主防災組織連絡協議会規約  

大磯町自主防災組織運営費交付金交付要綱 
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第１４節  災害救援ボランティア活動の充実強化 

主管部    町民福祉部 

 

地震災害時に、町内外からのボランティア活動を円滑に受け入れることができるように、平常時か

らボランティア活動体制の整備を行うほか、資機材の確保等による受入体制の充実に努める。 

 

第１項  ボランティア活動体制の整備 

１．ボランティア育成・支援 

(１) ボランティアの育成 

町は、地震災害時にボランティアが円滑に活動できるよう、県や関係機関、団体と連携し、研修な

どによりその育成を図る。 

(２) ボランティアネットワークの設立 

社会福祉協議会及びボランティア活動に理解のある各種団体、個人等のネットワーク化を図り、災

害時ボランティアネットワーク（災害救援ボランティアセンター）の設立を目指す。 

また、災害時におけるボランティア活動の円滑化、組織の充実を図るため、ボランティアコーディ

ネーターの育成を支援する。 

 
２．ボランティア登録制度の整備 

町は、災害時におけるボランティアの人材確保とネットワークの組織体制の充実を図るため、平常

時から登録、研修、災害時における活動の受入窓口、その活動の調整方法等の体制整備を図る。 

 
第２項  マニュアルの作成等 

町は、大規模な災害が発生した際に、町内外から駆けつける多くのボランティアを円滑に受け入れ、

効果的な支援活動が展開できるよう、社会福祉協議会等と協働して、災害時におけるボランティアセ

ンターの運営等に関するマニュアル（手順書）等を作成する。 

また、県及び市町村は、ボランティア団体や社会福祉協議会等と連携した防災訓練を実施し、作成

した災害救援ボランティア支援マニュアルの検証・見直しを行う。 
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第１５節  防災知識普及計画 

主管部    本部事務局 消防部 

 

地震災害時に、町職員だけでなく、町民、学校等、事業所及び各種団体（以下｢町民等｣という。）

が冷静な判断や適切な行動を取れるよう防災知識の普及、啓発活動を推進する。 

 

第１項  職員の防災教育計画 

町は職員等に対し、地震災害時における適正な判断力を養い、各機関における防災活動の円滑な実

施を期すため、職員行動マニュアルを配付する。また、地震災害時における参集、配備及び応急活動

における役割の周知や感染症が発生した場合の対応など、さまざまな被災場面を想定した訓練・研修

などを実施するとともに、防災研修、防災講演会等による防災教育に努める。 

１．職員に対する教育の内容 

 大磯町地域防災計画（地震災害対策編）及びこれに伴う各機関の防災体制と各自の任務分担 

 非常参集の方法  地震災害の特性 

 過去の主な被害事例  防災知識と技術 

 防災関係法令の運用  その他、必要な事項 

２．職員に対する教育の方法 

 講習会、研修会等の実施  見学、現地調査等の実施 

 防災活動手引等印刷物の配布  

 

第２項  町民等の防災知識普及計画 

１．町民等に対する防災知識の普及 

町は、関係機関と協力して、町民等に対して防災知識の普及を実施するものとする。 

防災知識の普及は、地域の実情に応じて地区単位、職場単位等で行うものとし、その内容は、次の

とおりとする。 

 大磯町地域防災計画（地震災害対策編）

及び同計画による各機関の防災体制 

 地震に関する一般的知識 

 過去の主な被害事例 

 地震保険に関する知識 

 町防災行政無線や緊急地震速報を見聞きした場合の心得 

 平素及び災害時の心得 

 

 

 

 

ア 最低３日分の食料、飲料水、携帯トイレ、トイレットペーパーの備蓄 
イ 非常持出し品（救急医薬品、お薬手帳、懐中電灯、ラジオ、乾電池等） 
ウ 建物の耐震診断・耐震補強、家具等の転倒防止、ブロック塀等の倒壊防止、

窓ガラスの飛散防止等の安全対策の実施 
エ 消火器の設置、風呂の水の確保等の初期消火対策の実施 
オ 災害時の家族との連絡方法及び避難行動方法等の確認 
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２．町民等に対する防災知識の普及及び広報の方法 

 町民等に対する出前講座や講演会等の開催  町民等の自主的防災活動に対する指導協力 

 町広報紙及び印刷物の配布  広報車の巡回 

 新聞、雑誌等の活用  ホームページ等インターネットの活用 

 

３．防災アセスメントの実施等 

町は、必要に応じて地区の防災的見地からの防災アセスメントを行い、町民の避難、防災マップ、

地区別防災カルテ、地震時の行動マニュアル等を作成し、町民等に配布するとともに、研修会等によ

り防災知識の普及、啓発を図る。 

また、防災マップ等を町民と作成し、防災に対する意識高揚や地域防災力の向上を推進する。 

 

第３項  学校等における防災教育計画 

幼稚園、保育園及び学校等は、警戒宣言発令時並びに地震発生時における園児、児童、生徒等に対

する避難、保護等の措置をはじめ地震発生後の災害応急対策等に係る事項について、関係職員及び園

児、児童、生徒等に地震防災教育を実施するとともに、保護者に対する周知を図る。 

なお、幼稚園、保育園、学校等は、構内で実施する防災訓練において、防災教育の徹底に努める。 

 

第４項  自動車運転者等の防災教育計画 

町は、自動車運転者及び自動車の使用者に対し、警戒宣言発令時並びに地震災害発生時における自

動車の運行等の措置について、警察署の行う広報活動に協力するため、おおむね次の機会をとらえて

広報の徹底を図る。 

 交通安全運動の実施  交通安全総ぐるみ大会の開催 

 各種交通安全講習会への依頼  交通安全対策協議会への依頼 

 交通安全協会への依頼  安全運転管理者会への依頼 

 

第５項  窓口相談の設置 

町民自ら地震等に対する事前対策が行われるよう、総合相談窓口として危機管理対策室を充てる。 

事業所等の指導にあたっては、消防本部が行う。 

カ 近隣との協力体制の構築

キ 東海地震にかかる警戒宣言が発令された場合の対応 
ク 高齢者、障害者等災害時要援護者に対する支援 
ケ 自主防災組織の予防及び応急活動の習熟 
コ その他防災対策に必要な事項 
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第１６節  防災訓練計画 

主管部    本部事務局 消防部 

 

地震災害時における町民及び防災関係機関等の適切な行動が被害を未然に防止し、又は被害を最小

限に防止する。しかし、突発的に発生する地震災害に対しての町民及び防災関係機関等の適切かつ機

敏な行動は、日常の訓練なくしては期待できない。したがって、地震災害時における行動の習熟を図

るため、各防災機関相互及び町民との協力体制の確立に重点をおく総合防災訓練並びに各応急対策計

画に習熟するための個別訓練を実施するものとする。さらに、訓練実施結果の分析と次期訓練への反

映など、適切な訓練の管理及び着実な成果の蓄積による防災力の向上を図る。 

 

第１項  総合防災訓練 

町は、その地域における第１次防災機関として、防災活動の円滑を期するため、防災訓練に必要な

組織及び実施方法に関する計画を定め、平常時からあらゆる機会をとらえ、訓練の実施に努めるもの

とする。 

また、発生の可能性が高い災害を想定した訓練、地域防災計画・各種マニュアル・応援協定や地域

の防災関係施設の有効性の検証を目的とした訓練、災害時要援護者や男女のニーズ違い等男女双方の

視点に十分配慮した訓練など、実践的な訓練の実施による地域住民や防災関係機関の対応能力の向上

を図る。 

１．実施要領 

町は、町防災体制の強化を図るため、防災関係機関の協力と町民参加による総合防災訓練を年１回

以上実施するものとする。 

防災訓練の種類は次のとおりとする。 
訓練名称 概要 

警戒宣言の発令等を想定

した予知対応型訓練 

東海地震に係る警戒宣言が発令された場合、又は東海地震注意情報が

発表された場合を想定し、地震災害警戒本部の設置、情報収集・伝達

及び事前対策等の訓練を行う。 

発災対応型訓練 

地震発生時の応急対策を迅速かつ適確に行うため、町、防災関係機関、

自衛隊等が連携し、災害対策本部の設置、情報収集・伝達、消火、避

難誘導、救出救助、ライフラインの応急復旧等の実践に即した訓練を

行う。 

津波対策訓練 津波警報が発令された場合の情報伝達、避難、海面監視等についての

訓練を行う。 
なお、町は自主防災組織及び各種団体等の単位で実施される訓練にも積極的に参加し、協力するも

のとする。 
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第２項  個別防災訓練 

１．災害対策本部の訓練 

町は、災害対策本部の初動体制の確立及び各課応急対策業務の円滑な実施を図るため、訓練を適宜

行う。 

なお、実施にあたっては、季節、夜間、休日等勤務時間内外の発生時間帯を考慮するとともに、必

要に応じ関係機関等の協力を求める。 
訓練名称 概要 

動員配備訓練 災害対策を行うための要員を早期に動員配備し、防災体制を確立する

訓練を行う。 

各課別訓練 災害対策本部の応急対策業務の円滑な実施を図るため、担当各課にお

いて策定する地震災害時職員行動マニュアル等に基づく訓練を行う。

 

２．消防機関の訓練 

災害は様々であり、防災活動は困難性とともに多くの危険性をかかえている。このため、高度な訓

練を繰り返し行い、消防技術の向上を図る。 
訓練名称 概要 

火災防御訓練 
防御活動の基本となる招集、出動、人命救助、水利統制、放水、通信

統制、避難誘導、警戒、破壊、水損防止及びその他防御行動等に関す

る訓練を行う。 

救急、救助訓練 

地震災害時又はその他の事故により発生する傷病者及び要救助者等を

迅速、適切に救命、救助するための訓練を行う。 
【救急訓練】傷病者の取扱いと応急処置、搬送及び医療機関との連絡

等を主眼とした訓練を行う。 
【救助訓練】要救助者の確認のための人命検索及び救出行動等に関す

る訓練を行う。 
 

３．事業所及び学校等の訓練 

事業所及び学校等の施設は、地震発生時の避難、初期消火、施設の保安等に関する実践的な訓練を

行い、被害の低減に努めるとともに、平常時から防災意識の高揚を図る。 
訓練名称 概要 

通報・連絡訓練 火災等の消防機関への通報、消防隊の火災現場への誘導及び事業所内

従業員等への通報連絡訓練を行う。 
消火訓練 消火器等による初期消火訓練を行う。 

避難訓練 地震災害時の安全な場所への避難誘導及び避難用器具の操作訓練を行

う。 
救出・救護訓練 応急手当による救急法、担架等による負傷者の搬送訓練を行う。 
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４．自主防災組織の訓練 

自主防災組織は、町民間の連携のもとに活動することが必要であり、災害時に効果的な防災活動が

行われるよう訓練を行う。 
訓練名称 概要 

自主防災組織本部の設置訓

練 活動拠点となる本部の設置訓練を行う。 

情報収集・伝達訓練 
火災の発生、被害の状況等を自主防災組織本部へ報告する訓練、自主

防災組織本部及び災害対策本部からの指示を町民へ伝達する訓練を行

う。 
出火防止及び初期消火訓練 地震災害時の火の始末及び消火器等による初期消火訓練を行う。 

避難訓練 地震災害時の安全な避難場所への誘導及び災害時要援護者の救護等の

訓練を行う。 
救出救護訓練 応急手当による救急法及び担架等による負傷者の搬送訓練を行う。 
給食給水訓練 食料や飲料水の確保、配給、炊き出し等の給食給水訓練を行う。 
 

５．その他の訓練 

訓練名称 概要 

救護所の設置及び運営訓練 地震災害時に中郡医師会大磯班が町からの要請等に基づき、医療、救

護活動及び病院への搬送を実施する場合を想定し訓練を行う。 
ライフライン関係機関の応

急復旧訓練 
ライフライン関係機関は、地震災害時の所管業務の早期復旧のため、

各機関の定める応急対策計画等により、応急復旧訓練を行う。 
近隣自治体との合同防災訓

練 
地震発生時の近隣自治体との相互応援体制を確立するため、近隣自治

体と連携して合同防災訓練を行う。 
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第３章 災害時の応急活動対策 

第１節  災害時情報の収集・伝達 

主管部    本部事務局 政策総務部 町民福祉部 消防部 

 
地震災害時には、各防災関係機関が緊密な連携のもとに被害状況の把握、応急対策等を実施するた

め、被災地における適切な広報活動を展開し、パニック等の二次的災害を防止することが必要である。 
このため、各機関の通信連絡窓口を統一し、通信連絡系統を整備するとともに、非常の際における

通信連絡を確保するため各種通信設備の利用、要請等を行う。 
また、津波予報、地震及び津波に関する情報等（以下「津波予報等」という｡）、地象その他の災害

原因に関する情報、災害予警報、被害状況、措置状況等の収集及び伝達に関し、必要な事項を定める

ものとする。 
地震発生後速やかに広報部門を設置し、防災関係機関と連携して、適切かつ迅速な広報活動を行う。 

 

第１項  災害時情報の収集・伝達 

１．通信連絡体制 

地震災害時においては、使用可能な通信連絡手段を利用することとするが、とりわけ大震災時の有

線の途絶等を考慮し、無線を積極的に活用することとする。 

(１) 通信連絡の確保 

町及び防災関係機関は、地震災害時における相互間の通知、要請、指示、通報、伝達その他必要な

連絡等の通信を迅速かつ円滑に行うため、非常の際における通信連絡を確保する。 
使用する通信設備は次のとおりとする。 
 加入電話  アマチュア無線 
 町防災行政無線（固定局、移動局）  消防無線 
 消防用無線（消防無線、消防団無線）  携帯電話 
 県防災行政通信網 
 県災害情報管理システム 

 電子メール 
 急使   

 
(２) 災害時優先電話及び連絡責任者 

町各部及び防災関係機関は、災害時優先電話及び連絡責任者を定め、窓口の統一を図るものとする。 
また、各機関は、地震災害時においては、災害時優先電話を平常業務に使用することを制限し、災

害時優先電話に通信事務従事者を配置し、連絡責任者の統括のもとに通信連絡にあたるものとする。 
各機関相互における通信連絡は、原則として各機関の連絡責任者の勤務場所又は自宅の電話を利用

するものとする。 
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災害時優先電話設置場所 
危機管理対策室 郷土資料館 図書館 国府保育園 
総務課 大磯幼稚園 国府小学校(2回線) 国府幼稚園 
政策課 大磯小学校 土木詰所 国府中学校 
建設課 消防署(3回線) 障害福祉センター  
３Ｂ会議室（２回線） 国府分署 ふれあい会館  
役場ＦＡＸ 福祉センター たかとり幼稚園  
環境美化センター 大磯運動公園 大磯中学校  
国府支所 生涯学習館 世代交流センター  

 
(３) 町防災行政無線の運用 

町防災行政無線の運用については、「大磯町防災行政無線局管理運用規程」等に基づき、次のとお

り運用する。 
ア． 通信方法 
通信は、次の方法により行う。 

通信の種類 方法 
固定系の通信 屋外受信所により行う。 
移動系の通信 可搬型無線機、車載型無線機及び携帯無線機により行う。 
イ． 通信の種類 
通信の種類は、次のとおりとする。 

通信の種類 内容 
災害時通信 地震その他災害に関する通信 
事務通信 一般行政事項に関する通信 
訓練通信 訓練に関する通信 
試験通信 無線機器の試験に関する通信 
ウ． 通信の運用 
通信の運用は、次により行う。 

通信の種類 方法 
一斉通信（固定系） 町民等に対し、「第５項２．広報内容」に定める事項について、全町域、

単位区域又は複数区域について放送を行う。 
一斉通信（移動系） 町本部からの指示など各部へ迅速かつ適確に行う必要がある事項につ

いて、基地局統制器から一斉通話により行う。 
通信の統制 地震時に通信が輻輳した場合、又は輻輳のおそれがある場合は、通信

の統制を行い、重要度の高い通信を優先させる。 
 
(４) 通信機器の応急対応 

地震発生後、大磯町災害対策本部（以下、「災害対策本部」という）事務局及び消防部は保有する

通信機器の点検を行い、非常用電源等の確保を図るとともに、機器の復旧及び代替手段の確保等の対

策を行う。 
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２．通信連絡系統 

(１) 連絡系統 

地震災害時の情報連絡の流れは、次のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                               凡        例 

有線又は口答  

無    線  

ア． 町 
町は、保有する町防災行政無線や県が設置した県防災行政通信網を基幹に、又はその他の手段の活

用により、町各課、県、指定地方行政機関等の出先機関、管内の公共的団体及びその他重要な施設の

管理者等との間に通信連絡系統を整備し、地震災害時の通信を確保する。 
地震災害に関する情報の収集及び伝達を円滑に処理するため、大磯町消防署、大磯警察署等の協力

を確保しておく。 
緊急を要する通信を確保し、又は有線通信の途絶に対処するため、非常(緊急）通話若しくは非常

（緊急）電報及び非常無線通信を活用するよう東日本電信電話株式会社及び各施設管理者の協力を確

保しておく。 

イ． 大磯町消防署 
消防無線、消防電話及び各種の通信連絡手段を活用して、警備本部及び各消防関係機関と連絡を行

う。 

ウ． 大磯警察署 
警察無線、警察電話及び各種の通信連絡手段を活用して、管内交番及び駐在所並びに各防災関係機

関と情報連絡を行う。 

エ． その他の防災機関 
それぞれの通信連絡系統のもとに無線通信及び各種の連絡手段の活用により通信連絡を行う。 

町消防団 消 防 署 指定地方行政機関 
指定公共機関 
指定地方公共機関 

その他 

横浜地方気象台 

中央防災会議 
総務省 

自衛隊 

 

県 本 部 
災害対策 

本 部 町 民 

警 察 署 
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(２) 連絡体制 

防災行政無線を中心とした通信連絡体制は、次のとおりとする。 

連絡体制 内容 

災害対策本部等設置後の 

通信連絡窓口 

本計画における災害対策本部等及び町防災会議への通信連絡は、特

に定める場合を除き、本部事務局において処理する。本部事務局に

おいては、防災行政無線（移動系）、電話その他の通信設備を配置す

る。 

災害対策本部等設置前の 

通信連絡窓口 

災害対策本部が設置されるまでの間、町への通信連絡は、特に定め

る場合を除き、通常の勤務時間内においては、危機管理対策室が担

当し、通常の勤務時間外の夜間及び休日においては、大磯町消防署

が担当する。 

 

第２項  地震・津波情報の収集・受理・伝達 

１．情報の収集及び伝達体制 

(１) 津波予報の種類及び基準 

ア． 気象庁の津波予報における種類及び基準 
予報の種類 解説 発表される津波の高さ

大津波 高いところで３ｍ程度以上の津波が予想さ

れますので、厳重に警戒してください。 
10m以上 8m 

6m  4m  3m 

津波警報 

津波 高いところで２ｍ程度の津波が予想されま

すので、警戒してください。 
2m  1m 

津波注意報 津波注意 高いところで 0.5ｍ程度の津波が予想されま
すので、注意してください。 

0.5m 

 
(注)１ 津波による災害のおそれがない場合には、「津波の心配はない」旨または「若干の海面変

動があるかもしれないが被害の心配はない」旨について地震情報に含めて発表する。  
２ 津波による災害のおそれがなくなったと認められる場合、「津波警報解除」又は「津波注

意報解除」として速やかに通知する。 
３ 「津波の高さ」とは、津波によって潮位が高くなった時点における潮位と、その時点に

津波がなかったとした場合の潮位との差であり、津波によって潮位が上昇した高さをい

う。 
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(２) 津波予報の伝達系統 

津波に関する注意報、警報の伝達系統は、次による。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(３) 情報の収集等 

町では、津波注意報が発表された時及び近海の地震による津波については、津波予報発表以前に来

襲するおそれがあるので、震度４以上を感じた時は、直ちに次の措置をとる。 
 地震及び津波に関する情報を県、テレビ、ラジオから入手するよう努める。 
 気象官署等から情報が届くまで、海面の状態を監視する。 

 

第３項  被害情報等の収集・報告 

１．被害情報の収集 

地震災害発生の情報は、主として一般家庭、現場出動の各部班、消防・水防活動員等からの場合で

あるが、電話、無線等のうち最も迅速、確実な手段を使うものとする。 
収集した災害情報は「災害情報連絡票」に一時的にとりまとめ関係各部班に迅速に連絡する。 
また、地震災害時における被害状況を迅速に把握し、救助活動を適切に実施するため、町長が必要

と認めた地区に災害情報連絡員を置くものとし、町民福祉部は、災害情報連絡員と連携し、災害情報

の収集や伝達等を行う。 

気
象
庁
地
震
火
山
部 

関東管区警察局 

㈱NTTソルコ 
仙台センター 

横浜地方気象台 

NHK報道局 

在京民放各社 

県庁災害対策課

NHK 横浜放送局、ﾃﾚﾋﾞ神奈川、
ｱｰﾙ･ｴﾌ･ﾗｼﾞｵ日本、FM ﾖｺﾊﾏ放送 

第三管区 
海上保安本部

県関係機関 

大 磯 町 

県警察本部 

沿
岸
住
民 

公
官
署
等 

船
舶
・
海
事
機
関
等 

(警報のみ) 

県水防本部 
（県河川課） 

県水防支部 

横浜海上保安部 

東京湾海上 
交通センター 

横浜海上保安部 

警察署 
交 番 
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災害情報連絡員は、災害が発生し、又は発生するおそれがある異常な現象を発見した場合はその場

所等を直ちに町長へ電話、消防団無線等により報告するものとする。 
災害が発生し、又は発生するおそれがある異常な現象を発見した者は、直ちに町長又は警察官に通

報し、町長は通報を受けた場合、遅滞なく県及び関係機関に通報するものとする。 
災害情報の一般的な報告系統は、別表１のとおりとする。 

 

２．町における被害報告 

各部において被害状況を収集し、応急対策活動に必要な情報は、集約して、本部事務局へ報告する。

被害報告は災害発生報告、被害中間報告、被害確定報告の３種類とし、以下の報告方法により報告す

る。 
種類 報告方法 

災害発生報告 地震災害が発生し、又は発生のおそれがある場合において災害防除上必要と認
められる事項の状況及びこれらに対し、すでに実施しようとする応急対策活動
の概要について「人的・建物・火災被害報告」、「公共施設等被害報告」、「避難
状況・救護所開設状況報告」により報告するものとする。 

被害中間報告 被害状況が判明次第、逐次報告するもので被害数の増加等先に報告した事項に
変更のあるときは、その都度変更の報告をするものとする。被害状況の中間報
告は、被害発生報告と同様の様式により行う。 

被害確定報告 災害の原因が終わり被害の程度が最終的に判明したときは、災害対策本部各部
長は、被害状況を町本部長に報告する。報告は、「確定報告」により行う。 

 

３．県への被害報告 
 内 容 

報告の方法  被害報告は、県災害情報管理システム等により行う。また、その他の情報
等の報告は、県防災行政通信網等により行う。 

 県災害情報管理システム等が使用不能になった場合は、警察無線、神奈川
県非常通信協議会構成員所属無線又はその他の無線局を利用する。 

 通信が不通の場合は、通信可能な地域まで伝令を派遣する等、あらゆる手
段をつくして報告するように努める。 

報告先  県災害対策本部又は安全防災局災害対策課へ報告する。 
報告書種類及び
様式 

 報告の種類及び様式については、県災害情報管理システムの操作マニュア
ルの定めるところによる。 

 
４．県への報告ができない場合の措置 

災害の状況等により県に報告できない場合は、災害対策基本法第 53条第１項の規定により、総務
省消防庁に一時的に報告する。 
消防庁の連絡先は次のとおりである。 

通信の手段 連絡先番号 
平日昼間 03－5253－7527     ＦＡＸ 03－5353－7537 
夜間・休日 03－5253－7777     ＦＡＸ 03－5353－7553 



 

地震災害対策編・第３章 第１節 -７ 

第４項  住民等の安否情報の収集と伝達 

１．安否情報の収集・伝達体制 

大規模地震が発生した場合の混乱時には、被災した家族や親戚等の安否を確認するため、町内外か

ら多数の問い合わせが一時的に殺到することが予想されるため、町民福祉部町民班は、速やかに必要

な職員を配置し、避難所や多数の者を収容する施設等における安否情報を集約し、伝達体制を整えま

す。 

 

２．安否情報の範囲 

町民福祉部町民班が取り扱う安否情報は、原則として次に掲げるものとする。 
 死亡者 
 行方不明者 
 避難所等避難者 
 病院収容者 

 

３．避難所における安否情報対策 

発災後における安否確認問い合わせの混乱を極力減少させるため、避難所では安否情報対策として、

避難者名簿等の早期作成に努め、町民福祉部町民班に情報を提供する。 

 

第５項  災害広報計画 

町は、住民等に対して、被害の状況、避難所情報、交通機関やライフラインの復旧情報、その他生

活に必要な情報の広報活動を行う。 
また、町は、民間企業からの有線や無線による地域情報の受け入れ体制を整備し、これらの情報の

活用に努める。 
県、町、及び防災関係機関は、情報の公表、広報活動の際、その内容について相互に通知し、情報

交換を行う。 

１．広報手段 

広報は、防災行政無線（固定系）、広報車等で行うほか、自主防災組織等を通じての伝達ルートを

用いて行うものとする。 
なお、被災者のおかれている生活環境及び居住環境等は多様であることから、情報を提供する際に

は、様々な媒体を活用するよう配慮する。特に、避難場所にいる被災者は情報を得る手段が限られて

いることから、被災者生活支援に関する情報については紙媒体でも情報提供を行うなど、適切に情報

提供がなされるよう努める。 
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２．広報内容 

広報を行う必要のある項目は、次のとおりとする。 

広報の時期 項目 

・ 地震・津波に関する情報 ・ 医療、救護に関する事項 
・ パニック防止の呼びかけ ・ 町内被害状況の概要（建物破壊、火災発生等）

・ 避難の勧告・指示 ・ 町の応急対策実施状況 
・ 出火防止の呼びかけ ・ その他必要な事項 

地震発生直後 

・ 人命救助の協力呼びかけ  

・ 地震・津波に関する情報 ・ 道路交通状況 
・ 交通機関の運行状況 ・ 被害情報及び応急対策実施情報 
・ 安否情報 ・ 医療機関の活動状況 
・ 通信施設の復旧状況 ・ 行政施策の実施等に関する事項 

地震災害の状況が

静穏化した段階 
・ 生活関連情報 

 電気、水道等ライフライン
の復旧状況 

 食料、生活必需品等の供給
状況 

 その他生活関連事項  

・ その他必要な事項 

 

 

３．災害時要援護者への広報 

乳幼児、身体障がい者、知的障がい者、精神障がい者、病人、難病等の患者、高齢者、妊婦、外国

人など、災害に際して必要な情報を得ることや迅速かつ適正な防災行動をとることが困難な災害時要

援護者に対し、適切な災害広報となるよう配慮する。 

 

４．報道機関への発表 

町本部の災害に関する情報の報道機関への公式発表窓口は、町民対策部広報班とする。そのため、

広報班は、町本部各部の報道機関発表事項を総合調整し、統一を図るものとする。 
広報班は、事項の軽重、緊張性等を検討したうえで報道機関へ発表する。 

 

５．広聴活動 

町民対策部は、必要に応じて臨時災害相談所を設け、あるいは広報車により被災地を巡回するなど

して、被災者の相談、要望及び苦情等を聴取し、速やかに関係各部又は関係機関等に連絡し、救援措

置の推進その他早期解決に努める。 
相談所の規模及び構成人員等は、災害の規模や現地の状況等を検討してその都度決めることとする

が、職員のみならず、関係機関、弁護士等専門家及び、通訳ボランティアの協力のもとに外国人への

対応についても配慮しながら、広域的かつ総合的に行う。 
避難所等に相談所が設置されていないときは、各避難所の責任者が相談等に応じるものとする。 
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６．応急金融対策等 

(１) 民間金融機関及び郵便事業(株)、郵便局(株)に係る措置 

日本銀行横浜支店は、金融機関の営業開始、休日臨時営業、預貯金の便宜払戻措置並びに損傷日本

銀行券、補助貨幣の引換措置等について、関係行政機関と協議の上、金融機関と協力して、速やかに

その周知徹底を図る。 
また、郵便事業（株）及び郵便局（株）では、為替貯金業務についての非常払戻及び貸付、並びに

国債等の非常買取、並びに簡易保険業務に関する非常取り扱いを行う。 
(２) 生命保険会社、損害保険会社、少額短期保険会社及び火災共済組合に係る措置 

関東財務局横浜財務事務所は、被災地の便宜を図るため、保険会社等に対し、以下に掲げる措置を

とるよう要請する。 
 保険金等の支払いに係る便宜措置 
 保険金（共済金）の支払及び保険料（共済掛金）の払込猶予に関する措置 
 営業停止等における対応に関する措置 
 各種金融措置に関する広報 

(３) 第一種金融商品取引業者（証券会社等）に係る措置 

関東財務局横浜財務事務所は、被災地の便宜を図るため、証券会社等に対し、以下に掲げる措置を

とるよう要請する。 
 届出印鑑喪失の場合の措置 
 有価証券喪失の場合の措置 
 預かり有価証券の売却・解約代金の即日払いの申し出があった場合の措置 
 営業停止等における対応に関する措置 
 その他の措置 
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別表１ 
災害情報の一般的な報告系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資 料 
大磯町防災行政無線局管理運用規程 

大磯町防災行政無線局（移動系）運用細則 

大磯町防災行政無線局運用細則 

大磯町防災行政無線固定系子局設置場所一覧表 

大磯町防災行政無線固定系子局設置場所位置図 

被害の分類認定基準 

災害時における災害広報活動の協力に関する協定書 

大磯町とかながわ自主防災航空との災害時における協力に関する協定書 

大磯町災害時非常無線通信の協力に関する協定書 

災害時における大磯郵便局及び大磯町間の協力に関する覚書 

中南信用金庫との覚書 

公用車両保有台数一覧表 

災害時優先電話一覧表 

災害情報連絡票 

人的・建物・火災被害報告 

公共施設等被害報告 

確定報告 

避難状況・救護所開設状況 

 

関係機関

大磯警察署

消防分団 

消防本部

各部班

自主防災組織等

県 

一 
 

般 
 

家 
 

庭 

大 

磯 

町 

災 

害 

対 

策 

本 

部 

連絡 
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第２節  災害対策本部等の設置 

主管部    本部事務局 各部 

 
町域に地震による災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に、被害の発生、拡大を防御し、

又は応急対策を行うため、町及び防災関係機関は、相互に密接な協力体制を敷き、災害対策本部を速

やかに設置する必要がある。 
このため、発災時における迅速かつ的確な応急対策活動に即応できるよう、初動体制、災害対策本

部の設置等の活動体制の確立を図る。 

 

第１項  災害警戒本部の設置 

１．災害警戒本部の活動体制 

(１) 災害警戒本部の設置及び組織 

ア． 災害警戒本部の設置 
副町長は、災害対策本部の設置に至るまでの措置及び対策本部を設置しないで行う、地震等の災害

への迅速な応急対策及び災害に対する警戒活動を実施するため、次の基準に従って大磯町災害警戒本

部（以下「警戒本部」という。）を設置する。 
(1) 大磯町に気象警報が発表され、災害の発生が見込まれるとき。 
(2) その他副町長が必要と認めたとき。 

 
イ． 警戒本部の組織 
警戒本部に、本部長、副本部長、本部員及びその他の職員を配置する。 
その他の職員については、本部員以外の職員をもって充てる。 

 
 

  副町長 

 
 

  参事（危機管理対策担当） 

 
 

    政策総務部長、町民福祉部長、建設経済部長、教育部長、消防長 

 
 
 
 

警戒本部長 

警戒副本部長

警戒本部員 

警戒本部職員 
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(２) 警戒本部職員の動員及び配備 

警戒本部職員の動員は、警戒本部長の動員の発令によるものとし、災害警戒配備は「配備の基準及

び体制」に基づきあらかじめ各部長が指定した職員を配備する。なお、災害の状況等に応じて必要な

職員を動員配備する。 

種別 基準 体制 

災害警戒配備 １ 大磯町に気象警報（大雨、洪水、暴風、暴風雪、大

雪、波浪又は高潮警報）が発表されたとき。 
２ 金目川、葛川又は不動川の水位が水防団待機水位（通

報水位）に達したとき。 
３ 気象庁発表による震度５弱の地震が神奈川県東部で

発生したとき。 
４ 気象庁が相模湾・三浦半島津波予報区に津波注意報

を発表したとき。 

本部員、施設を所

管する課長又は施

設担当者、消防署

（当直）、危機管理

対策室その他本部

員が指名する職員

 

２．警戒本部の運営 

(１) 警戒本部会議の運営 

警戒本部長は、収集した災害に関する情報を共有し、初期災害応急活動に関する基本事項について

協議決定するため、警戒本部会議を開催する。 
 
(２) 警戒本部の応急対策の概要 

災害警戒本部は、救助その他災害の拡大を防止するために必要な諸般の準備を開始するほか状況の

把握、連絡活動を行う。 
警戒本部の活動 

 地震、津波情報等の収集、伝達 
 町域の被害情報の収集及び県等関係機関への伝達 
 消防部における消火、救助、救急活動等 
 町民への地震・津波情報等の伝達 
 町民からの通報に基づく現地確認等 
 所管施設等の点検及び被害状況の確認 
 その他災害への警戒活動 

 
(３) 災害対策本部への移行 

局地的な被害が発生したとき、又は町域に相当の被害が発生するおそれがあるときは、警戒本部長

は町長に説明し、町長が災害対策本部の設置が必要と認めた場合に、警戒本部を廃止し移行する。 

 
(４) 警戒本部の解散 

警戒本部長は、発生が見込まれた災害について、発生する恐れがなくなったと認めるとき、災害応

急対策がおおむね終了したとき、又は災害対策本部が設置された場合に警戒本部を解散する。 
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第２項  災害対策本部の設置 

１．災害対策本部の活動体制 

(１) 災害対策本部の設置及び組織 

ア． 災害対策本部の設置 
町長は、町域に災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合において、災害応急対策を実

施するために必要があると認めたときは、災害対策基本法第 23条第２項の規定に基づき、大磯町災
害対策本部（以下「災害対策本部」という。）を設置する。 
イ． 町長不在又は連絡がとれない場合の意思決定者 
町長が不在又は町長と連絡がとれない場合は、次の者が意思決定者となる。 

順 位 職 名 

第１順位 副町長 

第２順位 教育長 

 
ウ． 災害対策本部が設置された場合の主な関係機関の連絡先 
災害対策本部が設置された場合は、直ちに関係機関に通知し、報道機関に発表する。なお、主な関

係機関の連絡先は次のとおりである。 

機  関  名 電話番号 機  関  名 電話番号 

県知事 
(安全防災局災害対策課) 

 平日昼間 

 休日・夜間 

県湘南地域県政総合ｾﾝﾀｰ 

県平塚土木事務所 

大磯警察署 

企業庁平塚水道営業所 

関東農政局神奈川農政事務所 

郵便局(株)大磯郵便局 
郵便局(株)西大磯郵便局 
中郡医師会大磯班 
自治会 

自主防災組織 
 

 

045-210-3430 

045-210-3456 

     22-2711 

     22-2711 

     72-0110 

     22-2711 

046-232-2911 

     61-1545 

     71-1132 

     61-4100 

  区長自宅 

  代表者自宅 

県平塚保健福祉事務所 
大磯町商工会 

東京電力(株)平塚支社 

日本通運(株)西神奈川支店 
神奈川中央交通(株)平塚営業所 
東日本旅客鉄道(株)大磯駅 

東日本電信電話(株)神奈川支店 
(株)ＮＴＴドコモ神奈川支店 

大磯町漁業協同組合 

大磯建設協会 

西湘管工事業協同組合 

陸上自衛隊第31普通科連隊 

第三管区海上保安本部 

    32-0130 

    61-0871 

    34-1411 

0465-91-2200 

    55-7700 

    61-0026 

045-212-8945 

045-226-8051 

    61-0940 

    61-0137 

    71-9100 

046-856-1291 

045-211-0771 
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エ． 災害対策本部の設置基準 
(1)  気象庁発表による震度５強以上の地震が神奈川県東部で発生したとき。 
(2)  気象庁が相模湾・三浦半島津波予報区に津波警報又は大津波警報を発表したとき。 
(3) 大磯町内において台風、豪雨、火災その他の大規模災害が発生したとき。 
(4) 大磯町が災害救助法の適用を受けたとき。 

 (5) その他町長が必要と認めたとき。 

オ． 災害対策本部の設置場所 
災害対策本部は、役場庁舎に設置する。ただし、災害により役場庁舎に支障が生じた場合は、消防

庁舎に設置する。また、災害対策本部を設置したときは、「大磯町災害対策本部」の標示を掲示する。 

カ． 災害対策本部の組織及び業務 
災害対策本部の組織及び業務は、別表１の１、１の２のとおりである。 

(２) 災害対策本部職員の動員及び配備 

ア． 動員の発令 
災害対策本部長（以下「本部長」という。）は、配備基準に基づき動員を発令する。災害対策本部

の各部長は、本部長の命に基づき職員の動員を行い、動員の結果を本部長に報告する。 

イ． 動員の方法 
(ア) 勤務時間中における伝達の方法 

勤務時間中における伝達は、本部長が庁内放送若しくは各部長を招集して速やかに伝達する。 
(イ) 勤務時間外における伝達の方法 

休日、夜間等における伝達は、本部事務局から各部長に連絡し、各部長はあらかじめ定めておいた

非常連絡方法により連絡する。 
職員の招集にあたっては、メール、電話、急使、その他の方法による。 
職員は、招集を受けたとき又はラジオ、テレビ等により災害が発生し、若しくは発生するおそれが

あることを自ら承知した場合は、直ちに登庁するよう努めなければならない。 
災害応急対策実施のため必要あるときは、地方自治法第 252条の 17若しくは 災害対策基本法第

29 条の規定に基づき、国又は他の公共団体から技術者等職員の派遣を求め災害対策の万全を期する
ものとする。 

 



 

地震災害対策編・第３章 第２節 -５ 

 
(３) 配備の基準及び体制 

 災害対策本部は、災害の発生を防ぎ、又は災害の拡大を防止するため、速やかに配備体制を整える

ものとする。なお、配備基準は次のとおりとする。 

種別  基準 体制 

１号配備 

１ 金目川、葛川又は不動川の水位が氾濫注意水位（警戒

水位）に達した場合で、今後も降雨が見込まれるとき。

２ 台風の上陸又は接近が予想され、相当の降雨量又は暴

風が見込まれるとき。 
３ 気象庁が相模湾・三浦半島津波予報区に津波警報を発

表したとき。 

救助並びに災害の拡

大を防止するための

準備、状況の把握及び

連絡活動を主とする

体制 

２号配備 

１ 台風の直撃が予想され、被害が発生し、今後も被害が

拡大する恐れがあるとき。 
２ 局所的に被害が発生し、さらに拡大し、又は拡大する

おそれがあるとき。 
３ 気象庁が相模湾・三浦半島津波予報区に大津波警報を

発表したとき。 

１号配備体制を強化

し、局地的な災害に対

して対策活動が遂行

できる体制 

３号配備 

１ 台風の直撃により、相当な被害が発生し、又は今後も

相当な被害が見込まれるとき。 
２ 町内全域にわたり被害が発生し、さらに拡大し、又は

拡大するおそれがあるとき。 
３ 気象庁発表による震度５強以上の地震が、神奈川県東

部で発生したとき。 

要員の全員をもって

あたる完全な体制 

※地震の判定は、気象庁が神奈川県東部に発表した震度速報（地震発生約１分半後に、震度３

以上を観測した地域名と地震の揺れの発現時刻を速報）を基準とする。 
※津波注意報、津波警報又は大津波警報は、相模湾・三浦半島津波予報区に発表されたときと

する。 
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(４) 配備基準の動員人員 

配備編成は次のとおりとし、あらかじめ配備要員に指定した職員を配備体制につかせる。 
ただし、消防部についてはその組織の特殊性にかんがみ消防長が別に指示する。 

 
配備編成計画 

動員数 
部 班 

１号配備 ２号配備 ３号配備 

政策総務部 政策班 １ ３ 

 総務班 １ ３ 

 財政班 １ ２ 

 税務班 ２ ５ 

町民福祉部 町民班 ２ ６ 

 福祉班 ２ ７ 

 スポーツ健康班 １ ４ 

建設経済部 建設班 ５ 全員 

 下水道班 ３ 全員 

 都市計画班 ２ ５ 

 産業観光班 ４ ６ 

 環境美化センター班 ２ ５ 

協力部 会計班 １ １ 

 議会事務局班 １ １ 

 監査委員事務局班 １ １ 

 選挙管理委員会事務局班 １ １ 

 農業委員会事務局班 １ １ 

教育部 学校教育班 １ ４ 

 子育て支援班 １ ３ 

 生涯学習班 １ ２ 

全員 

消防部 消防総務班 

 消防署班 

 国府分署班 

消防長の指示による 
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(５) 参集場所 

職員の参集場所は、原則として平常時の勤務場所とする。ただし、次の場合はその指定された場所

とする。  
指定された職員 参集場所 

  １．各部長  町本部設置場所 

  ２．部長から指定があった職員  指定された場所 

  ３．初期対応配備職員  町本部設置場所 

(６) 応援要員の要請 

各部長は、応急対策を実施するうえで、要員の不足をきたすと判断される場合は、本部事務局に要

請する。本部長は、必要と認めたときは速やかに応援要員の派遣を行い、事後災害対策本部会議（以

下「本部会議」という。）に報告する。 

(７) 参集時の留意事項 

服装及び携行品 応急活動に便利で安全な服装（防災服があるものは防災服）とし、活動
に必要と思われる用具を携行するものとする。 

参集途上の緊急措置 
職員は、参集途上において火災又は人身事故に遭遇したときは、可能な
範囲内で緊急措置を行うとともに、消防、警察等に通報した後、参集す
る。 

被害状況等の報告 
職員は参集途上において被害状況、災害情報の収集に努め、参集後所属
班長を通じて本部長に報告する。 

 

２．災害対策本部の運営 

地震災害時の災害対策本部の応急対策の迅速な指示又は的確な総合調整を図るため、災害対策本部

の運営について必要な事項を定めておくものとする。 

(１) 本部会議の運営 

本部長の意思決定の支援機関として、応急対策活動の的確な実施に重要な役割を担う本部会議の協

議事項の内容は次のとおりとする。 
町本部の協議事項 細項目 

災害応急対策の総合調整に関すること 
・ 各部間の応急対策業務に係る調整 
・ 防災関係機関及び応援部隊等との調整 

県災害対策本部との協議に関すること － 

職員の配備体制及び各部間の応援体制に関す
ること 

・ 業務量及び業務内容等の変化に伴う職員
の流動的活用 

・ 応急対策の長期化等に伴う職員の健康管
理及び交替の検討 

避難勧告及び指示に関すること － 

関係機関への応援要請に関すること 
・ 自衛隊に対する災害派遣要請 
・ 行政機関に対する応援要請 
・ 自主防災組織等に対する協力要請 

災害救助法の適用申請に関すること － 
激甚災害の指定に関すること － 
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町本部の協議事項 細項目 
応急対策に要する予算及び資金に関すること － 
義援金品の募集及び配分に関すること － 
その他災害応急対策の重要事項の決定に関す
ること － 

 
(２) 災害対策本部の応急対策の概要 

災害対策本部が時間的経過に応じて実施すべき応急対策の概要は次のとおりとし、各部は、この概

要に沿って必要な連携を確保するとともに、本章に定める各応急対策に基づき、所管する事項につい

て迅速かつ的確な応急活動を行う。 

ア． 応急対策の実施区分 
時間的経過に伴う応急対策の実施区分は、次のとおりとする。 

 第１対応期  発災～24時間以内 

 第２対応期   24時間～３日以内 

  第３対応期   ３日～１週間以内 

 第４対応期   １週間後～ 

 
イ． 各対応期における応急対策事項 
(ア) 第１対応期（発災～24 時間以内） 

項    目 主な応急対策事項等 
 １ 情報の収集、伝達  ① 被害状況､初動対応状況等情報の収集､伝達 

 ② 災害関連情報の町民への伝達 
 ２ 町民からの安否等の問 
     い合わせに対する対応 

 ① 安否等の問い合わせに対する対応 
 ② 町民からの通報等に対する対応 

 ３ 救助、救急及び消火  ① 被災者の救出活動及び病院等への搬送 
 ② 火災に対する消火活動 

４ 医療、救護  ① 救護所の設置及び運営 
 ② 医薬品の確保 
 ③ 医療機関の稼働状況の把握 

 ５ 避難  ① 指定避難施設の開設及び運営 
 ② 指定避難施設以外への避難者の状況の把握 
 ③ 広域避難場所及び公園等の避難状況の把握 
 ④ 避難施設における災害時要援護者の把握 

６ 飲料水、食料等の供給  ① 給水施設の被害状況の把握、確保及び供給 
 ② 食料、生活物資等の確保、供給 

７ 広域応援等の要請 ① 自衛隊に対する災害派遣要請 
 ② 自主防災組織等に対する協力要請 
 ③ 行政機関に対する協力要請 
 ④ 応援部隊及び協力団体等の受入れ 

８ 交通、道路等の状況把握  ① 交通規制の実施状況の把握 
 ② 緊急通行車両通行路の確保 
 ③ 道路､橋りょう等の被害状況の把握と応急対策 
 ④ ヘリコプター離着陸場の被害状況の把握 
 ⑤ 港湾施設の被害状況の把握 
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項    目 主な応急対策事項等 

 ９ ボランティア活動  ① ボランティアへの情報提供 
 ② ボランティア活動拠点の提供 

10 行方不明者の捜索、 
遺体安置所の開設 

 ① 行方不明者の捜索 
 ② 棺、ドライアイス等の確保 
 ③ 遺体安置所の開設 
 ④ 近隣火葬場の被害状況の把握 

 11 環境衛生  ① 避難施設等への仮設トイレの設置 
 ② ごみ処理施設、し尿処理場等の被害状況の把握 
 ③ 災害廃棄物の処理計画の立案と仮置場等の選定 

 12 ライフライン 13  各ライフラインの被害状況の把握 
 13 被災地の安全確保  ① 建築物応急危険度判定士の派遣要請 

 ② 建造物の危険箇所の点検及び安全措置 

 
(イ) 第２対応期（24 時間～３日以内） 

項    目 主な応急対策事項等 
 １ 情報の収集、伝達  ① 被害状況､応急対策状況等情報の収集､伝達 

 ② 被災者の生活状況等の収集 
 ③ 町民への生活関連情報等の広報 
 ④ 災害広報紙の発行、配布 

 ２ 町民からの安否等の問い合わ
せに対する対応 

 ① 安否等の問い合わせに対する対応 
 ② 町民からの通報等に対する対応 

 ３ 救助、救急及び消火  ① 被災者の救出活動及び病院等への搬送 
 ② 他市等高次医療機関への搬送 
 ③ 消火活動及び出火防止の広報 

 ４ 医療、救護  ① 救護所の運営 
 ② 人工透析患者等への医療情報提供 

 ５ 避難 ① 自主防災組織、教員、ボランティア等による  
避難施設の協同運営体制の確立 

 ② 災害時要援護者を他施設等へ搬送 
 ③ 避難者名簿の作成 

 ６ 飲料水、食料等の供給  ① 給水活動及び食料の供給 
 ② 生活物資等の供給 

 ７ 交通、道路等の状況把握  ① 緊急通行車両通行路の確保 
 ② 道路等の障害物の除去、応急復旧 

８ ボランティア活動  ① ボランティアに対する協力要請項目の集約 
 ② ボランティアへの情報提供 

 ９ 行方不明者の捜索、遺体の処理  ① 行方不明者の捜索 
 ② 遺体の処理及び埋・火葬 
 ③ 火葬場の確保 

 10 環境衛生  ① し尿処理 
 ② ごみ収集処理 
 ③ 防疫活動の検討及び実施 

 11 ライフライン ①�   各ライフラインの復旧状況の把握 
 12 被災地の安全確保 ① 建築物応急危険度判定の実施 

 ② 建造物の危険箇所の点検及び安全措置 
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(ウ) 第３対応期（３日～１週間以内） 
項    目 主な応急対策事項等 

 １ 情報の収集、伝達  ① 被災者の生活状況等の収集 
 ② 町民への生活関連情報等の広報 
 ③ 災害広報紙の発行、配布 

 ２ 町民からの安否等の問 
     い合わせに対する対応 

 ① 安否等の問い合わせに対する対応 
 ② 町民からの通報等に対する対応 

 ３ 被害調査 ① り災証明交付等に備えた被害調査 
 ４ 医療、救護  ① 避難生活者の健康管理及び栄養指導 

 ② 避難生活者等のメンタルケア 
 ③ 災害時要援護者に対する支援活動 

 ５ 避難  ① 避難施設の運営 
 ② 避難生活者のプライバシー保護対策 
 ③ 仮設風呂等の設置の検討 

 ６ 飲料水、食料等の供給  ① 応急復旧した水道施設による水の供給 
 ② 食料及び生活物資の供給 
 ③ 救援物資等の配給 

 ７ ボランティア活動  ① ボランティアに対する協力要請項目の集約 
 ② ボランティアへの情報提供 

 ８ 環境衛生  ① し尿収集処理 
 ② ごみ収集処理 
 ③ 仮設トイレ、ごみ集積所等の消毒 

 ９ 町民生活  ① り災証明交付準備 
 ② 応急仮設住宅建設準備 
 ③ 住宅の応急修理準備 
 ④ 倒壊建物等の解体撤去及び瓦礫等処理場所の検討 
 ⑤ 学校再開の準備 

 
(エ) 第４対応期（１週間後～） 

発災後１週間以降については、避難生活の長期化に伴う各応急対策の内容の変化を加味し、応急活

動を行うとともに、災害時要援護者に対する支援策及び町民生活の安定を重点とした施策の実施に努

める。 
主な応急対策事項等については、次のとおりである。 

主な応急対策事項等 
  ① 災害広報紙等による生活関連情報の提供 
  ② り災証明の交付 
  ③ 仮設住宅の入居申込み受付 
  ④ 倒壊家屋の解体、撤去の検討 
  ⑤ 義援金品の配分、見舞金等の支給 
  ⑥ 被災者の生活保護 
  ⑦ 融資その他町民生活安定のための各種相談窓口の設置 
  ⑧ 学校教育の再開 
  ⑨ 災害復旧計画策定 
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(３) 災害対策本部の解散 

災害対策本部は、設置の原因となった災害に係る応急対策がおおむね終了したと本部長が認めたと

きに解散する。 

 

資 料 
災害時優先電話一覧表 

大磯町防災会議条例 

大磯町防災会議運営要綱 

大磯町災害対策本部条例 

大磯町災害対策本部要綱 

連絡先一覧表 

気象庁震度階級関連解説表 
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別表１の１ 
大磯町災害対策本部組織表 

 
   本部事務局         本部事務局班 

 
   政策総務部         政策班 

               総務班 
               財政班 
                税務班 

 
   町民福祉部（長）      町民班 

                   福祉班 
                    スポーツ健康班 

 
                  建設経済部（ツ健康課長）  建設班 

                          下水道班 
本 部 長    副本部長                    都市計画班 
（町長）  （副町長 教育長）                  産業観光班 
                                 環境美化センター班 
 

            協力部           会計班 
                          議会事務局班 
                          監査委員事務局班 
                          選挙管理委員会事務局班 
                          農業委員会事務局班 

 
   教育部（子ども育成     学校教育班 
                 子育て支援班 
                生涯学習班 

 
   消防部（消防長       消防総務班 

               消防署班 
               国府分署班 
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別表１の２ 

大磯町災害対策本部組織及び部班別業務分担表 
 

本部長   町長 
副本部長  副町長、教育長 
 

各部 

共通事項 １ 部内の職員の動員及び配備に関すること。 
２ 各部及び部内の連絡調整に関すること。 
３ 関係機関との連絡調整に関すること。 
４ 部に関する情報収集、調査及び災害資料の取りまとめに関すること。 
５ 所管施設の利用者の避難誘導及び安全確保に関すること。 
６ 所管施設及び設備の被害調査及び取りまとめに関すること。 
７ 平常業務に関連する事項の調査及び取りまとめに関すること。 
８ 応急対策に必要な資機材等の備蓄に関すること。 
９ 他部の応援に関すること。 

 

本部事務局 事務局長：参事（危機管理対策担当） 

班 班長 分担業務 

本部事務局

班 
危機管理対策室

長 
１ 災害対策本部及び水防本部の設置及び運営関すること。 
２ 本部会議に関すること。 
３ 本部長からの命令及び伝達に関すること。 
４ 大磯町防災会議に関すること。 
５ 気象情報の受理伝達に関すること。 
６ 各部の総合的把握及び連絡調整に関すること。 
７ 災害情報の取りまとめに関すること。 
８ 防災行政無線（移動系）に関すること。 
９ 避難勧告及び指示に関すること。 
10 自衛隊の応援要請に関すること。 
11 災害救助法の適用申請に関すること。 
12 国、県及び防災関係機関との連絡調整に関すること。 
13 各種協定の運用の総括に関すること。 
14 応急対策の特命に関すること。 
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政策総務部 部長：政策総務部長 

班 班長 分担業務 

政策班 ○政策課長 １ 部の災害対応活動の総括に関すること。 
２ 災害情報等の広報活動に関すること。 
３ 防災行政無線（固定系）の運用に関すること。 
４ ＭＣＡ無線の運用に関すること。 
５ 報道機関及び地域メディアとの連絡調整に関すること。 
６ 帰宅困難者への情報提供に関すること。 
７ ライフライン等生活情報の提供に関すること。 
８ 被害状況の写真撮影等記録に関すること。 
９ 電子計算機器の機能確保に関すること。 
10 本部長及び副本部長の秘書に関すること。 
11 見舞等のための来庁者の接遇に関すること。 
12 り災後の行政政策の総合調整に関すること。 
13 応急対策の特命に関すること。 

総務班 総務課長 １ 職員の招集及び配備に関すること。 
２ 被災職員に関すること。 
３ 応援職員及び派遣隊の受入れに関すること。 
４ 職員、応援職員等の健康管理に関すること。 
５ 災害対策基本法に基づき派遣された職員の身分取扱いに関

すること。 
６ 職員の公務災害補償に関すること。 
７ 相互応援協定都市等への要請及び受入れに関すること。 
８ 本部施設及び設備の保全に関すること。 
９ 本部活動用電話、事務機器等の仮設に関すること。 
10 公共施設の被害状況の取りまとめに関すること。 
11 応急対策の特命に関すること。 

財政班 財政課長 １ 災害対策の予算に関すること。 
２ 災害応急対策用物品及び資材の調達及び管理に関すること。

３ トラック協会等運輸関係機関との連絡調整に関すること。 
４ 災害対策用車両の調達及び配車に関すること。 
５ 燃料の確保に関すること。 
６ 応急対策工事の契約に関すること。 
７ 町有財産の被害状況の把握及び応急対策に関すること。 
８ 応急対策の特命に関すること。 
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税務班 税務課長 １ 建物の被害調査及び取りまとめに関すること。 
２ 企業等の被害調査及び取りまとめに関すること。 
３ 人的被害の調査及び取りまとめに関すること。 
４ 被災者名簿の作成に関すること。 
５ ライフライン等の被害調査及び生活情報等の収集に関する

こと。 
６ り災証明書の交付に関すること。 
７ 町税の減免及び徴収猶予に関すること。 
８ 応急対策の特命に関すること。 

 

町民福祉部  部長：町民福祉部長 

班 班長 分担業務 

町民班 ○町民課長 １ 部の災害対応活動の総括に関すること。 
２ 安否情報の収集、整理及び照会対応に関すること。 
３ 自主防災組織、自治会等との連絡調整に関すること。 
４ 避難所（地域会館等）の開設及び準備に関すること。 
５ 警察等関係機関との連絡調整に関すること。 
６ 被災者の相談に関すること。 
７ 埋火葬等の許可に関すること。 
８ 災害時の防犯対策及び交通安全対策に関すること。 
９ 国民健康保険税の減免に関すること。 
10 応急対策の特命に関すること。 

福祉班 福祉課長 １ 災害時要援護者に関すること。 
２ 避難所（福祉施設）の開設及び準備に関すること。 
３ 日本赤十字社との連絡調整及び協力要請に関すること。 
４ 社会福祉機関との連絡調整及び協力要請に関すること。 
５ 行方不明者の捜索に関すること。 
６ 遺体安置所の開設及び遺体の搬送、保存、埋葬等に関するこ

と。 
７ 火葬場等との連絡調整に関すること。 
８ 災害弔慰金、災害障害見舞金及び災害援護資金に関するこ

と。 
９ 被災生活保護世帯の把握に関すること。 
10 社会福祉協議会及びボランティア団体との連絡調整に関す
ること。 
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11 ボランティアを必要とする業務の情報収集及び調整に関す
ること。 

12 応急対策の特命に関すること。 

スポーツ健

康班 
スポーツ健康課

長 
１ 救護活動その他医療及び助産に関すること。 
２ 医師会等との連絡調整及び協力要請に関すること。 
３ 救護所の開設及び運営に関すること。 
４ 医療薬品機材の確保に関すること。 
５ 負傷者の把握に関すること。 
６ 防疫等保健衛生に関すること。 
７ 感染症患者に関すること。 
８ 医療施設の被害情報及び医療情報の収集に関すること。 
９ 保健福祉事務所及び医療機関との連絡調整に関すること。 
10 災害時要援護者の支援に関すること。 
11 応急対策の特命に関すること。 

 

建設経済部  部長：建設経済部長 

班 班長 分担業務 

建設班 ○建設課長 １ 部の災害対応活動の総括に関すること。 
２ 水防活動に関すること。 
３ 防潮堤門扉の閉鎖に関すること。 
４ 道路、橋りょう及びトンネルの被害調査及び応急対策に関す

ること。 
５ 交通情報の収集及び関係機関との連絡調整に関すること。 
６ 通行止め、通行制限等に関すること。 
７ 緊急輸送路に関すること。 
８ 障害物の除去に関すること。 
９ 危険箇所の警戒に関すること。 
10 建設協会等への応援要請に関すること。 
11 リエゾン協定に基づく協力要請に関すること。 
12 国道、県道の被害調査及び関係機関との連絡調整並びに応急
対策に関すること。 

13 応急対策の特命に関すること。 

下水道班 下水道課長 １ 飲料水の確保に関すること。 
２ 水防活動に関すること。 
３ 公共下水道、河川、排水路等の被害調査及び応急対策に関す
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ること。 
４ 障害物の除去に関すること。 
５ 危険箇所の警戒に関すること。 
６ 管工事組合等への協力要請に関すること。 
７ 応急対策の特命に関すること。 

都市計画班 都市計画課長 １ 建築物応急危険度判定活動に関すること。 
２ 建築物の緊急措置に関すること。 
３ 液状化被害の情報収集に関すること。 
４ 公園等の避難者の把握及び避難誘導等の措置に関すること。

５ 応急仮設住宅に関すること。 
６ 公共交通の被害状況の把握及び連絡調整に関すること。 
７ 被災後の都市計画及び復興計画に関すること。 
８ 応急対策の特命に関すること。 

産業観光班 産業観光課長 １ 食料、生活必需品等の調達及び供給に関すること。 
２ 救援物資の受入れ、保管及び配送に関すること。 
３ 大磯港及び海上輸送に関すること。 
４ 病害虫防除及び家畜伝染病等の防疫に関すること。 
５ 食料販売業者との食糧確保体制に関すること。 
６ 商工会、農業協同組合等との連絡調整に関すること。 
７ 農林水産業、畜産業及び商工業関係の被害状況調査に関する

こと。 
８ 応急対策の特命に関すること。 

環境美化セ

ンター班 
環境美化センタ

ー所長 
１ ごみ及びし尿の収集及び処理に関すること。 
２ 仮設トイレに関すること。 
３ 災害廃棄物等の処理に関すること。 
４ 清掃その他生活環境の保持に関すること。 
５ 犬猫等死亡動物の処理に関すること。 
６ 野犬等の回収に関する動物保護センターとの連絡調整に関

すること。 
７ 害虫等の駆除に関すること。 
８ 清掃運搬車両等の確保に関すること。 
９ 動物救護活動に関すること。 
10 応急対策の特命に関すること。 

 
 



第３章 災害時の応急活動対策 
第２節 災害対策本部等の設置 

地震災害対策編・第３章 第２節 -１８ 

協力部 部長：監査委員事務局長 

班 班長 分担業務 

会計班 ○会計課長 １ 部の災害対応活動の総括に関すること。 
２ 災害時の緊急支払に関すること。 
３ 義援金品の受理、配分、出納及び保管に関すること。 
４ 応急対策の特命に関すること。 

議会事務局

班 
議会事務局長 １ 町議会との連絡調整に関すること。 

２ 町議会議員の対応に関すること。 
３ 応急対策の特命に関すること。 

監査委員事

務局班 
監査委員事務局

長 
１ 災害情報の受理及び伝達に関すること。 
２ 応急対策の特命に関すること。 

選挙管理委

員会事務局

班 

選挙管理委員会

事務局書記長 
１ 災害情報の受理及び伝達に関すること。 
２ 応急対策の特命に関すること。 

農業委員会

事務局班 
農業委員会事務

局長 
１ 災害情報の受理及び伝達に関すること。 
２ 応急対策の特命に関すること。 

 

教育部  部長：教育部長 

班 班長 分担業務 

学校教育班 
 

○学校教育課長 １ 部の災害対応活動の総括に関すること。 
２ 避難所（学校・幼稚園）の開設及び運営に関すること。 
３ 児童及び生徒の安全確認及び応急教育に関すること。 
４ 教材、学用品等の調達供給に関すること。 
５ 教職員の動員調整に関すること。 
６ 避難所の応急物資の調整及び配給に関すること。 
７ 応急対策の特命に関すること。 

子育て支援

班 
子育て支援課長 １ 学校その他教育機関との連絡調整に関すること。 

２ 園児等の安全確認及び応急教育並びに応急保育に関するこ

と。 
３ ひとり親世帯等に対する災害相談に関すること。 
４ 応急対策の特命に関すること。 

生涯学習班 生涯学習課長 １ 避難所（学校・幼稚園）の開設及び運営に関すること。 
２ 避難所の応急物資の調整及び配給に関すること。 
３ 応急対策の特命に関すること。 
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消防部  部長：消防長 

班 班長 分担業務 

消防総務班 ○消防総務課長 １ 部の災害対応活動の総括に関すること。 
２ 消防活動全般の指揮に関すること。 
３ 消防団との連絡調整に関すること。 
４ 消防広報に関すること。 
５ 災害情報の受理及び伝達に関すること。 
６ 被害状況の収集及び集計記録に関すること。 
７ 消防相互応援協定に関すること。 
８ 緊急消防援助隊に関すること。 
９ 水防活動に関すること。 
10 消防計画に関すること。 
11 応急対策の特命に関すること。 

消防署班 消防署長 １ 人命の救出、救助及び傷病者の応急手当並びに搬送に関する

こと。 
２ 避難勧告、指示及び避難誘導に関すること。 
３ 火災、水害等の警戒及び防御に関すること。 
４ 被害の情報収集及び報告に関すること。 
５ 気象観測に関すること。 
６ 火災の原因及び損害調査並びにり災証明に関すること 
７ 消防通信の統制運用に関すること。 
８ 応急対策の特命に関すること。 

国府分署班 国府分署長 １ 人命の救出、救助及び傷病者の応急手当並びに搬送に関する

こと。 
２ 避難勧告、指示及び避難誘導に関すること。 
３ 火災、水害等の警戒及び防御に関すること。 
４ 被害の情報収集及び報告に関すること。 
５ 気象観測に関すること。 
６ 応急対策の特命に関すること。 

備考 「班長」欄の○印のあるものは、部の副責任者を表す。 
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第３節  救助・救急、消火及び医療救援活動 

主管部    町民福祉部 消防部 

 
大規模な地震災害が発生した場合に、消防活動、救助・救急活動を展開するため必要な事項につい

て定める。 

 

第１項  救急・救助・消火活動 

１．消防活動の基本体制 

震災時における消防活動の基本体制は次のとおりとする。 

消火活動 
大規模な地震が発生した場合は、二次的に発生する火災に対処するため、全消

防力をあげて、出火防止と火災の早期鎮圧及び延焼拡大の防止を図るとともに、

電気及びガス関係機関等と連絡を密にし、二次的災害の防止に努める。 

救急、救助活動 
大震災時には、家屋の倒壊、障害物の落下、交通事故、危険物・液化石油ガス

等の漏洩等により複合的に被害が発生することが予想されることから、消防の

人員、資機材を活用し、救急、救助活動を行い、人命の安全確保に努める。 

避難誘導 
大震災時には、火災の発生件数が多く、火災が延焼し、火勢の鎮圧が困難な状

態が続く地域にあっては、町民の安全避難を確保するための活動を行う。 

 

２．初動体制の確保 

(１) 消防部の初動措置 

ア． 災害警備本部の設置 
災害活動を総合的に掌握し適切な指令統制を行うとともに、災害情報の収集等を行うため、消防庁

舎内に災害警備本部を設置する。 
災害警備本部の本部員は、本部の課長以上の職員により組織する。 

イ． 消防車両の安全確保並びに各機械器具の点検 
地震発生後速やかに車両を安全な場所に移すとともに、各機械器具の点検を行う。 

ウ． 各種燃料の確保 
車両及び各機械器具等に使用する燃料の確保に努める。 

エ． 通信及び情報収集体制の確保 
通信施設の機能の確保及び非常電源装置の点検を実施し、情報収集体制の確保に努める。 
無線、有線に混乱を及ぼすことが予想されるため、適切な通信統制を行い、情報収集の円滑化に努

める。 

オ． 被害状況の把握 
地震発生後には、車両又は徒歩等により町内を巡回し、被害状況の把握を行う。 
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カ． 非常警備体制の確立 
町域に「震度５強」以上の地震が発生した場合、職員は所定の場所に自主参集とするほか、「震度

５弱」以下であっても被害の状況により、電話等及びその他の方法により職員の非常招集を指令し、

非常警備体制の確立を図る。 

キ． 出火の防止及び庁舎内外の被害状況の確認 
消防庁舎内の火気使用場所の点検等を実施するとともに、庁舎内外の被害の有無を確認する。また、

ガス等の漏洩による二次的な災害を防ぐため、ガス及び電気等の関係機関とも連絡を密にするととも

に、被災地域内の火気使用を制限する。 
(２) 消防団の措置 

ア． 消防団本部の設置 
町域に「震度５強」以上の地震が発生した場合は、消防団長及び副団長は消防団本部に参集し、消

防長と協議し各分団の指揮を行う。 

イ． 非常参集 
町域に「震度５強」以上の地震が発生した場合は、各分団員は所属詰め所に参集し、災害に対応す

る。また、「震度５弱」以下の場合は、消防団長の指示により行動する。 

 
３．情報収集、伝達 

情報の収集、伝達は、有線電話の途絶、無線施設の障害等により制限されることが予想されるので、

次により行う。 

(１) 情報の収集要領 

消防署及び国府分署は、初動措置に引き続き、消防車両及び職員の巡回等で正確な被害状況の収集

に努め、災害警備本部へ報告を行う。 

(２) 情報収集の内容 

震災時における情報収集は、火災又は人命に係るものを主体とし、次の内容による。 
 火災発生及び延焼の状況  道路被害状況及び通行の可否 
 建築物等の倒壊状況  その他消防活動上の必要事項 
 負傷者数及び要救助者の発生状況  

 

４．火災防御活動 

地震による災害は、直接の被害のほか、二次災害である火災被害の占める割合が多い。また同時に

多発するばかりでなく、道路の損壊により消火活動が阻害され、水道、通信網等の損壊により消防活

動に支障が生じ、さらには飛び火、せん風等による延焼拡大等によって、多くの死傷者を伴うことが

予想されることから、現有消防力の全機能を発揮して効率的な消防活動を行う。 
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(１) 火災防御方針 

ア． 市街地火災防御 
建物が密集している市街地の火災防御を優先し、これらの火災を鎮圧した後、他の延焼拡大のおそ

れのない地域の火災に対する防御にあたる。 
火災が発生し住民に避難の必要があるときは、避難地及び避難路の安全確保に努め、防御活動を行

う。 

イ． 重要防火対象物 
事後の復旧対策等を考慮し、町民生活に直接関係ある行政機関及び医療機関並びに食料保管場所等

を重要防火対象物とし、その保護にあたる。 

(２) 消防部隊の運用 

災害警備本部の指示のもと部隊編成を行い、原則として各部隊は受け持ち区域の火災の防御活動を

行うこととするが、火災の延焼拡大等、消防力を結集する必要がある場合は、災害警備本部において

全町総括的な防御方針を決定し、出動部隊に指示を行う。  
火災出動については、道路の損壊又は建築物の倒壊等による通行障害が生じ、火災発生現場への出

動が阻害されることが予想されるので、小型動力ポンプの活用も考慮する。 
また、消防団との連携を密にし、総合的な部隊運用を行う。 
(３) 消防団の活動 

地震災害発生時は、受持区域の出火防止、初期消火及び救急・救助活動を行う。 
また、消防団は部隊編成を行い、原則として受持区域の災害対策活動を行うこととし、受持区域外

の炎上火災等への出動は指令を受けた場合とする。  
消防団は、各分団受持区域内における活動状況及び被害状況等について、消防団専用無線等を活用

して消防団本部に報告する。 

 

５．救急・救助活動  

(１) 救急・救助活動の方針 

救急、救助活動は救急隊及び救助隊により実施することを基本とする。ただし、災害の状況等によ

り必要な場合は災害警備本部の指示に基づき部隊を編成し、救急・救助活動の強化を図る。 

(２) 救急活動 

ア． 搬送の優先順位 
地震災害発生時に傷病者の緊急度や重症度に応じた適切な処置や搬送を行うため、傷病者の治療優

先順位を決定するトリアージの手法について、救急業務計画に定める。 
多数の傷病者が同時に発生したときには、救護所への搬送とともに、トリアージ・タッグ（傷病者

識別札）を使用して搬送の優先順位を決め、病院への円滑な搬送を行う。 
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イ． 診療体制の把握 
医療施設が被害を受け、又は医療従事者が被害を受けた場合には、診療体制が不十分となる恐れが

あるため、神奈川県医療情報センターからの情報及び神奈川県救命情報システム1等の情報を活用し、
医療機関の診療状況を把握して傷病者の分散搬送を円滑に行う。 

ウ． 軽症等軽易な負傷者の扱い 
軽症等軽易な負傷者は、家族及び自主防災組織等での処置を依頼する。 

(３) 救助活動 

火災現場及び家屋等の倒壊による負傷者の救助を優先して処理するとともに、余震による被害又は

救助活動中の二次災害の防止に努める。 

 

６．その他の災害対策 

津波襲来のおそれのある場合、又は河川の堤防の決壊によって水害のおそれのある場合には、災害

対策本部及び関係機関と緊密な連絡を保ち、機を失せず避難を指示し、必要があるときは避難誘導を

速やかに行い、人身の保護に努める。 

 

７．通行禁止区域における措置命令等 

 消防吏員は災害対策基本法（以下「同法」という。）第 76 条に基づき、県公安委員会により指
定された通行禁止区域等において、車両その他の物件が消防用緊急通行車両の通行の妨害となり、

災害応急対策の実施に著しく支障を生じるおそれがあると認められるときで、かつ警察官がその

場にいない場合、同法第 76条の３第４項に基づき消防用緊急通行車両の円滑な通行を確保する
ため、必要な措置をとることを命ずることができる。 

 上記の場合において、当該措置をとることを命ぜられた者が、当該措置をとらないとき又はその

命令の相手方が現場にいないために当該措置をとることを命ずることができないときは、消防吏

員は自ら当該措置をとることができる。この場合において、消防吏員は、当該措置をとるためや

むを得ない限度において、当該措置に係る車両その他の物件を破損することができる。 
 同法第 76 条の３第４項に規定する措置等をとったときは、直ちに、その旨を、当該命令をし、
又は措置をとった場所を管轄する警察署長に通知する。 

 

８．消防相互応援 

消防署、国府分署及び消防団の部隊の応援出動については、「神奈川県消防広域応援基本計画」及

び｢神奈川県下消防相互応援協定｣に基づき相互に協力を行う。 

 

                                                   
1救命情報システムとは、救急車に乗務している救急救命士が、県域を一本化した救命情報センターの医
師からの指示システムのもとに高度な応急措置を行うとともに、救命処置センター等へ広域搬送を行う
もの。 
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(１) 神奈川県下消防相互応援協定市町等 

神奈川県下消防相互応援協定市町等は、次のとおりである。 

  地方公共団体名等  電        話   地方公共団体名等  電       話 

 横 浜 市（消防局）  045ｰ332ｰ1351  厚 木 市（消防本部）  046ｰ221ｰ2331 

 川 崎 市（消防局）  044ｰ223ｰ1199  大 和 市（消防本部）  046ー261ー1119 

 相模原市（消防局）  042ｰ751ｰ9111  伊勢原市（消防本部）  0463ｰ95ｰ2119 

 横須賀市（消防局）  046ｰ822ｰ0119  海老名市（消防本部）  046ｰ231ｰ0355 

 平 塚 市（消防本部）  0463ｰ21ｰ3240  座 間 市（消防本部）  046ｰ256ｰ2211 

 鎌 倉 市（消防本部）  0467ｰ25ｰ7550  綾 瀬 市（消防本部）  0467ｰ76ｰ0119 

 藤 沢 市（消防本部）  0466ｰ22ｰ8182  葉 山 町（消防本部）  046ｰ876ｰ0119 

 小田原市（消防本部）  0465ｰ49ｰ4410  寒 川 町（消防本部）  0467ｰ75ｰ8000 

 茅ヶ崎市（消防本部）  0467ｰ85ｰ4591  二 宮 町（消防本部）  0463ｰ72ｰ0015 

 逗 子 市（消防本部）  046ｰ871ｰ0119  箱 根 町（消防本部）  0460ｰ82ｰ4511 

 三 浦 市（消防本部）  046ｰ882ｰ0119  湯河原町（消防本部）  0465ｰ60ｰ0119 

 秦 野 市（消防本部）  0463ｰ81ｰ0119  愛 川 町（消防本部）  046ｰ285ｰ3131 

 
(２) 応援の方法 

応援の方法については、「神奈川県下消防相互応援協定書」及び「神奈川県下消防相互応援協定に

基づく覚書」に定めるところによる。 
なお、応援の区分については、次のとおりである。 

通常応援・消防

団応援 
隣接する協定市町が覚書に定める区域内に発生した災害を覚知したとき、その

消防署又は消防団に属する消防隊等が自主的に出動する。 

特別応援 
被応援消防機関から要請があった場合に出動する。ただし、大規模及び特殊な

災害が発生した場合は、「神奈川県消防広域応援基本計画」に基づき対応する。

大規模及び特殊

な災害の応援 
大規模及び特殊な災害が発生した場合は、「神奈川県消防広域応援基本計画」に

基づき対応する。 
 
９．広域的応援要請 

災害が発生し、本町の消防力では対処することが困難である場合は、次により応援要請を行う。 

(１) 応援要請 

ア． 神奈川県知事に対する応援要請 
神奈川県知事に対し、次に掲げる部隊等の派遣措置を要請する。 

神奈川県知事に対する応援要請の内容 

消防庁に対する緊急消防援助隊の派遣 自衛隊に対する消火、救急、救助活動の応援 

県警察に対する救出救助活動の応援 広域航空消防に対する消火、救急、救助活動の応援 
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イ． 相互応援協定締結市町に対する応援要請 
相互応援協定締結市町に対し、協定に基づく応援を要請する。 

(２) 要請手続 

応援要請は、次に掲げる事項を明確にし要請するものとする。 

応援要請に必要な事項 

要請理由 集結場所 

災害の概況 誘導員等 

要請する消防隊等の種類及び人数 担当責任者 

活動内容  

 
(３) 応援部隊の集結場所及び宿営場所 

応援部隊の集結場所及び消防活動が長期化した場合の宿営場所については、神奈川県立おおいそ学

園とする。ただし、状況により使用が不可能になった場合は、他の場所を指定する。 

 

第２項  医療・救護活動 

１．実施機関 

被災者に対する医療及び助産の実施は、本部長が行う。ただし、災害救助法が適用された場合は、

同法第２条及び第３０条の規定に基づき知事又は本部長が実施する。 

 

２．救護所の設置 

大規模な災害が発生した場合又は大規模な災害が予想される場合、町は必要に応じて中郡医師会大

磯班及び平塚歯科医師会大磯地区等の協力により救護所を設置し、医療及び助産を実施する。 

(１) 救護所設置場所 

 大磯小学校  国府小学校 
なお、救護所設置場所が被害を受けたこと等により設置することができない場合には、状況等を判

断し、他の適切な場所に設置する。 

(２) 県救護所の設置等 

県は、平塚保健福祉事務所に救護所を設置し救護活動を行うとともに、町の要請又は自らの判断に

より、救護班を派遣する。 

(３) 救護所用帳票等 

医療救護班は医療の実施にあたり、次の帳票等により記帳等を行う。 
 大磯町災害救助診療録  分娩台帳  トリアージ・タッグ 
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３．医療救護班体制 

地震災害時の救護所における医療・救護体制等は、次のとおりとする。 
なお、本部長は被災状況等必要に応じて県及び日本赤十字社神奈川県支部等に応援を要請し、医

療・救護体制を確保する。 

(１) 医療救護班の編成 

町の設置する救護所における医療救護班の編成は、概ね次のとおりとする。 

職     種 １班の構成人員 備           考 

医師及び歯科医師 ３ 中郡医師会大磯班、平塚歯科医師会大磯地区 

看護師及び看護補助者 ２  登録看護要員、赤十字奉仕団等 

受        付 １  スポーツ健康班職員 

連    絡    員 １  スポーツ健康班職員 

 
(２) 医療救護班の要請 

地震災害時における医療・救護活動を実施するため、本部長は災害の規模又は被災状況に応じて、

中郡医師会大磯班及び平塚歯科医師会大磯地区に対して医療救護班の出動を要請する。ただし、中郡

医師会大磯班及び平塚歯科医師会大磯地区は、被害の状況及び通信の途絶等で本部長が要請できない

状態であると認めたときは、本部長の要請を待たず自らの判断で医療救護班を出動させるものとする。 

(３) 県及び日本赤十字社神奈川県支部等に対する要請 

本部長は、災害の規模又は被災状況に応じて、県、日本赤十字社神奈川県支部等の関係機関に応援

を要請する。 

(４) 医療救護班の活動 

医療救護班は、主として、町等で設置する救護所において医療救護活動を行う。 
業務内容は次のとおりとする。 

 被災者に対する選別  助産 
 傷病者に対する応急処置及び必要な医療  死亡の確認 
 医療機関への転送の要否及び順位の決定  

 
４．医療及び助産の方法等 

(１) 災害救助法による医療及び助産の範囲等 

医療及び助産の範囲等は、災害救助法及び関係法令の定めるところによる。 

ア． 医療 
医療は、災害のため医療の方途を失った者に対して応急的な処置を行う。 
医療は、医療救護班によって行う。ただし、緊迫した事情があり、やむを得ない場合においては、

病院、又は診療所（あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師若しくは柔道整復師が行う施術を含

む）において行う。 
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(ア) 範囲 

医療の範囲は、次のとおりとする。 
 診察  病院又は診療所への入院 
 薬剤又は治療材料の支給  看護 
 処置、手術その他の治療及び施術  
(イ) 医療のための費用 

医療を実施するため支出する費用の額は、医療救護班による場合にあっては使用した薬剤、治療材

料、医療器具の修繕費等の実費とし、病院又は診療所による場合は国民健康保険の診療報酬の額以内

とし、施術者による場合は協定料金の額以内とする。 
(ウ) 実施期間 

医療を実施する期間は、災害発生の日から 14日以内とする。 

イ． 助産 
助産は、災害発生の日の以前又は以後７日以内に分べんした者であって、災害のため助産の方途を

失った者に対して行う。 
(ア) 範囲 

助産の範囲は、次のとおりとする。 
 分べんの介助及び分べん前後の処置  脱脂綿、ガーゼその他の衛生材料の支給 
(イ) 助産のための費用 

助産のため支出する費用は、医療救護班等による場合は使用した衛生材料等の実費とし、助産師に

よる場合は慣行料金の８割以内の額とする。 
(ウ) 実施期間 

助産を実施する期間は、分べんした日から７日以内とする。 

(２) 災害応急対策上必要な場合の費用及び期間の取扱い 

本部長は、災害応急対策上必要があると認める場合については、上記災害救助法の定める費用及び

期間の範囲を超えて、医療及び助産に係る費用を支出し、医療・救護を行うことができる。 

(３) 歯科 

歯科医療については、本部長が被災状況等により必要と認めた場合は、平塚歯科医師会大磯地区に

応援要請を行い、医療を実施する。 

 

５．医療機関の状況把握等 

(１) 医療機関等の状況把握 

地震災害時に医療機関は、備蓄医療資機材、医薬品等を活用し地域における医療・救護活動を行う

こととなるため、町民福祉部は、医療機関等の被災状況等の収集を行い、医療・救護体制の状況把握

に努める。 
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(２) 医療機関に対する優先的な給水活動 

手術及び人工透析等、医療機関における医療用の水の確保は重要である。このため、町民福祉部は

被災状況により、建設経済部下水道班に対し医療機関への優先的な給水活動の実施を要請する。 

(３) 医療情報の提供等 

医療機関の稼働状況等の情報は、災害対策本部の広報媒体を通じて町民に提供する。なお、人工透

析患者等の医療の途絶が生命維持に係る者については、県及び町内外医療機関等の協力を得て、その

医療を確保する。 

 

６．薬品及び医療機材等の調達 

医療及び助産に必要な薬品及び医療機材等については、救護所に備蓄している薬品及び医療機材等

を使用するほか、最寄りの業者から調達する。 
平塚中郡薬剤師会は、町からの要請があった場合、又は救護所が設置されたことを知った場合は、

救護所に出動し、スポーツ健康班に対する薬品及び医療機材等の供給を行う。 
町において、医療救護活動に係る医薬品等に不足が認められる場合は、県に対して医薬品等の供給

を要請する。 

 

７．救急・救助 

(１) 負傷者等の救出及び搬送 

負傷者等の救出及び救護所、病院等への搬送は、消防部が本節に定めるところにより、当直員によ

る救急・救助隊のほか、非直員及び消防団による特設救急隊・特設救助隊をもって自主防災組織等の

協力を得て行う。 
なお、自衛隊、緊急消防援助隊等が応援派遣された場合は、消防対策部は派遣部隊と連携し、救急・

救助活動を行う。 

(２) 町以外の医療機関に対する協力要請等 

ア． 町外医療機関に対する協力要請 
町民福祉部及び消防部は、必要に応じ町以外の医療機関に対し収容等に係る協力を求める。 

イ． ヘリコプターによる患者搬送 
町民福祉部及び消防部は、重症患者等の搬送にあたり、必要に応じて自衛隊等のヘリコプターの派

遣要請を行うなど迅速な患者搬送に努める。 
なお、他市等への緊急搬送のため使用するヘリコプター離着陸場及び派遣要請の手続等については

「第 12節第２項 自衛隊への災害派遣要請」の定めるところによる。 
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８．避難者の健康管理等 

避難生活が長期化した場合においては、不安や環境の変化によって避難者が健康を害することが予

想される。このため、救護対策部は、平塚保健福祉事務所等関係機関と連絡を密にし、次の事項の実

施に努める。 
 避難者の健康管理及び栄養指導 
 避難者のメンタルケア 
 避難所における良好な衛生状態の確保 

 

資 料 
地震災害時の部隊編成及び受持区域（消防署、国府分署） 

地震災害時の部隊編成及び受持区域（消防団） 

神奈川県下消防相互応援協定書 

災害発生時における医療救護活動実施計画 

中郡医師会大磯班及び平塚歯科医師会大磯地区医療救護班編成 

救護所衛生材料品目一覧表 

災害時における医療救護活動についての協定書 

災害時における医療救護活動及び救急医薬品等の調達に関する協定書 

災害用医薬品等の備蓄に関する協定書 

医療機関等一覧 

協定締結団体等一覧表 
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第４節  避難対策 

主管部    本部事務局 各部 

 
地震のため被害を受け、又は受けるおそれのある町民を安全な場所及び施設に収容し、保護するた

めの計画を定める。 

 

第１項  町民等の避難 

１．町民の自主的避難 

(１) 避難先 

町民は、建物の倒壊及び火災の発生等により身の安全を図る必要が生じた場合、自らの判断で最寄

りの公園、空地、学校グラウンド等へ自主的に避難する。 
(２) 避難時の留意点 

避難するときは、町民相互が協力しあい混乱を防ぐとともに、自主防災組織等は避難誘導を行うな

ど、町民の避難時の安全確保に努める。 
避難時の留意点 

避難に際しては、必ず火気及び電気（ブレーカー）等の始末を行う。 
高齢者、障害者、幼児等の災害時要援護者の避難については、周辺住民及び自主防災組織等が協
力し、安全な場所へ避難できるように努める。 
消防車等緊急車両の通行確保のため、自動車による避難は行わない。 
避難者は、３日分程度の食料、日用品及び最少限の着替え、肌着、医薬品等を携行する。 
・    
２．事業所等における避難 

事業所、学校その他の施設の管理者等は、地震の発生に伴い避難の必要が生じた場合、各施設が作

成した消防法に定める消防計画及び大規模地震対策特別措置法に定める地震防災応急計画（地震防災

規定を含む）に基づき、避難場所へ誘導するなど適切な措置を講じ、従業員、児童生徒、入所者等の

安全確保に努める。 

 

第２項  避難措置 

１．避難の勧告又は指示 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、人命の保護その他災害の拡大防止等を図

るため特に必要があると認められるときは、危険地域の居住者等に対して、次に掲げる者が避難実施

のための必要な勧告又は指示を行う。 

(１) 町長の措置 

避難の勧告・指示等は、原則として町長が行う。 
災害対策本部における担当部は、本部事務局及び各部が協力して行う。 
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ア． 避難勧告・指示等の区分 
区分 種  別 避難勧告・指示等を行う場合及び関係法令 

避難準備 
情報 

災害時要援護者等、特に避難行動に時間を要するものに対して、その
避難行動支援対策と対応しつつ、早めの段階で避難行動を開始するこ
とを求める情報を発表することが出来る。 

避難勧告 

人の生命又は身体を災害から保護し、その他災害拡大を防止するた
め特に必要があると認めるとき、必要と認める地域の居住者、滞在
者その他の者に対し、避難のための立退の勧告を行うことができる。
（災害対策基本法第 60条） 

避難の 
指示 

災害全般

上記の場合で、急を要すると認めるときは、避難のための指示を行
うことができる。 
（災害対策基本法第 60条） 

 
イ． 避難の勧告・指示等の基準 
避難の勧告・指示等は、原則として次のような事態になったときに発するものとする。 
種別 基 準 等 
地震 
災害 

 地震火災の拡大により、町民に生命の危険が及ぶと認められるとき。 
 その他町民の生命を災害から保護するため必要と認められるとき。 

津波 
災害 

 津波には、沿岸近くで発生した地震による津波のように到達時間の極めて短いも
のから、日本から遠く離れた場所で発生した地震による津波のように、到達まで
に相当の時間がかかるものまであるが、いずれの場合であっても情報収集や総合
的な判断に時間を費やすことによって避難が遅れることのないように、以下の判
断基準に従って避難勧告・指示等を発令する。 
発令内容 判断基準 発令対象区域 

避難準備情報 
避難勧告 

・津波注意報が発表され、被害のおそ
れがあるとき。（漁業関係、遊泳者 
釣り人等） 

避難の指示 

・津波警報が発表されたとき。 
・強い地震（震度５強以上）若しくは
長時間のゆっくりとした揺れを感じ
て避難の必要を認め とき  

海岸及び浸水の  危険
がある区域 

 なお、日本から遠く離れた場所で発生した地震による津波のように到達まで相当
の時間があるものについて、上記の判断基準に達する以前に津波の到達予想時刻
等の情報が入手できることがあり、その場合には、早期の段階からそれらの情報

 
ウ． 避難の指示の権限の委任 
町長は、緊急を要する場合の避難の迅速を図るため、町長の命を受け災害現場に派遣された職員に

避難の指示の権限を委任する。 

エ． 緊急の場合の指示 
上記により町長の権限の委任を受けた者は、その事態を考慮し、学校その他安全な場所に避難させ

ることができる。この場合速やかにその状況等を町長に報告し、以後の指示を受ける。 

 
 



 

地震災害対策編・第３章 第４節 -３ 

町長 知事（災害対策課）

(２) その他の機関等の措置 
区分 種  別 実施者 指示を行う場合及び関係法令 

警察官又は海
上保安官 

町長が避難のための立退を指示することができないと
認められるとき、又は町長から要求があったとき避難のた
めの指示をすることができる。（災害対策基本法第 61条）
なお、警察官は、人命若しくは身体に危険を及ぼすおそ
れがある場合、その場に居合わせた者に対して避難の措置
を講ずることができる。（警察官職務執行法第４条） 災害全般

災 害 の た め 
派 遣 を 命 ぜ 
られた部隊等
の自衛官 

上記において、警察官がその場にいない場合に限り、警
察官職務執行法第４条の準用により、避難のための指示を
することができる。（自衛隊法第 94条） 

洪水又は
高潮のは
ん濫 

知事又はその命
を受けた吏員、
水防管理者 

洪水又は高潮のはん濫により著しい危険が切迫してい
ると認められるとき、避難のための指示をすることができ
る。（水防法第 22条） 

避難の 
指示 

地すべり
知事又はその
命を受けた吏
員 

地すべりにより著しい危険が切迫していると認められ
るとき、避難のための指示をすることができる。（地すべ
り等防止法第 25条） 

 
(３) 避難勧告・指示の内容 

町長、その他の避難勧告・指示を実施する者は、次の内容を明示して行う。 

避難勧告・指示の内容 

避難勧告・指示の発令者 避難先とその場所 

避難勧告・指示を要する理由 避難経路 

避難勧告・指示等対象地域 注意事項 

 

(４) 避難措置の関係機関への連絡 

ア． 関係機関への連絡 
避難の勧告又は指示を行った者は、イの連絡系統図に基づき関係機関へ次の事項を報告する。 

関係機関への報告事項 

避難勧告・指示の発令者 避難対象者 

避難勧告・指示の日時 避難先 

避難勧告・指示の理由  

 
 
イ． 連絡系統図 
(ア) 町長の措置 
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警察官 
海上保安官 

第三管区海上保安本部長 

町長 知事 
（災害対策課） 

警察官 警察署長 県警察本部長 県公安委員会 

町長 知事（災害対策課） 

海上保安官 海上保安部・署長

知事 
（災害対策課）

警察署長 
海上保安部・署長

町長 

自衛官 町長 知事（災害対策課）

(イ) 警察官又は海上保安官の措置 

 災害対策基本法に基づく措置 

 
 
 

 警察官職務執行法に基づく措置 

 
 
 
 

 職権に基づく措置 

 
 
 
 
 

 自衛官の措置 

 

 

 
２．避難誘導 

避難誘導は、あらかじめ想定した避難路の安全確認を行ったうえで、勧告・指示等を出した機関が

行う。ただし、町長は他の機関から避難の指示を出した旨の通知を受けた場合は、担当部の職員を災

害現場に派遣し避難誘導にあたらせる。この場合、警察、消防団及び自主防災組織等の協力を得て行

う。 

 

３．町民等への周知 

町長は、自ら避難勧告又は指示を行った場合、あるいは他の機関からその旨の通知を受けた場合は、

避難対象地域の町民等に対し、防災行政無線、広報車等により避難勧告・指示の伝達を行うとともに、

担当部の職員を派遣し、警察、自主防災組織等の協力を得て組織的な伝達を行う。また、必要に応じ

て各家庭への戸別訪問等により避難勧告・指示の徹底を図ることにより町民等への周知を行う。 

 

４．避難の必要がなくなった場合の措置 

町長は、避難の必要がなくなった場合は、直ちにその旨を町民等に周知するとともに、「１．（４）

避難措置の関係機関への連絡」に定める連絡系統図に基づき関係機関へ通知する。 
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５．警戒区域の設定及び措置 

災害対策基本法第 63条第１項及び第２項に基づく警戒区域の設定及び措置は、次のとおりとする。 

(１) 町長の措置（災害対策基本法第 63条第１項） 

町長は、災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、人の生命又は身体に対す

る危険を防止するため特に必要があると認めるときは、警戒区域を設定し、立入りの制限、若しくは

禁止をし、又は退去を命ずる。 

(２) 警察官・海上保安官の措置（災害対策基本法第 63条第２項） 

警察官又は海上保安官は、町長若しくは町職員が現場にいないとき、又はこれらの者から要求があ

ったときは、この職権を行うことができる。この場合、直ちにその旨を町長に通知しなければならな

い。 

(３) 設定に伴う措置 

警戒区域の設定に伴う必要な措置は、警察署の協力を得て行う。 

 

６．避難地区の区分 

地震火災による避難対策を効果的に進めるため、本町の現状に鑑み町内全区を地震火災による避難

の必要度から要避難地区と任意避難地区に区別する。 
(１) 要避難地区 

要避難地区は住居の連たんする地区を基準とし周辺地区もある程度の建ぺい率を擁する地区であ

り、しかも地震火災が発生した場合、消火活動が効果的に行われない場合は、火災が延焼する可能性

があり避難時期を逸すると思われる地区であり、避難の必要度の高い地区である。 
要避難地区は、都市計画区域に基づく市街化区域とする。 

(２) 任意避難地区 

任意避難地区は要避難地区以外の地区であり、当該地区は人口、住家も希薄で地震火災が発生して

も単独火災か、数戸の延焼で被害がとどまるものと想定され、また周囲には空地等を有し、緊急避難

が任意にできる見込があると思われる地区である。 

 

７．広域避難場所及び指定避難道路 

地震火災から町民を可能な限り短時間の内に安全な場所に避難させるために、広域避難場所と避難

道路を利用する。 

(１) 広域避難場所 

火災の延焼拡大が見込まれる場合には、原則指定された広域避難場所へ避難する。ただし、災害の

状況により安全な避難場所への避難を優先とする。 
(２) 指定避難道路 

避難にあたっては、比較的安全と思われる指定避難路により避難する。 
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８．帰宅困難者への対応 

(１) 町の対応 

町は、事前に指定した帰宅困難者用の一時滞在施設を迅速に開設し、円滑な管理運営を行うととも

に、帰宅困難者への開設状況の広報、県・鉄道事業者への情報伝達を行う。 
また、帰宅困難者を施設へ誘導する際には、道路状況など安全の確保に特に留意する。 

(２) 企業・事業者等の対応 

企業・事業所は、発災時に災害関連の情報を収集し、適切な対応ができるよう組織内に的確に伝達

するよう努める。また、「むやみに移動を開始しない」という基本原則のもと、施設の安全が確認で

きた場合は、公共交通機関の運行情報等から施設利用者が安全に帰宅できることが確認できるまでは、

建物内に留めるよう努める。特に施設内の災害時要援護者に対しては、その対応を徹底する。 
旅館、ホテル等の宿泊施設及びデパート、ホール等の不特定多数の者が利用する施設の管理者は、

発災後の施設利用者の混乱を防止するため、自らの施設機能を十分活用するとともに、必要に応じて

あらかじめ定められた地域の避難所に誘導するものとする。 
発災後において、ターミナル駅の乗降客及び駅周辺帰宅困難者の混乱を防止するため、鉄道機関等

の関係各機関は、それぞれの機関の施設に加えて駅周辺の民間施設が有する機能を十分活用するとと

もに、必要に応じてあらかじめ定められた地域の避難所を案内するものとする。なお、災害時要援護

者に対しては、十分な配慮を行い、対応するよう努める。 

 

第３項  避難所設置 

１．避難所の設置 

本部長は、避難場所に避難した被災者のうち、引き続き避難を必要とする者を一時収容し保護する

ため、避難所を設置する。 

(１) 避難所の避難対象者 

避難所で一次収容し保護する対象者は、原則、次のような被害状況の被災者とする。 
 避難勧告・指示を受けた町民 
 住宅が被害を受けて、居住の場所を失った町民 
 被害を受けて、安全確保のために、避難を要する町民 
 帰宅することが困難な者 

(２) 避難所の統合分散 

 災害の状況、収容人員等により避難所の統合分散を図るものとする。 
 避難所は、原則として、耐震耐火構造の小中学校等を活用するものとし、長期収容を必要とす

る者については、努めて体育館に収容するよう配意する。 
 収容人員は、３㎡当たり１人とし、不足する場合などは必要に応じ野外収容施設を設置するこ

ととする。 
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 指定された避難所では対応しきれない災害時要援護者については、社会福祉施設への緊急入所

を要請するとともに、入所できない場合には、社会福祉施設の空きスペースを福祉避難所とし

て活用し、公的宿泊施設、旅館、ホテル等を避難所として借り上げて対応するものとする。 

(３) 指定避難所の場所 

 避難所の地区割当は、原則として小・中学校通学区域に準ずることとし、努めて地区別に収容

するよう配慮する。 
 指定避難所は、必要となった地区に応じて開設するものとするが、当該施設に入所が不可能な

場合は、災害対策本部の指示により他の公共施設等を活用する。 
 

２．指定避難所の開設 

(１) 一次避難所の開設（学校施設） 

避難所の開設に当たり、建設経済部都市計画班は避難所の応急危険度判定を行い、安全性の確認を

行う。 
教育部長は、本部長から指示を受けた場合は、安全性の確認された避難所に、直ちに職員を派遣し、

開設に必要な準備をする。 
本部長は、大地震による火災が終息し、被災者を避難所に収容する必要があると認めたときは、教

育部長に対して一次避難所の開設を指示する。 
避難所に入所があったときは、「避難状況・救護所開設状況報告」により速やかに本部事務局に報

告を行う。あわせて、避難所で生活せず食事のみ受け取りに来ている被災者等に係る情報の把握に努

める。 

(２) 二次避難所の開設（福祉施設） 

本部長は、一次避難所の要援護者、その他の状況を判断して、必要に応じ町民福祉部長に二次避難

所の開設を指示する。 
避難所に入所があったときは、「避難状況・救護所開設状況報告」により速やかに本部事務局に報

告を行う。 

 
(３) 住民への周知 

政策総務部政策班は、避難所の開設状況を速やかに地域住民に周知する。 

(４) 県知事等への報告・要請 

避難所を開設したときは、本部事務局は開設状況を速やかに、「避難状況・救護所開設状況報告」

により知事及び大磯警察署等関係機関に連絡する。 
野外収容施設を設ける場合は、県に資機材の応援を要請する。 
(５) 避難所の開設期間 

避難所の開設期間は、原則として災害発生の日から７日以内とする。ただし、状況により前記の期

間を延長する必要がある場合には、町本部長は、知事の事前承認（厚生労働大臣の承認を含む。）を

受けなければならない。 
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第４項  避難所の運営管理 

１．避難所の運営 

 教育部長及び町民福祉部長は、各避難所に所要の職員を配置し、責任者を指名するものとする。 
 また、避難住民が自主防災組織等を中心として円滑に避難生活を運営できるよう、必要な支援

を行う。 
 避難所に配置された職員は、避難所の混乱防止、秩序保持のため「避難所運営マニュアル」に

基づき、自主防災組織等地域住民の代表、施設管理者、及び町職員で構成する避難所運営委員

会を設置し、避難所の円滑な運営を行う。 
 教育部長及び町民福祉部長は、各避難所の状況を早期に把握するよう努めるとともに、避難者

の生活環境に注意を払い、常に良好なものとするよう努める。また、プライバシーの確保等に

配慮する。 
 被災時の男女のニーズの違い等男女双方の視点に配慮し、避難所における生活環境を常に良好

なものとするよう努める。 
 女性用トイレの確保や設置場所の工夫、授乳や着替え（更衣室）のスペースの確保など、避難

所における女性の生活環境を良好に保つための具体的な取組の実施に努める。 
 避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確保状況、入浴施設設置の有無及び利用頻度、

洗濯等の頻度、医師や看護師等による巡回の頻度、暑さ・寒さ対策の必要性、ごみ処理の状況

など、避難者の健康状態や避難所の衛生状態の把握に努め、必要な措置を講じるよう努める。

さらに、必要に応じ、避難所におけるペットのためのスペースの確保に努める。 
 町民福祉部長は、避難所において救援活動を行うボランティアの受入れについて、社会福祉協

議会及び県災害救援ボランティア支援センターなど、ボランティア団体のネットワーク組織等

と連携して対応する。 
 教育部長及び町民福祉部長は、避難所のライフラインの復旧に時間を要すると見込まれる場合

や、道路の途絶による孤立が続くと見込まれる場合は、当該地域に避難所を設置・維持するこ

との適否をする。 
 災害の規模、被災者の避難及び収容状況、避難の長期化等を踏まえ、必要に応じて、旅館やホ

テル等への移動を避難者に促します。 
 災害の規模等に鑑みて必要に応じ、避難者の健全な住生活の早期確保のために、応急仮設住宅

の迅速な建設と、公営住宅、民間賃貸住宅などの活用により、避難所の早期解消に努めること

を基本とする。 
 教育部長は、避難所における避難者の避難生活がを長期間に及ぶ場合には、空きスペースの状

況を勘案し、子どもの遊戯・学習部屋や避難者の交流スペースの確保に努めます。 
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(１) 避難所配置職員の任務 

ア． 避難所の開設 
イ． 避難所の受付及び人員把握 
ウ． 収容者の組織編成 
収容者をなるべく地区等ごとに適正な人員（30 人程度）によって班を編成し、班長を決める。班

長には、できるだけ地区等の役員を充てるものとする。班長は、連絡その他町職員の業務に協力する。 

エ． 物資の受払い及び配分 
避難所に配布される物品及び収容者に配分される食料物資の受払い及び配分を行う。 
オ． 諸記録及び報告 
個人情報に配慮しつつ避難所の運営管理状況等必要な記録（収容者名簿、日誌、物品受払簿等）を

し、災害対策本部へ報告する。 

カ． 避難所運営委員会の支援 
キ． その他 

 情報の伝達は、直接又は運営委員会を通じて収容者に伝達する。 
 運営委員会、収容者、ボランティア等の協力を得て、食品の配分、炊出し等給食を行う。 
 収容者からの各種相談に応ずるほか、運営委員会その他の協力を得て収容者の世話を行う。 
 町民対策部衛生班が行う消毒活動等に協力するほか、施設の使用について管理責任者と連絡

を密にし、十分な保全管理に当たる。 
 社会福祉協議会及び県災害救援ボランティア支援センターなど、ボランティア団体のネット

ワーク組織等と連携して、避難所において救援活動を行うボランティアの受入れを行う。 
 県と協力して帰宅困難者が多数発生した場合、情報提供など帰宅困難者対策に努める。 

 
(２) 避難所運営委員会の役割 

避難所運営委員会は、「避難所運営マニュアル」に基づき、運営組織を速やかに立ち上げ、以下の

内容に取り組むことで、円滑で秩序ある自主的な避難所運営に努める。 

ア． 災害対策本部と情報伝達 
イ． 避難所運営にかかる協議、調整、決定 
ウ． 避難者名簿の作成 
エ． 食料・物資等の配布 
オ． 避難所ルールの徹底 
カ． ボランティアへの対応 
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２．避難所における健康管理等 

避難生活が長期化した場合においては、不安や環境の変化によって避難者が健康を害することが予

想される。このため、町民福祉部は、平塚保健福祉事務所等関係機関と連絡を密にし、次の事項の実

施に努める。 
 避難者の健康管理及び栄養指導 
 避難者のメンタルケア 
 良好な生活環境の確保 

 
３．災害時要援護者への配慮 

町は、高齢者、障がい者等に対して、必要に応じ、社会福祉施設等への入所、ホームヘルパーの派

遣、車椅子等の手配等を福祉事業者、ボランティア団体等の協力のもとに行う。また、在宅の高齢者、

障がい者等の所在情報を把握し、迅速に避難が出来るように努める。 
町は、避難所の運営に当たって、在宅の高齢者、障がい者、妊産婦、難病患者、人工透析患者 、
健康に不安のある避難者に対する身体的ケアを実施するとともに、精神的、心理的な訴えにも的確に

対応できるようメンタルケアの実施に努める。 
町は県と協力して、避難誘導、情報提供、相談、避難所の運営にあたって、外国人に十分配慮する。 
町及び施設管理者は、在宅又は施設利用の高齢者及び障がい者の安否確認及び避難対策について、

地域の自主防災組織と協力して実施する。 

 

４．ペット対策 

り災者が避難所に持ち込んだペットは、飼い主が責任を持って飼育することとするが、飼育場所等

は、避難所運営委員会で協議し、適正な飼育環境の確保に努める。 

 

５．避難者の他地区への移送 

(１) 避難者を他地区へ移送する場合 

本部長は、避難者を避難所に収容できない場合、本町から最も近い距離にある非被災地又は小被災

地又は隣接市町への移送について、知事に要請する。 
移送に当たっては、町の保有車両又は民間車両を借り上げて行うものとするが、必要に応じて、関

係防災機関へ応援を要請する。 
他地区に避難所を開設するに当たっては、災害対策本部職員のうちから避難管理者を定めて、移送

地へ派遣するとともに、移送に当たり引率者を添乗させる。 

(２) 他地区から避難者を受入れる場合 

本部長は、知事から他地区の避難者を受け入れるため避難所の開設の指示を受けた場合は、各避難

所の状況を考慮し、直ちに避難所の選定開設を進め、受入体制を整備するとともに、災害対策本部職

員を派遣して避難所運営に協力するものとする。 
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第５項  公園等での避難生活者に対する措置 

避難後の被災者のうち住居等を失い、又は住居等に留まっていては危険があり、宿舎や給食等の救

援を要する者については、指定避難所を開設し収容の措置をとるが、災害の状況により、公園、空地

等でテント等を張り避難生活をする者も予想される。こうした避難生活者に対しては、次により対応

する。 

１．町本部の担当部 

災害対策本部における担当は、建設経済部とする。 

 
２．避難生活者に対する措置 

建設経済部において避難者の把握に努め、指定避難所の収容能力に余裕がある場合は、指定避難所

へ誘導する。傷病者等については、町民福祉部の指示を受け適切な措置を講ずる。 
建設経済部は、自主防災組織等の協力を得て、避難生活者数を把握し、本部事務局に報告する。 
公園、空地等の避難生活者に対する給食、給水、物資配給等は、避難所において支給を行うので、

その旨周知する。ただし、建設経済部が被災状況により公園、空地等での支給等が必要と認めたとき

は、本部事務局に要請する。 
町民福祉部は建設経済部と連携し、町の応急対策の状況、医療及び生活関連情報等の伝達を行う。 
 

第６項  住宅対策 

１．実施機関 

被災者に対する応急仮設住宅の建設及び住宅の応急修理は、災害救助法が適用された場合は、同法

第２条及び第 30条の規定に基づき知事又は本部長が実施する。 
災害救助法が適用されない場合で、本部長が必要と認めた場合は、本部長が実施する。 

 

２．応急仮設住宅の設営 

災害救助法に基づく応急仮設住宅の入居基準等は、次のとおりである。 

(１) 入居の対象 

 住家が全焼、全壊又は流失した者 
 居住する住家がない者 
 次に掲げる者で自らの資力では住宅を建築することができない者 

 生活保護法の被保護者並びに要保護者  特定の資産のない高齢者、病弱者、障がい者 
 特定の資産のない失業者  特定の資産のない勤労者、中小企業者 
 特定の資産のない母子家庭  前各号に準ずる経済的弱者等 

(２) 規模及び経費 

日常生活に必要な最小限度の施設を有する１戸当たり 29.7ｍ2(９坪)を基準とし、その設置のため
支出する費用は、2,387,000円以内とする｡ 
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(３) 設営の方法及び時期 

町内建設業者の協力又はプレハブ住宅、貸プレハブ（リース）により設営、又は民間賃貸住宅の借

り上げにより行い、災害発生の日から 20日以内に着工するものとする。 

(４) 供与の期間 

応急仮設住宅を供与する期間は、建築基準法第 85条第３項の規定により、完成の日から２年以内
とする。 

(５) 建設場所等 

ア． 建設予定地 
応急の仮設住宅の建設敷地等は大磯運動公園や公有の未利用地等を優先的にするとともに、状況に

より止むを得ない場合は、公園等の公共施設、民間の未利用地、農地等を利用する。 

イ． 高齢者又は障がい者向き仮設住宅（福祉仮設住宅）の提供 
応急仮設住宅の建設にあたっては、被災者の実態等を考慮し、必要な場合は、県と協議し、高齢者

又は障がい者向きの仮設住宅（福祉仮設住宅）の建設について検討する。 

 
(６) 応急仮設住宅の管理及び処分等 

ア． 応急仮設住宅への入居者募集及び運営管理 
応急仮設住宅への入居者の募集の際は、災害時要援護者優先の観点から入居者の優先順位を設定し

て選考する。 
応急仮設住宅の運営管理にあたっては、応急仮設住宅における安心・安全の確保、孤独死や引きこ

もりなどを防止するためのこころのケア、入居者によるコミュニティの形成及び運営に努めるととも

に、女性の参画を推進し、女性をはじめとする生活者の意見を反映できるよう配慮する。また、必要

に応じて、応急仮設住宅におけるペットの受入れを配慮する。 

イ． 応急仮設住宅の処分 
災害救助法による応急仮設住宅の供与が終了したときは、知事が処分を行う。 
(７) 災害救助法が適用されない場合の実施基準 

災害救助法が適用されない場合においては、本部長は、災害救助法に準じて実施するものとする。 

 

３．住宅の応急修理 

災害救助法に基づく住宅の応急修理の基準等は、次のとおりである。 

(１) 応急修理の対象 

住宅が半焼又は半壊し、当面の日常生活を営むことができない者又は自分の資力では応急修理が出

来ない者。 
(２) 応急修理の範囲、費用及び期日 

居室、炊事場及び便所等日常生活に欠くことができない部分の応急修理は、現物をもって行うもの

とし、その修理のため支出する費用は､１世帯当たり 510,000円以内とする。修理は、災害発生の日
から１箇月以内に完成させなければならない。 
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(３) 災害救助法が適用されない場合の実施基準 

災害救助法が適用されない場合においては、本部長は、災害救助法に準じて実施するものとする。 

 

４．賃貸住宅の活用 

応急仮設住宅のほか、被災者への住宅供給を迅速に進めるため、町は、既存の賃貸住宅等のあっせ

ん、情報提供等を行う。 

(１) 公営住宅等の活用 

町営住宅又は他の公営住宅等の空家情報を収集し、提供するとともに、必要な場合は一時入居のあ

っせんを行う。 

(２) 民間アパート等の活用 

民間アパート、社宅等の民間施設についてもその情報を収集、提供し、必要な場合は一時入居のた

め、所有者等に入居の協力を依頼するなどの措置を講ずる。 

 
資 料 
広域避難場所指定避難道路 

広域避難場所、指定避難道路位置図 

広域避難場所、指定避難道路の選定基準 

広域避難場所標識 

指定避難所 

避難所運営マニュアル 

非常災害時における避難所相互利用協定書 

災害時における一時避難場所としての施設使用に関する協定書 

災害時における避難施設としての施設使用に関する協定書 

災害時における知的障害者等の緊急受入に関する協定書 

災害時における重度要介護認定者等の緊急受入に関する協定書 

応急仮設住宅標準仕様 
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第５節  保健衛生、防疫、遺体の処理等に関する活動 

主管部    町民福祉部 建設経済部 消防部 

 
地震災害時における、非衛生的な生活環境を改善し、住民生活の安定を図るための措置を講じる。 
また、地震災害に際し、行方不明又は死亡者が発生したときは、捜索、遺体の処理、埋葬の各段階

において警察署等関係機関との連絡を密にし、遅滞なく処理し、人心の安定を図る。 

 

第１項  保健衛生 

１．避難生活者の健康管理等 

(１) 巡回指導体制 

避難生活者の健康管理、栄養指導を実施するため、保健師等と連携し、巡回指導体制を確立する。 
(２) 健康管理、栄養指導の実施 

保健師等により避難所を巡回し、避難生活者の健康管理及び栄養指導を行うとともに、状況に応じ

医療機関等への収容措置を行う。 

(３) メンタルケアの実施 

地震災害による子どもや高齢者等をはじめとした被災者の急性ストレス障害や心的外傷ストレス

障害などの「心の傷」をケアするため、精神科医や福祉関係者等の協力を得て、必要な対策を講じる。 
また、被災者のみならず災害救援スタッフのメンタルヘルスの維持にも努める。 

(４) 良好な生活環境の早期確保 

避難生活者の生活環境を確保するため、仮設トイレの早期設置や清掃等について必要な措置を講じ

るほか、被災地の衛生状態の保持のため、清掃、し尿処理、生活ごみの収集処理等についても必要な

措置を講じる。また、入浴可能な公衆浴場等についての情報提供に努め、常に良好な衛生状態を保つ

ように努める。 

 

第２項  防疫対策 

１．実施機関 

被災地域における防疫は本部長が実施する。ただし、災害の状況により本部長が不可能と判断した

場合は、知事にその旨を報告して、感染症予防法及び予防接種法に基づき、知事の応援を求めるもの

とする。 

 

２．防疫活動 

防疫活動の内容等については、次のとおりとする。 

(１) 防疫活動の内容 

町民福祉部は、災害の状況等により必要な車両、機材を確保し、被災地域における次の防疫活動を

行う。 
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 被災地域及び避難所から伝染病患者が発生した場合の隔離収容及び消毒その他必要な予防処

置を行う。 
 環境衛生上必要がある場合には、被災地の消毒並びに害虫等の駆除を行う。 

(２) 防疫活動の体制 

町民福祉部は、防疫活動を行う。なお、被害状況により人員等に不足が生じた場合、又は不足が予

想される場合は、「第 12節第１項 行政機関への応援要請」、「第 13節第２項 防災関係民間団体等
の協力」、「第 14節第１項 ボランティアの協力」等に基づき、応援要請を行う。 
(３) 防疫用薬剤の調達 

防疫用薬剤については、平塚中郡薬剤師会等に要請し調達する。 

 

３．感染症の予防措置等 

被災地において感染症が発生したとき又は感染症が発生するおそれがあるときは、感染予防の見地

から、次により予防措置等を行う。 

(１) 予防措置 

被災地域における感染症患者又は無症状病原体保有者の早期発見に努める。 
感染症予防上必要と認める場合、予防接種法第６条及び第９条の定めるところにより、知事の指示

に基づき平塚保健福祉事務所等関係機関と協議し、臨時の予防接種を行う。 

(２) 感染症発生時の対応及び周知 

被災地域又は避難所から感染症患者が発生した場合は、平塚保健福祉事務所へ報告し、「感染症の

予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」に基づいた対応を図るとともに、関係機関との連

絡を密にし、その発生状況、町等の防疫活動及び注意事項等について、町民福祉部スポーツ健康班を

通じて町民に対し周知を図る。 

(３) 消毒の方法 

知事の指示に基づき平塚保健福祉事務所等関係機関と協議し、消毒、ねずみ族・昆虫の駆除を行う。 

 

第３項  行方不明者の捜索、遺体の処理及び埋葬計画 

１．実施機関 

行方不明者の捜索、遺体の処理及び埋葬は、本部長が行う。ただし、災害救助法が適用された場合

は、同法第２条及び第 30条の規定に基づき知事又は本部長が実施する。 

 

２．行方不明者の捜索等 

地震災害時において死亡していると推定される行方不明者の捜索は、次により行う。 

 
 



 

地震災害対策編・第３章 第５節 -３ 

(１) 行方不明者の申し出受理 

行方不明者の申し出は、町民福祉部において受理するものとする。 
申し出の受理にあたっては、行方不明者の住所、氏名、性別、身長、着衣、特徴、連絡先等の必要

事項を「行方不明者捜索申出受付票」に記録する。 
町民福祉部は、行方不明者捜索申出受付票を取りまとめ、その内容を消防部及び警察等へ連絡する。 

(２) 行方不明者の捜索活動等 

行方不明者の捜索は、消防部が警察と連携を密にし、早期発見に努める。ただし、状況に応じ自衛

隊、自主防災組織及び自治会等の協力を得て実施する。 
消防部は、人命救助、救急活動及び行方不明者の捜索中に遺体を発見したときは、町民福祉部及び

警察に連絡する。 

(３) 災害救助法に定める捜索のため支出する費用及び期間 

ア． 捜索のため支出する費用 
災害救助法に定める捜索のため支出する費用は、舟艇その他捜索のための機械、器具等の借上費又

は購入費、修繕費及び燃料費とし、当該地域における通常の実費とする。 

イ． 捜索期間 
災害救助法に定める捜索は、災害発生の日から 10日以内に完了するものとする。 
(４) 災害応急対策上必要な場合の費用及び期間の取扱い 

本部長は、災害応急対策上必要があると認める場合については、上記災害救助法の定める費用及び

期間の範囲を超えて捜索に係る費用を支出し、又は捜索を行うことができる。 

 

３．遺体の取扱い方法 

災害救助法が適用されるときは同法により、同法が適用されない場合は同法に準じて行う。 
なお、遺体の処理は警察と密接な連絡をとり、各関係部が連携して行うとともに、葬祭業者等へ委

託し、又は自主防災組織、地区及び自衛隊等へ協力を要請して行う。 
(１) 遺体の発見、通報 

災害現場から遺体を発見した者は、直ちに大磯警察署又は直近の警察官にその旨を通報する。 
本部長は、見分・検視を経ずに埋・火葬することを防ぐために、死亡者を取り扱った場合には必ず

警察に通報し、見分・検視を受けさせることを徹底する。 

(２) 遺体の検案等 

遺体の見分・検視は、警察が行い、検案は原則、県の救護班が実施する。なお、検案後、必要に応

じ遺体の洗浄、縫合、消毒等の処置を行う。 

(３) 遺体の搬送・収容 

町民福祉部は、捜索等により発見された遺体を町の定める遺体収容（安置）所に搬送し、収容する。

ただし、状況に応じて自主防災組織、自治会及び自衛隊等へ搬送に対する協力要請を行う。 
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(４) 遺体の収容（安置）及び遺体の安置 

ア． 遺体収容（安置）所の開設 
町民福祉部は、世代交流センター「岩田孝八記念室内競技場」を遺体収容所として開設する。状況

に応じて保健センターを開設する。 

イ． 遺体の処置等 
遺体の安置にあたっては、納棺用品、ドライアイス等を葬祭業者等から調達する。 
町民福祉部は、見分・検視及び検案が終了した遺体について、「遺体処理票」を作成のうえ納棺し、

棺に整理番号、氏名等を表示する。 
遺体の保存は、遺体の腐乱防止に配慮し、特に夏季等気温が高い季節には十分注意を払うこととす

る。 

(５) 遺体の身元確認 

町民福祉部は、警察、平塚歯科医師会、自主防災組織、自治会等の協力を得て、遺体の身元確認と

身元引取人発見に努め、身元不明者については遺体及び所持物品等を写真撮影するとともに、人相、

所持品、着衣、特徴等を記録し遺留品を保存する。 

(６) 遺体の引渡し 

大磯警察署は、遺体の見分・検視及び検案が終了し、身元が判明した遺体については、家族又は関

係者に引渡しを行う。 
町民福祉部は、大磯警察署が行う遺体の引渡し作業に協力するとともに、遺体処理票に必要事項を

記載する。 

(７) 広報 

本部長は、遺体（死亡者）数、死者の氏名、身元不明死体数等の広報に当たっては、警察、消防等

関係機関と協議のうえ、統一的に行うものとする。 

(８) 災害救助法に定める遺体処理の範囲、費用及び期間 

ア． 遺体処理の範囲及び処理のため支出する費用 
災害救助法に定める遺体処理の範囲及び処理のため支出する費用は、次のとおりである。 
(ア) 遺体の洗浄、縫合、消毒等の処置 

 １体につき 3,300円以内 
(イ) 遺体の一時保存 

 既存建物を利用する場合は、当該施設の借上費の通常の実費額 
 既存建物を利用できない場合は、１体当たり 5,000円以内 
 上記の場合において、遺体の一時保存にドライアイスの購入費等の経費が必要なとき

は、当該地域における通常の実費を加算できる。 
(ウ) 検案 

 原則、県の救護班が実施 
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イ． 遺体の処理の期間 
災害救助法が定める遺体の処理は、災害発生の日から 10日以内に完了するものとする。 

(９) 災害応急対策上必要な場合の費用及び期間の取扱い 

本部長は、災害応急対策上必要があると認める場合については、上記災害救助法の定める費用を超

えて遺体処理に係る費用を支出し、又は期間を超えて遺体処理を行うことができる。 

 
 

４．埋・火葬 

地震災害により死亡した者のうち、遺体の引取人がない場合（以下「身元不明遺体」という。）、又

は引取人があっても災害による混乱のため、埋・火葬ができない場合は、次による。 

(１) 埋・火葬の方法 

埋・火葬の方法は、原則として遺体を火葬に付し、遺骨等を遺族に引き渡すものとする。 
また、遺体の処理については、適切な対応をとるため、神奈川県広域火葬計画に定める「遺体の取

扱いに対する心得及び遺体適性処理ガイドライン」に沿った柩の調達・遺体の搬送の手配・遺体の保

存のために必要な物資の調達等を実施するとともに、その衛生状態に配慮する。 
 町民福祉部は、対象者の遺体を火葬する場合、「埋・火葬台帳」を作成するとともに、「埋・火

葬許可書」 の交付を受け、指定された火葬施設に搬送する。 
 町民福祉部は、火葬の終わった遺骨及び遺留品を所定の遺体安置所に一時保管し、「埋・火葬

台帳」に必要事項を記載して、遺族等に引き渡すものとする。 

(２) 遺骨等の引取人のない場合の取扱い 

町民福祉部は、身元不明遺体の遺骨及び遺留品を所定の遺体安置所に保管する。 
なお、所定の遺体安置所が閉鎖される場合は、本部長の指示を受け町民福祉部において引き続き保

管し、警察等の協力を得て身元不明遺体の遺骨の引取人を調査するものとする。 

(３) 災害救助法に定める埋・火葬の範囲、費用及び期間 

ア． 埋・火葬の範囲及び費用 
災害救助法に定める埋・火葬の範囲及び費用は、次のとおりである。 
(ア) 対象者の埋・火葬は次の範囲内において、原則として現物を支給する。 

 棺（付属品を含む｡）  骨つぼ及び骨箱 
 埋葬又は火葬（賃金職員等雇上費を含む。）  

(イ)  埋葬のため支出する費用 

 １体当たり大人 201,000円以内、小人 160,800円以内 

イ． 埋・火葬の期間 
災害救助法に定める埋・火葬は、災害発生の日から 10日以内に完了するものとする。 

(４) 災害応急対策上必要な場合の費用及び期間の取扱い 

本部長は、災害応急対策上必要があると認める場合については、上記災害救助法の定める費用を超

えて埋・火葬に係る費用を支出し、又は期間を超えて埋・火葬を行うことができる。 
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(５) 火葬施設 

火葬施設については、次のとおりとする。また、必要がある場合には、神奈川県広域火葬計画に沿

って県内外の市町村の協力を得て、広域的な火葬の実施に努める。 

  処理区分     施   設   名    所  在  地  電 話 

  火  葬  平塚市営火葬場「平塚市聖苑」  平塚市田村9－25－2  55－1075 

 
(６) 遺骨仮安置場所 

身元不明遺体の遺骨については、町民福祉部が町内寺院に協力を依頼し、仮安置の措置を講ずるも

のとする。 

 

資 料 
防災備蓄倉庫等物資一覧 

仮設トイレの整備状況 

行方不明者捜索申出受付票 

遺体処理票 

埋・火葬台帳 
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第６節  飲料水、食料及び生活必需物資等の調達・供給活動 

主管部    政策総務部 町民福祉部 建設経済部 教育部 

 
地震災害後のり災者に対する水、食料等の供給について、それぞれの施策を明示し、地震災害時に

おける救援救急救護活動の万全を図るものとする。 
また、災害によって住家の全焼等により日常生活に欠くことのできない衣服、寝具、その他の衣料

品及び生活必需品を喪失又はき損し、これらの物品を直ちに入手する事が出来ない状態にある者に被

服、寝具その他生活必需品(以下「物資等」という｡)を供給する。 
被災地で求められる物資は、時間の経過とともに変化することを踏まえ、時宜を得た物資の調達に

留意するものとする。また、夏季には扇風機等、冬季には暖房器具、燃料等も含めるなど被災地の実

情を考慮するものとする。 
なお、被災者の中でも、交通及び通信の途絶により孤立状態にある被災者に対しては、孤立状態の

解消に努めるとともに、食糧、飲料水及び生活必需物資等の円滑な供給に十分配慮する。 

 

第１項  給水対策 

１．実施機関 

被災者に対する飲料水等の供給は本部長が行う。ただし、災害救助法が適用された場合は、同法第

２条及び第 30条の規定に基づき知事又は本部長が実施する。 

 
２．給水の範囲 

地震災害時における被災者の飲料水、生活用水及び医療用水（以下「飲料水等」という。）の給水

活動を迅速かつ的確に行う必要がある。飲料水等の給水の対象者及び給水量は次のとおりである。 

(１) 給水の対象者 

ア． 飲料水の供給 
災害のため水道、井戸等の給水施設が破壊され、飲料水が汚染し、又は断水したため飲料水が得ら

れない者に対して行う。 

イ． 生活用水の供給 
水道、井戸等の給水施設の破壊又は断水等により生活用水を得ることができない世帯に対して行う。 

ウ． 医療用水の供給 
水道、井戸等の給水施設が破壊され、医療用水が汚染し、又は断水したため医療用水を得ることが

できない医療機関に対して行う。 

(２) 給水量 

 飲料水は、１日１人あたり３Ｌとする。 
 生活用水は、災害の状況及び飲料水の給水状況により給水可能な量とする。 
 医療用水は、医療機関等の要請に基づく必要量とする。 
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３．給水方法等 

(１) 給水方法 

ア． 車両等 
飲料水等は、運搬用貯水槽積載車等の車両により国府配水池及び大磯低区配水池から搬送する他、

耐震性貯水槽（飲料水兼用）や海水等淡水化浄化装置による海水の真水化等の方法により行う。 

イ． 給水容器等 
飲料水及び生活用水の給水容器は、町民が各自用意する。ただし、必要な場合は、ビニール給水袋

等を使用する。 

ウ． 医療用水の給水 
医療用水の給水は、要請のあった医療機関等と調整し、状況に応じた適切な方法で行う。 

エ． 自主防災組織等への協力要請 
飲料水等の給水は、建設経済部及び教育部が相互に協力して行うものとするが、状況に応じ、自主

防災組織、自治会、ボランティア及び教職員等の協力を得て行う。 
また、必要に応じて、民間団体、相互応援協定都市又は自衛隊等に対し、政策総務部及び本部事務

局を通じて協力要請を行う。 
オ． 企業庁との連携 
飲料水等の確保及び給水にあたっては、神奈川県企業庁平塚水道営業所と緊密な連携を保つととも

に、相互に協力し、水道の早期復旧に努める。 

(２) 給水の場所 

飲料水及び生活用水の給水は、原則として指定避難所で行う。ただし、被害の状況等により必要な

場合は、道路の一隅、公園等の適当な場所を給水場所（以下「一般給水拠点」）に指定し、給水を行

う。 

(３) 飲料水の給水順位 

飲料水を給水する場合は、原則として次の順位で行う。 
 医療機関、救護所又は社会福祉施設等の緊急性の高い施設 
 指定避難所及び給食調理施設 
 一般給水拠点 

(４) 給水上の配慮 

飲料水等の給水にあたっては、高齢者、障害者及び乳幼児等災害時要援護者に対する配慮、衛生上

の配慮に留意するものとする。 
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４．飲料水等の確保 

飲料水等の確保は、原則として次の順序及び方法により行う。ただし、災害の状況により適宜最も

適切な方法をとるものとする。 
確保の順序 確保の方法 

 第１次確保 地震発生直後の30分程度は水道水の使用が可能と考えられるため、広報、
自主防災組織等を通じ、町民、事業所等に対し、飲料水の汲み置きを呼び
かけ、可能な限り飲料水を確保する。 

 第２次確保 道路状況に特に支障のない場合は、県企業庁国府配水池及び大磯低区配
水池から給水車又は給水容器を用いて搬送し、飲料水又は医療用水を確
保する。 

 
 第３次確保 

町内に設置してある飲料水兼用貯水槽の貯水を汲み上げ、飲料水又は医療
用水を確保する。なお、兼用貯水槽の水は、火災が発生しているときは消
火用水として優先するとともに、消火後も二次火災の発生に備えるため、
極力飲料水等としての使用は制限するものとする。 

 
 第４次確保 

町内の鋼板プールの貯水をろ水機によりろ過し、又は化学処理を加えて飲
料水を確保する。海水等淡水化浄化装置による海水の真水化により飲料水
を確保する。なお、他の方法により飲料水の確保が可能な場合は、これら
の飲料水は主に生活用水として使用することとし、極力飲料水としての使
用は制限するものとする。 

 第５次確保 企業庁によって復旧された配水管に応急給水栓を設置し、飲料水等を確保
する。 

 
５．給水資機材等の調達 

給水資機材等の調達は、被災の状況に応じ、次の方法により行うものとする。 
資機材等 調達の方法 

 備蓄資機材 町が備蓄するろ水機、運搬用貯水槽、ビニール給水袋等を災害の状況に応
じて適宜使用する。 

 給水車 町が所有する水槽付消防ポンプ車等を災害の状況に応じて適宜使用する。 
 搬送車両 政策総務部総務班に対し庁用自動車の使用を申請し、又は神奈川県トラッ

ク協会平塚地区支部等への応援の要請を行い、必要な車両を確保する。 

 その他必要 
 な資機材等 

上記の方法によりなお不足する資機材等については、必要に応じて調達す
る。 

 

６．給水費用及び期間 

(１) 災害救助法による費用の範囲及び給水期間 

飲料水の供給を実施するため支出する費用及び供給期間は、災害救助法及び関係法令の定めるとこ

ろによる。 

ア． 費用の範囲 
飲料水の供給を実施するため支出する費用は、水の購入費のほか、給水及び浄水に必要な機械及び

器具の借上費、修繕費及び燃料費並びに薬品及び資材費とし、当該地域における通常の実費とする。 
イ． 給水期間 
飲料水の供給を実施する期間は、災害発生の日から７日以内とする。 
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(２) 災害応急対策上必要な場合の費用及び期間の取扱い 

本部長は、災害応急対策上必要があると認める場合については、上記災害救助法等の定める費用及

び期間の範囲を超えて、飲料水等の供給に係る費用を支出し、又は給水を行うことができる。 

 

第２項  食料供給対策 

１．実施機関 

被災者及び災害応急対策従事者に対する食料の供給は本部長が行う。ただし、災害救助法が適用さ

れた場合は、同法第２条及び第 30条の規定に基づき知事又は本部長が実施する。 
 

２．供給対象者 

食料の供給対象者は次に掲げる者のうち、被害の状況及び被災者の状況等を考慮し、本部長が決定

するものとする。 
 指定避難所等に収容された者 
 住家に被害を受けて炊飯のできない者 
 住家に被害を受け一時縁故地等へ避難する必要のある者 
 水道や電気等の機能停止により炊飯ができない者 
 町内の旅行者又は一時滞在者等で帰宅困難な者 
 災害地における救助作業又は応急復旧作業に従事する者（これらの者については災害救助法の

配給対象とはされない） 
 その他本部長が必要と認める者 

 

３．供給方法等 

(１) 現物による供給 

食料の供給は、被災者が直ちに食することができる現物により行う。 
(２) 供給方法 

被災者及び災害応急対策従事者等への食料の供給は、次に掲げる方法のうち、災害の状況等により

適切と思われる方法をもって行うものとする。 
供給方法 内              容 

①町の備蓄食料の供給 防災備蓄倉庫等に備蓄してある長期保存食等を供給する。 
②米飯の炊出し 米穀販売事業者、協定業者等から調達した米穀により自主防災組

織、ボランティア等の協力を得て炊出しを行う。 
③協定業者等から調達し
た食料の供給 

協定を締結している業者等から調達したインスタント食品、パ
ン、牛乳、弁当等を供給する。 

④救援食料の供給 相互応援協定都市等から寄せられた救援食料を供給する。 
⑤乳幼児に対する粉乳の
供給  

乳幼児の保護のため、粉乳を協定業者等から調達し供給する。 
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(３) 供給の回数及び量 

食料の回数は、１日３回（３食）を原則とする。ただし、副食品の供給は、必要の都度行うものと

する。 
米飯の炊出しによる場合は、１人１食当り 200ｇ（精米換算）とする。ただし、救助作業、急迫し

た災害の防止及び復旧作業に従事する者に対しては、300g（精米換算）とする。 
乳幼児の粉乳については、次のとおり供給するものとする。 

新生児（生後４週間まで） １日 500～700CC（70～98ｇ） 
乳児（４週間～１年） １日 800～1,000CC（112～140ｇ） 

 
(４) 供給の場所及び従事職員等 

ア． 供給の場所 
食料の供給は、原則として指定避難所で行う。ただし、当該避難所の定員、被害の状況等により必

要な場合は、公園等の適当な場所で行う。  

イ． 従事職員等 
米飯の炊出し又は食料の供給は、教育部及び建設経済部の職員をもって充てるが、状況に応じ自主

防災組織、自治会、ボランティア及び教職員等の協力を得て行う。 

ウ． 供給上の配慮 
食料の供給にあたっては、次の点に留意するものとする。 

 時間的経過の中での被災者の要望等の把握 
 高齢者、障がい者及び乳幼児等災害時要援護者に対する配慮 
 衛生の確保 

 

４．食料の調達・搬送 

(１) 米穀の調達 

米穀の調達は、原則として、次の方法及び順位により行う。 
米穀販売事業者か
らの調達 

米穀販売事業者の手持分を調達するものとする。 

県の協定業者から
の調達 

米穀販売事業者からの調達が困難な場合は、知事に対し支援要請を行い、県
が協定している業者等から調達する。 

政府所有食料（米
穀）の調達 

災害救助法が発動された場合で、政府所有食料（米穀）が必要なときは、政府所有食
料の供給に関して、知事に供給の協議を要請し調達する。 
ただし、本部長は、交通、通信の途絶のため、災害救助用米穀の引取りに関する知事
の指示を受けえない場合には、災害救助法発動期間中は、農林水産省又は政府所有食
料を保管する倉庫の責任者に対して直接引渡しを要請する。 
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(２) その他の食料の調達 

米穀以外の食料の調達は、次の方法及び順位による。 
協定業者からの
調達 

弁当、パン及び麺類等の主食並びに副食、調味料、缶詰及び乳幼児用の粉乳等
については、必要に応じて協定業者から適宜調達する。 

県の協定業者か
らの調達 

協定業者からの調達が困難な場合は、知事に対し要請を行い、県が協定してい
る業者等から調達する。 

 
(３) 調達の要請手続 

協定業者から調達する場合の手続きは、資料編の「協定締結団体等一覧表」に掲げる協定先の連絡

者等を通じて行うものとする。 
建設経済部は、協定業者における食料の緊急放出可能量の把握確認に適宜努めるものとする。 
食料の調達に関する要請の手続は建設経済部が行うが、知事への要請については、本部事務局を通

じて行うものとする。 

(４) 救援食料の取扱い 

ア． 救援食料の調達要請 
食料の調達において、上記の方法による調達が困難であるとき、又は数量が不足するときは、その

必要とする食料の種類、数量等を十分に把握し、相互応援協定都市に対して政策総務部を通じて調達

の応援を要請する。 

イ． 受入れ及び保管 
救援食料の受入れ場所は、東部地区は大磯幼稚園、西部地区は県立おおいそ学園とする。 
救援食料の受入れ及び保管は、建設経済部が教育部の協力を得て行う。また、必要な場合は状況に

応じて、自主防災組織、自治会、ボランティア及び民間団体等の協力を得て行うものとする。 
ウ． 分別及び出納 
救援食料の分別及び出納は、建設経済部が教育部の協力を得て行う。また、必要な場合は状況に応

じて、自主防災組織、地区、ボランティア及び民間団体等の協力を得て行うものとする。 
救援食料の分別は、集積食料等の状況のほか、災害の状況、搬送手段の状況、避難所の状況等を考

慮し、最も効果的な方法により行う。また、救援食料の受入れ及び払出しの出納は、状況に応じ適切

な方法をもって行う。 

(５) 救援食料の搬送 

大磯幼稚園、県立おおいそ学園に集められた救援食料の搬送は、建設経済部が避難所等の供給地へ

搬送する。搬送に必要な車両は政策総務部に調達請求を行う。 
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５．炊出しの実施 

米飯による炊出しは、教育部長の指示に従い行う。 
炊出しのための施設は、町内公立学校の内、給食場の施設を、必要により利用する等災害地の事情

を考慮してその都度定める。 
炊出しの従事者は、町の職員をもって充てるほか、協力者として町民組織等の協力を得る。 
炊出しの運搬は、衛生上又は運搬状況等を考慮の上、ポリエチレン袋を使っての炊出しを原則とす

る。 

 
６．供給の費用及び期間 

(１) 災害救助法による費用の範囲及び供給期間 

食料の給与のため支出する費用及び給与の期間は、災害救助法及び関係法令の定めるところによる。 

ア． 費用の範囲 
食料の給与を実施するため支出する費用は、主食、副食及び燃料等の経費とし、１人１日当り 1,010
円以内とする。 

イ． 供給の期間 
炊出しその他による食品の給与を実施する期間は、災害発生の日から７日以内とする。ただし、被

災者が一時縁故地等へ避難する場合においては、この期間内に３日分以内を現物により支給すること

ができる。 

(２) 災害応急対策上必要な場合の費用及び期間の取扱い 

本部長は、災害応急対策上必要があると認める場合については、災害救助法等の定める費用及び期

間の範囲を超えて、食料の給与に係る費用を支出し、又は給与を行うことができる。 

 

第３項  生活必需品等供給対策 

１．実施機関 

被災者に対する物資等の供給は本部長が行う。ただし、災害救助法が適用された場合は、同法第２

条及び第 30条の規定に基づき知事又は本部長が実施する。 

 

２．供給の範囲 

(１) 対象者 

物資等の供給対象者は、次に掲げる被災者等とするが、災害の状況や被災者の状況などを考慮して

本部長が決定する。 
物資等の供給対象者 

避難所に避難している避難者 供給機能が混乱し、通常の調達が不可能とな
った被災者 

住家の被害状況により、日常生活に大きな支
障をきたしている被災者 

災害応急対策に従事している者 

町内の旅行者または一時滞在者で、帰宅困難
な被災者 

その他、本部長が認める者 
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(２) 供給物資等 

供給を行う物資等は、次に掲げるもののうち、被災状況、物資調達状況等を考慮し、必要と認めた

最小限度のものとする。 
生活必需品等の供給物資 

寝具、就寝に必要な最小限度の毛布及び布団等 炊事道具、鍋釜、包丁、バケツ等 
外衣、普通着で作業衣、婦人服、子供服等 食器、茶碗、汁椀、皿、はし等 
肌着、じゅばん、シャツ、ズボン下、パンツ等 日用品、石けん、ちり紙、歯ブラシ、歯磨粉等 
タオル、手拭等 光熱材料、マッチ、ローソク、薪、木炭等 

 

３．供給方法 

(１) 供給方法 

物資等の供給は、状況に応じて必要の都度行うこととし、次のいずれかの区分により行うものとす

る。 
種 類 内 容 

個人供給 被災者一人一人に供給するもの 
世帯供給 世帯ごとに供給するもの 
被害供給 被害の程度により供給するもの 
特別供給 高齢者、障がい者及び乳幼児等に特別に供給するもの 

  
また、物資等の供給は、建設経済部及び教育部が、状況に応じ自主防災組織、自治会、ボランティ

ア及び教職員等の協力を得て行うものとする。 
(２) 供給の場所 

物資等の供給は、食料の供給に準じ、原則として指定避難所で行う。ただし、当該避難所の収容定

員、被害の状況等により必要な場合は、公園等の適当な場所で行うものとする。 

(３) 供給上の配慮 

 物資等の供給にあたっては、次の点に留意するものとする。 
 時間的経過の中での被災者の要望等の把握 
 高齢者、障害者及び乳幼児等災害時要援護者に対する配慮 
 季節性の配慮 

 

４．物資等の調達・搬送 

(１) 調達方法 

物資等の調達方法は、次に掲げる方法のうち、災害の状況等により適切と思われる方法をもって行

うものとする。 
調達の方法           内              容 

 ① 町の備蓄物資等の放出     防災備蓄倉庫等に備蓄してある物資等を放出する。 
 ② 協定業者等からの調達     協定を締結している業者等に協力を要請し調達する｡ 
 ③ 応援協定都市からの調達     相互応援協定都市に対し救援を要請し調達する。 
 ④ 県からの調達     上記の方法によるほか、必要な場合には、県が保有す 

  る物資等を県に対し要請し調達する。 
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(２) 調達物資等の把握及び措置 

調達物資等の数量、品目等の把握及び必要な措置は、次により行う。 
関係部 把握及び必要な措置の方法 

建設経済部 建設経済部は、教育部と連携を取り、調達を必要とする物資等の品目等の把
握に努め、次のとおり措置する｡ 
  ① 防災備蓄倉庫等の備蓄物資等の放出 
  ② 協定業者等、応援協定都市又は県に対する調達の要請（協 
    定都市及び県への要請は政策総務部、本部事務局を通じて行う） 
  ③ 調達物資等の受入れ、分別、保管、配分及び指定避難所等への搬送 
  ④ 公園等に避難した者に対し、物資等を供給する。 
  ⑤ その他物資等の調達に関する必要な措置 

教 育 部 教育部は、指定避難所等で物資等が必要なときは、その品目等を把握し、建
設経済部へ調達の要請を行う。 

 
(３) 救援物資等の取扱い 

ア． 救援物資等の要請 
調達物資又は一般からの任意の救援物資等に品目、数量の不足等が生じたとき、若しくは新たな物

資等が必要となったときは、本部事務局を通じて県又は他の地方公共団体等へ救援を要請する。 
救援要請を行う場合は、物資等の種類、数量、搬送方法、搬送場所等必要な事項を要請先に示すと

ともに、その受入れ体制を整え、救援物資等の迅速かつ効率的な取扱いに努めるものとする。 

イ． 受入れ及び保管 
救援物資等の受入れ場所は、東部地区は大磯幼稚園、西部地区は県立おおいそ学園とする。 
救援物資等の受入れ及び保管は、建設経済部が教育部の協力を得て行う。また、必要な場合は状況

に応じて、自主防災組織、自治会、ボランティア及び民間団体等の協力を得て行うものとする。 

ウ． 分別及び出納 
救援物資等の分別及び出納は、建設経済部が教育部の協力を得て行う。また、必要な場合は状況に

応じて、自主防災組織、自治会、ボランティア及び民間団体等の協力を得て行うものとする。 
分別は、集積物資等の状況のほか、災害の状況、搬送手段の状況、避難所の状況等を考慮し、最も

効果的な方法により行う。また、救援物資等の受入れ及び払出しの出納は、状況に応じ適切な方法を

もって行う。 
(４) 救援物資等の搬送 

大磯幼稚園、県立おおいそ学園に集められた救援物資等の搬送は、建設経済部が避難所等の供給地

へ搬送する。搬送に必要な車両は政策総務部に調達請求を行う。 
災害の状況によっては、調達先からの直接搬送等を考慮し実施する。 

 

５．供給の費用及び期間 

(１) 災害救助法による費用の範囲及び供給期間 

物資等の供給のため支出する費用及び供給の期間は、災害救助法及び関係法令の定めるところによ

る。 
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ア． 費用の範囲 
季別及び世帯区分により、１世帯当り次の各表に掲げる額の範囲内とする。季別は災害発生の日を

もって決定する。 
(ア) 住家の全壊、全焼又は流出により被害を受けた世帯 

 季別 １人世帯 ２人世帯 ３人世帯 ４人世帯 ５人世帯 6人以上1人増すごとに加算する 

 夏季(4～9月) 

 冬季(10～3月) 

17,300円 

28,600円 

22,300円 

37,000円 

32,800円 

51,600円 

39,300円 

60,400円 

49,800円 

75,900円 

        7,300円 

       10,400円 

 
(イ) 住家の半壊、半焼又は床上浸水（土砂の堆積等により一時的に居住することができない状

態となったものを含む）により被害を受けた世帯 

 季別 １人世帯 ２人世帯 ３人世帯 ４人世帯 ５人世帯 6人以上1人増すごとに加算する 

 夏季(4～9月) 

 冬季(10～3月) 

 5,600円 

 9,100円 

 7,600円 

12,000円 

11,400円 

16,900円 

13,800円 

20,000円 

17,500円 

25,400円 

        2,400円 

        3,300円 

 
イ． 供給の期間 
物資等の供給は、災害発生の日から 10日以内に完了するものとする。 

(２) 災害応急対策上必要な場合の費用及び期間の取扱い 

本部長は、災害応急対策上必要があると認める場合については、災害救助法等の定める費用及び期

間の範囲を超えて、物資等の供給に係る費用を支出し、又は供給を行うことができる。 

 

資 料 
防災備蓄倉庫等物資一覧表 

貯水量及び給水可能日数 

防災指定井戸一覧表 

協定締結団体等一覧表 

災害時における応急復旧及び給水活動の協力に関する協定書 

給水備蓄資機材 

災害時における生活必需物資の調達に関する協定書 

災害時におけるＬＰＧ（液化石油ガス）の調達に関する協定書 

災害時における米穀調達に関する協定書 
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第７節  文教・保育対策 

主管部    教育部 

 
地震災害発生時における児童、生徒の保護、文教施設の保全、応急教育の実施その他必要な事項に

ついて定め、もってこれらの円滑な遂行を図るものとする。 

 

第１項  文教対策 

１．学校における応急対策 

(１) 学校施設の管理 

ア． 応急措置 
災害が発生した場合、学校長は対策本部を設置し、施設設備の点検や情報等の把握に努め、的確な

指揮にあたる。 
教育部長は、班を組織し、被災校の現地調査を行い、事態に即応した復旧計画を策定する。 
イ． 災害時の施設設備点検項目 

点検項目 
・火災の有無（給食室、給湯室、家庭科室、理科室、近隣出火状況） 
・校舎、体育館等の被害状況（建物躯体、建物取付具、備品） 
・工作物の被害状況（ブロック塀、樹木、防球ネット、門扉、掲揚ポール、境界フェンス等） 
・ライフライン等の被害状況（電気、ガス、上下水道、電話） 
・施設利用の可否（体育館、事務室、校長室、保健室、技能員室、便所、その他） 
・立入禁止区域の表示 

 
(２) 児童生徒保護対策 

校長は、災害時においては、避難実施計画に基づき、児童生徒の保護に努める。 
ア． 公立学校の対応 
児童・生徒等の生命・身体の安全確保を図るとともに、安全が確認されるまでは、学校で児童・ 

生徒等を保護する。安全が確認された後に、児童・生徒等を帰宅させる。その際には、保護者へ引

き渡すことを原則とし、公共交通機関の運行中止等により保護者が帰宅できないことも想定されるこ

とから、保護者が来校するまでは、学校で児童・生徒等を保護する。 
校長は、県教育委員会又は市町村教育委員会に避難誘導等の状況を速やかに報告する。 
初期消火、救護・搬出活動の防災活動を行う。 
イ． 公立学校教職員の対処、指導基準 
学級担任等は、学校防災計画等、あらかじめ決められた方法で、児童・生徒等の安全確保を図った

後、避難誘導を行う。その後、対策本部の指示により、さらなる児童・生徒等の安全確保に努める。 
障がいのある児童・生徒等については、介助体制などの組織により対応する等、十分な配慮を行う。 
児童生徒の保護者等への引き渡しについては、あらかじめ決められた方法で確実に行う。 
遠距離通学者、交通機関利用者、留守家庭等で帰宅できない児童生徒については、氏名・人員等を

確実に把握し、引き続き保護する。 
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児童生徒の安全を確保したのち、対策本部の指示により防災活動に当たる。 
ウ． 私立学校の対応 
私立学校の設置者又は校長は、安全確保のために児童・生徒等を学校で保護した場合は、速やかに

県に報告するとともに、各学校の状況に応じた応急活動を実施する。 

 

２．学校等における避難場所の開設 

避難場所に指定された県立学校等は、町と連携して避難場所を開設し、避難者の安全確保を図る。 

 
３．応急教育の実施 

校舎等施設の被害程度により、特別教室、屋内体育施設等の利用、二部授業などの方法を考慮し、

授業を実施するよう努める。 

(１) 応急教室実施の予定場所 

町立学校の被災により授業が中絶することのないようにするため応急教育の実施予定場所は、次の

とおりとする。 
ａ．学校の一部が被災した場合 特別教室、屋内運動場を利用し、なお収容不可能の場合には

隣接の学校を利用する。 
ｂ．学校の全部が被災した場合 

 

  被災校 応 急 教 育 実 施 場 所 
  大磯幼   大磯小    
  大磯小   大磯幼   大磯中   国府小   国府中 
  大磯中   大磯小   国府中   国府小  
  国府幼   国府小    
  たかとり幼   国府小    
  国府小   国府中  たかとり幼   大磯小   大磯中 
  国府中   国府小  たかとり幼   大磯中   大磯小 

ｃ．２以上の学校が被災した場合 b.に準じ通学可能な範囲の学校に分散収容し、仮校舎の建築、
町内の神社、寺、会社、会館等民間の私有建物の借り上げ等
の手段を講ずる。 

 
(２) 二部授業等の実施 

応急教育の町立学校相互の調整を行い、正常授業を行うよう努めるが止むを得ない場合には二部授

業、短縮授業等を暫定的に行う。 

 
４．学用品の支給 

(１) 学用品の支給対象者及び品目 

災害救助法が適用された場合の学用品の支給は、次のとおりとする。 
ア． 支給対象者 
学用品の給与は、住家の全壊、全焼、流失、半壊、半焼又は床上浸水により、学用品を喪失し、又

はき損し、就学上支障のある児童及び生徒に対して行う。 
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イ． 支給品目 
学用品の給与は、被害の状況に応じ、次に掲げる品目の範囲内において、現物をもって行う。 

 教科書  通学用品   文房具 

(２) 費用及び期間 

災害救助法が適用された場合の学用品の給与のため支出する費用及び期間は、次の範囲内とする。 
ア． 費用 
(ア) 教科書代 

教科書の発行に関する臨時措置法（昭和 23年法律第 132号）第２条第１項に規定する教科書及び
教科書以外の教材で、県教育委員会若しくは町教育委員会に届け出て、又はその承認を受けて使用し

ているものを給与するための実費 
(イ) 文房具及び通学用品費 

小学校児童 １人当たり 4,100 円 

中学校生徒 １人当たり 4,400 円 

高等学校等生徒 １人当たり 4,800 円 

イ． 期間 
学用品の給与は、災害発生の日から教科書については１箇月以内、その他の学用品については 15
日以内に完了するものとする。 

(３) 災害応急対策上必要な場合の費用及び期間の取扱い 

本部長は、災害応急対策上必要があると認める場合については、災害救助法等の定める費用及び期

間の範囲を超えて、学用品の給与に係る費用を支出し、又は給与を行うことができる。 

(４) 学用品の支給方法等 

学校長は、被災児童、生徒が必要な学用品の種類及び数量を調査し、教育部長に報告する。 
教育部は、全町分を取りまとめて学用品を調達する。 
救援物資として受け付けた学用品等は、教育部が種類及び数量により、必要に応じて配分する。 

(５) 災害救助法の適用がない場合 

災害救助法の適用がない場合は、災害救助法適用の場合に準じ教育部が別に定めるところによる。 
 

５．教職員の確保 

町立学校相互の調整を行い正常授業が出来得るよう努め、なお応急教育の実施に支障がある場合に

は、県教育委員会に対して要請を行う。 

 

６．学校給食の措置 

被災校が小学校であり応急教育実施場所が小学校である場合には完全給食を実施する。ただし、社

会情勢の混乱、食料品の入手不可能の状態、給食施設の狭あい並びに食器等什器の不足の場合給食は

行わない。 
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７．児童・生徒等の心的症状の対応 

校長は、被災後、児童・生徒等の心的症状に対応するため、学校医、スクールカウンセラー及び教

育相談機関等との連携により、校内相談を実施する。 

 

８．私立学校の対応 

私立学校の設置者又は校長は、速やかに児童・生徒等及び施設の被害状況を把握し、県に報告する

とともに、公立学校の応急教育対策を参考に各学校の状況に応じた応急教育を実施する。 

 
第２項  保育対策 

１．保育園の応急対策 

(１) 保育園施設の管理 

ア． 応急措置 
災害が発生した場合、園長はその状況を把握し、速やかに被害状況を教育部長に報告する。 
教育部長は、被災保育園の現地調査を行い、保育継続の可否及び事態に即応した復旧対策を検討す

るなど、保育園運営の正常化に努める。 
イ． 災害時の施設設備点検項目 

点検項目 
・火災の有無（給食室、給湯室、近隣出火状況） 
・園舎等の被害状況（建物躯体、建物取付具、備品） 
・工作物の被害状況（ブロック塀、樹木、門扉、掲揚ポール、境界フェンス等） 
・ライフライン等の被害状況（電気、ガス、上下水道、電話） 
・施設利用の可否（事務室、園長室、便所、その他） 
・立入禁止区域の表示 

(２) 保育園児保護対策 

保育中に災害が発生した場合、園長は、教育長からの指示により又はそれが不可能なときは、園長

の判断により下記の措置をとるものとする。 
 保育園施設に異常がなく、保育の継続が可能な場合は、園児の安全を確保しつつ、保育園施設

内で保育を継続し、保護者の迎えを待つものとする。なお、保護者が交通の遮断、被災等の事

情により迎えに来られず、降園できない園児が出た場合については、早急に実情を把握し必要

な措置を講ずるものとする。 
 保育園施設に被害が発生し、保育の継続が困難と判断された場合には、園児を安全に避難させ

るとともに、園長を中心に被害状況等を把握し、明確な指示、的確な措置をとる。なお、保護

者にも連絡網等を通じその旨の連絡を行う。 

 
２．応急的保育の実施 

園長は、災害の規模、被害の程度により、臨時の編成を行うなどの対策を行い、登園可能な保育園

児は、極力保育が実施できるよう努めるものとする。なお、その際登降園の安全の確保には万全を期

するよう配慮する。 



 

地震災害対策編・第３章 第７節 -５ 

第３項  文化財の保護 

文化財が被災した場合は、その所有者又は管理者は、直ちに消防署又は消防団に通報し、被害の拡

大防止に努め、速やかに被害状況を調査し、その結果を町教育委員会に報告するとともに、県指定の

文化財及び国指定の文化財にあっては、県教育委員会に報告する。 
防災関係機関は、被災文化財の被害拡大を防止するため、協力して応急措置を講ずるものとする。 
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第８節  緊急輸送のための交通の確保、緊急輸送活動 

主管部    政策総務部 建設経済部 消防部 

 
地震発生後、道路、その他交通施設に被害が発生し、又は発生するおそれのある場合に、交通の安

全と施設保全を図り、あわせて救急・救助、消火活動を迅速に行うため、一般車両の通行禁止などの

交通規制を実施し、緊急交通路の確保を図るとともに、災害応急対策の実施に必要な人員及び物資の

輸送のための車両等を迅速かつ円滑に調達する。 

 

第１項  交通応急対策 

県公安委員会は、県内又は県に隣接する都県（東京都、静岡県、山梨県）において発生した災害に

ついて緊急輸送を確保するため必要があると認めるときは、災害対策基本法第 76条の規定に基づき
緊急輸送車両以外の車両の通行を禁止又は制限する。この場合において県公安委員会は、災害地の実

態、道路及び交通の状況を把握するとともに災害地を管轄する都県公安委員会、都県知事又は市町村

長と緊密に連絡して通行の禁止又は制限に関する資料を収集し、適正な判断を行う。 
県公安委員会は上記による通行の禁止又は制限を行うときは、その規制内容を当該道路管理者及び

関係都県公安委員会に対して電話等によって速やかに通報又は連絡するとともに報道機関の協力及

び立看板等の設置により一般に周知するよう努力する。 
警察本部長及び警察署長は、交通の禁止又は制限を円滑適正に行うために、必要な交通情報の収集

にあたる。 
警察署長は、管轄地域内の道路、橋りょう等が災害による決壊等の危険な状態が発生した場合、又

は通行の禁止、制限の措置を必要と認めたときは、通行の禁止、制限に必要な措置を講じる。 

 

１．交通支障箇所等の情報収集 

建設経済部建設班は、次により道路、橋りょう等の支障箇所又は交通の支障箇所の情報収集に努め

る。 

(１)  収集する情報の範囲 

 道路支障箇所の情報収集  各種交通機関の状況 
 渋滞等の発生状況  その他交通状況の情報収集 

(２)  情報収集の方法 

 道路パトロールを実施し収集する。  その他可能な方法により収集する。 
 官公署等から収集する。  

 

２．関係機関への通報 

(１) 町の管理する道路、橋りょう等の支障箇所についての通報 

建設経済部建設班は、町の管理する道路、橋りょう等の支障箇所について、平塚土木事務所、大磯

警察署及び関係機関に速やかに通報する。 
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(２) 国道、県道の支障箇所についての通報 

建設経済部建設班は、国道、県道の支障箇所について、道路管理者、大磯警察署等からの情報収集

に努め、情報を収集した場合は、速やかに本部事務局に連絡するとともに、災害対策関係機関に通報

する。 

 

３．交通規制 

(１)  被災地域への流入抑制及び交通規制の実施 

ア． 危険防止及び混雑緩和の措置 
大地震発生時には、災害の状況を把握し、被災地域への車両の流入抑制を行うとともに、必要な交

通規制を迅速・的確に実施し、危険箇所の表示、う回路の指示、交通情報の収集及び提供、車両使用

の自粛の広報等、危険防止及び混雑緩和のための措置を行う。 

イ． 大地震発生時の交通規制等 
大地震発生時の交通規制は、被害の規模、地域の道路交通状況等によって弾力的に行う必要があり、

被災地又は被災地周辺地域における交通規制は、時系列別に次により対応する。 

被災地等への
流入抑制 

大地震が発生した直後においては、次により、避難路及び緊急交通路について優
先的にその機能の確保を図る。 
混乱防止及び被災地への流入抑制のための通行禁止区域又は通行制限区域（以下
「通行禁止区域等」という。）を設定し、交通整理又は交通規制を行う。 
流入抑制のための交通整理又は交通規制を行う場合には、隣接都県と連絡をとり
つつ行う。 
高速自動車国道及び自動車専用道路については、通行禁止区域等におけるインタ
ーチェンジ等からの流入を制限する。 

緊急交通路確
保のための交
通規制 

大地震が発生した直後は、道路交通が混乱し、被害の拡大や二次災害が発生する
ことが予想され、住民等の安全かつ円滑な避難の確保、負傷者の救出・救護、消
防等災害応急対策のための緊急交通路の確保等が中心となるので、道路交通の実
態を把握し、災害対策基本法第 76 条第１項の規定に基づき緊急通行車両以外の
車両の通行を禁止又は制限する。 

道路管理者へ
の通知 

上記による通行の禁止又は制限を行う場合、道路管理者及び関係都県公安委員会
への通知を速やかに行う。 

警察官の措置 

通行禁止区域等において、車両その他の物件が緊急通行車両の通行の妨害となる
ことにより、災害応急対策の実施に著しい支障を生じるおそれがあるときは、必
要に応じ当該車両その他の物件を付近の道路外へ移動させるなどの措置命令を
行う。 

 
ウ． 交通規制の実施責任者 
交通規制の実施責任者は、大磯警察署長とする。 

(２) 交通情報の収集等 

交通情報の 
収集 

被災地の交通混乱の防止及び緊急交通路確保等の交通対策を迅速・的確に実施す
るため、現場の警察官、関係機関等からの情報に加え、交通監視用カメラ、車両
感知器等を活用するほか、航空隊との連携により情報を収集する。 

交通情報の 
広報 

交通規制の内容を運転者、地域住民に周知するため、看板、垂れ幕、広報車両、
航空機及び現場警察官による広報を積極的に実施する。また、テレビ、ラジオ等
あらゆる広報媒体を使用して周知に努めるほか、必要に応じて市町村の協力を求
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める。 
災害対策基本法に基づく交通の禁止又は制限を行う場合は、災害対策基本法施行
令第 32条第１項の規定による標示を設置する。 

 
(３)  自衛官及び消防吏員の行う措置 

通行禁止区域等において、自衛隊用緊急通行車両又は消防用緊急通行車両の円滑な通行の確保のた

め、災害対策基本法第 76条の３により、警察官がその場にいない場合に限り、それぞれの緊急車両
の円滑な通行を確保するため、通行の妨害となる車両その他の移動を命ずるか、自ら当該措置をとる

ことができる。 

 

４．緊急通行車両 

災害対策基本法第 76条第１項に規定する災害応急対策の従事者及び緊急物資の輸送車両等につい
ては、標章及び緊急通行車両確認証明書の交付を受けるものとする。 
なお、緊急通行車両の対象及び交付手続等は、次のとおりとする。 
(１) 緊急通行車両の対象 

緊急通行車両は、次に掲げる業務に従事する車両とする。 
 警報の発令及び伝達並びに避難の勧告、指示 
 消防、水防その他の応急措置 
 応急の救護を要すると認められる者の救護その他保護 
 施設及び設備の応急復旧 
 清掃、防疫その他の保健衛生 
 犯罪の予防、交通の規制その他災害地における社会秩序の維持 
 緊急輸送の確保 
 その他災害の防御、又は拡大の防止のための措置 
 児童・生徒の応急教育 

 
(２) 交付手続 

ア． 事前届出済の車両 
災害が発生し、災害対策に車両を使用する必要が生じたときは、上記イの事前届出済の車両につい

ては直ちに政策総務部財政班が事前届出済証を大磯警察署又は交通検問所に提出し、標章及び証明書

の交付を受け、配布するものとする。 

イ． 新たに必要となった車両 
災害発生後、新たに災害対策に使用することとなった車両については、政策総務部財政班が確認し、

取りまとめた上で県公安委員会（大磯警察署）に交付申請を行い、政策総務部財政班を通じて関係車

両に配布するものとする。 
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５．道路等の応急復旧 

道路等の交通支障箇所については、町の計画の定めるところにより、速やかに応急復旧作業体制を

確保し、災害応急対策上重要な道路や交通の安全上必要な箇所を優先して、道路機能の確保を図る。 

(１) 実施責任者 

道路の応急復旧実施責任者は、当該道路の管理者とする。 

(２) 応急復旧措置 

町が管理する道路については、損壊等により通行に支障があるときは、当面必要最小限の範囲で応

急復旧を行うものとする。 
町は自己の管理する道路、橋りょう等の応急復旧が不可能又は困難な場合には、「第 12 節第１項 
行政機関への応援要請」等により知事、他自治体、協定団体等に対して応急復旧の応援を要請する。

この場合それらの要請による派遣隊は、災害対策本部の指揮に基づき応急対策に従事するものとする。 
既設道路の全てが損壊し、他に迂回路等がなく、かつ新たに仮設道路敷設の必要を生じた場合は、

県、道路管理者及び町が協議し、実施責任者を定め所要の措置を講ずるものとする。 

(３) 経費 

道路等の応急復旧に要した経費は、原則として当該道路管理者の負担とする。 

 
第２項  輸送対策 

１．輸送業務の実施機関等 

災害応急対策に必要な要員、飲料水、食料、物資、資機材及び被災者の輸送等は、それぞれの業務

を所管する災害対策本部の各部又は防災関係機関が行う。 

 

２．輸送の対象及び輸送方法等 

(１) 輸送の対象 

災害応急対策の実施に必要な人員、物資及び機械等の輸送の対象のうち主なものは次のとおりとす

る。 
輸送の対象 内               容 

 人員の輸送  ① 被災者又は避難者のうち緊急に輸送する必要のある者 
 ② 医療及び助産関係者 
 ③ その他応急対策に必要な人員 

 物資等の輸送  ① 飲料水及び食料 
 ② 生活必需物資 
 ③ 救援物資 
 ④ 医薬品、医療資機材及び医療用水 
 ⑤ その他応急対策に必要な資機材等 

 
(２) 輸送の順位 

輸送の円滑な実施を図るため、上記の輸送を行う場合は、原則として次の順位により行うものとす

る。 
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 町民の生命の安全を確保するために必要な輸送 
 災害の拡大防止のために必要な輸送 
 その他災害応急対策のため特に必要又は緊急な輸送 

(３) 輸送方法 

輸送は、災害の程度、輸送物資等の種類、数量、緊急度又は被災地域の交通状況等を考慮し、次の

手段及び方法により効率的かつ柔軟な対応をとるものとする。 

 
輸送の手段 輸送方法 

車両による輸送 道路交通が確保されている場合に､車両を確保し､あらかじめ指定されてい
る緊急輸送路等を利用して輸送する｡ 

鉄道による輸送 遠隔地から町内に物資等を輸送する必要がある場合で､車両による陸上輸送
が不可能なときは、東日本旅客鉄道 (株)、日本貨物鉄道(株)に協力要請する｡

船舶による輸送 車両及び鉄道による陸上輸送が不可能な場合又は船舶輸送の方が効率的な
場合は､船舶を確保し､大磯港に輸送する｡ 

ヘリによる輸送 陸上輸送が全て不可能な場合又は災害により孤立した地区等への緊急輸送
が必要となった場合は、ヘリコプターを確保し、輸送する。 

 
ア． 人員輸送 
避難勧告等が発せられた場合における住民の輸送は原則として行わない。ただし、老人、身障者等

で自主避難が著しく困難であり、本部長が必要と認めた場合は、町保有車両により緊急輸送する。 
傷病者の病院等への輸送は、消防部に輸送を要請するとともに、庁用自動車をもって搬送する。 
被災者の他地区への移送は、町民福祉部が関係機関等と協力して実施する。 

イ． 資材、物資の輸送 
災害応急対策に必要な資材及び物資等の輸送は、それぞれその事務を所管する部が、必要な車両を

政策総務部財政班に調達請求をして行う。 
県等へ資材及び物資を要請した場合又は災害救助法の適用に基づく救助物資等の輸送は、県等が指

定する引継場所から輸送する。 

 

３．車両等の調達 

(１) 車両の確保 

ア． 活用配車計画の作成 
政策総務部財政班は、地震災害が発生し、災害応急対策を実施するため、車両による人員又は物資

等の輸送が必要と判断されたときは、被害の状況等輸送に関する情報の収集に努めるとともに、町民

福祉部等の輸送に関係する部と協議し、必要な車両を確保し、効率的に配車するための「活用配車計

画」を作成する。 

イ． バス、乗用車、貨物自動車等の確保 
公用車が不足する場合は、必要に応じてバス、乗用車、貨物自動車及び特殊車両等を、次の機関に

対しそれぞれの協定等に基づき協力を要請して確保する。 
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車両の種類 機関名 協定等 
バ ス 神奈川中央交通(株)平塚営業所 指定地方公共機関 
乗用車 伊豆箱根交通(株)大磯営業所 協力要請 
貨物自動車 (社)神奈川県ﾄﾗｯｸ協会 

平塚地区支部 
指定地方公共機関  災害時における貨物自動車
輸送の協力に関する協定 

特殊自動車 大磯建設協会 災害時における応急復旧工事等の協力に関する協定 
(２) 船舶の確保 

大磯町漁業協同組合等を通じて協力を求める。 

名 称 接岸岸壁延長 水 深 接岸船舶の限界ｔ数等 備 考 

大磯港 345ｍ ５ｍ 1,000ｔ級４バース 泊地 36,570㎡

 
(３) ヘリコプターの確保 

ヘリコプターについては、本部事務局が知事（安全防災局災害対策課）に対して自衛隊のヘリコプ

ター派遣を要請する。 
なお、ヘリコプター臨時離着陸場は、「第 12 節第２項５．ヘリコプター臨時離着陸場等」に定め
たとおりである。 

(４) その他の輸送力の確保 

相互応援協定都市、他の地方公共団体、車両等を所有する町内の民間団体等、町民、輸送関係のボ

ランティア活動を希望する町外の個人、団体、神奈川県又は自衛隊に対し協力を要請する。 
また、東日本旅客鉄道株式会社、日本貨物鉄道株式会社に対して県を通じて協力を要請する。 

(５) 燃料の確保 

町保有の車両及び災害応急対策実施のため必要とする車両の燃料については、政策総務部財政班が

神奈川県石油業協同組合湘南支部に協力を要請し、確保する。 
(６) 協力要請の手続 

町が協力要請をするときは、業務の目的積載内容、台数、期間、場所等を明らかにして行うものと

する。 

 

４．車両の配備 

(１) 配車基準 

各部に対する車両の配分は、政策総務部財政班が定める。 

(２) 配車手続 

各部において車両を必要とする場合は、車種、トン数、台数、引渡場所、日時等を明示のうえ、政

策総務部財政班に請求する。 
政策総務部財政班は、必要台数を調達し各部へ引渡す。 
また、政策総務部財政班は、災害の状況に応じ、予め運送業者等に車両の待機を要請することがで

きるものとする。 
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災害対策基本法第 76 条に規定する緊急輸送車両であることの確認並びに同法施行令第 33 条に規
定する標章及び証明書の交付事務手続については、政策総務部財政班が、「第８節第１項４．緊急通

行車両」に基づき、県公安委員会（大磯警察署）に対して行うものとする。 
なお、輸送に従事する車両は、緊急通行車両の標章を表示して輸送業務にあたるものとする。 

(３) 借り上げ料金 

運送業者から借り上げた車両の使用料金等は、平常時の契約料金を準用するものとする。 

(４) 輸送用車両基地等 

物資等の輸送を行うための輸送用車両基地及び食料、物資等を一時集積するための一時集積場所は、

次のとおりとする。 

ア． 輸送用車両基地 
大磯小学校運動場とする。 

イ． 海上輸送基地 
海上輸送が必要な場合は、大磯港とする。 

ウ． ヘリコプター臨時離発着場 
大磯中学校運動場、国府小学校運動場、国府中学校運動場、大磯運動公園野球場とする。 

(５) 車両の出動等 

ア． 車両の集合、待機 
輸送に従事する車両は、災害緊急輸送の表示をして大磯小学校運動場に待機するものとする。 

イ． 車両の出動 
車両の出動は、すべて配車指令により行い業務完了の場合は直ちに帰着し、その旨政策総務部財政

班に連絡するものとする。 

 

５．緊急輸送路等の確保 

(１) 緊急輸送路の確保 

ア． 情報収集と輸送路の確保 
建設経済部は、道路及び緊急輸送路関係の被害情報の収集を行うとともに、速やかに緊急輸送路の

確保に努める。また、本ルートの通行に支障を生じたときは、速やかに適切な迂回路の設定を行い、

補助輸送ルートを確保する。 

イ． 関係機関等への通報 
建設経済部は、収集した輸送に関する情報を整理し、「緊急輸送道路管理マニュアル」に基づき、

速やかに政策総務部、町民福祉部等の輸送に関係する各部及び防災関係機関に通報する。 

(２) 物資受け入れ港の確保 

大磯港は、地震災害事業の海上輸送を円滑に行うための、物資受け入れ港としての機能を確保する。 
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資 料 
車両通行止標示 

緊急通行車両標章 

緊急通行車両確認証明書 

南関東（超大規模）地震発表時の交通規制図 

東海・県西部地震発災型交通規制図 

公用車両保有台数一覧表 

災害時における貨物自動車輸送の協力に関する協定書 

陸上運送会社（神奈川県トラック協会平塚地区支部町内会員）一覧表 

神奈川県トラック協会平塚地区支部災害応急対策計画 

災害時における燃料調達に関する協定書 

大磯町漁業協同組合所属漁船一覧表 

神奈川中央交通（株）平塚営業所災害応急対策計画 

日本通運（株）厚木支店災害応急対策計画 

緊急輸送路網図 
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第９節  警備・救助対策 

実施機関   神奈川県警察 第三管区海上保安本部 
関係部    本部事務局 各部 
 
大地震発生時の警備・救助対策について、県警察、第三管区海上保安本部が実施する事項を定める。 

 

第１項  陸上における警備対策 

大地震発生に際しては、早期に警備体制を確立し、県警察の総力をあげて人命の安全を第一とする

迅速、的確な各種の応急対策を実施することにより、県民の生命、身体及び財産の保護、交通秩序の

維持、各種犯罪の予防検挙その他公共の安全と秩序を維持して、被災地における治安の万全を期する。 

 
１．警備体制の確立 

県警察の地震災害時における警備体制の確立に関する事項は、次のとおりとする。 

(１) 警備本部の設置 

大地震発生と同時に警察本部に警察本部長を警備本部長とする県警備本部を、警察署に警察署長を

警備本部長とする警察署警備本部を設置し、指揮体制を確立する。 

(２) 警備部隊等の編成 

県警察は、別に定めるところにより、警察部隊等の編成を行うほか、事案の規模及び態様に応じて

迅速、的確な部隊運用を行う。 
 

２．災害応急対策の実施 

県警察が実施する応急対策は、次のとおりとする。 

(１) 情報の収集・伝達 

災害警備活動上必要な情報を収集し、収集した情報を、必要により関係機関へ連絡する。 

(２) 機動隊及び広域緊急援助隊等の出動 

県警察は、把握した被災状況に基づき、迅速に機動隊、広域緊急援助隊等を被災警察署等に出動さ

せ、救出救助活動を実施する。また、被災地を管轄する警察署長は、消防等防災関係機関の現場責任

者と随時、捜索区割り等現場活動に関する調整を行う。 

(３) 避難の指示等 

警察官は、災害対策基本法第 61条又は現場の状況に応じ警察官職務執行法第４条により避難の指
示を行い又は避難の措置を講ずる。 

(４) 津波警報等の伝達等 

県警察は、津波注意報及び警報が発表された場合又は津波による被害が発生するおそれがある場合

は、迅速かつ正確な津波注意報及び警報の伝達・通報並びに沿岸住民等に対する避難の指示及び安全

かつ効率的な避難誘導を行う。 
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(５) 交通規制等 

県警察は、被災地における交通の混乱の防止を図り、災害応急対策活動が円滑に行われるように、

大震災の被災規模・状況に応じて、一般車両の通行を禁止する区域及び通行を制限する区域の設定や

緊急交通路の確保など必要な交通規制を実施する。 

(６) 危険箇所における災害拡大防止措置等 

県警察は、住宅地域を中心に二次災害の危険場所等の調査を実施し、二次災害危険箇所等を把握し

た場合は、本部等に伝達し避難勧告等の発令等を促すなど、災害の拡大を防止するための的確な措置

を行う。 
(７) 社会秩序の維持 

県警察は、被災地の無人化した住宅街、商店街等における窃盗犯や救援物資の搬送路及び集積地に

おける混乱、避難所におけるトラブル等を防止するため、被災地及びその周辺におけるパトロールの

強化、避難所等の定期的な巡回等を行う。また、被災地において発生しがちな悪質商法等の生活経済

事犯、窃盗犯、粗暴犯、暴力団による民事介入暴力等の取締りを重点的に行い、被災地の社会秩序の

維持に努める。 

(８) ボランティア活動に対する支援等 

県警察は、自主防犯組織等のボランティア関係組織・団体との連携を図り、被災地における各種犯

罪・事故の未然防止と被災住民等の不安除去等を目的として行われるボランティア活動が円滑に行わ

れるよう必要な支援を行う。 

 

第２項  海上における警備救助対策 

第三管区海上保安本部は、地震災害が発生した場合において、海上における人命、財産の保護及び

救助並びに治安の維持にあたる。 

１．災害応急体制の確立 

第三管区海上保安本部は、地震災害が発生した場合において、災害応急対策を統一かつ強力に推進

するため、災害の態様に応じて組織の編成並びに職員の動員を行う。 

 

２．第三管区海上保安本部が実施する応急対策 

第三管区海上保安本部の実施する応急対策は、次のとおりとする。 

(１) 地震関連情報の周知 

津波警報等地震関連情報を入手したときは、直ちに安全通報により航行中の船舶に周知するととも

に、船艇、航空機による巡回により、磯釣り客、港湾工事関係者等への周知に努める。 

(２) 被災状況等の収集 

関係機関等と密接な連絡をとり、船舶、港湾施設、石油コンビナート、港湾等における被災の状況

等に関する情報を積極的に収集する。 
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(３) 捜索救助 

船舶の海難、人身事故等が発生したときは、速やかに船艇、航空機又は特殊救難隊により捜索救助

を行う。 

(４) 傷病者等の緊急輸送 

傷病者、医師、避難者又は救援物資の緊急輸送について要請があったときは、速やかにその要請に

応ずる。 

(５) 救援物資の輸送 

飲料水、食料等の救援物資の輸送については、その輸送の緊急度及び他の地震防災応急対策の実施

状況を考慮してその要請に応ずる。 

(６) 防除作業の指導 

船舶又は海洋施設その他の施設から海上に大量の油が排出されたときは、船艇、航空機により排出

油の状況等を総合的に把握し、作業方法等防除作業の実施に必要な事項について指導を行う。 

(７) 船舶交通の制限 

海上交通安全を確保するため、船舶交通の危険が生じ、又は生ずるおそれがあるときは、必要に応

じて船舶交通を制限し、又は禁止をする。 

(８) 危険物積載船舶の保安 

危険物積載船舶の保安について、関係機関等と密接な連絡をとり、必要に応じて移動を命じ、又は

航行の制限若しくは禁止を行う。 

(９) 海上における治安維持 

海上における治安を維持するために、巡視船艇を災害発生地域の海域に配備し、犯罪の予防・取締

りを行う。  

 

第３項  警察警備部隊宿泊施設 

警察が警備・救助活動を行う場合の宿泊施設は、町立国府幼稚園とする。 
 

第４項  災害対策本部との関係 

１．災害対策本部との関係 

災害対策本部は、次に掲げる応急対策等の実施にあたり、警察等と密接な連絡をとり、応急対策の

迅速かつ的確な実施に努める。 
 第１節 災害時情報の収集・伝達 
 第３節 救助・救急、消火及び医療救援活動 
 第４節 避難対策 
 第５節第２項 防疫対策 
 第５節第３項 行方不明者の捜索、遺体の処理及び埋葬計画 
 第６節 飲料水、食料及び生活必需物資等の調達・供給活動 
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 第８節 緊急輸送のための交通の確保、緊急輸送活動 
 第９節第１節 陸上における警備対策 
 第 17 節 津波対策 

 

資 料 
 県警察ヘリコプター臨時離着陸場選定基準 
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第１０節  ライフラインの応急復旧活動 

主管部    建設経済部 政策総務部 
主管機関   東京電力(株)神奈川支店平塚支社 東日本通信電話(株)神奈川支店 災害対策室 

 企業庁平塚水道営業所 東日本旅客鉄道(株)横浜支社 大磯駅 
 (株)NTTドコモ神奈川支店 (社)神奈川県エルピーガス協会湘南支部 
 東京ガス（株）神奈川西支店 

 
電気、ガス、上・下水道、電話、交通等の各施設は、生活の基幹をなすものである。地震災害時こ

れらの施設が被災した場合、日常生活は麻痺にもつながり、その影響は極めて大きい。このため、こ

れらの各施設においてそれぞれ復旧活動を確立し、相互に連携を保ちながら、応急対策及び事故防止

のため広報活動等を迅速に実施しなければならない。 
 

第１項  情報連絡及び連携体制の確保 

各関係機関及び災害対策本部は、次に掲げる情報連絡等を行い情報の共有化に努めるとともに、相

互の協力により円滑な応急対策のための連携体制を確保する。 

１．災害対策本部への連絡 

各関係機関は、本部事務局に対し、次に掲げる事項について適宜連絡を行う。 
 各関係機関の施設の被害状況 
 各関係機関における応急対策の状況 
 各関係機関所管施設の応急復旧の見通し 

 

２．災害対策本部情報の連絡及び必要な対応の協議 

町は、各関係機関に対し災害対策本部の情報を適宜連絡するとともに、必要に応じて関係機関と応

急対策について協議し、その実施の円滑化を図る。 

 

３．報道発表等の際の措置 

各関係機関は、報道関係機関に対し各応急活動等に係る発表を行う場合、又は町民への広報活動を

行う場合は、本部事務局にその内容を通知する。 
ただし、事前に通知できないやむを得ない事情がある場合は、事後速やかに通知する。 
本部事務局は、通知の内容を政策総務部政策班に伝達する。 

 

４．災害対策本部の広報媒体の活用 

各関係機関が応急対策の状況その他について広報する場合は、必要に応じて本部事務局に要請し、

町の広報媒体の活用を図る。 
本部事務局は、各関係機関から町の広報媒体の活用に係る要請を受けた場合、速やかに政策総務部

政策班に連絡し、その実施を要請する。 
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第２項  各関係機関等の応急対策 

次の関係機関及び建設経済部は、別表に定める災害応急対策計画に基づき、その機能の安全を確保

するための応急対策を実施する。 
 東京電力（株）神奈川支店平塚支社 
 東日本電信電話（株）神奈川支店災害対策室 
 神奈川県企業庁平塚水道営業所 
 大磯町建設課 
 東日本旅客鉄道（株）横浜支社大磯駅 
 (株)ＮＴＴドコモ神奈川支店 
 (社)神奈川県エルピーガス協会湘南支部 
 東京ガス（株）神奈川西支店 
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別表 1 東京電力災害応急対策計画 

 名 称  東京電力(株)神奈川支店平塚支社  電 話  0463-34-1411 

 0463-33-1094非 実施機関 

 所在地  平塚市追分１番４号  ＦＡＸ  0463-34-5643 

 第１ 災害時における連絡窓口                        非＝非常時優先電話 

      地震災害時における応急対策に係る連絡窓口は、次のとおりとする。 

  １ 連絡責任者 

        平塚支社法人営業第一グループグループマネージャー 
電話・ＦＡＸは上記と同じ 

  ２ 連絡補助者 

        平塚支社設備総括グループグループマネージャー 
電話・ＦＡＸは上記と同じ 

 第２ 被害情報の収集体制 

        被害情報の収集体制及び町災害対策本部に対する情報連絡は、次のとおりとす

る。 
  １ 被害情報の収集のための体制 

        停電情報は、支社にて自動的に電送集約される。 

        なお、システム不具合の場合は、保安通信網又は業務用無線を活用する。 

  ２ 被害情報収集の方法等 

        停電情報及びお客様からの情報により設備の巡視点検を実施し、被害状況の把握

をする。 

  ３ 町災害対策本部に対する情報連絡 

    町災害対策本部への情報連絡は、責任者を定め個別に対応する。 

 第３ 広報体制 

      応急対策等に係る広報体制は、次のとおりとする。 
  １ 広報担当の窓口 

        広報窓口は平塚地域お客さまサービスグループとする。 
  ２ 広報事項 

        電力設備の被害状況、停電状況、復旧見通し等について、防災関係機関に対して

迅速かつ的確に情報を伝達する。 
  ３ 町民に対する広報手段 

        災害時においては、復旧の見通し等を報道機関による報道及び広報車による巡回

放送等により、町民に対する広報活動を行う。 

        なお、復旧後の通電時には、電気器具等に対する注意事項等について同様に広報

活動を行う。 



第３章 災害時の応急活動対策 
第１０節 ライフラインの応急復旧活動 

地震災害対策編・第３章 第１０節 -４ 

別表 2 東日本電信電話（株）災害応急対策計画 

  名 称  東日本電信電話(株)神奈川支店 
 災害対策室 

 電 話  045-212-8945 

実施機関 
 所在地  横浜市中区山下町１９８ 

 ＮＴＴ横浜ビル３階 

 ＦＡＸ  045-212-8976 

 第１ 災害時における連絡窓口 

      地震災害時における応急対策に係る連絡窓口は、上記実施機関とする 

 第２ 情報連絡室の設置 

      災害が発生し又は発生するおそれが有る場合においては、災害に関する情報の収

集及び伝達を円滑に実施するため、情報連絡室を設置する。 

 第３ 災害対策本部の設置 

    大規模災害等が発生した場合、行政機関に災害対策本部が設置された場合は、東

日本電信電話（株）神奈川支店に災害対策本部を設置する。 

 第４ 広報体制 

  １ 電気通信サービスの確保 
    警戒宣言発令下におけるＮＴＴの業務は、防災関係機関等の重要通信の確保を優

先するとともに、可能な範囲において一般通信を確保する事を基本として、防災応

急対策業務を実施する。 
  ２ ダイヤル通話 

    警戒宣言が発令されると、その直後から通話が集中的に発生し、輻輳すること

が想定されるので次の考え方で対処する。 

   ・防災関係機関、報道機関等の災害時優先電話からの通話は最優先で疎通を確保

する。 

   ・街頭公衆電話及び避難所等に設置する特設公衆電話からの通話は疎通を確保す

る。 

   ・一般加入電話からの通話については、災害時優先電話等の通話を確保するため、

原則として自動発信通話規制により通話規制を行う。 

   ・輻輳対策、安否確認方法として災害用伝言ダイヤル「１７１」等の運用を開始

する。なお、提供条件等については報道機関（テレビ・ラジオ等）通じて周知

する。 

  ３ 応急復旧 

     災害のため通信が途絶し、又は通信が著しく輻輳した場合、災害時措置計画に沿

った臨時回線の作成、中継順路の変更等、疎通確保の措置及び特設公衆電話の設置

を実施するほか、非常・緊急通話については、その取扱など「１０２番」で確保す

る。 
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  ４ 復旧順位 

        電気通信設備に災害が発生した場合、通信の途絶の解消及び重要通信の確保に努

めるとともに、災害状況に応じた措置により復旧順位により実施する。 
    第１順位及び第２順位の電気通信設備は当社がそれらの機関との協定により定

めたものに限る。 
 
   （復旧順位表） 

第１順位 気象機関、水防機関、消防機関、災害救助機関、警察機関、防衛機関、

輸送の確保に直接関係のある機関、通信の確保に直接関係のある機

関、電力の供給の確保に直接関係のある機関 

第２順位 ガス、水道の供給確保に直接関係のある機関、選挙管理機関、預貯金

業務を行う金融機関、新聞社、通信社、放送事業者及び第１順位以外

の国又は地方公共団体 

第３順位 第１順位及び第２順位に該当しないもの 
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別表 3 災害時における応急給水の都県市水道事業体支援受入マニュアル（大磯町） 

 

１ 目 的 
 このマニュアルは、平成１８年３月２８日に神奈川県企業庁と大磯町が締結した「応
急給水支援の事務処理に関する覚書」に基づき、神奈川県企業庁平塚水道営業所（以
下「平塚水道営業所」という。）の給水区域内で、地震等の災害が発生し応急給水を大
磯町単独では対応が難しく、他の都県市水道事業体等（以下「応援事業体」という。）
の応援を受け入れる場合に、応急給水が迅速かつ的確に実施できるよう、平塚水道営
業所及び大磯町の対応手順を示したものである。 
なお、大磯町は、地震等災害時における被災地区の住民に対する応急飲料水の供給
を実施するものとし、平塚水道営業所は、応急飲料水の確保に努めるとともに、災害
用指定配水池での給水タンク車への注水作業を実施するものとする。 
 

２ 大磯町から平塚水道営業所への要請方法 
 応急給水を必要とする大磯町長は、応援給水支援要請書（様式１）により、管轄し
ている平塚水道営業所長あてに文書をもって要請するものとする。 
ただし、緊急の場合は、口頭での要請も可能とし、後日速やかに応援給水支援要請書
（様式１）を提出する。 
平塚水道営業所長は、応援事業体への支援要請状況について応援要請状況報告書（様
式 2）により、大磯町長へ報告する。 
ただし、緊急の場合は、口頭での報告も可能とし、後日速やかに応援要請状況報告書
（様式 2）を提出するものとする。 
 

３ 情報連絡窓口 
 応援事業体の受け入れに当って、それぞれ連絡担当部署等（別表１「連絡先等一覧
表」・別表２「担当者一覧表」）を明確にし、異動等があった場合は、速やかに変更報
告をするものとする。 
 

４ 応援事業体の受け入れ 
 応援事業体の受け入れは、平塚水道営業所が水道施設の被害規模を考慮し、大磯町
と協議のうえ行うものとする。 
（１）集結場所 

応援事業体へは、第 1 集結場所を寒川浄水場として依頼する。ただし、道路等の
被害が甚大で車両通行が、困難な場合は、水道現地対策本部（寒川浄水場）と調整
し決定する。 
なお、事前に応援事業体の派遣先が調整できれば、直接指定した場所に参集させ
ることができる。 

（２）派遣先の指示 
水道現地対策本部は、集結した応援事業体の体制、責任者、車両を把握するため、
応援隊受入簿（様式 3）を作成するとともに、派遣指示書（様式 4）により応援事業
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体に派遣先を指示する。 
派遣先の決定にあたっては、応援事業体の規模、各市町の断水状況や応急給水を
必要とする緊急度などを考慮して、どこの営業所にどの程度の規模の応援事業体を
派遣するかを調整し、決定する。 

（３）宿泊場所・食糧等の確保 
宿泊場所、又は宿営場所は、大磯町及び平塚水道営業所が事前に確保に努め、双
方でその情報を共有する。応援事業体への食料の提供についても考慮する。 

（４）応援事業体受け入れ状況の把握等 
平塚水道営業所は、水道現地対策本部から派遣された応援事業体の体制、責任者、

車両を把握し、水道現地対策本部から送付された応援隊受入簿（様式 3）を複写し、
大磯町に報告する。 
なお、応援事業体の派遣当初、平塚水道営業所は、大磯町と協議して応急給水箇
所を指示する。その後の指示は、ミーティングによる。 
 

５ 応援事業体に対する応急給水活動の調整 
応援事業体の応急給水活動が迅速かつ効率的に行えるよう、平塚水道営業所は応急
給水を必要とする避難場所など地元の地理・状況に精通する大磯町と連携して活動区
域などの調整をおこなう。 
なお、平塚水道営業所は、大磯町が独自に応急給水等の協定を締結している他事業
体等については、原則として調整を行わないものとする。 
 

６ 災害時応急給水計画表等の作成 
災害時において、平塚水道営業所は大磯町と連携し、断水状況・復旧の見通しなど
に基づき災害時応急給水計画表（様式５）を作成する。なお、災害時の応急給水を円
滑・効率的に進めるために、医療機関や避難場所等の応急給水箇所表（資料１から資
料５）を備えておく。 
なお、災害時応急給水計画表（様式５）の作成にあたっては、水の補給地点（災害
用指定配水池）、応急給水活動先、運搬給水、消火栓利用などの直接給水、拠点給水な
ど現地の実情に留意する。 
 

７ 応急給水活動の実施 
（１）ミーティングの実施 

平塚水道営業所、大磯町及び応援事業体は、応急給水活動の実施にあたって、応
急復旧の進捗状況等により、応急給水を必要とする地域が日々変化することから、
定時に、ミーティングを実施して応援事業体の給水区域を明示し、支援活動が円滑
に行えるようにする。 
また、1 日の作業終了後、全体ミーティングを実施し、当日の応急給水実施報告
書（様式６）を応援事業体から受け、応急給水計画の変更や翌日の活動区域などの
参考にする。 

（２）給水活動 
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応援事業体は、指定された水の補給地点で災害用指定配水池要員から給水タンク
に注水を受け、別途定めた災害時応急給水計画表（様式５）に基づき、応急給水活
動を実施する。 
平塚水道営業所は、指定した水の補給地点の案内図を用意し、応援事業体に示す
ものとする。 

（３）その他 
平塚水道営業所は、大磯町と連携し応援事業体の給水車等の車両に使用するガソ
リン確保など応援事業体の給水活動が円滑にできるよう努める。 
 

８ 広報体制 
地震発生直後の広報は、混乱を未然に防止するためにできる限り断水状況・復旧の
見通しなど、広報の内容を簡潔に定めて準備し、速やかにきめ細やかな広報に努める。 
（１）企業庁災害対策本部 

企業庁災害対策本部は、県のホームページ、ラジオ、テレビ、新聞等のマスメデ
ィアへ情報提供を行う。 
例  断水状況、復旧の見通しなど 

（２）平塚水道営業所 
平塚水道営業所は、大磯町に対し、応急復旧状況などの情報を提供する。 

（３）大磯町 
大磯町は、町のホームページ、防災行政無線などを利用して、避難場所や応急給
水拠点などの広報に努める。 
 

９ 応援事業体の支援終了 
応援事業体の支援終了は、応急復旧が進み、応急給水の必要がなくなったことや応
急給水活動が県営水道で対応できると判断された時点とする。 
なお、応援事業体の支援終了時には、終了理由、引継ぎ事項等を記録した、応急給
水支援終了報告書（様式７）を作成し、平塚水道営業所と大磯町で保管する。 
 

10 その他 
このマニュアルに定めのない事項について定めをする必要が生じたとき、又は、こ
のマニュアルに定める事項に疑義が生じたときは、平塚水道営業所と大磯町が別途協
議を行うものとする。 
 
 
 
附則 このマニュアル書は、平塚水道営業所が大磯町と協議を行い定めたものである。 
附則 このマニュアル書は、平成２１年１２月１日から適用する。 
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別表 4 下水道災害応急対策計画 

 名 称  大磯町建設経済部下水道課  電 話   0463-61-4100 実施機関 

 所在地  中郡大磯町東小磯１８３番地  ＦＡＸ  0463-61-1991 

 第１ 災害時における連絡窓口 

      地震災害時における応急対策に係る連絡窓口は、次のとおりとする。 

   １ 連絡責任者 

        下水道課長         電話・ＦＡＸは上記と同じ 

    ２ 連絡補助者 

        下水道課副課長 

 第２ 町災害対策本部設置時の体制 

    下水道課は町災害対策本部が設置された場合は、建設経済部下水道班として所管

施設の応急復旧等の業務を行う。 

 第３ 被害情報の収集 

      被害情報の収集体制及び情報連絡体制は、次のとおりとする。 

    １ 被害情報収集のための体制 

        地震災害時における情報収集にあたっては、本部関係部及び関係機関と十分連携

をとり、情報収集を行なう。 

    ２ 情報収集の方法等 

        所管施設の特性から、被害個所の早期発見が困難である。このため、他のライフ

ライン等の被害状況や損壊程度、道路等の陥没などから推測するほか、他の関係機

関からの情報収集及び現地調査等により行う。 

  第４ 広報体制 

      応急対策等に係る広報体制は、次のとおりとする。 

    １ 広報担当の窓口 

        建設経済部下水道班は、政策総務部政策班と連携をもって広報活動を行う。 

  ２ 広報事項 

        地震災害時には、被災町民等に対して正確な状況を迅速に提供することにより、

混乱の防止を図り、適切な判断による行動がとれるように被災の各段階で広報を行

う。 

     (1)  被害発生の地域、被害の状況 

     (2)  二次災害等に対する状況 

     (3) 施設の被害の規模、状況 

     (4)  施設の緊急措置及び応急対策の状況 
     (5) 復旧に係る初期状況 
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   (6) 緊急措置及び応急対策の完了予定時期 

     (7)  施設の機能回復状況 

  ３  町民に対する広報手段 

        政策総務部政策班と連携し、町の広報媒体を活用して、必要な情報を提供す 
る。 

 第５ 応急対策 

      下水道施設の応急復旧対策は、次により行う。 

    １ 緊急活動 

       下水道管理者は、地震災害が発生した場合、被害状況の調査、施設の点検を

実施し、下水道機能の支障及び二次災害の恐れのあるものについては、緊急活

動を行う。 

     (1) 要員及び応急復旧用資材の確保 

          災害発生時において、町の能力では万全な応急対策が不可能と判断される

ときは、各協定等に基づいて関係機関等への協力要請を行ない、必要な要員

及び応急復旧資材の確保を図る。 

     (2) 緊急調査及び緊急措置 

          地震発生後速やかに、緊急調査及び緊急点検を実施し、下水道施設の被害

の有無等を把握し、道路や周辺施設等において必要に応じ緊急措置を講ずる。 

  ２ 応急復旧活動 

        緊急活動に引き続き、下水道施設全体の被害状況を把握し、応急復旧計画の

策定等を行い、下水道施設の機能確保のための効率的な応急活動を実施する。 

     (1) 応急復旧調査 

          下水道施設全体の応急復旧計画策定のため、本格的な施設の被害状況調査

を実施する。 

     (2) 応急復旧計画の策定 

          応急復旧工事の効率的な遂行を図るため、応急復旧計画を策定する。 

     (3) 応急復旧工事の実施 

          被害の状況に応じた応急復旧工事を早期に実施し、下水道施設の機能確保

に努める。 

  ３ 経費負担 

緊急活動、応急復旧活動等の復旧に要した資機材等の経費は町の負担とする。 
ただし、宅内の排水設備の修理費は個人負担とする。 
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別表 5 大磯駅災害応急対策計画 

 名 称  東日本旅客鉄道(株)横浜支社大磯駅  電  話   0463-61-0026 実施機関 

 所在地  中郡大磯町東小磯１番地  ＦＡＸ  0463-61-0026 

 第１ 災害時における連絡窓口 

      地震災害時における応急対策に係る連絡窓口は、次のとおりとする。 

   １ 連絡責任者 

        駅長             電話・ＦＡＸは上記と同じ 

    ２ 連絡補助者 

        当務助役 

 第２ 被害情報の収集体制 

鉄道施設の被害情報の情報連絡体制は、次のとおりとする。 

    １ 横浜支社の体制 

     (1)  横浜支社内で震度６弱以上の地震が発生したときは、対策本部を設置する。 

     (2)  情報連絡拠点の報告から、被災状況を把握し、指揮をとる。 

     (3)  輸送司令からの情報により列車の運転状況を把握し、指揮をとる。 
    ２ 情報連絡拠点（小田原地区センター）の体制 

    当地区の情報連絡拠点は小田原地区センターに設置し、運転状況・不通区間、線路・

施設・電気等、鉄道施設の被害状況を把握し、救助・復旧手配を支社対策本部に報

告する。 

   ３ 大磯駅の体制 

     (1)  現地対策本部を設置し、負傷者の救出活動・避難誘導を行うとともに、駅舎等

の被害状況及び運転状況を情報連絡拠点（小田原地区センター）に報告する。 

     (2)  社員は震度６弱以上の地震が発生した場合は、勤務箇所又は最寄りの駅に非常

参集する。 
    情 報 連 絡 拠 点     

                    ↑被害状況  ↓情報及び運転状況伝達 
       大 磯 駅        

 第３ 広報体制 
    時間にわたる場合の大磯駅における広報体制は、次のとおりとする。 

  １ 広報担当の窓口 
        駅事務室 

  ２ 広報事項 

     (1) 鉄道施設の被害状況 

     (2)  東海道線の復旧及び列車の運転見込み 
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     (3)  他線区の列車の運転見込み 

    ３ 町民に対する広報手段 

     (1) 駅構内に掲示文を提出するとともに、駅を訪れるお客様に対し、放送案内によ

り最新情報を提供する。 

     (2) 町の防災行政無線等を利用し、町民への周知を図る。 

 第４ 応急対策 

      旅客の救助活動、列車の運転再開、復旧等については、次のとおりとする。 

    １ 横浜支社対策本部 

     (1) 線路、施設、電気等施設の復旧手配を行う。 

     (2)  関連都県へ救援、応援隊の派遣及び自衛隊派遣の出動要請を行う。 

     (3)  被害発生箇所への復旧要員、資機材の手配及び被害が発生していない地区への

応援指示を行う。 

    (4) 運転可能線区を決定し、列車の運転計画を立てて、運行管理を行う。 

   ２ 情報連絡拠点（小田原地区センター） 

     (1) 被害発生箇所への復旧要員、資機材の手配を行う。 

     (2)  横浜支社対策本部に対して、復旧要員、資機材の応援要請を行う。 

     (3)  駅等から救助要請があった場合、支社対策本部へ救助社員の派遣要請及び社員

の派遣を行う。 

     (4)  鉄道線路が長期間不通になる場合は、代行バスの手配を行う。 

  ３ 大磯駅 

     (1)  火災発生時は消火活動を行う。 

     (2)  出札窓口の閉鎖を行う。 

     (3)  社員及び非常参集した社員により負傷者の教授活動及び避難誘導を行う。 

     (4)  運転再開計画の旅客への周知を行う。 
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別表 6  (株)ＮＴＴドコモ 災害応急対策計画 

 名 称  (株)ＮＴＴドコモ神奈川支店  電 話  045-226-8051 
実施機関 

 所在地  横浜市西区みなとみらい4-7-3(横浜ﾒﾃ゙ ｨｱﾀﾜｰ)  ＦＡＸ  045-683-4141 

第１ 災害時における連絡窓口 

      地震災害時における応急対策に係る連絡窓口は、次のとおりとする。 

   １ 連絡責任者 

        神奈川支店ネットワーク部長 電話 045-226-8049 ＦＡＸは上記と同じ 
    ２ 連絡補助者 

        神奈川支店ネットワーク管理担当課長 電話 045-226-8051  ＦＡＸは上記と同じ 
 第２ 災害対策室の設置 

    １ 災害対策本部の設置 

        災害が発生し、又は発生する恐れがある場合、その状況に応じて必要と認めたと

きは、災害対策本部を設置する。 

  ２ 情報連絡室の設置 

    災害対策本部の設置に至らない場合において、その状況に応じて情報連絡室を設

置する。 

    ３ 本部の設営 

     (1) 対策本部は、（株）ＮＴＴドコモ神奈川支店に設置する。 

     (2) 対策本部には、次の情報連絡回線を準備する。 

       ア 電話及びＦＡＸ回線 

       イ 衛星携帯電話 

 第３ 災害状況等に関する広報 

    災害が発生し、次に掲げる事態の場合については、通信のそ通状況、利用制限の

措置状況及び被災した電気通信設備等の応急復旧の状況を広報するなど、通信のそ

通ができないことによる社会不安の解消に努める。 

    １ 通信が途絶したとき 

    ２ 一般通信の利用制限を行ったとき 

    ３ 行政機関や公共機関などの重要なお客様がり障したとき 

    ４ お客様からの問い合わせや苦情が頻発しているとき 

    ５  報道機関などから取材される可能性があるとき、または、取材されたとき 

    ６  公衆電話の利用開放、無料化を行ったとき 

    ７  特設公衆電話の設置場所を周知するとき 
８  復旧見込みをお客様に周知するとき 

    ９  その他必要に応じて行う 
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広報については、報道機関の協力を得て、テレビ・ラジオ放送、及び新聞掲 

   載等による広範囲にわたっての広報活動のほか、広報車による巡回広報及びパ 

   ソコン通信等により、地域のお客様に対する広報も積極的に実施する。 

 第４ 応急復旧対策 

  １ 応急措置 

    大規模災害によって電気通信設備に甚大な被害を受けた場合は、被災の全容 

   を迅速に把握するとともに、サービスの復旧順位、応急復旧の目標により、効 

   果的な復旧活動に努める。 

  ２ 復旧順位 

        電気通信設備に災害が発生した場合、通信の途絶の解消及び重要通信の確保 

      に努めるとともに、災害状況に応じた措置により復旧を図る。 

     (1)第１順位 

        気象機関、水防機関、消防機関、災害救助機関、警察機関、防衛機関、輸送 

   の確保に直接関係のある機関、通信の確保に直接関係のある機関、電力の供給 

   確保に直接関係のある機関 

     (2)第２順位 

        ガス、水道の供給確保に直接関係のある機関、選挙管理機関、預貯金業務を 

   行う金融機関、新聞社、通信社、放送事業者及び第１順位以外の国又は地方公 

   共団体 
  (3)第３順位 
    主要駅、空港、高速道路のインターチェンジ等災害復旧機関が頻繁に使用す 

る施設 

 第５ 災害対策本部の体制図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

法人ユーザ班 

設備情報連絡班

設備班 

資材班 

総務班 

お客様対応班 BCP運用推進者 

災害対策副本部長 

災害対策本部長 
(兼 BCP運用責任者) 
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別表 7 LP ガス災害応急対策計画 

 名 称  (社)神奈川県エルピーガス協会湘南支部  電 話   0463-55-9741 実施機関 

 所在地  平塚市田村４５９３－２  ＦＡＸ  0463-55-8069 

 第１  災害時における連絡窓口 

      地震災害時における応急対策に係る連絡窓口は、次のとおりとする。 

   １  連絡責任者 

        支部長        電話・ＦＡＸは上記と同じ 

    ２  連絡補助者 

        副支部長 

 第２  組織 

   湘南支部地域内（藤沢市、茅ヶ崎市、寒川町、平塚市、大磯町、二宮町）の地震災

害対策活動と災害情報収集活動の円滑な対応と、処理を図るために次の組織を置く。 

    １  現地対策本部の設置 

        湘南支部会館に現地対策本部を設置する。 

        なお、被災等により湘南支部会館に現地対策本部が設置出来ない場合は、支部長

事業所に設置する。 

    ２  地区及び班の設置 

        現地対策本部の下に平塚大磯二宮地区及び大磯班を設置する。 

  第３  地震災害対策活動 
  １ 緊急措置（初期点検）災害発生後概ね４８時間程度の活動 
     (1)  作業内容 

          発災直後のＬＰガスの二次災害を防止するために、ＬＰガス容器等の確認作業

（元バルブの閉栓、転倒容器の復帰、安全な場所への容器の移動等）を実施する。 

     (2)  対象 

          大磯町内ＬＰガスの全消費者 

     (3) 災害対策要員 

          自動参集した大磯町所在事業所の従事者（湘南支部会員）、（社）神奈川エル

ピーガス保安センター職員 

     (4)  指揮 

          平塚大磯二宮地区担当副本部長により大磯ブロック長が班を構成し、指揮す

る。 
  ２ 応急供給災害発生後行政機関の要請に対応する活動 
     (1) 作業内容 
          避難所、医療機関、災害活動拠点等に対し、応急的にＬＰガスを供給する。 
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別表 8 東京ガス災害応急対策計画 

 名 称  東京ガス(株)神奈川西支店 

ステーション２４（夜間・休日） 

 電 話  0466-28-3751 

 03-5332-2426 実施機関 

 所在地  藤沢市片瀬９２  ＦＡＸ  0466-28-4043 

 03-5403-2469 

 第１ 災害時における連絡窓口 

      地震災害時における応急対策に係る連絡窓口は、次のとおりとする。 

   １ 連絡責任者 

        神奈川西支店地域広報グループマネージャー    電話・ＦＡＸは上記と同じ 

    ２ 連絡補助者                   電話  0466-83-7943 

        湘南導管ネットワークセンター保全・照会工事課長 ＦＡＸ 0466-82-9256 

 第２ 被害情報の収集伝達 

   被害状況等の伝達及び情報収集の方法は、次のとおりとする。 

    １ 被害情報の伝達 

        神奈川導管事業部災害対策支部は、ガス施設等の被害状況調査を行う。また、町

災害対策本部に迅速かつ的確に被害状況と、応急対策実施状況等を必要に応じて伝

達する。 

  ２ 情報収集の方法 

    発災時の被害情報収集は、次の方法で行う。 

     (1) 供給拠点の被害状況を防災・供給部から無線でスキャンニング調査 

     (2) 出勤途上における、家屋被害及び人身被害発生情報等の収集。 

     (3) 当社が設置する地震センサーによる観測した情報を収集。 
 第３ 広報措置 

    １ 広報活動 
(1)  災害が発生した場合は、二次災害を防止するため、災害発生直後や復旧作業中
の各時点において、状況に応じた広報活動を行う。 

(2) 災害発生後、ガスの供給を継続する地区の需要家に対しては、必要に応じて保

安確保のための広報活動を行う。 

    ２ 広報の方法 
      広報については、テレビ、ラジオ・インターネット・新聞等の報道機関を通じて

行う他、必要に応じ直接当該地域へ周知する。また、地方自治体等の関係機関とも

必要に応じて連携を図る。 
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 第４ 応急対応 

   災害によりガス施設に被害が生じた場合は、二次災害の発生を防止するとともに、 

速やかに応急措置を行い、ライフライン施設としての機能を維持する。 

  １ 初期における応急対策 

   (1) 非常災害対策本部、支部の設置 

    非常災害が発生した場合、災害対策を迅速かつ適切に実施するため、本社に非常災

害対策本部を設置するとともに、神奈川導管事業部に非常災害対策支部を設置し、

全社的な応急活動組織を編成する。 

   (2) 初動に対する措置 

    ア 一定震度以上の地震が発生した場合、工場では設備被害を点検のうえ、必要に

応じて製造、供給を停止する。また、神奈川県供給エリアを 5つの大ブロック、

34の小ブロックに区分しており、被害状況に応じてブロック内のガスの送出を停

止する。 

    イ ブロック化した地域は、状況に応じて中圧導管内残留ガスの大気放散を行う。 

    ウ 被害のない地域に対しては、供給を継続する。 

   (3) 二次災害防止のための応急措置 

    ア 非常災害対策本部の指示に基づき、非常対策支部は有機的な連携を保ちつつ施

設の応急措置にあたる。 

    イ 施設を点検し、機能及び安全性を確認するともに、必要に応じて調整修理する。 

    ウ 地震の発生直後にどの地域でどれだけの被害が起きたかを「超高密度リアルタ

イム地震防災システム」により被害推定し、ガスの供給停止の必要性等を総合的

に評価して、適切な応急措置を行う。 

    エ 供給停止地域については、供給可能な範囲で供給系統の切り替え等を行い、速

やかなガス供給再開に努める。 

    オ その他現場の状況により適切な措置を行う。 

  ２ 応急復旧計画の策定 

    復旧計画の策定は、以下の事項を勘案して進める。 

     (1) 復旧計画書の策定 

    ア 復旧手順及び方法 

    イ 復旧要因の確保及び配置 

    ウ 復旧資機材の調達 

    エ 復旧作業の期間 

    オ 供給停止需要家等への支援等を考慮し計画する 
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   (1-1) 重要施設の優先復旧計画 

    ア 救急病院・老人ホーム等の社会的重要度の高い施設を優先的に復旧するよう計

画立案する 

     (2) 復旧作業 

         供給を停止した地域の復旧作業は、次により行う。 

    ア 復旧地区のブロック化 

    イ 需要家メーターコックの閉栓 

    ウ 復旧ブロック内の漏洩調査 

    エ 本支管、供給管の損傷箇所の修理 

    オ ガス流入（需要家 ガス供給） 

    カ 需要家広報 

    キ 内管検査 

    ク 内管損傷箇所の修理 

    ケ 点火試験 

    コ メーターコックの開栓 

   (3) 資機材等の調達 

     復旧用の資機材を確認し、調達を必要とする資機材は、次のいずれかの方法によ

り確保する。 

    ア 取引先、メーカーからの調達 

    イ 各支部間の流用 

    ウ 他ガス事業者からの融通 

   (4) その他現場の状況により適切な措置を行う。 
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第１１節  災害廃棄物等の処理対策 

主管部    建設経済部 

 
被災者が当面の日常生活を営むことができるようにするために、住宅の障害物を除去するとともに、

物資、人員の輸送が円滑に行われるように、主要道路の障害物を除去するほか、除去に伴い処理が必

要となるがれき等の処理方法と、ごみ・し尿等の処理方法を定める。 

 

第１項  災害廃棄物となる障害物除去の対象及び方法 

地震災害時における障害物の除去は、住民の生活に著しい支障及び危険を与えると予想される場合

並びにその他公共的立場から必要と認めるときに行うものとするが、その概要は次のとおりである。 

１．道路関係障害物の除去 

(１) 実施機関 

道路等にある障害物の除去は、原則として道路管理者が行う。 

(２) 障害物除去の対象 

道路等の障害物除去は、次の場合に行う。 
 町民の生命、財産等の保護から速やかにその障害物の除去を必要とする場合 
 障害物除去が交通の安全と輸送の確保に必要な場合 
 その他公共的立場から除去を必要とする場合 

(３) 障害物除去の方法 

道路等の障害物除去は、次の方法により行う。 
 道路管理者は、自らの組織、労力、機械器具を用いて実施するが、労力、機械等が不足する場

合は、大磯建設協会等の協力を得て行う。 
 現状回復でなく、応急的な除去に限るものとする。 
 事後の復旧に支障のないよう配慮するものとする。 

(４) 障害物除去の優先順位 

障害物除去の実施に際して優先する道路は、次のとおりとする。 
 災害の拡大防止、人命救助に必要な道路 
 緊急輸送路に使用する道路 
 不通により町民の生活に著しい支障のある道路 
 その他必要と認める道路 

(５) 他の道路管理者との協力 

道路管理者が障害物除去対策を行う場合には、他の道路管理者と密接な連絡をとり、協力して行う

ものとする。 

(６) 町道における障害物除去 

町道における障害物除去は、建設経済部が必要に応じ、大磯建設協会、県又は応援協定自治体等の

応援、協力を得て実施する。 
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２．河川関係障害物の除去 

(１) 実施機関 

河川等における障害物除去は、原則として河川管理者が行う。 

(２) 障害物除去の対象 

河川等における障害物除去は、次の場合に行う。 
 河川の溢水の防止と護岸等の決壊を防止するため必要と認める場合 
 緊急な応急措置を実施するため必要とする場合 
 その他公共的立場から除去を必要とする場合 
(３) 障害物除去の方法 

河川管理者は、被害状況に応じ大磯建設協会等の協力を得て、効果的な方法により除去するものと

する。 

 

３．住居関係障害物の除去 

(１) 実施機関 

災害によって住居又はその周辺に運ばれた土石、竹木等で、日常生活に著しい支障を及ぼしている

もの（以下「障害物」という。）の除去は、本部長が実施する。ただし、災害救助法が適用された場

合は、同法第２条及び第 30条の規定に基づき知事又は本部長が実施する。 

(２) 災害救助法による障害物除去の実施基準 

ア． 障害物除去の対象 
 居室、炊事場等生活に欠くことのできない部分又は玄関等に障害物が運びこまれているため一

時的に居住できない状態にある者 
 自らの資力では、当該障害物を除去することができない者 

イ． 障害物除去の実施期間 
障害物除去は、災害発生の日から 10日以内に完了するものとする。 
ウ． 障害物除去のための費用 
障害物除去のため支出する費用は、ロープ、スコップその他除去のため必要な機械、器具等の借上

費又は購入費、輸送費及び賃金職員等雇上費等とし、１世帯当たり 134,200円以内とする｡ 

(３) 災害応急対策上必要な費用及び期間の取扱い 

本部長は、災害応急対策上必要があると認める場合については、上記災害救助法の定める費用を超

えて障害物除去に係る費用を支出し、又は期間を超えて障害物除去を行うことができる。 

(４) 障害物除去の方法 

建設経済部は、比較的小規模なものについては自らの組織、労力、機械器具を用いて実施するが、

労力、機械等が不足する場合は、大磯建設協会等の協力を得て行う。なお、町のみでは実施が困難な

場合には、県に対し応援協力を要請する。 
障害物除去は、現状回復でなく、応急的な除去に限るものとし、事後の復旧に支障のないよう配慮

するものとする。 
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(５) 災害救助法の適用がない場合 

災害救助法の適用がない場合は、災害救助法適用の場合に準じて本部長が除去の必要を認めたもの

を対象に、障害物除去を行う。 

 

第２項  災害廃棄物等の処理 

１．災害廃棄物の処理 

地震により発生したガレキ及び建物等の解体撤去等に伴い発生した廃材等の災害廃棄物の処理は、

原則として、次により行う。 
(１) 災害廃棄物の仮置場の確保 

災害廃棄物の仮置場は、大磯運動公園南側駐車場とする。 

(２) 災害廃棄物の区分 

災害廃棄物は原則として、次により区分し処理する。 
 コンクリート系災害廃棄物  金属系災害廃棄物 
 木質系災害廃棄物  
(３) 町の応急対策に伴う災害廃棄物の処理 

建設経済部は、災害対策本部が行う応急対策に伴う災害廃棄物に関して、関係各部と協議を行い、

迅速な処理に努める。 

 

２．ごみ処理 

(１) 収集運搬方法 

排出されたごみは、場所、量に応じて収集車等を使用して迅速に処理する。 

(２) ごみ収集運搬関係車両 

ごみ収集運搬関係車両は、次のとおりである。 
実施機関 自  動  車  保  有  台  数（台） 

  大   磯   町   ダンプトラック３（３ｔ用２、軽自１）、トラック１（2ｔ用１）

  (有)田中秀男商店   パッカー車４（２ｔ用４）、ダンプトラック２（３ｔ用２）、 
トラック１（２ｔ用１） 

  (有)内田商事   パッカー車４（２ｔ用４）、トラック３（軽自２、1.5ｔ用１） 
  リネックス（有）   パワーゲート車４（1.25ｔ用３、３ｔ用１）、トラック１（軽自１）

 
(３) ごみ集積所 

ごみ集積所は、次のとおりとする。 
 平常時の集積所又は建設経済部が被災状況を勘案し、臨時に指定した場所 
 指定避難所 
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(４) 処理施設等 

収集したごみは、次の施設において処理する。 
  施設名   所   在   地   処理能力   職員数   電  話 
  大磯町ごみ焼 
 却設備 

  大磯町虫窪字タレコ 
  ヤト向５３番地 

  90ｔ／日     ４人   72－4438 

  大磯町資源ご 
  み等処理設備 

  大磯町虫窪字タレコ 
  ヤト向５３番地 

  破砕機4t/5H 
 ﾌﾟﾚｽ機2t/5H 

    ４人   72－4438 

 
処理施設が使用不能となった場合は、速やかに復旧を講ずるとともに、他自治体の処理施設の使用

について応援を要請する。ただし、他自治体の処理施設が使用不可能な場合は、環境美化センターを

仮置場として使用する。 

(５) ごみ排出ルールの周知徹底 

ごみ収集の混乱等を軽減するため、広報媒体を通じ次の点を周知徹底する。 
 可能な限りの可燃物及び不燃物の分別 
 所定の集積所への集積 
 交通への支障防止及び生活環境保全のための配慮 

(６) ごみ集積所等の防疫 

ごみの排出状況及び季節等により、必要に応じ消毒薬の散布を行うなど、環境衛生上支障がないよ

う防疫活動を実施する。 

(７) 他自治体等への応援要請 

被災状況により、人員、車両等に不足が生じた場合、又は不足が予測される場合は、「第 12 節第
１項 行政機関への応援要請」、「第 13節第２項 防災関係民間団体等の協力」等に基づき、応援要
請等を行う。 

 

３．し尿処理 

(１) 収集方法 

建設経済部は、町委託業者と緊密な連絡を取り被災地域の状況に応じ、次の車両を動員して迅速に

処理する。 
  実施機関   自  動  車  保  有  台  数（台） 
  湘南興業(有)   バキューム車４（２ｔ用４） 
  (有)大磯衛生社   バキューム車７（２ｔ用６、４ｔ用１） 

 
(２) し尿処理施設等 

収集したし尿は、次の施設で処理する。 
  施設名   所   在   地   処理能力   職員数   電  話 
  大磯町し尿処 
  理施設 

  大磯町虫窪字タレコ 
  ヤト向６６番地 

  50kl／日     ３人   72－4438 

処理施設が使用不能となった場合は、速やかに復旧を講ずるとともに、他自治体の処理施設の使用

について応援を要請する。 
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(３) 他自治体等への応援要請 

被災状況により、人員、車両等に不足が生じた場合、又は不足が予測される場合は、「第 12 節第
１項 行政機関への応援要請」、「第 13節第２項 防災関係民間団体等の協力」等に基づき、応援要
請等を行う。 

(４) 仮設トイレの設置等 

ア． 仮設トイレの設置 
 指定避難所に、避難人員に応じた仮設トイレを設置する。 
 水道、電気や下水道の被害状況を勘案し、公園その他の空き地を利用し、仮設トイレを可能

な限り設置する。 

イ． 仮設トイレの消毒等 
仮設トイレの設置状況や季節等を考慮し、必要に応じ消毒薬の散布を行うなど、環境衛生上支障が

ないよう防疫活動を実施する。 

 

資 料 

協定締結団体等一覧表 
災害時における応急復旧工事等の協力に関する協定書 
大磯建設協会が保有する主要建設機械保有量一覧表 
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第１２節  広域的応援体制 

主管部    政策総務部 本部事務局 関係各部 

 
町域にかかる災害の防除及び救護活動等が町の体制では、十分行い得ないと認めた場合の広域的応

援体制を定める。 

 

第１項  行政機関への応援要請 

１．協力体制 

地震により災害が発生した場合、各防災機関は、あらかじめ定めてある所掌事務又は業務にしたが

って応急対策を実施するが、必要に応じて他の機関に協力を求めるなどして、災害対策の円滑な実施

を期するものとする。 
本項においては、これら相互協力体制について必要な事項を定める。 
なお、地震災害時の防災協力体制は、次のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

要請等の内容 要請等の根拠 
相互応援協定に基づく応援要請 災害時相互応援協定 
災害の応急措置のための応援要請 災害対策基本法第 67条第１項 
地方公共団体職員の派遣要請 地方自治法第 252条の 17 
応急措置の応援又は応急措置の実施要請 災害対策基本法第 68条第１項 
災害応急対策又は災害復旧のための指定地方行政機関の
職員の派遣あっせん要求 

災害対策基本法第 30条第１項 

災害応急対策又は災害復旧のための他の地方公共団体職
員の派遣あっせん要求 

災害対策基本法第 30条第２項 

災害応急対策又は災害復旧のための当該指定地方行政機
関の職員の派遣要請 

災害対策基本法第 29条第１項 

災害応急対策又は災害復旧のための当該指定地方行政機
関の職員の派遣要請 

災害対策基本法第 29条第２項 

自衛隊に対する災害派遣要請 自衛隊法第 83条 

自衛隊 

他市町村 

民間団体等

他都道府県

災害派遣 

県知事 
災害対策本部 

応  援 
職員派遣 

協  力 

応  援 
職員派遣 

大磯町長 
災害対策本部 

応  援 

職員派遣 指定行政機関 
指定地方行政機関 

指定公共機関 
指定地方公共機関 
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２．相互応援協定団体に対する応援要請 

(１) 応援要請の範囲 

応援要請の範囲は、次のとおりとする。 
 食料、飲料水及び生活必需品並びにその供給に必要な資機材の提供 
 被災者の救出、救急医薬品及び施設等の応急復旧等に必要な資機材の提供 
 消火、救護等、応急復旧活動等に必要な職員の派遣 
 ボランティアの支援、斡旋 
 児童生徒の受入れ 
 被災者に対する住宅の斡旋 
 その他特に要請のあった事項 

(２) 応援要請の手続等 

応援要請の手続等は次のとおりとする。 
町における応援要請者は町長、連絡責任者は政策総務部長とする。 
なお、町長が不在又は町長と連絡がとれない場合の応援要請者は、「第２節第２項１．（１）災害対

策本部の設置及び組織」の意思決定者によるものとする。 
応援要請の手続は、政策総務部総務班が行う。 
応援の要請には、次の事項を記載した文書をもって行うものとする。ただし、緊急を要する場合に

は、電話又はその他の方法をもって要請し、事後速やかに文書を提出するものとする。 
 災害の概況及び支援を要する事由 
 物資、資機材等の提供を要請する場合にあっては、その種類及び数量 
 職員の派遣を要請する場合にあっては、職員の職種及び人員 
 活動内容並びに集結場所及び支援場所への経路 
 支援の期間 
 その他応援要請に必要な事項 
(３) 経費の負担 

経費の負担は、各協定に基づくものとする。 

 

３．他の地方公共団体に対する応援要請 

(１) 応援要請の基準 

町に地震災害が発生した場合において、応急措置を実施するため必要があると認めるときは、災害

対策基本法第 67条第１項に基づき、他の市町村長等に対し応援を求める。 

(２) 応援に従事する者の指揮 

上記の要請により派遣され応援に従事する者は、本部長の指揮の下に行動するものとする。 

(３) 応援要請の手続 

応援要請の手続は、２．の（２）に定める相互応援協定団体に対する応援要請の手続に準じて、各

関係部が行う。 
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(４) 湘南地区災害時職員相互派遣の取扱い 

湘南地域県政総合センター管内の５市３町で構成する災害時の職員相互派遣の取扱いについては、

協定書及び申合せ事項の定めるところにより対応するものとする。 

(５) 経費の負担 

他市町村から町に派遣を受けた職員に対する給与及び経費の負担方法は、災害対策基本法施行令第

18条による。 

 

４．知事に対する応援要求と応急措置要請 

(１) 応援要求及び応急措置要請の基準 

町に地震災害が発生し、応急措置を実施するため必要があると認めるときは、災害対策基本法第

68条に基づき、知事に対し応援を求め、又は県が行うべき応急措置の実施を要請する。 

(２) 応援要求等の方法 

応援要求及び応援措置要請者は本部長とし、その手続等は本部事務局が行う。 
要求及び要請先は、知事（安全防災局災害対策課）とする。 
要求及び要請の手続は、次の事項を記載した文書をもって行う。ただし、緊急を要する場合は、電

話又はその他の方法をもって要求等を行い、事後速やかに文書を提出するものとする。 
 災害の状況 
 応援の要求又は応急措置の要請の理由 
 応援又は応急措置の内容及び期間 
 その他の応援の要求又は応急措置の要請に関し必要な事項 

(３) 経費の負担 

県から町に派遣を受けた職員に対する給与及び経費の負担方法は、災害対策基本法施行令第 18条
による。 

 
５．職員の派遣要請及び派遣あっせん要求 

(１) 指定地方行政機関の職員の派遣要請 

災害応急対策又は災害復旧のため必要があるときは、災害対策基本法第 29条第２項に基づき、指
定地方行政機関の長に対し、当該機関職員の派遣を要請する。 

(２) 指定地方行政機関の職員の派遣あっせん要求 

災害応急対策又は災害復旧のため必要があるときは、災害対策基本法第 30条第１項に基づき、知
事に対し、指定地方行政機関の職員の派遣のあっせんを要求する。 

(３) 他の普通地方公共団体の職員の派遣あっせん要求 

災害応急対策又は災害復旧のため必要があるときは、災害対策基本法第 30条第２項に基づき、知
事に対し､地方自治法第 252 条の 17 の規定による他の普通地方公共団体の職員の派遣のあっせんを
要求する。 
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(４) 職員の派遣要請及び派遣あっせん要求の手続 

ア． 職員の派遣要請手続 
指定地方行政機関の長に対して職員の派遣を要請するときは、災害対策基本法施行令第 15条に基
づき、次に掲げる事項を記載した文書をもって行う。 

 派遣を要請する理由 
 派遣を要請する職員の職種別人員数 
 派遣を必要とする期間 
 派遣される職員の給与その他の勤務条件 
 前各号に掲げるもののほか、職員の派遣について必要な事項 

イ． 職員の派遣あっせん要求手続 
知事に対し、指定行政機関又は指定地方行政機関の職員の派遣のあっせんを求めるときは、災害対

策基本法施行令第 16条に基づき、次に掲げる事項を記載した文書をもって行うものとする。 
 派遣のあっせんを求める理由 
 派遣のあっせんを求める職員の職種別人員数 
 派遣を必要とする期間 
 派遣される職員の給与その他の勤務条件 
 前各号に掲げるもののほか、職員の派遣について必要な事項 

ウ． 経費の負担 
指定行政機関又は指定地方行政機関から町に派遣を受けた職員に対する給与及び経費の負担方法

は、災害対策基本法施行令第 18条による。 

 

６．派遣隊等の受入れ 

上記の行政機関への派遣要請等により、派遣隊等が決定した場合の受入れは次により行う。 

(１) 関係部への連絡 

本部事務局は、派遣隊等が決定した場合は、当該派遣隊等の人員、到着日時等の必要な事項を政策

総務部及び派遣に関係する部に対し、速やかに連絡する。 

 
(２) 派遣隊等の受入準備 

政策総務部及び関係部は、派遣隊等の決定の連絡を受けた場合は、次の受入準備を行う。 
部   名 準備内容 

政策総務部 ① 到着場所の確認又は確保 
② 宿泊又は宿営場所の確保 
③ 受入れ、引渡し等関係部との必要な調整 
④ その他受入れに関する必要な準備 

関係各部 ① 業務に関する必要資機材、車両等の確保 
② 現場への輸送手段の確保 
③ 業務に関する図面、資料、情報等の準備 
④ 食料、飲料水等の確保 
⑤ その他業務遂行に関する必要な準備 
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(３) 受入手続等 

ア． 政策総務部 
政策総務部は、派遣隊等を受け入れたときは、その責任者に対し、宿泊又は宿営地、派遣期間中の

対応、連絡方法等必要な案内を行った後、速やかに関係各部の責任者に引き継ぐものとする。 

イ． 関係各部 
関係各部は、当該派遣隊等の現地への誘導、業務の事前調整等を行うとともに、当該業務が終了す

るまで派遣隊等との連絡、応対等にあたるものとする。 
また、派遣隊等の団体名、人員、業務内容、業務場所、責任者名及び連絡先等について必要な記録

を行うとともに、活動状況を必要に応じて政策総務部総務班を通じ本部長に報告するものとする。 
なお、業務終了後速やかに活動記録を本部長に提出するものとする。 

 

７．派遣隊等の撤収 

(１) 本部長への報告 

派遣隊等の活動期間が終了した場合、又は活動の必要がなくなった場合には、当該派遣隊等に関係

する部長は、速やかに本部事務局を通じて本部長に報告し、指示を受けるものとする。 

(２) 知事等への撤収要請 

町長は、派遣隊等の活動期間が終了し、又は活動の必要がなくなったと認める場合には、知事又は

関係自治体等に対し撤収を要請する。 
撤収に係る知事等への要請手続は、本部事務局が行い、速やかにその結果を関係部及び政策総務部

総務班に連絡する。 

(３) 撤収の手続 

派遣隊等の撤収に係る手続は、本部事務局と関係各部がその都度協議して行うものとする。 

 

第２項  自衛隊への災害派遣要請 

１．災害派遣要請 

(１) 災害派遣要請等の基準 

ア． 知事に対する派遣要請の要求 
町域に係る災害が発生し、又は、まさに発生しようとしている場合において、人命又は財産の保護

のため応急措置を実施する必要があり、災害対策本部及び防災関係機関等の動員だけでは不可能と認

められるとき、知事に対し自衛隊の派遣要請を求める。 

イ． 知事に派遣要請の要求ができない場合の災害状況の通知 
町長は、通信の途絶等により知事に自衛隊への派遣要請の要求ができない時は、最寄りの部隊等の

長に災害状況を通知する。この場合、事後速やかに知事に対し所定の手続をとるものとする。 

(２) 災害派遣要請の範囲 

自衛隊の災害派遣を要請する範囲は、災害の規模や収集した被害情報から判断し、人命又は財産の

保護のため、必要であると認める場合とする。要請の範囲は、おおむね次のとおりである。 
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ア． 被害状況の把握 
車両、艦艇、航空機等状況に適した手段による偵察 

イ． 避難の援助 
避難者の誘導・輸送等 

ウ． 遭難者等の捜索援助 
死者・行方不明者・負傷者等の捜索救助（ただし、緊急を要し、かつ他に適当な手段がない場合他

の救援作業等に優先して実施） 

エ． 水防活動 
堤防護岸等の決壊に対する土のうづくり、積み込み及び運搬 

オ． 消防活動 
利用可能な防火用具等による消防機関等への協力 

カ． 道路又は水路の啓開 
道路又は水路等交通路上の障害物の排除、施設の損壊又は障害物がある場合の啓開除去、街路、鉄

道線路上の崩土等の排除 

キ． 応急医療・救護・防疫 
負傷者の応急医療、救護及び大規模な感染症等の発生に伴う応急防疫等（薬剤等は県又は町におい

て準備） 

ク． 人員及び物資の緊急輸送 
緊急を要し、かつ他に適当な手段がない場合、緊急患者・医師その他救難活動に必要な人員及び救

援物質の緊急輸送（航空機による輸送は、特に緊急を要する場合に限る） 

ケ． 炊飯及び給水 
緊急を要し他に適当な手段がない場合 

コ． 救援物資の無償貸与又は譲与 
「防衛省所管に属する物品の無償貸付及び譲与等に関する省令」（昭和 33 年総理府令第１号）に

よる。（ただし、譲与は、県市町村その他公共機関の援助が受けられず、当該物品の譲与を受けなけ

れば生命身体が危険であると認められる場合に限る） 

サ． 危険物の保安及び除去 
能力上可能なものについて火薬類、爆発物等危険物の保全措置及び除去 

シ． その他知事が必要と認めるもので自衛隊との協議が整ったもの 
(３) 災害派遣要請の手続 

ア． 知事に対する派遣要請要求 
町長は、自衛隊の派遣を要請すべき事態が発生した場合、次により知事に派遣要請を要求する。 
(ア) 要請窓口 

神奈川県安全防災局災害対策課応急対策グループ 
電話 045－210－3430  夜間直通 045－210－3456 
防災行政通信網 9－400－9301  夜間 9－400－9313～9316 
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(イ) 要求の方法 

要請の要求は、次の事項について、神奈川県安全防災局災害対策課に対して本部事務局が文書で行

うものとする。ただし、緊急を要する場合は、電話等をもって要請し、速やかに事後文書を送付する

ものとする。 
 災害の状況及び派遣を要請する理由  派遣を希望する区域及び活動内容 
 派遣を希望する期間  その他参考となるべき事項 

イ． 知事に派遣要請の要求ができない場合の自衛隊への通知 
自衛隊に対する通知者は町長とする。また、災害状況等の通知に関する手続は、本部事務局が行う。 
 

緊急の場合の連絡先 
区   分 担 当 窓 口 所 在 地 等 

第 31普通科連隊第３科 横須賀市御幸浜１－１ 
電話 046－856－1291 
内線 630､634（夜間 629） 

第４施設群第３科 座間市座間 
電話 046－253－7670 
内線 233 

第１師団第３部防衛班 東京都練馬区北町４－１－１ 
電話 03－3933－1166 
内線 239 

陸上自衛隊に対す
るもの 

東部方面総監部防衛部防衛課 東京都練馬区大泉学園町 
電話 048－460－1711 
内線 2256 

横須賀地方総監部防衛部オペレーシ
ョン室 

横須賀市西逸見町１丁目無番地 
電話 046－822－3500 
内線 2222､2223 
電話 046－823－1009 直通 

海上自衛隊に対す
るもの 

第４航空群司令部 綾瀬市無番地 
電話 0467－78－8611 
内線 2245､2246 

 
２．災害派遣部隊受入体制 

(１) 連絡窓口の明確化 

自衛隊との連絡、交渉の窓口は、本部事務局とする。また、現場における連絡、交渉の窓口は、自

衛隊の作業の内容に関係する部とする。 

(２) 作業計画の樹立及び資機材等の準備 
項 目 内 容 

連絡・調整員受け入れ
場所の確保と誘導 

連絡・調整員等受入に際し、災害対策本部等近傍に、所要の通信器材機
材等設置スペース等を確保・準備する。また、災害地に自衛隊員が到着
するために必要な誘導を行う。 

資機材の確保 災害状況により自衛隊員の作業に必要な資材を確保し、到着と同時に作
業の開始ができるようにしておくものとする。 
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項 目 内 容 

作業計画の作成 自衛隊の活動が他の機関の活動と競合重複しないよう効率的な作業分担
に配慮し、総合調整のとれた作業計画を定める。 

宿営地等の準備 派遣部隊に対し、作業が円滑に行えるよう宿営地・車両駐車場・し尿処
理設備等必要な設備を整える。 

食料等の準備 災害状況等により、本部事務局と派遣部隊の長との間で協議して措置す
るものとする。なお、食料等の準備が必要となる場合は、建設経済部及
び作業に関係する部に連絡する。 

 
(３) 災害派遣部隊到着後の処置 

自衛隊の作業中は、常に連絡員を同行させ、作業状況を把握するとともに、随時本部事務局に報告

するものとする。連絡員の派遣、状況の把握及び政策総務部への報告は、作業の内容に関係する部が

行う。 

(４) 知事への報告 

本部長は、自衛隊の作業状況を把握した結果を随時知事に報告する。 

 

３．要請の変更及び災害派遣部隊の撤収 

(１) 要請の変更 

町長は、自衛隊の派遣期間、人員等の変更を必要とする場合は、その理由を付して知事に対して具

申する。この場合の手続は、１．（３）のアに準じて行うものとする。 

(２) 災害派遣部隊の撤収 

町長は、災害派遣活動が終了した場合及び派遣の必要がなくなったと認められた場合には、速やか

に知事に対し撤収の要請について協議する。 

 

４．経費の負担 

自衛隊の救援活動に要した経費は、原則として、派遣を受けた町が負担するものとし、その内容は、

おおむね次のとおりとする。 
 派遣部隊が、救援活動を実施するために必要な資材機材（自衛隊装備に係るものを除く）等の

購入費、借上料及び修繕費 
 派遣部隊の宿営に必要な土地、建物等の使用料及び借上料 
 派遣部隊の宿営及び救援活動に伴う光熱、水道、電話及び入浴料等 
 派遣部隊の救援活動実施に際し生じた（自衛隊装備に係るものを除く）損害の補償 
 その他救援活動の実施に要する経費で負担区分に疑義ある場合は、自衛隊と町が協議する。 
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５．ヘリコプター臨時離着陸場等 

(１) ヘリコプター臨時離着陸場 

自衛隊の災害派遣に係るヘリコプター臨時離着陸場は次のとおりとする。 
発 着 場  面 積 

名 称 所 在 地 等 
東西×南北 面 積 

大磯中学校運動場 東小磯 261  電 話  61 －

0073 

105m×72m 7,560m２ 

国府小学校運動場 月京 15   電 話  71 －
0400 

80m×60m 4,800m２ 

国府中学校運動場 月京 40   電 話  71 －

0410 

100m×50m 5,000m２ 

大磯運動公園野球場 国府本郷 2126-1 電話 61－8822 111m×111m 11,560m２ 
 
(２) 自衛隊員宿営地 

自衛隊員の宿営地は次のとおりとする。 

名    称 所 在 地 等 
 大磯運動公園  国府本郷 2126-1 電話 61－8822 

 
資 料 
協定締結団体等一覧表 
災害時相互応援協定の締結団体一覧表 

平塚市、大磯町、二宮町の災害時相互協力に関する協定 

平塚市、大磯町、二宮町の災害時相互協力に関する協定実施細目 

災害時における大磯町、江差町相互の応援に関する協定 

災害時における大磯町、江差町相互の応援に関する協定実施細目 

東海道五十三次市区町災害時相互応援に関する協定書 

姉妹都市災害時相互応援に関する協定書 

湘南地区災害時職員相互派遣に関する協定書 

湘南地区災害時職員相互派遣に関する協定の申合せ事項 

自衛隊ヘリコプターの離着陸要領及び発着場選定基準 
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第１３節   相互協力 

主管部    政策総務部 町民福祉部 関係各部 

  
地震災害発生時に各応急対策を実施するにあたって重要となる町民、地区及び自主防災組織、防災

対策上関係すると認められる民間団体等の活動や協力が円滑かつ効果的に行われるための対応等に

ついて必要な事項を定める。 

 

第１項  町民等、自主防災組織の協力 

１．町民等の責務 

町民、地区及び事業所等は、自ら災害に備えるための手段を講ずるとともに、自発的な防災活動に

参加する等防災に寄与するよう努めるものとする。 
 

２．町民等の活動 

(１) 町民及び地区の活動 

町民及び地区は、災害発生時には次の活動を行うものとする。 
 出火防止、初期消火活動の協力  被災者の救出、救護活動の協力 
 情報を収受したときの町本部への連絡  自主防災組織活動の協力 
 避難、給食等に際しての協力  その他必要な災害応急対策業務の協力 

(２) 事業所の活動 

事業所は、災害発生時には次の活動を行うものとする。 
 当該事業所の出火防止、初期消火活動  要請があった場合の地域における自主防災

組織活動の協力 
 従業員等の安全確保、避難等の措置  その他要請があった場合の災害応急対策業

務の協力 
 要請があった場合の地域における救助活

動等の協力又は必要な機材等の貸与、譲与

  

 

３．自主防災組織の活動 

(１) 自主的に行う活動 

災害発生時直後において、自主防災組織が自主的に行う活動は次のとおりとする。 
 出火防止、初期消火活動  自主防災組織本部の設置 
 救出、救護活動  区域内の情報収集、伝達 
 避難活動  その他緊急又は必要と認められる活動 
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(２) 町又は防災関係機関に協力する活動 

町又は防災関係機関の応急対策の開始後は、これらの補完的活動として次の応急対策業務に協力す

るものとする。この場合、活動を行うにあたっては、災害対策本部又は防災関係機関の要請等に基づ

き行うものとする。 
 給水、給食及び救援物資の配分等  住民の避難施設の入所時、移動時の名簿登録の徹底

 清掃、防疫活動  避難施設等の運営 
 区域内住民の安否情報収集  その他必要な応急対策業務の協力 
 住民の避難先、連絡先等の住居への表示の徹底  

 

４．事業所、自主防災組織等に対する活動の要請方法 

(１) 事業所の活動の要請方法 

ア． 活動の要請者  
事業所に対する活動要請は、本部長又は自主防災組織の責任者が必要と認めたとき、事業所の責任

者に対して行うものとする。 

イ． 要請の手続 
上記活動要請を行う場合は、次の点について明らかにし、活動が円滑に行われるよう配慮するもの

とする。 
 活動の場所、時間又は期間  機材の貸与等の場合は、その必要とする機材の種類、数量

 協力希望人員  その他参考となる事項 
 活動内容  
(２) 自主防災組織等の活動の要請方法 

ア． 活動の要請者  
自主防災組織、地区に対する活動要請は、本部長が必要と認めたとき、自主防災組織、地区の責任

者に対して行うものとする。 
イ． 要請の手続 
上記活動要請を行う場合は、次の点について明らかにし、活動が円滑に行われるよう配慮するもの

とする。 
 活動の場所、時間又は期間  調達を必要とする資機材等の種類、数量 
 協力希望人員  その他参考となる事項 
 活動内容   
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第２項  防災関係民間団体等の協力 

１．防災に関係する民間団体等 

(１) 民間団体等の範囲 

本項において、防災対策上関係する民間団体等とは、大規模災害等の場合において、町が災害応急

対策を実施するうえで特に協力が必要と認められる町内の次のような民間の各種団体、組織等（以下

「民間団体等」という。）をいうものとする。 
 公共的団体（総則第４節 防災機関等の業務大綱等のうちの公共的団体） 
 地域活動関係団体（大磯地区交通安全協会等） 
 教育関係団体（幼小中学校ＰＴＡ等） 
 社会奉仕関係団体（大磯町災害救護赤十字奉仕団等） 
 商工業等関係団体（神奈川県エルピーガス協会湘南支部等） 
 その他防災対策上関係すると認められる団体 

(２) 民間団体等の自主活動と町の応急対策への協力 

ア． 民間団体等の自主活動 
地震災害発生時において、民間団体等は、各団体等の地震災害発生時の活動規範等に従い、自ら可

能な範囲で各種活動又は業務サービスの提供等に努めるものとする。 
イ． 町の応急対策業務への協力 
町の行う災害応急対策に関し、町から協力要請のあった場合は、民間団体等は可能な範囲で協力す

るものとする。 

(３) 民間団体等のボランティア活動 

民間団体等が自らボランティアとして活動を行う場合については、「第 14 節第１項 ボランティ
アの協力」の定めるところによる。 

 

２．協力要請の範囲 

(１) 協定等を締結している場合等 

民間団体等との協力協定等が締結されている場合、又は公共的団体等この地域防災計画に別に定め

のある場合には、その内容の範囲で協力を要請するものとする。 
上記にかかわらず、大規模災害時等において本部長が特に必要と認める場合は、協定内容の範囲を

超えて、別途、次の（２）に掲げる範囲で協力を要請することができるものとする。 

(２) 協定等を締結していない場合等 

協力協定等が締結されていない民間団体等については、災害や応急対策の状況、民間団体等の活動

内容、構成人員、業種等の特性を考慮し、主として次に掲げる活動等の範囲において、必要に応じ協

力を要請するものとする。 
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町の応急対策活動に係る
活動 

 被災者の救助活動 
 医療、救護活動 
 被災者への炊出し活動 
 飲料水、食料、物資等の配送活動 
 救援物資の仕分け、運搬、配分活動 
 被害等の情報収集、調査活動 
 被災者の安否確認活動 
 避難施設等における各種奉仕活動 
 清掃、防疫活動 
 災害時要援護者に対する支援活動 
 応急危険度判定活動 
 その他町の応急対策活動に係る活動 

物資等の調達、各種業務
サービス等の提供 

 災害応急対策に係る食料、生活必需物資、資機材等の調達、供給
 各業種の組織等を通じた各種業務サービス等の提供 

その他本部長が特に必要
と認めた活動等 － 

 
３．協力要請の方法等 

(１) 協力の要請者 

民間団体等に対する協力の要請は、本部長が必要と認めたとき、当該団体等の責任者に対して行う

ものとする。 

(２) 要請の手続 

上記協力要請を行う場合は、原則として協定等の定めるところによるが、当該団体等に対し次の点

について明らかにし、活動が円滑に行われるよう配慮するものとする。 

応急対策に係る活動を要
請する場合 

 活動の場所、時間又は期間 
 協力希望人員 
 活動内容 
 活動に必要な資機材等の種類、数量 
 活動に必要な経費負担等 
 その他参考となる事項 

物資等の調達、業務サー
ビス等を要請する場合 

 必要な物資等の種類、数量（サービス等の内容、人員） 
 物資等の納入（サービス等の提供）の期日、場所 
 物資等の納入、搬送（サービス等の提供）の方法 
 物資の調達、納入（サービス等の提供）等に必要な経費負担等 
 その他参考となる事項 

 

４．協力が決定した場合の措置 

(１) 協力決定の伝達、指示 

本部事務局は、民間団体等の応急対策活動等の協力が決定したときは、災害対策本部の各部長に対

し、速やかにその内容を伝達するとともに、必要な指示を行う。 

(２) 各部等における受入れ措置等 

民間団体等の協力が決定した各部長は、必要に応じて速やかに次の措置を講ずる。 

ア． 受入れ準備 
活動等に必要な資機材等をあらかじめ確保するとともに、人員、機材等の輸送計画を立てる。 
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イ． 必要職員の派遣 
必要な場合は、活動地又は物資の納入先等に誘導するための職員を派遣する。 

ウ． 活動状況等の把握 
必要な場合は、職員を派遣し活動状況等を把握するとともに、災害対策本部との連絡にあたらせる。 

エ． その他必要な措置 
その他活動等が円滑に行われるための必要な措置を講ずる。 

(３) 活動終了時の報告 

活動等が終了したときは、各部長は、次の事項を明らかにした報告書を本部長に提出する。 
 活動等の場所、時間又は期間  調達した資機材等の種類、数量 
 活動等の人員  活動等に要した経費 
 活動等の内容  活動等の効果 
 事故ある場合は、その内容  その他参考となる事項 

 

資 料 
協定締結団体等一覧表 
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第１４節  災害救援ボランティアの支援活動 

主管部    町民福祉部 

 
発災後、災害救援ボランティアが円滑に活動できるよう、県が設置するボランティア活動支援拠点

と、社会福祉協議会が設置する災害ボランティアセンターの役割分担を明確にするほか、県と連携を

とり、活動に必要となる場所・資機材・活動資金等の確保に帯する便宜の提供について必要となる事

項を定める。 

 

第１項  ボランティアの協力 

１．ボランティア活動の要請範囲 

災害対策本部が、ボランティアの救援活動を要請する場合の範囲は、次のとおりとする。 
 指定避難所等の運営の援助  医療、看護、保健及び介護 
 救援物資の配分及び配送  手話通訳等の福祉活動 
 給水及び給食  清掃及び防疫 
 安否情報の収集整理等  その他必要と認める活動 

 

２．ボランティアの要請手続 

(１) 災害対策本部における要請手続 

災害対策本部各部において活動の要請を必要とするときは、各部長が次の事項を明らかにして、町

民福祉部に要請する。 
 活動の内容  必要と思われる人員 
 活動の場所及び期間  その他参考となる事項 

町民福祉部は、各種の要請内容を整理調整し、ネットワークに対しボランティアの派遣要請を行う。 

(２) ネットワークにおける手続 

ネットワークは、ボランティアの派遣要請があったときは、ボランティアを速やかに派遣するとと

もに、必要に応じ広報、報道機関等を通じて町内外に対しボランティアの救援、協力要請を行うもの

とする。 
また、ネットワークは、町民福祉部を通じて災害対策本部等の救援活動要請の状況を常に掌握する

とともに、申し込み希望のあるボランティアの掌握も行い、ボランティアの要請が効率的に行われる

よう努めるものとする。 

 

３．ボランティアの受入れ手続 

ネットワークがボランティアを受け入れる場合の手続は、次のとおりとする。 
 ボランティアを希望する団体又は個人に対し、必ず事前に受付を行うことを周知するとともに、

活動にあたっては、必要な手続を行い、所定の指示をしたうえで、活動につかせるものとする。 
 必要な場合には、現地案内又は業務指示等に必要な係員を派遣するものとする。 
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 必要な場合には、町民福祉部と協議し、資機材又は関係資料等の貸与等を行うものとする。 

 

４．ボランティアの身分に関する取扱い 

(１) 活動に対する報酬等の取扱い 

ボランティアとしての特性等を考慮して、その活動に係る報酬等の取扱いは、次のとおりとする。 
 ボランティア救援活動に対しては、原則として無報酬とする。 
 ボランティア救援活動に係る食料及び宿泊場所等の確保については、原則として自己の負担と

する。 
 ボランティア救援活動に係る災害の補償については別に定める。 

(２) ボランティア救援活動従事者の留意事項 

ボランティア救援活動従事者は、次の点に留意しなければならない。 
 活動を行う前に、ネットワークに対し、所定事項を届け出る。 
 活動を行うにあたっては、ネットワーク又は現場責任者の指示に従う。 
 予定の活動を終了したとき又は途中で終えたときは、現場責任者又はネットワークに報告する。 
 救援活動中に事故等が生じたときは、現場責任者又はネットワークに報告し、指示を受ける。 

 
５．ボランティア活動拠点 

町は、災害時のボランティアの対応及び活動の拠点として、ふれあい会館を提供するものとする。 

 

６．ネットワーク及び町本部の事務等 

ネットワーク及び町民福祉部は、概ね次の事務又は業務を行う。 
区 分 事務又は業務の内容 

ネットワーク 

  ① ボランティアの受入れ 
  ② ボランティアが必要な場合の協力要請 
  ③ 従事者に対する作業等の割振り及び必要な指示 
 ④ ボランティアの身分の取扱い 
  ⑤ ボランティア活動に必要な情報の収集、提供 
  ⑥ 町民福祉部との連絡調整 
  ⑦ その他ボランティア活動に必要な事務 

町民福祉部 

  ① 災害情報、生活情報等ボランティア活動に関する情報の提供 
  ② 必要な資機材等の提供 
  ③ 必要な職員等の派遣 
  ④ 必要な財政措置 
  ⑤ ネットワークとの連絡調整 
  ⑥ その他ボランティア活動に必要な支援 

 

７．ネットワーク組織が設立されるまでの間における暫定措置 

ボランティアのネットワーク組織が設立されるまでの間に、地震災害が発生した場合のボランティ

ア対応業務は、本項に準じ、町民福祉部が社会福祉協議会等関係機関の協力を得て暫定的に行うもの

とする。 



 

地震災害対策編・第３章 第１５節 -１ 

第１５節  災害救助法関係 

主管部    本部事務局 各部 

 
災害救助法による救助は、震災に際しての飲料水、食料、医療等の応急的、一時的救助を行うこと

によって、り災者の生活の保護と社会秩序の保全を目的として実施するものである。本節は、これら

災害救助法の適用について必要な事項を定める。 

 

第１項  災害救助法の適用基準 

１．適用基準 

災害救助法の適用は、知事が行うが、本町における具体的適用基準は、次のとおりである。 
 町の区域内で住家の滅失した世帯数が 60世帯以上である場合 
 県の区域内で住家の滅失した世帯数が 2,500世帯以上であって､町の区域内の住家の滅失した
世帯数が 30世帯以上である場合 

 県の区域内で住家の滅失した世帯数が 12,000世帯以上である場合又は当該災害が隔絶した地
域に発生したものである等特別な事情がある場合であって、多数の世帯の住家が滅失した場合 

 多数の者が生命又は身体に危害を受け、又は受けるおそれが生じた場合 

 

２．被災世帯数の算定基準 

住家が滅失した世帯数の算定に当っては、住家が半壊し、又は半焼するなど著しく損傷した世帯は

２世帯をもって、住家が床上浸水、土砂の堆積等により一時的に居住することができない状態となっ

た世帯は３世帯をもって、それぞれ住家の滅失した１世帯とみなす。 

 

３．被害状況認定基準 

(１) 人的被害 

ア． 死者 
災害が原因で死亡し、遺体を確認したもの、又は遺体を確認することができないが、死亡したこと

が確実なもの。 
イ． 行方不明 
災害が原因で所在不明となり、かつ、死亡の疑いのあるもの。 

ウ． 負傷（重傷者、軽傷者） 
災害のため負傷し、医師の治療を受ける必要のあるもののうち、重傷とは１月以上の治療を要する

見込みのものとし、軽傷とは１月未満で治療できる見込みのもの。 

(２) 住家の被害 

ア． 全壊、全焼、流失 
住家の損壊、焼失若しくは流失した部分の床面積が、その住家の延床面積の 70％以上に達した程
度のもの、又は住家の主要構造部の被害額が、その住家の時価の 50％以上に達した程度のもの。 
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イ． 半壊、半焼 
損壊部分が、その住家の延床面積の20％以上70％未満のもの、又は住家の主要構造部の被害額が、
その住家の時価の 20％以上 50％未満のもの。 

ウ． 一部損壊 
住家の損壊程度が、半壊に達しない程度のもの。 

エ． 床上浸水 
浸水がその床上に達した程度のもの、又は土砂、竹木等の堆積等により、一時的に居住することが

できない状態となったもの。 
オ． 床下浸水 
住家が床上浸水に達しない程度のもの。 

 

４．世帯数及び住家の単位 

(１) 世帯 

生計を一にしている実際の生活単位をいう。 

(２) 住家 

現実に居住のため使用している建物をいう。 
 

第２項  災害救助法の適用手続 

１．適用の要請 

災害に際し、本町における災害が、第１項の災害救助法の適用基準に該当し、又は該当する見込み

があるときは、本部長は直ちにその旨を知事に報告し、災害救助法の適用を知事に要請するものとす

る。 
ただし、災害の事態が急迫して、知事による救助の実施を待つことができないときは、本部長は、

災害救助法の規定による救助に着手し、その状況を直ちに知事に報告し、その後の処置に関して知事

の指揮を受けるものとする。 

 

２．適用要請の手続 

本部長が災害救助法の適用を知事に要請する場合は、県安全防災局に対し、次に掲げる事項につい

て、とりあえず電話又は無線をもって要請し、後日文書によりあらためて処理するものとする。 
 災害発生の日時及び場所  すでにとった救助措置及びとろうとする救助措置 
 災害の原因及び被害の状況  救助種類別実施状況 
 法の適用を必要とする理由  その他必要な事項 

 

３．適用要請事務の所管 

知事に対する災害救助法の適用要請事務は、本部事務局が行う。 
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第３項  救助の種類及び期間等 

災害救助法による救助の種類及び期間等は、県の災害救助法施行規則（昭和 34 年規則第 90 号）
及び同規則に基づく災害救助法施行規則による救助の程度等（昭和 40 年告示第 561 号）によるが、
その概要は次のとおりである。 
なお、その他の救助の程度、方法及び費用等は、同告示の定めるところによる。 

救助の種類 期間等 
１  避難所の開設 ７日以内 
２ 応急仮設住宅の供与 20日以内に着工 
３ 炊出しその他による食品の供与 ７日以内 
４ 飲料水の供給 ７日以内 
５ 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与 10日以内 
６ 医療 14日以内 
７ 助産 ７日以内 
８ 災害にかかった者の救出 ３日以内 
９ 住宅の応急修理 １カ月以内 
10  学用品の給与 教科書 １カ月以内、文房具等  15日以内
11 埋葬 10日以内 
12 遺体の捜索及び処理 10日以内 
13 障害物の除去 10日以内 

(注)１ 期間は、災害発生の日（助産は分べんの日）から起算する。ただし、厚生労働大

臣の承認により期間の延長ができる。 
２ 災害救助法による救助は、同法第２条及び第 30条の規定に基づき知事または本

部長が行う。 

 

第４項  災害救助活動の記録及び事務処理 

１．災害救助活動の記録 

災害救助法が適用された場合、各救助活動に伴った費用の清算等の事務は、応急対策が落ち着いた

後、県との間で行われるが、これら事務の円滑かつ迅速な執行を図るため、関係各部は各救助活動の

実施の際に、当該活動に関する情報を収集、整理し、次により記録を行うものとする。 
なお、災害救助法の救助活動に直接関係しない部の応急対策業務についても、これに準じて扱うも

のとする。 

(１) 活動の記録を行う事項 

活動の記録を行う事項は次のとおりとするが、その記録にあたっては可能な限り時間経過に沿った

数量的な把握に努めるものとする。 
 所管業務に係る被害の状況  その他必要と認める事項 
 所管に係る救助活動の経過及び内容   
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(２) 記録等の事務処理 

関係各部は、本部事務局の指示するところにより、救助活動の記録及び関係資料を本部長あてに提

出する。 
本部事務局は、関係各部から提出された記録を必要に応じて取りまとめ、本部長に報告するととも

に、以後行う災害救助法に係る事務処理に資する。 

 

２．費用の清算等の事務処理 

災害救助法の適用により費用の清算等の事務処理の方法及び事務分担等については、災害の状況等

により、その都度別に定める。 

 

資 料 
被害の分類認定基準 
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第１６節  二次災害の防止活動 

主管部    建設経済部 関係各部 

 
余震又は降雨等による水害・土砂災害、余震による建築物、構築物の倒壊等に備え、二次災害防止

施策を講ずる。 
また、余震の発生等により被災建造物が崩壊し、歩行者等に危険が生ずるような二次災害の発生を

防止するための応急的安全措置とあわせ、被災地の安全確保と早期復旧を図るための倒壊家屋等の解

体、撤去対策について必要な事項を定める。 

 

第１項  水害・土砂災害対策 

県及び町は、余震あるいは降雨等による二次的な水害に対して点検し、応急対策を実施する。また、

土砂災害等の危険箇所の点検については専門技術者等を活用して行う。その結果、危険性が高いと判

断された箇所については、関係機関や住民に周知を図り、不安定土砂の除去、仮設防護柵の設置等の

応急工事を行う。また、町は、警戒避難体制の整備などの応急対策を行うとともに、災害の発生のお

それのある場合は速やかに適切な避難対策を実施する。 
また、横浜地方気象台及び県は、必要に応じて土砂災害警戒情報等の発表基準の引き下げを実施す

る。 
国は、天然ダムや火山噴火による土石流等大規模な土砂災害が急迫している場合に、また、県は地

すべりによる大規模な土砂災害が急迫している場合に、緊急調査を実施して、被害の想定される土地

の区域・時期に関する情報（土砂災害緊急情報）を住民への避難勧告・指示の判断に資するために、

町に通知するとともに、住民等への周知を行う。 

 

第２項  建築物及び敷地対策 

県及び町は、余震による建築物等の倒壊や余震及び降雨による宅地の崩壊がもたらす二次災害から

人的被害を防止するため、応急危険度判定士及び被災宅地危険度判定士を活用して、被災建築物等に

対しては応急危険度判定、被災敷地に対しては宅地危険度判定を速やかに行い、その判定結果を標識

で表示し、住民に説明するなどの応急措置を行うとともに、災害発生のおそれのある場合は、速やか

に避難対策を実施する。また、建築業者等も、ボランティア・調査活動等で、自社施工の建築物、構

造物の危険性を調査し、一定の役割を果たすものとする。 

１．建築物応急危険度判定 

(１) 判定の対象建築物 

応急危険度判定を実施する建築物は、避難所等災害の際に重要な役割を果たす建築物及び災害状況

に応じて判定活動が必要と判断した区域の建築物とする。 

ア． 公共施設等 
災害対策に使用する公共施設や民間病院等の災害時に重要となる次の施設については、必要に応じ

て早期に判定を実施する。 
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 町庁舎等の災害対策の拠点となる建物  病院等の救急医療に使用する施設 
 学校等の避難施設となる建物  その他災害対策上重要な施設 

イ． 一般住宅等 
 個人住宅  共同住宅 

(２) 応急危険度判定士 

各都道府県の認定を受けた建築士等によるボランティア及び各都道府県知事の認めた行政職員。 

(３) 判定士の派遣要請及び受入れ 

町内の建築物の被害程度の情報収集を行い、応急危険度判定実施の判断をする。実施に対しては、

次により判定士の派遣を要請し、その受入れを行う。 

ア． 応急危険度判定士の要請 
応急危険度判定士の要請は町内在住応急危険度判定士緊急連絡網により判定活動協力要請を行う

と共に、建設経済部が本部事務局を通じ県災害対策本部（県建築安全課）に行う。 

イ． 判定士の受入れ 
(ア) 受入れ体制 

判定士の受入れに際しては、現地案内等受入れの準備を行うと共に近隣無被害市町村に連絡を行い

判定士の宿泊地を確保する。 
(イ) 帳票類・判定資機材の用意 

判定活動に必要な、帳票類を建設経済部事務室内に、必要な資機材を本庁舎前防災備蓄倉庫に蓄え

る。 
(ウ) 車両の手配 

建設経済部は、政策総務部財政班に依頼し、判定士の移動のための車両（自転車等）を手配する。 
(エ) 判定士の受付 

受付台帳により、氏名、認定番号、判定作業可能日数等必要事項を記載し、人数等を確認する。 
なお、受付台帳は別途事前に用意しておくものとする。 
(４) 判定の実施 

ア． 判定実施の周知 
判定作業を開始するまでに、町民に対し判定実施地域、判定の趣旨等、作業の概要を防災行政無線

により周知する。 

イ． 判定の実施 
(ア) 判定チームの編成 

土木対策部は主としてコーディネーター（災害時に判定士を指揮、監督し、受入れ準備等を行う。）

として判定士のチーム編成を行い、判定街区を指示するとともに、必要な機材等を配布する。  
(イ) 判定活動 

判定活動は判定マニュアルに従い原則として外部から目視により判定を行う。 
(ウ) 被災建築物への判定結果の掲示 

判定結果については、（５）に定めるところにより被災建物へ表示する。 
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(エ) 判定結果の取りまとめ 

建設経済部は判定結果を取りまとめ、本部事務局へ報告する。 

(５) 判定による結果の表示 

ア． 危険度の判定 
被災建物の危険度判定は、余震による二次災害のおそれ等を勘案し、次の３区分で行う。 

表 示 判定の内容 

調査済 被害がないか、または軽微な状況と判断される。 

要注意 外壁に亀裂が生じる等被害が生じ、建築物に近づく際に注意が必要と判断される。

危 険 建築物の倒壊や建築部材の落下の恐れがあり建築物への接近が危険と判断される。

 
イ． 判定標識の掲示 
判定済の建築物には上記判定の内容を示した判定標識を出入口等に掲示し、使用者・通行人等に注

意を促す。 

 

２．被災建築物等の安全措置 

(１) 安全措置の実施者 

被災建築物等の崩壊又は構造物の落下等により歩行者等に危険が生ずるおそれがある場合は、原則

として建築物等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）が応急的な安全措置を実施する。 
ただし、所有者等が被災し、自ら安全措置を行うことができない場合、又は町民等の安全確保のた

め緊急に行う必要があると認められる場合は、町が所有者等に代わって応急的に地域ごとに優先順位

を定めて、必要最低限の安全措置を講ずるものとする。 

(２) 町が行う安全措置の実施方法等 

町が被災建築物等の危険防止のために実施する安全措置は、次により行うものとする。 

ア． 安全措置を実施する地域の状況把握 
地域の状況把握は、次により行う。 

 災害対策本部各部からの連絡  町民からの通報 
 ライフライン関係機関からの通報  被災地パトロールによる把握 
イ． 安全措置の内容及び範囲等 
(ア) 危険箇所の表示 

被災建築物等で、余震の発生等により崩壊等の危険があり、歩行者等の通行に支障が予想される箇

所には、ロープ、テープ等により囲い、危険箇所の表示を行う。 
表示をする箇所は、次のとおりとする。 

 倒壊又は構造物の落下等の危険がある建築物等の周囲 
 瓦、石垣、塀等の落下、倒壊のおそれがある場所 
 倒壊の危険がある電柱や電線の落下している場所 
 その他現場の状況により、安全措置の必要があると思われる場所 
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(イ) 所有者等への指導等 

パトロール等により危険箇所を把握した場合で、所有者等が当該建物等に居住している場合などは、

所有者等に対し上記（ア）の安全措置を講ずるよう指導する。 

 

３．倒壊家屋等の解体、撤去 

(１) 倒壊家屋等の解体、撤去の基本 

地震等により倒壊した家屋等の解体工事及びこれに伴う廃棄物の撤去は、原則として建物の所有者

の責任において行うこととし、町は、これらの廃棄物の処理場及び仮置場の確保や処理、処分に関す

る情報の提供等を行うことを基本とする。 
ただし、阪神・淡路大震災のように、甚大な被害により都市機能が働かず、社会的影響が大きい災

害については、被災者の負担軽減と速やかな復興を図る必要から、家屋等の解体、撤去に係る公費負

担が国の制度として設けられた経緯があることから、災害の規模や状況によっては、この公費負担制

度について国、県と協議し、必要な措置を講ずる。 

(２) 公費負担制度が適用されない場合の町の対応 

公費負担制度が適用されず、倒壊家屋等の所有者が解体、撤去を行う場合においては、建設経済部

は次の業務を行うものとする。 
ア． 仮置場の確保 
倒壊家屋等の廃棄物の仮置場を確保する。 

イ． 情報の提供等 
町民等に対し、廃棄物の処理場、仮置場の場所や搬入方法についての情報提供を行うとともに、必

要な措置を講ずる。 

ウ． 施工業者への協力要請等 
解体工事及びこれに伴う廃棄物の撤去について、大磯建設協会等に協力を要請するとともに、概算

料金について協議する。また、倒壊家屋等の所有者から依頼があった場合は、それらの業者をあっせ

んする。 

(３) 公費負担制度が適用された場合の町の対応 

公費負担制度が適用された場合においては、建設経済部は県と協議し、上記（２）の公費負担制度

が適用されない場合の町の業務を行うほか、次の業務を行う。 
 解体、撤去の実施方法（町発注、自衛隊に依頼、三者契約等）について検討する。 
 解体、撤去の対象とする家屋等の範囲を定めるとともに、被災状況に応じた地域の優先順位を

決定する。 
 協力要請する業者、団体等と協議して、標準単価の決定を行う。 
 緊急性、必要性から自己処理した家屋所有者への費用の清算事務方法を決定する。 
 その他県と協議して定めた必要な事項を行う。 
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第３項  高潮、波浪等の対策 

県及び町は、高潮、波浪、潮位の変化による浸水を防止するため、海岸保全施設等の点検を行うと

ともに、必要に応じて、応急工事を行う。また、町は、警戒避難体制の整備などの応急対策を行うと

ともに、災害の発生のおそれのある場合は速やかに適切な避難対策を実施する。 
なお、防潮門扉等の閉鎖作業者等の安全確保に留意する。 

 

第４項  爆発等及び有害物質による二次災害対策 

危険物施設等及び火災原因となるおそれのある薬品を管理する施設等の管理者は、爆発等の二次災

害防止のため、施設の点検、応急措置を行う。また、爆発等のおそれが生じた場合は、速やかに関係

機関に連絡する。 
県、町及び事業者は、有害物質の漏洩及び石綿の飛散を防止するため、施設の点検、応急措置、関

係機関への連絡、環境モニタリング等の対策を行う。 

 

資 料 
応急危険度判定活動体系図  
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第１７節  津波対策 

主管部    政策総務部 建設経済部 教育部 消防部 本部事務局 

 
地震が発生し、津波注意報及び津波警報等が発表された場合に、災害を防止するための応急対策等

について必要な事項を定める。 

 

第１項  津波情報の種類等 

１．津波予報の種類及び基準 

気象庁及び横浜地方気象台から発表される津波予報の種類及び基準は、次のとおりである。 

予報の種類 解説 発表される津波の高さ

大津波 高いところで３ｍ程度以上の津波が予想さ

れますので、厳重に警戒してください。 

10m以上 8m 
6m  4m  3m 

津波警報 

津波 高いところで２ｍ程度の津波が予想されま

すので、警戒してください。 
2m  1m 

津波注意報 津波注意 高いところで 0.5ｍ程度の津波が予想されま
すので、注意してください。 

0.5m 

(注)１ 津波による災害のおそれがない場合には、「津波の心配はない」旨または「若干の海面変
動があるかもしれないが被害の心配はない」旨について地震情報に含めて発表する。  

２ 津波による災害のおそれがなくなったと認められる場合、「津波警報解除」又は「津波注
意報解除」として速やかに通知する。 

３ 「津波の高さ」とは、津波によって潮位が高くなった時点における潮位と、その時点に
津波がなかったとした場合の潮位との差であり、津波によって潮位が上昇した高さをい

う。 

 



第３章 災害時の応急活動対策 
第１７節 津波対策 

地震災害対策編・第３章 第１７節 -２ 

 

２．津波情報の受理、伝達系統 

津波情報の受理、伝達系統は、次による。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第２項  津波予報等に対する対応 

１．津波注意報発表時等初期対応 

強い地震（震度 4 以上）又は弱い地震であっても長い時間ゆっくりとした揺れを感じて避難の必
要性を認める場合や、津波注意報が発表されたときには、速やかに次に掲げる措置を行う。 

 本部事務局は、関係機関からの津波情報の受理のほか、テレビ、ラジオ等からの津波に関する

情報収集を行う。 
 津波による被害のおそれがある場合は、防災行政無線等により避難準備情報等を広報する。 
 震度４以上の地震の場合は、津波警報等の発表を待たずに建設経済部及び消防部は、職員を沿

岸地域に派遣し、海面監視を実施させ異常発見に努める。 

 
 

気
象
庁
地
震
火
山
部 

関東管区警察局 

㈱NTTソルコ 
仙台センター 

横浜地方気象台 

NHK報道局 

在京民放各社 

県庁災害対策課

NHK 横浜放送局、ﾃﾚﾋﾞ神奈川、
ｱｰﾙ･ｴﾌ･ﾗｼﾞｵ日本、FM ﾖｺﾊﾏ放送 

第三管区 
海上保安本部

県関係機関 

大 磯 町 

県警察本部 

沿
岸
住
民 

公
官
署
等 

船
舶
・
海
事
機
関
等 

(警報のみ) 

県水防本部 
（県河川課） 

県水防支部 

横浜海上保安部 

東京湾海上 
交通センター 

横浜海上保安部 

警察署 
交 番 
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２．津波警報発表時対応 

町長は、津波警報が発表されたとき又は海面監視等により異常現象を発見し、町域内に津波による

浸水の危険があると判断される場合には、関係機関と協力して次の措置を速やかに行う。 
なお、措置については、予想される津波到達時間を考慮しつつ、避難誘導や防災対応にあたる者の

安全が確保されることを前提とする。 
 直ちに、沿岸住民並びに海浜利用者に対し、防災行政無線等を通じて津波注意の喚起を行うと

ともに、状況により避難勧告・指示を行う。 
 マリンスポーツなどで海岸から離れたところにいる人たちに津波からの避難を促すため、オレ

ンジフラッグのような視覚に訴える情報伝達も活用し、多様な手段で避難を呼びかける。 
 災害時要援護者の避難支援などの緊急対策を行う。 
 避難勧告・指示により避難を実施する場合には、周知徹底を図るため、防災行政無線、広報車

による広報を行う。また、「災害時における災害広報活動の協力に関する協定書」に基づき、

湘南ケーブルネットワーク株式会社、株式会社湘南平塚コミュニティ放送に対して、町民に対

する緊急放送への対応を要請する。 
 避難勧告・指示による避難を徹底するため、速やかに政策総務部、建設経済部、消防部の職員

を派遣し、警察と連携をとりながら、消防団、自主防災組織、大磯町漁業協同組合等関係機関

の協力を得て、安全な場所に海浜利用者等を避難誘導するとともに、防潮堤門扉を閉鎖するな

ど緊急対策を行う。 
 津波による避難勧告・指示を実施した場合は、速やかに県にその旨を報告するとともに、隣接

沿岸市町に連絡する。 

 

３．津波警報（大津波）発表時対応 

津波警報（大津波）が発表された場合は、上記「津波警報発表時対応」を行うとともに、教育部の

あらかじめ定められた職員は自動参集し、指定避難所の開設準備を行う。 
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第１８節  防災知識普及計画 

主管部    本部事務局 各部 

 
地震災害時に、町職員だけでなく、町民、学校等、事業所及び各種団体（以下｢町民等｣という。）

が冷静な判断や適切な行動を取れるよう防災知識の普及、啓発活動を推進する。 

 

第１項  職員の防災教育計画 

町は職員等に対し、地震災害時における適正な判断力を養い、各機関における防災活動の円滑な実

施を期すため、職員行動マニュアルを配付する。また、地震災害時における参集、配備及び応急活動

における役割の周知や感染症が発生した場合の対応など、さまざまな被災場面を想定した訓練・研修

などを実施するとともに、防災研修、防災講演会等による防災教育に努める。 

１．職員に対する教育の内容 

 大磯町地域防災計画（地震災害対策編）及びこれに伴う各機関の防災体制と各自の任務分担 
 非常参集の方法  地震災害の特性 
 過去の主な被害事例  防災知識と技術 
 防災関係法令の運用  その他、必要な事項 

 

２．職員に対する教育の方法 

 講習会、研修会等の実施  見学、現地調査等の実施 
 防災活動手引等印刷物の配布  

 

第２項  町民等の防災知識普及計画 

１．町民等に対する防災知識の普及 

町は、関係機関と協力して、町民等に対して防災知識の普及を実施するものとする。 
防災知識の普及は、地域の実情に応じて地区単位、職場単位等で行うものとし、その内容は、次の

とおりとする。 
 大磯町地域防災計画（地震災害対策編）

及び同計画による各機関の防災体制 
 地震に関する一般的知識 

 過去の主な被害事例 
 地震保険に関する知識 

 町防災行政無線や緊急地震速報を見聞きした場合の心得 

 平素及び災害時の心得 

 ア 最低３日分の食料、飲料水、携帯トイレ、トイレットペーパーの備蓄 
イ 非常持出し品（救急医薬品、お薬手帳、懐中電灯、ラジオ、乾電池等） 
ウ 建物の耐震診断・耐震補強、家具等の転倒防止等、ブロック塀等の倒壊防止、
窓ガラスの飛散防止等の安全対策の実施 
エ 消火器の設置、風呂の水の確保等の初期消火対策の実施 
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２．町民等に対する防災知識の普及及び広報の方法 

 町民等に対する出前講座や講演会等の開催  町民等の自主的防災活動に対する指導協力 
 町広報紙及び印刷物の配布  広報車の巡回 
 新聞、雑誌等の活用  ホームページ等インターネットの活用 

 

３．防災アセスメントの実施等 

町は、必要に応じて地区の防災的見地からの防災アセスメントを行い、町民の避難、防災マップ、

地区別防災カルテ、地震時の行動マニュアル等を作成し、町民等に配布するとともに、研修会等によ

り防災知識の普及、啓発を図る。 
また、防災マップ等を町民と作成し、防災に対する意識高揚や地域防災力の向上を推進する。 
 

第３項  学校等における防災教育計画 

幼稚園、保育園及び学校等は、警戒宣言発令時並びに地震発生時における園児、児童、生徒等に対

する避難、保護等の措置をはじめ地震発生後の災害応急対策等に係る事項について、関係職員及び園

児、児童、生徒等に地震防災教育を実施するとともに、保護者に対する周知を図る。 
なお、幼稚園、保育園、学校等は、構内で実施する防災訓練において、防災教育の徹底に努める。 

 

第４項  自動車運転者等の防災教育計画 

町は、自動車運転者及び自動車の使用者に対し、警戒宣言発令時並びに地震災害発生時における自

動車の運行等の措置について、警察署の行う広報活動に協力するため、おおむね次の機会をとらえて

広報の徹底を図る。 
 交通安全運動の実施  交通安全総ぐるみ大会の開催 
 各種交通安全講習会への依頼  交通安全対策協議会への依頼 
 交通安全協会への依頼  安全運転管理者会への依頼 

 

第５項  窓口相談の設置 

町民自ら地震等に対する事前対策が行われるよう、総合相談窓口として危機管理対策室を充てる。 
事業所等の指導にあたっては、消防本部が行う。 

オ 災害時の家族との連絡方法及び避難行動方法等の確認
カ 近隣との協力体制の構築 
キ 東海地震にかかる警戒宣言が発令された場合の対応 
ク 高齢者、障害者等災害時要援護者に対する支援 
ケ 自主防災組織の予防及び応急活動の習熟 
コ その他防災対策に必要な事項 
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第１９節  防災訓練計画 

主管部    本部事務局 消防部 各部 

 
地震災害時における町民及び防災関係機関等の適切な行動が被害を未然に防止し、又は被害を最小

限に防止する。しかし、突発的に発生する地震災害に対しての町民及び防災関係機関等の適切かつ機

敏な行動は、日常の訓練なくしては期待できない。したがって、地震災害時における行動の習熟を図

るため、各防災機関相互及び町民との協力体制の確立に重点をおく総合防災訓練並びに各応急対策計

画に習熟するための個別訓練を実施するものとする。さらに、訓練実施結果の分析と次期訓練への反

映など、適切な訓練の管理及び着実な成果の蓄積による防災力の向上を図る。 

 

第１項  総合防災訓練 

町は、その地域における第１次防災機関として、防災活動の円滑を期するため、防災訓練に必要な

組織及び実施方法に関する計画を定め、平常時からあらゆる機会をとらえ、訓練の実施に努めるもの

とする。 
また、発生の可能性が高い災害を想定した訓練、地域防災計画・各種マニュアル・応援協定や地域

の防災関係施設の有効性の検証を目的とした訓練、災害時要援護者や男女のニーズ違い等男女双方の

視点に十分配慮した訓練など、実践的な訓練の実施による地域住民や防災関係機関の対応能力の向上

を図る。 

１．実施要領 

町は、町防災体制の強化を図るため、防災関係機関の協力と町民参加による総合防災訓練を年１回

以上実施するものとする。 
防災訓練の種類は次のとおりとする。 
訓練名称 概要 

警戒宣言の発令等を想定
した予知対応型訓練 

東海地震に係る警戒宣言が発令された場合、又は東海地震注意情報が
発表された場合を想定し、地震災害警戒本部の設置、情報収集・伝達
及び事前対策等の訓練を行う。 

発災対応型訓練 

地震発生時の応急対策を迅速かつ適確に行うため、町、防災関係機関、
自衛隊等が連携し、災害対策本部の設置、情報収集・伝達、消火、避
難誘導、救出救助、ライフラインの応急復旧等の実践に即した訓練を
行う。 

避難所運営訓練 
地震発生後の避難所運営を円滑に行うため、避難所の開設から運営に
いたる町民相互の協力及び行政の連携について実践に即した訓練を行
う。 

津波対策訓練 津波警報が発令された場合の情報伝達、避難、海面監視等についての
訓練を行う。 

なお、町は自主防災組織及び各種団体等の単位で実施される訓練にも積極的に参加し、協力するも

のとする。 
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第２項  個別防災訓練 

１．災害対策本部の訓練 

町は、災害対策本部の初動体制の確立及び各課応急対策業務の円滑な実施を図るため、訓練を適宜

行う。 
なお、実施にあたっては、季節、夜間、休日等勤務時間内外の発生時間帯を考慮するとともに、必

要に応じ関係機関等の協力を求める。 
訓練名称 概要 

動員配備訓練 災害対策を行うための要員を早期に動員配備し、防災体制を確立する
訓練を行う。 

各班別訓練 災害対策本部の応急対策業務の円滑な実施を図るため、担当各班にお
いて策定する地震災害時職員行動マニュアル等に基づく訓練を行う。

 

２．消防機関の訓練 

災害は様々であり、防災活動は困難性とともに多くの危険性をかかえている。このため、高度な訓

練を繰り返し行い、消防技術の向上を図る。 
訓練名称 概要 

火災防御訓練 
防御活動の基本となる招集、出動、人命救助、水利統制、放水、通信
統制、避難誘導、警戒、破壊、水損防止及びその他防御行動等に関す
る訓練を行う。 

救急、救助訓練 

地震災害時又はその他の事故により発生する傷病者及び要救助者等を
迅速、適切に救命、救助するための訓練を行う。 
【救急訓練】傷病者の取扱いと応急処置、搬送及び医療機関との連絡
等を主眼とした訓練を行う。 
【救助訓練】要救助者の確認のための人命検索及び救出行動等に関す
る訓練を行う。 

 

３．事業所及び学校等の訓練 

事業所及び学校等の施設は、地震発生時の避難、初期消火、施設の保安等に関する実践的な訓練を

行い、被害の低減に努めるとともに、平常時から防災意識の高揚を図る。 
訓練名称 概要 

通報・連絡訓練 火災等の消防機関への通報、消防隊の火災現場への誘導及び事業所内
従業員等への通報連絡訓練を行う。 

消火訓練 消火器等による初期消火訓練を行う。 

避難訓練 地震災害時の安全な場所への避難誘導及び避難用器具の操作訓練を行
う。 

救出・救護訓練 応急手当による救急法、担架等による負傷者の搬送訓練を行う。 
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４．自主防災組織の訓練 

自主防災組織は、町民間の連携のもとに活動することが必要であり、災害時に効果的な防災活動が

行われるよう訓練を行う。 
訓練名称 概要 

自主防災組織本部の設置訓
練 活動拠点となる本部の設置訓練を行う。 

情報収集・伝達訓練 
火災の発生、被害の状況等を自主防災組織本部へ報告する訓練、自主
防災組織本部及び災害対策本部からの指示を町民へ伝達する訓練を行
う。 

出火防止及び初期消火訓練 地震災害時の火の始末及び消火器等による初期消火訓練を行う。 

避難訓練 地震災害時の安全な避難場所への誘導及び災害時要援護者の救護等の
訓練を行う。 

救出救護訓練 応急手当による救急法及び担架等による負傷者の搬送訓練を行う。 
給食給水訓練 食料や飲料水の確保、配給、炊き出し等の給食給水訓練を行う。 
 

５．その他の訓練 
訓練名称 概要 

救護所の設置及び運営訓練 地震災害時に中郡医師会大磯班が町からの要請等に基づき、医療、救
護活動及び病院への搬送を実施する場合を想定し訓練を行う。 

ライフライン関係機関の応
急復旧訓練 

ライフライン関係機関は、地震災害時の所管業務の早期復旧のため、
各機関の定める応急対策計画等により、応急復旧訓練を行う。 

県及び近隣自治体との合同
防災訓練 

地震発生時の県及び近隣自治体との相互応援体制を確立するため、県
及び近隣自治体と連携して合同防災訓練を行う。 
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第４章 復旧・復興対策 

第１節  復興体制の整備 

主管部    建設経済部 関係各部 

 
地震災害後の復興体制の整備を図る。 

 

第１項  復興計画策定に係る庁内組織の設置 

復興に関わる総合的措置を講じ、速やかな復興を図るために、復興に関する事務等を行う組織を庁

内に設置するとともに、当該組織内における復興計画の策定を進める建設経済部において、復興計画

作成方針の検討、復興計画に係る庁内案の作成、既存計画との整合性の確保、関係各部の調整を行う。 

 

第２項  人的資源の確保 

本格的な復旧作業及び震災復興事業の実施のためには、通常業務に加えて膨大な事務執行が長期間

にわたり必要になるが、被災職員による減員等により、特定の分野や職種において人員不足が予想さ

れる。 
このため、特に人材を必要とする部門については、関係各部と協議・調整し、弾力的かつ集中的に

人員配置を行うとともに、臨時職員等の雇用を行う。 

１．派遣職員の受入れ 

不足する職員を補うため、地方自治法、災害対策基本法等に基づき、職員の派遣、又はあっ旋の要

請を行い、職員を受入れる。 

 

２．専門家の支援の受入れ 

災害後は、土地の測量、登記、建築、不動産評価などの土地に関する法律的な問題など、さまざま

な問題が発生し、専門的なサービスの提供が求められることが予想される。そこで、こうした問題に

ついて、弁護士、司法書士、建築士、不動産鑑定士、税理士などの専門家の支援を受入れる。 
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第２節  復興対策の実施 

主管部    政策総務部 町民福祉部 建設経済部 協力部 

 
地震災害後の住民生活の安定のため、各種支援を図る。 
被災した公共施設等の災害復旧については、応急復旧終了後被害の程度を十分検討して計画するも

のとし、復旧計画は、計画策定から実現まで各過程において町民参加や町民の合意形成などに配慮す

る。 
また、日ごろから町民の合意形成の中で町の将来像を明らかにし、復旧・復興の基本方向を早期に

決定できるような体制づくりを図る。 

 

第１項  復興に関する調査 

詳細に被災状況を把握し、市街地及び都市基盤施設の復旧・復興の基本方向の決定、住宅の復興対

策、生活再建支援など、復興対策及び復興対策に係わる応急対策を迅速・的確に行うため、復興に関

する調査を行う。 

 

第２項  復興計画の策定 

町は、大規模地震災害により地域が壊滅し、社会経済活動に甚大な障害が生じた場合には、被災地

の再建は高度かつ複雑な大規模事業になることから、これを速やかに実施し、多くの関係機関の諸事

業を調整しつつ計画的に復興を推進していくため、復興計画を策定する。 
なお、復興計画の作成に際しては、地域のコミュニティの維持・回復や再構築に十分に配慮するも

のとする。 

 

第３項  民生安定のための緊急措置に関する計画 

１．義援金品配分計画 

(１) 義援金品の受入れ 

ア． 義援金品担当部 
義援金品の受入れ及び配分等に関する事務は、協力部会計班で行う。 
イ． 義援金品の受入れ 
(ア) 特定義援金品の受入れ 

大磯町又は大磯町長等本町を特定して寄託された義援金品（以下「特定義援金品」という。）につ

いては、協力部会計班が受入れ、状況に応じて適切な方法により一時的に保管する。 
ただし、個人等からの小口の義援物資については、原則受け入れないこととし、その方針について

周知する。なお、周知にあたっては、ホームページへの掲載のほか、全国ネットの報道機関による放

送や他の市町村等のホームページへの掲載要請など、周知の機会を増やすよう努める。 
特定義援金品の受領については、寄託者に受領書を発行するとともに、その記録、整理を行う。 
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(イ) その他の義援金品の受入れ 

県又は日本赤十字社神奈川県支部等から大磯町相当分として配分された義援金品の受入れ、保管及

び記録については、上記（ア）に準じて行うものとする。 

(２) 義援金品の配分等 

ア． 義援金品配分計画の策定 
義援金品の配分及び使用については、県が、市町村、日本赤十字社神奈川県支部及び神奈川県共同

募金会等から組織する義援金配分委員会の決定を考慮するとともに、被災人員等の状況、近隣市町の

配分基準等を考慮のうえ、別に町の義援金品配分計画を策定し、被災者に配分し、又は使用する。 
義援金品配分計画策定に関する事務は、協力部会計班が町民福祉部福祉班と協議して行うものとす

る。 

イ． 被災者への配分 
被災者への義援金品の配分に関する事務は協力部会計班が行うものとし、その配分にあたっては、

公平かつ迅速に行うとともに、必要な場合には自主防災組織及び地区等の協力を得て行うものとする。 

 

２．生活確保に関する計画 

(１) 情報提供 

行政の行う施策のほか、被災地域の生活関連情報等を整理し、ホームページや広報等を利用して提

供する。 

(２) 要援護者対策 

ア． 高齢者、障害者、児童等への支援の実施 
高齢者、障害者、児童等の要援護者の被災状況を把握し、ホームヘルプサービスやショートステイ

等の在宅サービスの実施、入所施設等への受入れ、福祉ボランティアの確保等を実施する。 

イ． 外国人被災者への支援の実施 
外国人被災者が情報を入手できるよう、応急仮設住宅、義援金品など各種交付金の手続きといった

被災後の生活情報を、多言語または振り仮名をつけた日本語で発信する。 

(３) 臨時町民相談窓口の開設 

ア． 臨時町民相談窓口 
被災町民の生活再建が円滑に進むよう、特に専門的な対応または通訳が必要な場合には、関係各部

又は関係機関等と連携し、臨時町民相談窓口を開設する。 

イ． 臨時町民相談窓口の事務内容 
臨時町民相談窓口の取り扱う事務は次のとおりとするが、災害の状況により必要に応じて取り扱う

ものとする。 
 住宅  労働 
 福祉  金融 
 保健・医療  その他被災者の生活再建に関する必要事項 
 教育  
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ウ． 事務分担 
臨時町民相談窓口の設置及び運営に関する総括事務は、町民福祉部町民班が行う。 
各分野における相談については、それぞれの事務を所管する部が関係機関等と協力して処理する。 
なお、各部に関係する相談については、町民福祉部町民班が必要に応じて調整する。 

エ． 窓口の設置場所 
臨時町民相談窓口の設置場所は原則として保健センターとするが、保健センターに支障等ある場合

は他の公共施設を利用して設置する。 
(４) 災害弔慰金の支給等 

町民の福祉及び生活の安定に資するため、大磯町災害弔慰金の支給等に関する条例（昭和 49年条
例第 25 号。以下本項において「条例」という。）の定めるところにより、次のとおり災害弔慰金の
支給等を行う。 

ア． 災害弔慰金の支給 
町民が災害により死亡したときは、その遺族に対し、次のとおり災害弔慰金を支給するものとする。 

死亡した者が主として生計を維持していた場合 500万円 

その他の場合 250万円 

 
イ． 災害障害見舞金の支給 
町民が災害により負傷し、又は疾病にかかり、治ったときに条例で定める程度の精神又は身体に障

害があるときは、当該町民に対し、次のとおり災害障害見舞金を支給するものとする。 

負傷し、又は疾病にかかった当時、生計を主として維持していた場合 250万円 

その他の場合 125万円 

 
ウ． 災害援護資金の貸付 
(ア) 大磯町 

災害により被害を受けた町民である世帯主に対し、その生活の立て直しに資するため、次のとおり

災害援護資金の貸付けを行うものとする。 

対象とする 
被害の程度 

 療養に要する期間が概ね１月以上である世帯主の負傷 
 上記に該当し､かつ家財について被害金額が､その家財の価格の

概ね３分の１以上である損害又は住居の全壊、半壊等の損害 

貸付け限度額  条例の定めるところによる。（最高限度額 350万円） 
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(イ) 大磯町社会福祉協議会 

災害を受けたことによる困窮から自立更生のために資金を必要とする低所得世帯に対しては、社会

福祉法人神奈川県社会福祉協議会生活福祉資金貸付要綱（「災害弔慰金の支給等に関する法律」の適

用されない小規模な災害や火災等自然災害以外の災害、同法の適用がされた地域であっても被害の程

度が法に基づく災害援護資金の貸付対象とならない場合について、貸付対象となる）により、大磯町

社会福祉協議会を窓口として必要な経費の貸付が受けられる。 

貸付限度額 150万円以内 

据置期間 貸付の日から６ヶ月以内 

連帯保証人 原則必要 

償還期限 ７年以内 

貸付利子 連帯保証人がいれば無利子 
連帯保証人がいなければ年 1.5％ 

 
(５) 災害見舞金の支給 

本町に居住し住民基本台帳法（昭和 42年法律第 81号）による住民基本台帳に登録されている者、
又は外国人登録法（昭和 27年法律第 125号）による登録原票に登録されている者の居住している家
屋について災害により被害を受けた場合には、次のとおり見舞金を支給するものとする｡ 

住家の全壊、全焼又は流出 100,000円 

住家の半壊、半焼又は床上浸水 50,000円 

その他災害住家の状況により町長が特に必要と認めた場合 20,000円 

 
(６) 租税の徴収猶予及び減免等に関する計画 

町長は、災害のため地方税法又は町条例に定める申請、請求その他の書類の提出又は納付若しくは

納入に関する期限までに、これらの行為をすることができないと認める場合には、地域、期日、その

他必要な事項を指定して当該期限を延長する。 
町長は、災害による住民税の減免については、被害の状況に応じ減免する。また、災害により収穫

が著しく減じた田畑又は滅失及び甚大な損害を受けた家屋並びに償却資産についても固定資産税を

減免する。 
町長は、災害により生活が著しく困難になった者又はこれに準ずると認められる者に対しては、町

条例の定めるところにより、特に必要があると認める者について国民健康保険税を減免することがで

きる。 
大規模な地震災害の場合には、町民の生活への影響等を考慮し、使用料、手数料については、それ

ぞれ条例、規則等で定める減免規定に基づき必要に応じて適切な減免措置を講ずるものとする。 
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(７) 物価の安定、物資の安定供給 

町は、生活必需品等の物価が高騰しないよう、また、買い占め・売り惜しみが生じないよう、監視

するとともに、必要に応じ指導等を行う。 

 
(８) 被災者生活再建支援制度 

ア． 制度の概要 
被災者再建支援法に基づき、自然災害により生活基盤に著しい被害を受けた世帯に対して、都道府

県が相互扶助の観点から拠出した基金を活用して、最高 300 万円の被災者生活再建支援金を支給す
ることにより、その生活の再建を支援し、もって住民の生活の安定と被災地の速やかな復興を目的と

するものである。 

イ． 適用基準 
(ア) 対象となる自然災害 

自然災害とは、暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、津波、噴火その他の異常な自然現象により生ずる

被害であり、かつ対象となる災害の規模は次のような場合に対象とする。 
 災害救助法施行令第１条第１項第１号又は第２号のいずれかに該当する被害（同条第２項のみ

なし規定により該当することとなるものを含む。）が発生した市町村の区域に係る自然災害。 
 10以上の世帯の住宅が全壊する被害が発生した市町村の区域に係る自然災害。 
 100以上の世帯の住宅が全壊する被害が発生した都道府県の区域に係る自然災害。 
 上記のいずれかの市町村を含む都道府県で、5以上の世帯の住宅が全壊する被害が発生した市
町村（人口 10万人未満に限る）の区域に係る自然災害。 
(イ) 被災者生活再建支援金の支給に係る事務手続き 

町における災害が（ア）の対象となる自然災害のいずれかに該当するときは、被災者の自立的生活

再建が速やかに図れるよう、被害認定や被災者生活再建支援金の支給申請等に係る窓口業務を行う。 

 
３．り災証明書交付計画 

(１) り災証明書の範囲等 

ア． 証明の目的及び程度 
り災証明は、災害救助法による各種の施策や町税等の減免を実施するにあたって必要とされる家屋

の被害程度について、地方自治法第２条に定める防災に関する事務の一環として、被災者の応急的、

一時的な救済を目的に町長及び消防長が確認できる程度の被害について証明するものとする。 

イ． 証明の項目 
り災証明は、災害対策基本法第２条第１項に規定する災害により被害を受けた家屋について、次の

項目の証明をするものとする。 
(ア) 家屋の損壊等に関する証明項目 

 全壊、半壊、一部損壊  大規模半壊 
 流出、床上浸水、床下浸水  その他 
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(イ) 火災に関する証明項目 

 全焼、半焼、部分焼、ぼや  全水損、半水損、小水損 
 全損、半損、小損  その他 

(ウ) 家屋以外の証明 

上記に掲げる家屋の損壊及び火災以外のり災証明は、災害の状況下にあっては、その事実確認等に

困難が予想されるため、原則として行わないものとする。 
ただし、町長又は消防長が特に必要と認める場合は、その状況下において証明可能な範囲で行うも

のとする。 
(２) り災証明の交付手続等 

ア． 交付事務 
り災証明書の交付事務は、政策総務部税務班が行う。ただし、火災に関するり災証明書の交付事務

は、消防部消防署班が行う。 

イ． 被害調査の実施とり災者台帳の作成 
(ア) 被害調査の実施 

政策総務部税務班及び消防部消防署班は、り災証明書の交付に先立ち、必要な被害状況の調査を行

う。この場合、専門的な調査を必要とするとき等においては、関係各部又は民間建築関係団体等の協

力を得て行うものとする。 
(イ) り災者台帳の作成 

政策総務部税務班及び消防部消防署班は、上記被害調査の結果を基に、り災者台帳を作成する。 
(ウ) 被害調査及び台帳の作成方法 

被害調査の実施方法及び調査に基づく台帳の作成方法については、政策総務部税務班及び消防部消

防署班が別に定める。 

ウ． 証明書の交付 
(ア) り災者台帳に基づく交付 

り災証明書の交付は、り災証明申請書により被災者の申請を受け、り災者台帳で確認し、り災証明

書を交付する。 
(イ) 再調査等の実施 

り災者台帳で確認できない場合又は被災者から証明の内容に不服の申立てがあった場合は、必要な

再調査等を行う。 
(ウ) 証明書の交付は、原則として災害発生の日から 60日以内に交付する。 

エ． 被災家屋の判定基準 
り災証明を行うにあたっての家屋被害（火災関係を除く）の判定は、資料編の「被害の分類認定基

準」により行うものとする。 

オ． 証明手数料 
り災証明書の交付手数料は、無料とする 
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第４項  公共施設等の復旧計画 

１．復旧事業計画 

本計画は、概ね次の事業について計画する。この場合において、災害復興計画が別に策定される場

合は、当該復興計画との整合を図るものとする。 

(１) 公共土木施設災害復旧事業計画 

 河川災害復旧事業計画  林地荒廃防止施設災害復旧事業計画 
 砂防設備復旧事業計画  道路、橋梁災害復旧事業計画 

(２) 都市災害復旧事業計画 

 街路災害復旧事業計画  公園施設災害復旧事業計画 
 都市下水路施設災害復旧事業計画  市街地埋没災害復旧事業計画 

(３) 農林水産業施設災害復旧事業計画 

(４) 中小企業施設復旧事業計画 

(５) 上水道施設災害復旧事業計画 

(６) 下水道施設災害復旧事業計画 

(７) 住宅災害復旧事業計画 

(８) 社会福祉施設災害復旧事業計画 

(９) 公立医療施設、病院等災害復旧事業計画 

(１０) 学校教育施設災害復旧事業計画 

(１１) 社会教育施設災害復旧事業計画 

(１２) その他災害復旧事業計画 

 

２．事前対策の実施 

復旧計画の策定にあたっては、県の「復興対策マニュアル」に沿って行うものとし、円滑な復旧の

ために、各種データの整理、及び保存に努めるとともに、市街地の復旧・復興の方向や方針を決定す

る判断基準を事前に検討する。 
また、災害時に大量に発生する災害廃棄物の処理体制の整備を進めるため、事前に、仮保管場所・

最終処分適地、中間処理能力と人材等の確保策を検討し、収集・運搬から再利用・最終処分までの機

能的なシステムの確立に向け取組む。 
さらに、復興期において高齢者や障害者等の災害時要援護者に対して適切にサービスが実施できる

よう、事前に、社会福祉施設等の管理者や関係機関との情報の収集・提供に関する連携システムを強

化する。 
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資 料 
り災証明申請書 

り災証明書 

り災証明申請書（火災関係） 

り災証明書（火災関係） 
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第５章 東海地震に関する事前対策  

第１節  計画の目的及び基本方針 

第１項  計画の目的 

大規模地震対策特別措置法（昭和 53 年法律第 73 号。以下「大震法」という。）第３条に基づき、
昭和 54 年８月７日、東海地震に係る地震防災対策強化地域（以下「強化地域」という。）が指定さ
れた。その後、平成 14年 4月 24日に、東海地震に関する最新の研究成果をもとに、震度６弱以上
と予想される新たな「強化地域」（８都県 263市町村（平成 22年 4月現在：160市町村））の見直し
が行われた。本町はこの「強化地域」に指定されている。 
強化地域については、県、市町村、防災関係機関等は、万一警戒宣言が発せられた場合にとるべき

地震防災応急対策を中心に、日常の啓発、防災訓練及び緊急整備事業等について地域防災計画を作成

するなど、当該地域の地震防災体制の推進を図るよう大震法により義務づけられている。 
強化地域は、大規模な地震が発生した場合に、著しい地震災害が発生するおそれがある地域を対象

に指定がなされたものであり、「木造建築物等において著しい被害が生ずるおそれがある震度６弱以

上になると予想される地域」等を前提になされており、神奈川県が試算した東海地震による被害想定

によっても、強化地域内においては、木造建築物の倒壊及び火災による焼失等の被害は大きく、その

他がけ崩れ等の被害も予想される。 
この計画は、本町が地震防災応急対策等に係る措置、地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備、

当該大規模な地震に係る防災訓練及び防災上必要な教育又は広報活動に関する事項について定め、こ

れらを推進することにより災害から町民の生命、身体及び財産を保護することを目的としている。 
 

第２項  計画の基本方針 

この計画は、東海地震の発生に伴う被害の発生を防止し、また軽減するため、本町地域を対象とし

て、町及び防災関係機関等と調整を密にし、東海地震に関連する調査情報（臨時）、東海地震注意情

報、東海地震予知情報（以下「東海地震に関連する情報」という）の発表、及び警戒宣言が発せられ

た時から地震発生までの間にとるべき事前措置の基本的事項について定めるものとする。 
この計画は、大震法第６条に基づく地震防災強化計画（以下「強化計画」という。）とする。 
なお、教育、広報、訓練及び地震防災上緊急に整備すべき施設等平常時における対策についても計

画を行い防災体制を強力に推進するものとする。 
また、この計画は、防災関係機関等とともに引続き研究協議し、各種防災施設の整備状況等を通じ

て、必要な補正、整備を図り、本計画内容を見直し、整備充実を期するものとする。 
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第２節  予防対策 

強化地域に係る緊急整備事業の推進及び警戒宣言発令時対策を円滑に行うための地震防災応急対

策計画、及び東海地震に関連する情報の知識の普及について定める。 
なお、その他東海地震に係る事前対策のうち「大規模な地震に係る防災訓練」及び「地震防災上必

要な教育及び広報等」については、「第１章 都市の安全性の向上」、「第２章第 13 節 町民の体制
及び業務等」、「第２章第 15節 防災知識普及計画」「第２章第 16節 防災訓練計画」等の各災害予
防計画に基づいて実施するものとする。 

 
第１項  緊急整備事業 

大規模な地震が発生した場合の被害の軽減を図るため、あらかじめ避難地、避難路、消防用施設を

はじめ緊急輸送道路、通信施設等各種防災関係施設を整備する必要がある。 
町は、大震法第６条第２項の趣旨を踏まえ、同法施行令第２条の規定に基づく地震防災上緊急に整

備すべき施設等について、引き続きその整備に努めるものとする。 
 

第２項  地震防災応急対策計画の作成 

大震法第７条及び第８条に規定する地震防災応急計画は、病院、映画館、デパートなど不特定多数

の者が出入りする施設、学校、大規模な工場や事業所、危険物の製造、電気・ガス・水道などの施設

については、東海地震注意情報及び東海地震予知情報が発表された場合、あるいは警戒宣言発令時の

災害防止と社会的混乱を避けるため、町民等の安全確保を目標にそれぞれの施設管理者が作成する。 
 

第３項  東海地震に関連する情報の知識の普及 

東海地震の切迫性や東海地震に係る防災意識の普及、啓発に努めるとともに、警戒宣言が発せられ

た場合等に住民等が的確な判断に基づいて行動ができるよう、次のような防災知識の普及に努める。 
 警戒宣言の性格及びこれに基づきとられる措置の内容  
 東海地震の予知に関する知識 
 東海地震に関連する情報および警戒宣言の内容 
 予想される地震及び津波に関する知識 
 東海地震に関連する情報の発表及び警戒宣言が発せられた場合、並びに地震が発生した場合の

出火防止、近隣住民との救助活動、自動車運行の自粛等防災上とるべき行動に関する知識。 
 

資 料 
 連絡先一覧表 

 災害時優先電話一覧表 

 気象庁震度階級関連解説表覧表 
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第３節  警戒宣言発令時等対策 

町及び防災関係機関は、大震法第９条に基づき地震災害に関する警戒宣言（以下「警戒宣言」とい

う。）が発令されたときから、地震が発生するまで、又は警戒解除宣言が発せられるまでの間におい

て、その大規模な地震に関し、地震災害の発生防止及び地震災害の発生した場合における被害の軽減

を図るため、必要な警戒宣言発令時対策（地震防災応急対策）を実施するものとする。 
警戒宣言が発令された場合には、災害応援協定に基づいた応援を東海地震の発生後に円滑に行うな

どの対応をとるものとする。また、警戒宣言発令時等対策の実施に際しては、町民の日常生活への影

響や地域社会の経済的影響及び高齢者、障害者等の災害時要援護者への配慮に努めるものとする。 
 

第１項  東海地震に関連する情報が発表された場合の対応 

町及び防災関係機関は、東海地震に関連する情報の区分に応じ、速やかに必要な対策が行えるよう、

次の体制をとる。 

情報の種類 情報の内容 配備体制 

東海地震に関
連する調査情
報（臨時） 

東海地震の観測データに異常が現れた場合に、
その原因の調査状況について発表される情報
で、東海地域における歪計 1箇所以上で優位な
変化が観測された場合等に発表される情報 

平常時の活動を維持しつつ、事
態の推移に伴い人員を増員し、
必要な対策が行える体制 

東海地震 
注意情報 

東海地震の前兆現象の可能性が高まったと認
められた場合に発表される情報で、東海地域に
おける歪計２箇所での有意な変化が、プレスリ
ップによるものと矛盾がないと認められた場
合等に発表される情報 

情報の受伝達及び警戒宣言の発
令に備えて、必要な対策が円滑
に行える体制 

東海地震 
予知情報 

東海地震が発生する恐れがあると認められた
場合に発表される情報で、これを受けて警戒宣
言等の対応がとられる。東海地域における歪計
３箇所での有意な変化が、プレスリップによる
ものと認められた場合等に発表される情報 

事前の応急対策及び地震が発生
した時、災害対策が円滑に行え
る体制 

 
第２項  東海地震観測情報に関連する調査情報（臨時）が発表された場合の対応 

気象庁から東海地震に関連する調査情報（臨時）が発表された場合には、防災行政通信網による県

からの一斉指令を受け、町は平常時の活動を維持しつつ、事態の推移に伴い人員を増員し、必要な対

策が行える体制をとる。 
なお、東海地震に直ちに結びつくものではないと判断された旨の東海地震に関連する調査情報（臨

時）が発表された場合には、その体制を解除する。 
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第３項  東海地震注意情報及び東海地震予知情報が発表された場合の対応 

気象庁から東海地震注意情報及び東海地震予知情報が発表された場合には、防災行政通信網による

県からの一斉指令を受け、次のような対応を図る。 

１．警戒対策連絡会議の招集 

速やかに、大震法第 16 条の規定に基づき、町地震災害警戒本部を設置できるよう、「警戒対策連
絡会議」を招集する。 
２．警戒対策連絡会議の構成 

警戒対策連絡会議は、町長、副町長、教育長及び関係部長で構成する。 

３．警戒対策連絡会議の協議事項 

東海地震に関連する情報を収集し、関係機関へ連絡するとともに、町民へ東海地震注意情報及び東

海地震予知情報が発表されたことを広報する。 

４．町職員の動員 

あらかじめ定めてある配備編成計画に基づき指定されている職員が参集する。 
なお、本情報の解除にかかわる情報が発表された場合には、その体制を解除する。 
 

第４項  警戒宣言前の準備行動 

東海地震注意情報が発表され、事前の準備行動を行う必要があると認められた場合、国はその旨を

発表する。その場合、県、町及び防災関係機関は、救急・救助・消火部隊等の受け入れ・派遣準備や

物資の点検、児童・生徒等の帰宅、旅行の自粛など、必要な準備行動を行う。 
なお、本情報の解除に係る情報が発表された場合、国は準備体制の解除を発表する。その場合、県、

町及び防災関係機関は準備行動を終了する。 
 

第５項  警戒宣言発令時の対応 

１．大磯町地震災害警戒本部の設置 

町長は、警戒宣言が発令された場合、警戒宣言発令時対策を実施するため、大震法第 16条の規定
に基づき、大磯町地震災害警戒本部（以下「地震警戒本部」という。）を設置する。 
町長が不在又は連絡がとれない場合は、次の者が意思決定者となる。 

 副町長（第１順位） 
 教育長（第２順位） 
地震警戒本部は、役場庁舎に設置する。また、地震警戒本部を設置したときは「大磯町地震災害警

戒本部」の標示を掲示する。 
なお、東海地震注意情報が発せられた場合には、地震警戒本部を設置できる体制をとる。 
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２．地震警戒本部の廃止 

警戒解除宣言が発令されたときは、地震警戒本部を廃止するものとする。 
また、大規模な地震が発生し、災害対策基本法第 23条第１項に規定する災害対策本部を設置した
ときは、地震警戒本部は廃止されたものとする。 
この場合、地震警戒本部の事務は自動的に災害対策本部に引き継がれ、地震警戒本部の行った決定

は、引き続きその効力を有するものとする。 
 
３．地震警戒本部の業務 

地震警戒本部は、次の業務を実施する。 
 町民への情報提供と呼びかけ 
 警戒宣言、東海地震注意情報及び東海地震予知情報等の受伝達 
 防災関係機関の業務に係る調整 
 発災後における応急対策の事前準備 
 国、県への応援要請 
 その他、地震防災応急対策の実施 

 
４．地震警戒本部の組織及び運営 

地震警戒本部の組織及び運営は、大震法、大規模地震対策特別措置法施行令（昭和 53年政令第 385
号。以下「施行令」という。）、大磯町地震災害警戒本部条例（昭和 54年条例第 27号。以下「条例」
という。）及び大磯町地震災害警戒本部要綱（以下「要綱」という。）に定めるところによる。 

 
５．組織の概要及び分担業務 

地震警戒本部組織及び分担業務は、別表１の１、１の２のとおりである。 
 
６．警戒宣言発令時の地震防災応急対策実施状況の報告 

大磯町地震災害警戒本部長（以下「地震警戒本部長」という。）は、警戒宣言が発令された場合に

実施する事前避難の実施状況及び地震防災応急対策の実施状況等について県警戒本部長に報告する。 
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別表１の１ 
大磯町地震災害警戒本部組織表 

 
   本部事務局         本部事務局班 

 
   政策総務部         政策班 

               総務班 
               財政班 
                税務班 

 
   町民福祉部（長）      町民班 

                   福祉班 
                    スポーツ健康班 

 
                  建設経済部（ツ健康課長）  建設班 

                          下水道班 
本 部 長    副本部長                    都市計画班 
（町長）  （副町長 教育長）                  産業観光班 
                                 環境美化センター班 
 

            協力部           会計班 
                          議会事務局班 
                          監査委員事務局班 
                          選挙管理委員会事務局班 
                          農業委員会事務局班 

 
   教育部（子ども育成     学校教育班 
                 子育て支援班 
                生涯学習班 

 
   消防部（消防長       消防総務班 

               消防署班 
               国府分署班 
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別表１の２ 

大磯町地震災害警戒本部組織及び業務 
 
本部長   町長 
副本部長  副町長、教育長 
 
各部 

共通事項 １ 部内の職員の動員及び配備に関すること。 
２ 各部及び部内の連絡調整に関すること。 
３ 関係機関との連絡調整に関すること。 
４ 部に関する情報収集、調査及び災害資料の取りまとめに関すること。 
５ 所管施設の利用者の避難誘導及び安全確保に関すること。 
６ 所管施設及び設備の被害調査及び取りまとめに関すること。 
７ 平常業務に関連する事項の調査及び取りまとめに関すること。 
８ 応急対策に必要な資機材等の備蓄に関すること。 
９ 他部の応援に関すること。 

 
本部事務局 事務局長：参事（危機管理対策担当） 

班 班長 分担業務 

本部事務局

班 
危機管理対策室

長 
１ 地震災害警戒本部及び水防本部の設置及び運営関すること。

２ 警戒本部会議に関すること。 
３ 本部長からの命令及び伝達に関すること。 
４ 大磯町防災会議に関すること。 
５ 気象情報の受理伝達に関すること。 
６ 各部の総合的把握及び連絡調整に関すること。 
７ 予知情報の取りまとめに関すること。 
８ 防災行政無線（移動系）に関すること。 
９ 避難勧告及び指示に関すること。 
10 自衛隊の応援要請に関すること。 
11 災害救助法の適用申請に関すること。 
12 国、県及び防災関係機関との連絡調整に関すること。 
13 各種協定の運用の総括に関すること。 
14 応急対策の特命に関すること。 
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政策総務部 部長：政策総務部長 

班 班長 分担業務 

政策班 ○政策課長 １ 部の災害対応活動の総括に関すること。 
２ 予知情報等の広報活動に関すること。 
３ 防災行政無線（固定系）の運用に関すること。 
４ ＭＣＡ無線の運用に関すること。 
５ 報道機関及び地域メディアとの連絡調整に関すること。 
６ 帰宅困難者への情報提供に関すること。 
７ ライフライン等生活情報の提供に関すること。 
８ 被害状況の写真撮影等記録に関すること。 
９ 電子計算機器の機能確保に関すること。 
10 本部長及び副本部長の秘書に関すること。 
11 見舞等のための来庁者の接遇に関すること。 
12 り災後の行政政策の総合調整に関すること。 
13 応急対策の特命に関すること。 

総務班 総務課長 １ 職員の招集及び配備に関すること。 
２ 被災職員に関すること。 
３ 応援職員及び派遣隊の受入れに関すること。 
４ 職員、応援職員等の健康管理に関すること。 
５ 災害対策基本法に基づき派遣された職員の身分取扱いに関

すること。 
６ 職員の公務災害補償に関すること。 
７ 相互応援協定都市等への要請及び受入れに関すること。 
８ 本部施設及び設備の保全に関すること。 
９ 本部活動用電話、事務機器等の仮設に関すること。 

10 公共施設の被害状況の取りまとめに関すること。 
11 応急対策の特命に関すること。 

財政班 財政課長 １ 災害対策の予算に関すること。 
２ 災害応急対策用物品及び資材の調達及び管理に関すること。

３ トラック協会等運輸関係機関との連絡調整に関すること。 
４ 災害対策用車両の調達及び配車に関すること 
５ 燃料の確保に関すること。 
６ 応急対策工事の契約に関すること。 
７ 町有財産の被害状況の把握及び応急対策に関すること。 
８ 応急対策の特命に関すること。 
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税務班 税務課長 １ 建物の被害調査及び取りまとめに関すること。 
２ 企業等の被害調査及び取りまとめに関すること。 
３ 人的被害の調査及び取りまとめに関すること。 
４ 被災者名簿の作成に関すること。 
５ ライフライン等の被害調査及び生活情報等の収集に関する

こと。 
６ り災証明書の交付に関すること。 
７ 町税の減免及び徴収猶予に関すること。 
８ 応急対策の特命に関すること。 

 
町民福祉部  部長：町民福祉部長 

班 班長 分担業務 

町民班 ○町民課長 １ 部の災害対応活動の総括に関すること。 
２ 安否情報の収集、整理及び照会対応に関すること。 
３ 自主防災組織、自治会等との連絡調整に関すること。 
４ 避難所（地域会館等）の開設及び準備に関すること。 
５ 警察等関係機関との連絡調整に関すること。 
６ 被災者の相談に関すること。 
７ 埋火葬等の許可に関すること。 
８ 災害時の防犯対策及び交通安全対策に関すること。 
９ 国民健康保険税の減免に関すること。 
10 応急対策の特命に関すること。 

福祉班 福祉課長 １ 災害時要援護者に関すること。 
２ 避難所（福祉施設）の開設及び準備に関すること。 
３ 日本赤十字社との連絡調整及び協力要請に関すること。 
４ 社会福祉機関との連絡調整及び協力要請に関すること。 
５ 行方不明者の捜索に関すること。 
６ 遺体安置所の開設及び遺体の搬送、保存、埋葬等に関するこ

と。 
７ 火葬場等との連絡調整に関すること。 
８ 災害弔慰金、災害障害見舞金及び災害援護資金に関するこ

と。 
９ 被災生活保護世帯の把握に関すること。 
10 社会福祉協議会及びボランティア団体との連絡調整に関す
ること。 
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  11 ボランティアを必要とする業務の情報収集及び調整に関す
ること。 

12 応急対策の特命に関すること。 

スポーツ健

康班 
スポーツ健康課

長 
１ 救護活動その他医療及び助産に関すること。 
２ 医師会等との連絡調整及び協力要請に関すること。 
３ 救護所の開設及び運営に関すること。 
４ 医療薬品機材の確保に関すること。 
５ 負傷者の把握に関すること。 
６ 防疫等保健衛生に関すること。 
７ 感染症患者に関すること。 
８ 医療施設の被害情報及び医療情報の収集に関すること。 
９ 保健福祉事務所及び医療機関との連絡調整に関すること。 
10 災害時要援護者の支援に関すること。 
11 応急対策の特命に関すること。 

 
建設経済部  部長：建設経済部長 

班 班長 分担業務 

建設班 ○建設課長 １ 部の災害対応活動の総括に関すること。 
２ 水防活動に関すること。 
３ 防潮堤門扉の閉鎖に関すること。 
４ 道路、橋りょう及びトンネルの被害調査及び応急対策に関す

ること。 
５ 交通情報の収集及び関係機関との連絡調整に関すること。 
６ 通行止め、通行制限等に関すること。 
７ 緊急輸送路に関すること。 
８ 障害物の除去に関すること。 
９ 危険箇所の警戒に関すること。 
10 建設協会等への応援要請に関すること。 
11 リエゾン協定に基づく協力要請に関すること。 
12 国道、県道の被害調査及び関係機関との連絡調整並びに応急
対策に関すること。 

13 応急対策の特命に関すること。 

下水道班 下水道課長 １ 飲料水の確保に関すること。 
２ 水防活動に関すること。 
３ 公共下水道、河川、排水路等の被害調査及び応急対策に関す
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ること。 
４ 障害物の除去に関すること。 
５ 危険箇所の警戒に関すること。 
６ 管工事組合等への協力要請に関すること。 
７ 応急対策の特命に関すること。 

都市計画班 都市計画課長 １ 建築物応急危険度判定活動に関すること。 
２ 建築物の緊急措置に関すること。 
３ 液状化被害の情報収集に関すること。 
４ 公園等の避難者の把握及び避難誘導等の措置に関すること。

５ 応急仮設住宅に関すること。 
６ 公共交通の被害状況の把握及び連絡調整に関すること。 
７ 被災後の都市計画及び復興計画に関すること。 
８ 応急対策の特命に関すること。 

産業観光班 産業観光課長 １ 食料、生活必需品等の調達及び供給に関すること。 
２ 救援物資の受入れ、保管及び配送に関すること。 
３ 大磯港及び海上輸送に関すること。 
４ 病害虫防除及び家畜伝染病等の防疫に関すること。 
５ 食料販売業者との食糧確保体制に関すること。 
６ 商工会、農業協同組合等との連絡調整に関すること。 
７ 農林水産業、畜産業及び商工業関係の被害状況調査に関する

こと。 
８ 応急対策の特命に関すること。 

環境美化セ

ンター班 
環境美化センタ

ー所長 
１ ごみ及びし尿の収集及び処理に関すること。 
２ 仮設トイレに関すること。 
３ 災害廃棄物等の処理に関すること。 
４ 清掃その他生活環境の保持に関すること。 
５ 犬猫等死亡動物の処理に関すること。 
６ 野犬等の回収に関する動物保護センターとの連絡調整に関

すること。 
７ 害虫等の駆除に関すること。 
８ 清掃運搬車両等の確保に関すること。 
９ 動物救護活動に関すること。 
10 応急対策の特命に関すること。 
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協力部 部長：監査委員事務局長 

班 班長 分担業務 

会計班 ○会計課長 １ 部の災害対応活動の総括に関すること。 
２ 災害時の緊急支払に関すること。 
３ 義援金品の受理、配分、出納及び保管に関すること。 
４ 応急対策の特命に関すること。 

議会事務局

班 
議会事務局長 １ 町議会との連絡調整に関すること。 

２ 町議会議員の対応に関すること。 
３ 応急対策の特命に関すること。 

監査委員事

務局班 
監査委員事務局

長 
１ 災害情報の受理及び伝達に関すること。 
２ 応急対策の特命に関すること。 

選挙管理委

員会事務局

班 

選挙管理委員会

事務局書記長 
１ 災害情報の受理及び伝達に関すること。 
２ 応急対策の特命に関すること。 

農業委員会

事務局班 
農業委員会事務

局長 
１ 災害情報の受理及び伝達に関すること。 
２ 応急対策の特命に関すること。 

 
教育部  部長：教育部長 

班 班長 分担業務 

学校教育班 
 

○学校教育課長 １ 部の災害対応活動の総括に関すること。 
２ 避難所（学校・幼稚園）の開設及び運営に関すること。 
３ 児童及び生徒の安全確認及び応急教育に関すること。 
４ 教材、学用品等の調達供給に関すること。 
５ 教職員の動員調整に関すること。 
６ 避難所の応急物資の調整及び配給に関すること。 
７ 応急対策の特命に関すること。 

子育て支援

班 
子育て支援課長 １ 学校その他教育機関との連絡調整に関すること。 

２ 園児等の安全確認及び応急教育並びに応急保育に関するこ

と。 
３ ひとり親世帯等に対する災害相談に関すること。 
４ 応急対策の特命に関すること。 

生涯学習班 生涯学習課長 １ 避難所（学校・幼稚園）の開設及び運営に関すること。 
２ 避難所の応急物資の調整及び配給に関すること。 
３ 応急対策の特命に関すること。 
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消防部  部長：消防長 

班 班長 分担業務 

消防総務班 ○消防総務課長 １ 部の災害対応活動の総括に関すること。 
２ 消防活動全般の指揮に関すること。 
３ 消防団との連絡調整に関すること。 
４ 消防広報に関すること。 
５ 災害情報の受理及び伝達に関すること。 
６ 被害状況の収集及び集計記録に関すること。 
７ 消防相互応援協定に関すること。 
８ 緊急消防援助隊に関すること。 
９ 水防活動に関すること。 
10 消防計画に関すること。 
11 応急対策の特命に関すること。 

消防署班 消防署長 １ 人命の救出、救助及び傷病者の応急手当並びに搬送に関する

こと。 
２ 避難勧告、指示及び避難誘導に関すること。 
３ 火災、水害等の警戒及び防御に関すること。 
４ 被害の情報収集及び報告に関すること。 
５ 気象観測に関すること。 
６ 火災の原因及び損害調査並びにり災証明に関すること 
７ 消防通信の統制運用に関すること。 
８ 応急対策の特命に関すること。 

国府分署班 国府分署長 １ 人命の救出、救助及び傷病者の応急手当並びに搬送に関する

こと。 
２ 避難勧告、指示及び避難誘導に関すること。 
３ 火災、水害等の警戒及び防御に関すること。 
４ 被害の情報収集及び報告に関すること。 
５ 気象観測に関すること。 
６ 応急対策の特命に関すること。 

備考 「班長」欄の○印のあるものは、部の副責任者を表す。 
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第６項  地震警戒本部要員の動員配備 

職員は、東海地震注意情報が発表されたとき又は警戒宣言が発令されたときは、あらかじめ定めら

れた場所へ自ら参集し、若しくは町長の命令により参集し、配備体制につく。 

 

１．職員の配備体制 

職員の配備体制は、次のとおりとする。 
区分 東海地震注意情報が発表さ

れたとき 
警戒宣言が発令されたとき 東海地震が発生したとき 

本部設置 地震警戒本部を設置でき
る体制を整える。 

地震警戒本部を設置する。 災害対策本部を設置する。

配備体制 警戒宣言の発令に備え、必
要な対策が行えるよう、指
定されている職員が配備
につく。 
 (災害対策本部２号配備
職員) 

警戒宣言発令時の応急対
策が行えるよう、すべての
職員が配備につく。 
(災害対策本部３号配備職
員) 

地震警戒本部の配備体制
がそのまま災害対策本部
へ移行する。 

職員参集
基準 

１ 自ら東海地震注意情
報が発表されたことを知
ったとき。 
２ 町長の命令を受けた
とき。 

１ 自ら警戒宣言が発令
されたことを知ったとき。
２ 地震警戒本部長の命
令を受けたとき。 

 

 

２．参集場所 

職員の参集場所は、原則として平常時の勤務場所とする。ただし、次の場合はその指定された場所

とする。 

指定された職員 参集場所 

１ 各部長 地震警戒本部設置場所 

２ 部長から指定があった職員 指定された場所 

３ 初期対応配備職員 地震警戒本部設置場所 

 
３．動員の発令による配備の場合の伝達方法 

動員の発令の伝達は次によるが、併せて東海地震に関連する情報又は警戒宣言の概要についても伝

達する。 

(１) 勤務時間中における伝達の方法 

勤務時間中における伝達は、町長が庁内放送若しくは各部長を招集して速やかに伝達する。 

(２) 勤務時間外における伝達の方法 

休日、夜間時における伝達は、本部事務局から各部の長に連絡し、各部の長は、各部においてあら

かじめ定めておいた非常連絡方法により連絡する。 
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４．配備状況の報告 

各部長は、地震警戒本部が設置されたときは、職員の配備状況について地震警戒本部長に報告する。 

 

第７項  東海地震に関連する情報、警戒宣言の伝達 

１．東海地震に関連する情報の伝達 

東海地域の観測データに異常が発見され、東海地震に関連する情報が発表された場合、気象庁から

消防庁及び横浜地方気象台を通じてその情報が県に伝達される。県はこの伝達を受け、防災行政通信

網、一斉ファックス等により、速やかに各市町村に伝達する。 
 

２．警戒宣言の伝達 

気象庁長官から地震予知情報の報告を受け、地震防災応急対策を緊急に実施する必要があると認め

られる場合、内閣総理大臣は警戒宣言を発令する。警戒宣言は、報道機関を通じて広報されるととも

に、消防庁から県に伝達される。県はこの伝達を受け、防災行政無線、一斉ファックス等により、速

やかに各市町村に伝達する。 

 

第８項  啓発・広報及び防災訓練 

１．東海地震に関連する情報が発表された際の広報 

東海地震注意情報及び東海地震予知情報が発表された場合及び警戒宣言発令時においては、混乱の

発生を未然に防止し、地震防災応急対策が迅速かつ的確に行われ、被害の軽減に資するよう、各防災

関係機関は東海地震予知情報等に対応する広報計画を作成し、これに基づき、広報活動を実施するも

のとする。 
災害時要援護者等、情報伝達について特に配慮を要するものに対しては、外国語による表示、冊子、

放送のほか、広報誌、広報車など、様々な広報手段を活用するよう努める。 
なお、住民等に対する東海地震に関連する情報の広報に際しては、具体的にとるべき行動を併せて

示すとともに、状況に応じて逐次、平易な表現で、反復継続して行うよう努める。 

 

２．広報手段等 

広報は、防災行政無線（固定系）、広報車、消防車等で行うほか、自主防災組織等を通じて伝達ル

ートを用いて行うものとする。 

 《地震防災信号》 

                                   （五点） 

    警 鐘       ●  ●  ●  ●  ●        ●  ●  ●  ●  ● 

                      約４５秒 

 

    サイレン     ●                        ● 

                                   約１５秒 
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（注）１ 警鐘、又はサイレンは適宜の時間継続すること。 

２ 必要があれば、警鐘及びサイレンを併用すること。 
３ サイレンは、“約45秒鳴動して約15秒休む”ことが反復することを
示している。 

 

３．広報内容 

広報を行う必要のある項目は、おおむね次のとおりとする。 
 警戒宣言及び東海地震予知情報等の内容、特に県下の地震の予想並びに町内における災害危険

箇所及び避難対象地区への周知 
 応急計画を実施すべき事業所に対する計画実施の呼びかけ 
 応急計画を作成しない事業所及び地域住民がとるべき措置 
 交通規制の状況等、地震防災応急対策の内容と実施状況 
 その他の状況に応じて事業所又は町民に周知すべき事項 

 
４．広報の重点事項 

町は、町民への広報を実施するにあたっては、次の事項に留意して、的確かつ迅速に行うものとす

る。 
 冷静な行動をとること。 
 不要な火気の始末をすること。 
 家具等屋内重量物の倒壊防止措置をとること。 
 テレビ、ラジオ等の情報に注意すること。 
 当座の飲料水、食料品等の持出しの準備をすること。 
 自動車による移動を自粛すること。 
 事前避難対象地区（警戒宣言が発せられた場合において避難指示が必要となるがけ地崩壊危険

地区として町から指定された地区）以外は避難行動を行わず、耐震性が確保された自宅での待

機等安全な場所で行動すること。 
 食料品の買出し等の外出は自粛すること。 
 電話の使用は自粛すること。 
 東海地震に関連する情報の内容 
 その他生活関連情報等、住民などが必要とする情報 

 

５．駅周辺等の混乱（パニック）防止 

駅周辺等における不特定多数の町民等の、情報不足による不安、流言飛語等による混乱（パニック）

を防止するために的確な広報を行う。 
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第９項  町が管理運営する施設、設備の措置 

町が管理し、又は運営する施設について、警戒宣言が発せられた場合にとるべき応急措置は、次の

とおりとする。また、具体的措置は、各施設管理者が別に定めるところによる。 

１．道路等 

道路管理者は、警戒宣言が発せられた場合は、直ちに所管する道路の緊急点検及び巡視を実施して

状況を把握し、交通規制、工事中における道路工事の中断等の措置をとるものとする。また、河川、

港湾等についてもこれに準ずる。 
なお、緊急点検、巡視等の具体的な実施方法及び体制については、各管理者が別に定めるものとす

る。 

 

２．不特定多数の者が出入りする施設の基本的措置 

(１) 警戒宣言等の伝達等 

警戒宣言が発令された場合は、来庁者及び職員に対し非常放送及び庁内放送により、迅速にその内

容を伝える。 

(２) 来庁者の安全確保 

必要に応じて来庁者に退避の指示を実施するとともに、安全な場所に誘導する。また、庁内残留者

の把握に努める。 

(３) 施設、設備の点検 

通信設備、電気設備、機械設備等の点検を直ちに実施し、発災に備える。また、次の設備は、原則

として使用禁止とする。 
 エレベーター  その他必要以外の電気、機械の運転 
 冷暖房  
(４) 設備、備品の転倒、落下防止 

 窓ガラス等の飛散防止及び落下防止措置を行う。 
 ロッカー、書庫等の転倒防止措置を行う。 

(５) 出火防止措置 

 火気の使用は極力避けるように周知する。 
 ガス器具、火気使用場所の点検を行う。 
 危険物等の点検、必要な措置を行う。 

(６) 受水槽等の貯水確認 

受水槽等を確認し不足の場合は補給する。また飲料用として確保する。 

(７) 消防用設備の点検 

防火扉、火災報知器、屋内消火栓設備、消火器、避難設備等消防用設備の点検を実施する。 

(８) 発電設備の点検 

停電に備え、自家発電設備の点検、整備を実施する。 
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(９) その他管理する施設、設備について特に必要あると認められる点検 

 

３．地震防災応急対策の実施上重要な建物に対する措置 

地震警戒本部が設置される庁舎の管理者は、２．の基本的措置を実施するほか、自家用発電装置、

可搬式発電機等による非常用電源の確保、無線通信機等通信手段の確保および地震警戒本部の開設に

必要な資機材及び緊急車両等の確保を行う。 
避難所、救護所が開設される学校等の施設管理者は、町が行う避難所、救護所の開設に必要な資機

材の搬入、配備に協力するものとする。 
 

４．工事中の建築物に対する措置 

工事中の建築物その他の工作物又は施設については、原則として工事を中断するものとする。 

 

第１０項  事前避難対策等 

警戒宣言が発せられた場合、急傾斜地崩壊危険区域に指定されている避難対象地区の住民等に対し、

避難の勧告、指示を行う。 

１．避難対象地区及び避難場所 

避難対象地区及び避難場所は、次のとおりである。 

地区名 所在地 面 積 避難場所 

東小磯 東小磯字古屋敷・宮上・大門及び大磯字羽白山・坂田山付 5.98ha 大磯中学校 

 

２．避難対象地区住民等への事前周知 

町は、事前避難対象地区の住民等に対して、次の事項をあらかじめ周知徹底を図るものとする。 
 避難対象地区の範囲  避難場所に至る経路 
 地震の発生に伴い想定される危険の種類及び内容  避難勧告又は指示の伝達方法 
 避難場所  その他避難に関する注意事項 

 
３．避難者収容施設の指定 

町長は、大磯町東小磯 251 番地大磯中学校を、当該避難対象地区の住民等事前避難者を収容する
施設に指定する。 

 

４．避難路の指定 

避難対象地区より指定避難者収容施設に至る経路は次のとおり設定する。 
避難対象地区より町道幹 12号線→国道１号を経て大磯中学校に至る経路とする。 
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５．避難の実施 

事前避難措置の実施者は、大震法第 26条の規定に基づき、次により避難の勧告又は指示を行う。 
 町長は、警戒宣言が発せられたとき、直ちに避難対象地区の住民等に対し、避難の勧告又は指

示を行う。 
 警察官は、町長が上記の措置を行ういとまがないとき、又は町長から要請があったときは、直

ちに避難対象地区の住民等に対し立ち退きを指示することができるものとする。 

(１) 避難の勧告・指示の内容 

避難の勧告・指示等を行う者は、原則として次の内容を明らかにして実施するものとする。 
 避難を要する理由  避難経路 
 避難勧告・指示の対象区域  その他注意事項 
 避難場所  
(２) 避難措置の周知等 

避難の勧告・指示等をした者又は機関は、速やかに関係機関に対して勧告・指示等した旨連絡する

とともに、避難対象地区の住民等に対してその内容の周知を図る。 
ア． 避難対象地区住民等への周知徹底 

避難措置の実施者はその内容について、避難地区の住民等に対し、防災行政無線、広報車等を通じ

て周知の徹底を図るものとするが、なお個別にも周知を図るものとする。 
イ． 県警察等との連絡 

町は、避難措置及び避難の状況等について県に報告するとともに、県警察と相互に連絡をとる。 

(３) 避難所における措置 

町は、避難所の管理者の協力を得て、避難者に対して次の措置をとるよう努めるものとする。 
 東海地震に関連する情報等の伝達  収容施設の秩序維持 
 警戒宣言発令時対策の実施状況の周知  その他避難生活に必要な措置 
 飲料水、食料、寝具等の供与  
また、町は、避難者に対し避難生活に必要な生活必需物資等の携行を指示する場合、その旨明示を

する。 

(４) 事前避難体制の確立 

町は、警戒宣言発令時において、避難者が円滑かつ迅速に避難行動がとれるよう事前避難体制の確

立に努めるものとする。 
避難にあたっては、警戒宣言が発せられたときに、避難対象地区の住民等が迅速に避難行動を開始

できるよう、町はあらかじめ避難対象地区の住民との連携を密にし、避難体制の組織化に努めるもの

とする。 
町は、避難対象地区に、あらかじめ在宅老人（ねたきり老人、独居老人）、病人等避難に際し介護

を要する者の人数及び介護者の有無等についての把握に努め、地区、自主防災組織等との協力体制を

確立しておくものとする。また、外国人、出張者及び旅行者についても、関係事業者と連携して避難

誘導等、適切な対応を実施する。 
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避難地で運営する避難生活は、原則として屋外とするが、高齢者、子ども、病人等、災害時要援護

者の保護のため、国及び県、町が定めた指針に基づき、あらかじめ指定された施設内において、避難

生活を運営できるものとする。 
町は、各種防災施設の状況や被害想定の実施等による検証を通じて、避難計画を見直すこととする。 

 

第１１項  食料、生活必需品、飲料水、資機材等の確保 

警戒宣言の発令に伴い、発災に備えた食料、生活必需品、飲料水、その他資機材等の確保、調達を

行う。 

１．備蓄品の確認 

発災に備え、備蓄食料・生活必需品の確認及び資機材の準備、点検を実施する。 

 

２．食料、生活必需品等の確保等 

教育部は、警戒宣言発令とともに、地震災害の発生に備え、備蓄物資を確認するとともに、協定等

を締結している関係業者、団体等と連絡をとり、生活物資の調達体制を整える。また、物資保有数を

把握し、物資供給のための要員及び運搬手段等を確保する。 
警戒宣言が発せられた場合、食料等生活必需品の売り惜しみ、買い占め及び物価高騰の防止のため、

生産者及び流通業者等に対して必要な要請、指導を行うものとする。生活必需品の高騰、売り惜しみ、

買い占めが起こった場合は、必要に応じて、物資を特定し、その確保のための指導を行う。 
町は、警戒宣言が発令された場合に、食料など生活必需品等の売り惜しみまたは買い占め、物価の

高騰が生じないよう関係する生産者及び流通業者等に対して必要な要請、指導を行う。 

 

３．飲料水の確保 

(１) 飲料水の確保措置 

町は、警戒宣言の発令と同時に神奈川県企業庁平塚水道営業所と連絡をとり、広報等を通じ各家庭

その他の施設に対して、飲料水確保のため緊急貯水を呼びかける。 

(２) 応急給水体制 

町は、発災後の給水に備えて、運搬用貯水槽に緊急貯水を行うとともに、鋼板プール及び兼用貯水

槽等が速やかに使用できるように体制を整える。また、土木対策部は応急給水のための要員、資機材

及び運搬手段等を確保するものとする。 

(３) 防災用指定井戸の活用 

町は、災害時に備えて防災用井戸の指定を行っている。防災用井戸の所有者又は管理者は、発災後

の給水に備え、速やかに使用できるよう必要な措置を行うものとする。 
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第１２項  火災、津波対策 

１．火災の防止 

(１) 警戒宣言発令時の措置 

消防機関は、警戒宣言が発せられた場合、平常時の消防業務（災害活動を除く）を停止又は縮小し、

地震に伴う出火及び混乱防止のため、次の事項を重点に必要な措置を行う。 
 地震に備えての消防部隊の編成強化 
 東海地震に関連する情報及び警戒宣言等の収集と伝達体制の確立 
 資機材及び救急資機材の確保 
 出火防止、初期消火等の広報の実施 
 施設、事業所等に対し応急計画実施の指示 
 危険物タンクローリーの対応措置の指示 
 その他必要な事項 

(２) 動員、配備及び活動計画 

上記(１)に掲げる措置を実施するため必要な動員、配備及び活動計画は、次のとおりとする。 
 地震災害に対応すべき消防部及び消防団の組織体制の確立 
 消防団員の招集と編成 
 消防施設、資機材等の点検、整備、積載等の措置 
 消防水利の確保のため、消火栓、防火水槽、自然的水利等の点検、確認及び緊急水利のための

措置 
 消防団員等に対する食料、医薬品、飲料水等の補給体制の確立 
 消防活動に対する関係機関の協力体制の確立 
 迅速な救急救助のための体制確保 
 その他の必要な事項 

 
２．津波被害の防止 

町は、警戒宣言が発せられた場合、津波による被害を軽減するため、次のとおり必要な措置を行う。 
 要員の確保、配置 
 東海地震に関連する情報及び警戒宣言等の収集と伝達体制の確立 
 沿岸住民及び海浜利用者等に対する事前避難の勧告、指示 
 防潮堤等の施設の点検 
 水防用資機材の点検整備及び緊急調達体制の確保 
 その他必要な措置 
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第１３項  医療救護対策及び医療機関、福祉施設の対策 

１．医療救護対策 

町は、警戒宣言が発せられたときは、救護所の開設準備を行い、中郡医師会大磯班及び平塚市歯科

医師会大磯地区に対し、医療救護班の出動協力準備体制を要請し、発災による救護活動の応援体制の

確保を図るものとする。 
医療救護活動に必要な医療器材、医薬品の緊急調達については、最寄りの業者から調達するほか、

医薬品等の調達を円滑に確保するため供給協定の締結に努め、その万全を図るものとする。 

２．医療機関の対策 

医療機関は、警戒宣言が発せられたときは次の措置をとり、被害防止を図るとともに医療機能の維

持に努める。 

(１) 警戒宣言発令の周知 

医療機関の長は、警戒宣言が発令されたことについて、医師等の職員及び外来患者等に対し警戒宣

言発令の周知徹底を図るものとする。 

(２) 医療機関の措置 

医療機関の長は、地震防災対策本部を設置するとともに、消火設備、避難設備及び自家発電装置等

の点検並びに医療器械、備品、薬品等の転倒落下、移動の防止及び出火防止対策を実施する。さらに、

入院患者の安全確保措置を行う。 
手術中の場合は、医師の判断により安全措置を講じ、手術予定については、緊急やむを得ない場合

を除き、延期するものとする。 
外来診療については、地域医療の確保のため、耐震性を有するなど安全性が確保されている病院に

ついては診療を継続できるものとする。 

(３) 発災後への準備 

医療機関は発災後の医療機能を維持するため、医薬品、血液、治療材料等の確保に努めるとともに、

水、食料、燃料等を確保する。また、医師をはじめとした職員については、あらかじめ定めた職員連

絡網等により連絡を行い、その確保を図る。 
また、患者等の保護等のため、施設の耐震性を考慮し、他の病院、病棟への搬送あるいは、家族等

への引き渡しを実施する。 

 

３．福祉施設の対策 

福祉施設は、警戒宣言が発せられた場合、入（来）所者の生命・身体の安全確保に万全を期するた

め、次の措置を行う。 
また、入（来）所者等の保護等の方法については、施設の耐震性を考慮し、他の福祉施設等への移

送あるいは、保護者等への引き渡しを実施する。 
 施設設備の点検  飲料水・食料の確保 
 落下物等の防止措置  関係機関、保護者との連絡体制の確保 
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第１４項  道路交通対策 

警戒宣言が発せられた場合における交通の混乱と交通事故の発生を防止し、地域住民等の避難と防

災関係機関が警戒宣言発令時対策のために実施する緊急輸送の円滑を確保するため、県警察は次によ

り交通規制等の交通対策を実施するものとする。 

１．交通規制措置 

(１) 基本方針 

強化地域内での一般車両の走行は、極力抑制し、強化地域内への一般車両の流入は、極力制限する。

また、強化地域外への一般車両の流出は、交通の混乱が生じない限り、原則として制限しない。 
避難路及び緊急交通路については、優先的にその機能を確保する。 
緊急交通路に指定する高速自動車国道及び自動車専用道路（一般道路である国道 271 号の小田原
から平塚間を含む。以下「高速自動車国道等」という｡)については、一般車両の強化地域内への流入
を制限するとともに、強化地域内におけるインターチェンジ等からの流入を制限する。 

(２) 警戒宣言が発せられた場合の交通規制 

警戒宣言が発せられた場合は、強化地域における交通の混乱の防止を図り、地震防災応急対策活動

が円滑に行われるように、一般車両の通行を禁止する区域及び通行を制限する区域の設定や緊急交通

路の確保など必要な規制を実施する。 
ア． 通行禁止区域及び通行制限区域の設定 

警戒宣言が発せられた場合は、強化地域を中心に通行禁止区域、通行制限区域を定め、同区域を補

完するため、迂回路を指定して、一般車両の通行禁止及び制限の交通規制を実施する。 
イ． 緊急交通路の確保 

緊急交通路として指定する想定のある道路（指定想定路）54 路線の中から、交通の状況に応じて
確保する。 

 

２．運転者のとるべき措置 

警戒宣言が発せられたことを知ったときは、地震の発生に備えて低速走行に移行するとともに、カ

ーラジオ等により継続して地震情報及び交通情報を聴取し、その情報に応じて行動する。 
車両を置いて避難するときは、できる限り道路外の場所に移動しておく。やむを得ず道路上におい

て避難するときは、道路の左側に寄せて駐車し、エンジンを切り、エンジンキーは付けたままとし、

窓を閉め、ドアはロックしない。駐車するときは、避難する人の通行や地震防災応急対策の実施の妨

げになるような場所に駐車しない。 
危険物等を運搬中の車両は、あらかじめ定められている安全対策を速やかに行う。 
また、避難のために車両を使用しない。 
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第１５項  緊急輸送対策 

１．緊急輸送の実施 

町は、警戒宣言が発せられた場合、警戒宣言発令時対策及び応急対策の円滑な実施を確保するため、

次の要員、物資等の緊急輸送を実施する。 
 警戒宣言発令時対策要員  その他必要と認める人員、物資又は資機材 
 食料、医薬品、防災資機材等の物資  
また、緊急輸送の実施にあたっては、輸送手段の競合を生じないよう関係機関と連携協力するもの

とする。 
 

２．緊急輸送道路等の確保 

緊急輸送を実施するため、町及び県は協力してあらかじめ指定した緊急輸送道路及び物資受入れ港

を関係機関と協力して確保する。 
なお、「緊急輸送路線」については、「第３章第８節第１項 交通応急対策」の定めるところによる。 

 

３．緊急輸送車両等の確保 

町及び防災関係機関は、発災後の緊急輸送に備えて、輸送用車両の確保を図るものとする。確保す

べき車両の数量及び確保先との連絡手段は、「第８節第 2項 輸送計画」の定めるところによる。ま
た、車両の確保が困難なときには、県に対して要請及び調達、あっせんを依頼するものとする。 

 

４．緊急車両 

(１) 緊急輸送車両（確認対象車両） 

緊急輸送車両は、大震法第 21条第２項に規定する地震防災応急対策（警戒宣言発令時対策）の実
施責任者、又はその委託を受けた者が使用する車両で、次に掲げる業務に従事する車両とする。 

 東海地震に関連する情報の伝達及び避難の勧告、指示 
 消防、水防その他の応急措置 
 応急の救護を要すると認められる者の救護その他の保護 
 施設及び設備の整備並びに点検 
 犯罪の予防、交通の規制、社会秩序の維持 
 緊急輸送の確保 
 地震が発生した場合における食料、医薬品その他の物資の確保、清掃、防疫その他の保健衛生

に関する措置、その他応急措置を実施するため必要な体制の整備 
 その他地震災害発生の防止又は軽減を図るための措置 
(２) 緊急輸送車両に準ずる車両 

(１)の緊急輸送対象車両のほか、特に緊急を必要とする次の車両は、緊急輸送車両に準ずる車両と
する。 

 道路交通法施行令（昭和 35年政令第 207号）第 13条に規定する緊急自動車 
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 道路交通法施行令第 14条の２に規定する道路交通維持作業用自動車 
 医療行政及び感染症防疫のための車両 
 報道機関の緊急取材のための車両 
 その他特に緊急を必要とする次の車両 

 郵便物の集配及び電報配達のための車両 
 金融機関の現金輸送のための車両 
 新聞の輸送のための車両 
 廃棄物の処理及び清掃のための車両 
 道路交通法施行令第 26条の３に規定する通学、通園バス 

(３) 緊急車両の確認手続 

大震法第 24 条に規定する緊急輸送車両であることの確認並びに同法施行令第 12 条に規定する標
章及び証明書の交付手続は、次によるものとする。 

 緊急輸送車両の確認申請は、県公安委員会（県警察本部交通規制課、第一交通機動隊、第二交

通機動隊、高速道路交通警察隊、各警察署及び交通検問所）に対して行う。 
 あらかじめ緊急輸送車両の確認申請を行う場合は、必要事項の届け出を県公安委員会（県警察

本部交通規制課）にし、届出済証の交付を受けるものとする。 
 

第１６項  鉄道等の公共輸送対策 

１．鉄道 

(１) 運行方針 

各鉄道機関は、警戒宣言発令時に次の方針を原則に対処する。 
なお、警戒宣言前までは極力運行を継続する。 

 強化地域内への進入を禁止する。 
 強化地域内を運行中の列車は、最寄りの駅その他の場所まで安全な速度で運転して停車、待機

等の措置をとる。 
 強化地域外においては、安全確認のうえ、極力運行の継続を確保する。 
 警戒宣言が解除されたときは、必要により車両、線路、信号装置等の機能確認を行った後、列

車の運行を行う。 

(２) 列車運行措置 

ア． 東日本旅客鉄道（株）（横浜支社） 

強
化
地
域
に
係
る
措
置 

 強化地域内への列車の進入は原則として規制する。 
 運転中の列車は、原則として最寄りの安全な駅その他の場所まで安全な速度で

運転して停車させる。 
 あらかじめ定めた列車抑止禁止駅の次の駅まで列車の運転継続を指令する。 
 停車場外に抑止した停車列車の収用方を指令する。 
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強
化
地
域
外
に
お
け
る
措
置 

 強化地域外で震度５弱（80ガル）以上が予想される地域 
 強化地域内への列車の進入は、原則として規制する。 
 あらかじめ定めた運転規制区間及び速度で運行する。 
 近接区間において運転を中止する。 

東海道線･･････････藤沢・茅ヶ崎駅間 
中央線････････････高尾・上野原駅間 
相模線････････････橋本・厚木駅間 

 強化地域外で地域内を除く地域については原則として運転規制を行わないも

のとする。 

 
イ． 東海旅客鉄道（株） 

（東海道新幹線） 
 想定震度が６弱以上の地域への進入を禁止する。 
 想定震度が６弱以上の地域内を運転中の列車は、最寄り駅まで安全な速度で運転して停車す

る。 
 想定震度が６弱未満の地域において、名古屋・新大阪間については運行を継続する。この場

合強化地域内については安全な速度で運転する。 
（在来線） 

 強化地域への進入を禁止する。 
 強化地域内を運行中の列車は、最寄りの安全な駅その他の場所まで安全な速度で運転して停

車する。 
 強化地域外においては、折り返し設備等を勘案し、区間を定め、必要に応じ速度を制限して

運行を継続する。 
ウ． 例外措置 

東海地震注意情報が発表されたときは、旅客列車は運行を継続する。ただし、長距離夜行列車、貨

物列車については、強化地域への進入を禁止する。 

(３) 旅客に係る措置 

ア． 基本方針 

鉄道事業者は、あらかじめ警戒宣言発令時に生じる帰宅困難者、滞留旅客に対する具体的な避難誘

導、保護並びに食料等のあっせん、町が帰宅困難者、滞留旅客の保護等のために実施する活動との連

携体制等の措置について定め、警戒宣言発令時には運行規則等について情報提供するとともに帰宅困

難者、滞留旅客の保護等のために必要な対応をとるものとする。 
イ． 東日本旅客鉄道（株）（横浜支社） 

駅舎内の旅客及び駅に停車した列車内旅客については、駅内又は車内放送・掲示等により警戒宣言

の内容を伝達し、停止の理由、旅行の中止、迂回のしょうよう及び近距離旅行者の徒歩帰宅の呼びか

けを行う。なお、自己の責任において行動を希望する者を除き、原則として駅施設内又は列車内を待
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機場所とする。 
列車の停止が長期間になった場合及び危険が見込まれる場合は、地方自治体が定める避難地（避難

所）へ旅客を避難させることとし、あらかじめ関係自治体と協議しておく。 
上記に掲げる旅客に対しては、食事のあっせんを行うこととし、あらかじめ関係自治体と食事のあ

っせん方法や体制等について協議しておく。 
旅客等に急病人等が発生したときは、駅周辺の指定医療機関に収容することとし、その協力体制を

確立しておく。また常備している応急医薬品を定期的に整備点検するとともに救護を要する旅客に対

して応急措置が可能な体制を整えておく。 
駅舎内及び列車内等の旅客の安全確保、秩序の維持を図るため、混雑の状況等を勘案のうえ、関係

社員を適宜配備し、必要により警察の応援を求めて盗難等各種犯罪の防止に努める。 
ウ． 東海旅客鉄道（株） 

(ア) 旅客に係る措置 

警戒宣言発令時、旅客に対しては、次に掲げる措置を講じることとする。 
 警戒宣言が発せられたときには、その情報を伝達するとともに、あらかじめ定められた方法及

び内容により列車の運行状況について案内する。 
 滞留旅客が発生した場合は、自らの判断において行動するものを除き、関係地方自治体の定め

る避難地へ避難させる等、必要な措置をとる。 
(イ) 警備体制 

駅舎内及び列車内等の旅客公衆の安全確保、秩序の維持を図るため、混雑の状況を勘案のうえ、関

係社員を適宜配備し、必要により警察の応援を求めて盗難等各種犯罪の防止に努める。 
(ウ) 避難対策 

津波危険予想地域、がけ地崩壊危険地域等には列車を抑止させないこととする。また、この地域に

ある駅等の旅客公衆等をあらかじめ定めた避難場所に直ちに避難させることとする。 

 
２．路線バス 

(１) 基本方針 

強化地域内においては、警戒宣言発令後の運行を各社地震防災応急計画の定めるところに従い、中

止する。 
強化地域外においては、次の事項に留意し、それぞれの路線の実情を踏まえた警戒宣言発令時運行

計画の定めるところにより、可能な限り運行を継続する。 
 警戒宣言が発せられたときは、減速走行の措置をとる。 
 減速走行及び交通渋滞等によりダイヤが遅延した場合は、その状況に応じて間引き運行の措置

をとる。 
 危険箇所等を通過する路線については、運行中止、折返し、う回等事故防止のための適切な措

置をとる。 
 警戒宣言が発令された翌日以降についても、上記を踏まえ、原則的には運行を継続するが、交
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通状況の変化等に応じて運行中止等適切な措置をとる。 

 

第１７項  児童生徒等保護対策 

１．公立学校の対応 

東海地震に関連する調査情報（臨時）が発表された場合には、強化地域内外を問わず、平常時の活

動を維持しつつ、情報等の収集に努める。東海地震注意情報及び東海地震予知情報が発表された場合

あるいは警戒宣言が発せられた場合には、児童・生徒等の安全確保に万全を期すため、次の措置を講

じる。 
 校長は、学校に対策本部を設置し、東海地震に関連する情報のほか、必要な情報等の把握に努

め、的確な指揮にあたる。 
 児童・生徒等の生命・身体の安全確保を図るとともに、安全が確認されるまでは、学校で児童・

生徒等を保護する。安全が確認された後に、児童・生徒等を帰宅させる。その際には、保護者

へ引き渡すことを原則とし、公共交通機関の運行中止等により保護者が帰宅できないことも想

定されることから、保護者が来校するまでは、学校で児童・生徒等を保護する。 
 校長は、町教育委員会に、避難導等の状況を速やかに報告する。 
 学校の施設の保安措置をとる。 
 初期消火及び救護・救出活動等の防災活動体制をとる。 

 

２．公立学校教職員の対処、指導基準 

 学級担任等は、学校防災計画等、あらかじめ決められた方法で、児童・生徒等の安全確保を図

った後、避難誘導を行う。その後、対策本部の指示により、さらなる児童・生徒等の安全確保

に努める。 
 障がいのある児童・生徒等については、介助体制の組織により対応する等、十分配慮する。 
 遠距離通学者、交通機関利用者、留守家庭等で帰宅できない園児、児童、生徒については、氏

名・人員等を確実に把握し、引き続き保護する。 
 園児、児童、生徒の安全を確保した後、対策本部の指示により防災活動にあたる。 

 

３．私立学校 

私立学校の設置者又は校長は、安全確保のために児童・生徒等を学校で保護した場合は、速やかに

県報告するとともに、各学校の状況に応じた防災活動体制をとります。 

 

第１８項  警備対策 

県警察は、東海地震注意情報及び東海地震予知情報等の発表に伴い、東海地震の発生に係る町民の

危惧、不安等から発生するおそれのある混乱及び各種の犯罪に対処するため、早期に警備体制を確立

し、県警察の総合力を発揮して迅速、的確な警戒宣言発令時対策を実施することにより、町民の生命、

身体、財産の保護活動に努め、治安維持の万全を期する。 
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１．警備体制の確立 

(１) 警備本部の設置 

県警察は、東海地震に関する異常現象の観測により東海地震注意情報を受理したときは、直ちに警

察本部に警察本部長を長とする警備本部を、各警察署に警察署長を長とする警察署警備本部を設置し、

指揮体制を確立する。 

(２) 警備部隊の編成及び部隊運用 

県警察は、別に定めるところにより警備部隊の編成を行うほか、事案の規模及び態様に応じて迅

速・的確な部隊運用を行う。 
 

２．警戒宣言発令時対策 

県警察が実施すべき警戒宣言発令時対策に係る措置については、概ね次に掲げる事項を基準とする。 

(１) 情報の収集・伝達 

東海地震に関連する情報の発表及び警戒宣言が発表された場合、その内容を正確かつ迅速に周知す

るとともに、これに伴う諸般の情勢を迅速・的確に収集・把握し、民心の安定と混乱の防止を図るた

め、次の活動を実施する。 
 県・市町村が行う東海地震に関連する情報及び警戒宣言の伝達への協力 
 各種情報の収集 
 地震災害警戒本部及び関係機関との相互連絡 

(２) 広報 

民心の安定と混乱の防止のため、次の事項を重点として広報活動を行う。 
 東海地震に関連する情報及び警戒宣言に関する正確な情報 
 道路交通の状況と交通規制の実施状況 
 自動車運転の自粛と自動車運転者のとるべき措置 
 犯罪の予防等のために住民がとるべき措置 
 不法事案を防止するための正確な情報 
 その他混乱防止のために必要かつ正確な情報 

(３) 社会秩序維持 

東海地震災害に係る危惧及び物資の欠乏、将来の生活に対する不安等に起因する混乱並びに窃盗犯、

粗暴犯、集団不法事案等を防止するため、県警察は、次の活動により社会秩序維持に万全を期する 
 正確な情報の収集及び伝達によるパニックの防止及び流言飛語の防止 
 民心の不安を助長する窃盗犯、暴力犯、経済犯等の予防・取締り 
 危険物による犯罪又は被害発生防止のための予防・取締り 
 避難に伴う混乱等の防止と人命の保護 
 避難地、警戒区域、重要施設等の警戒 
 自主防犯活動等に対する指導 
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(４) 施設等の点検及び整備 

警察通信施設、警察庁舎及び道路交通施設等について、発災に備え、その機能を保持するため、点

検及び整備を実施する。 

 

第１９項  生活関連施設対策 

１．電話（通信）の確保 

電気通信事業者は、警戒宣言が発せられた場合においても、電話（通信）の確保を図るため、地震

災害警戒本部の設置、応急用資機材の事前配備、電話（通信）の疎通措置など必要な体制を確保し、

応急措置を実施する。 

 

２．電力施設の確保 

電力事業者は、警戒宣言が発せられた場合においても、地震災害警戒本部の設置、資機材の確保、

特別巡視、特別点検、通信網の確保、応急安全措置など必要な電力を供給する体制を確保し、応急措

置を実施する。 

 

３．ガス施設安全等の確保 

ガス事業者は、警戒宣言が発せられた場合においても、ガスの製造、供給を継続するが、発災後に

備えて、要員、資機材の確保、施設の予防措置、広報の実施等など応急措置を迅速に講じる体制を確

保し、応急措置を実施する。 

 

４．上水道施設の確保 

水道事業者は、警戒宣言が発せられた場合、あらかじめ取水量を増加させるなど、需要量の増加に

対して給水の確保、継続を図る。 

 
５．下水道施設の確保 

県及び市町村は、地震発生に備えて、被害を最小限とするために下水道施設の保守点検並びに応急

復旧のための職員の配備及び資機材の点検、確保を行う。 

 

第２０項  不特定多数が出入する施設の対策 

１．警戒宣言発令時対応 

(１) デパート等の対応 

警戒宣言発令時における、デパート、スーパーマーケット及び小売店等における営業状況は、概ね

次のとおりとする。 
なお、食料品及び日用雑貨等の生活必需物資を取り扱う店舗については、食品について衛生上の確

保を図りつつ、地域の需要に応えるためできるだけ営業の継続に努める。 
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ア． デパート（百貨店協会） 

デパートについては、各デパートにおいてあらかじめ定めた方針により、原則として閉店する。 
イ． スーパーマーケット（チェーンストア協会） 

個々の店舗ごとに継続、閉店を判断するので、同一品目を扱っている店舗でも、継続する場合と閉

店する場合がある。また、従業員の確保状況によっては、営業継続が困難な場合もある。 
なお、原則としては、次のとおりとする。 

 強化地域内については、概ね閉店する。 
 強化地域外については、強化地域の周辺地域では、生活必需品の売り場を除いて閉店し、その

他の地域については営業を継続する。 
ウ． 小規模小売店舗（県商店街連合会） 

強化地域内外では、対応が異なるので、それぞれ地域特性に応じ自らの安全措置を進め、生活必需

品等の緊急の要請に応える措置をとる。 
地域区分による対応 強化地域内については、速やかに営業を中止し、安全措置をとる。た

だし、生活必需物資等を扱う商店で生活型商店街に属するものは、で
きるだけ営業を継続するよう努める。 
強化地域外については、原則として営業を継続する。 

タイプによる対応  駅前商店街は、不特定多数の顧客を対象としていることから、緊
急のニーズがないと判断されるので原則として閉店する。 

 近隣郊外型商店街（生活型商店街）は、地域の中での役割を考え、
地域住民の緊急の要請に応えるよう努める。 

 
(２) 野球場、映画館等興行者の対応 

東海地震注意情報及び東海地震予知情報の発表あるいは、警戒宣言発令時における競輪場、競馬場、

野球場及び映画館興行施設の措置は、概ね次のとおりとする。 
 警戒宣言発令が、開催日前又は開催日であっても開催前である場合には、原則として興行を中

止する。 
 東海地震注意情報及び東海地震予知情報が発表された場合、原則として興業を中止する。 
 警戒宣言発令が、開催中の場合は、主催者の判断で興行を中止する。 

 
 

２．施設管理者の措置 

不特定多数が出入する施設の管理者は、警戒宣言が発せられた場合、直ちに次の措置を講ずる。 
警戒宣言が発せられた場合の措置 

①情報の収集 
②利用者等への情報伝達 
③避難誘導の確保  非常出口、退避方向の指示 

 顧客の整理、誘導 
 退避場所及び経路の指示 

④施設の点検  火気使用器具の使用停止 
 ボイラー等のバルブ閉止、燃料停止の確認 
 ボンベ、燃料タンクの固定確認 
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 消防用設備等の点検、作動確認 
 受水槽の確認、給水 
 看板、ネオン、舞台装置、照明器具等の転倒、落下防止措置 
 非常持出品の準備 
 その他必要な措置 

 

第２１項  金融機関の措置 

１．民間金融機関に係る措置 

関東財務局横浜財務事務所及び日本銀行横浜支店は、県と連携し、警戒宣言発令時における民間金

融機関の業務について、次に掲げる措置をとるよう要請する。 

(１) 強化地域内に本店及び支店等の営業所（以下「営業所」という。）を置く金融機関

の警戒宣言発令時の対応 

ア． 営業時間中に警戒宣言が発せられた場合 

窓口における営業は、普通預金（総合口座を含む）の払い戻しを除く全ての業務を停止する。なお、

普通預金の払い戻しについても、来店中の顧客の払い戻しが終了次第停止する。 
ただし、顧客及び従業員の安全に十分配慮した上で、強化地域内の居住者等の日常生活に極力支障

をきさないよう、必要な範囲内で、キャッシュサービス等（現金自動支払機等を含む）の営業を継続

するよう努める。 
手形交換所における内国為替、手形取立等の手形交換、為替業務については、その取扱いを停止し、

不渡処分猶予等の措置を講ずる。なお、この旨を店頭に掲示し、協力を求める。 
休日、開店前又は閉店後に警戒宣言が発せられた場合は、発災後の金融業務の円滑な遂行の確保を

期すため、窓口営業の開始又は再開は行わない。ただし、この場合でも、関係機関と緊密な連絡を取

りながら、顧客及び従業員の安全に十分配慮した上で現金自動預払機等の運転は継続する等、居住者

等の日常生活に極力支障を来さないような措置を講じる。 
イ． 警戒解除宣言が発せられた場合等の措置 

警戒解除宣言が発せられた場合又は地震発生後の営業については、開店の準備が整い次第、可及的

速やかに再開する。 

 
(２) 強化地域外に営業所を置く金融機関の警戒宣言発令時の対応 

原則として平常どおり営業する。 
強化地域内にある営業所あての内国為替、手形取立等の手形交換、為替業務については、その取扱

を停止する。 
なお、この旨を店頭に掲示し協力を求める。 

(３) 営業停止等の取引者への周知 

営業停止等の取引者への周知については、それぞれの金融機関があらかじめ定めた方法で行う。 
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２．郵便局 

(１) 強化地域内に所在する郵便局の措置 

警戒宣言が発せられた場合、郵便局における業務の取扱いを停止する。ただし、強化地域内の居住

者等の日常生活に極力支障をきさないよう、必要な範囲内で郵便貯金の払戻しの窓口取扱い等を行い

ます。また、郵便貯金自動預払機等については、可能な限り取扱いを行う。 
なお、警戒解除宣言が発せられた場合又は地震発生後については、速やかに営業を再開する。 

(２) 強化地域外に所在する郵便局の措置 

警戒宣言が発せられた場合も、強化地域外に所在する郵便局の業務取扱いは、平常どおりとする。 
 

３．生命保険会社、損害保険会社、少額短期保険会社及び火災共済組合に係る措置 

関東財務局横浜財務事務所は、現地における資金の需要状況等に応じ、関係機関と緊密な連絡を取

りつつ、保険会社等に対し、以下に掲げる措置を要請する。 

(１) 強化地域内に本店又は支店等の営業所を置く保険会社等の警戒宣言時の対応等 

ア． 警戒宣言が発せられた場合の措置 

 営業時間中に警戒宣言が発せられた場合には、保険会社等において、営業所等における営業

を停止する。また、保険会社等は、営業停止等を行う営業店舗名等を、店頭掲示等での告示、

新聞やインターネットのホームページに掲載する等により、営業停止等を取引者に周知徹底

する。 
 休日、開店前又は閉店後に警戒宣言が発せられた場合には、発災後の保険会社等の円滑な遂

行の確保を期すため、保険会社等において、営業の開始又は再開は行わない。 
イ． 警戒解除宣言が発せられた場合等の措置 

警戒解除宣言が発せられた場合には、保険会社において、可及的速かに平常の営業を行う。発災後

の保険会社の応急措置については、適時、的確な非常金融措置を講じる。 

(２) 強化地域外に営業所を置く保険会社等の警戒宣言時の対応等 

強化地域内の本店又は支店等が営業停止の措置をとった場合であっても、当該営業停止の措置をと

った強化地域外の営業所は、平常どおり営業を行う。 

 

４．第一種金融商品取引業者（証券会社等）に係る措置 

関東財務局横浜財務事務所は、現地における資金の需要状況等に応じ、関係機関と緊密な連絡を取

りつつ、証券会社等に対し、以下に掲げる措置を要請するものとする。 

(１) 強化地域内に営業所又は事務所を置く証券会社等の警戒宣言時の対応等 

ア． 警戒宣言が発せられた場合の措置 

 営業時間中に警戒宣言が発せられた場合には、第一種金融商品取引業者において、営業所又

は事務所の窓口における業務を停止する。 
 証券会社等において、業務停止等を行う店舗名等を、店頭掲示等の告示、新聞やインターネ

ットのホームページに掲載する等により業務停止等を取引者に周知徹底する。 
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 休日、開店前又は閉店後に警戒宣言が発せられた場合には、発災後の証券会社等の円滑な遂

行の確保を期すため、証券会社等において窓口業務の開始又は再開は行わない。 

(２) 警戒解除宣言が発せられた場合等の措置 

警戒解除宣言が発せられた場合には、証券会社等において、可及的速かに平常の営業を行う。 
発災後の証券会社等の応急措置については、適時、的確な非常金融措置を講じる。 

(３) 強化地域外に営業所又は事務所を置く証券会社等の警戒宣言時の対応等 

強化地域内の営業所又は事務所が営業停止の措置をとった場合であっても、当該営業停止の措置を

とった強化地域外の営業所又は事務所は、平常どおり営業を行う。 
 

第２２項  事業所等の措置 

１．警戒宣言が発せられた時の事業所の対応 

防火管理者、保安管理者などを中心に地震災害を防止し又は軽減するための体制を確立する。 
また、テレビ・ラジオ等から情報を正確に入手し、顧客・従業員等に迅速・正確に伝達する。 
地震防災応急計画ないし消防計画等に定められた分担に従って、地震災害を防止又は軽減するため、

次の措置を講ずる。 
 火気使用設備等地震発生により出火原因となるものについては、原則として使用を中止する。 
 建物の防火上、又は避難において重要な施設及び消防用設備等を点検する。 
 薬品類、危険物などの流出・漏えい防止を行う。 
 商品、事務機器及び窓ガラス等の転倒・落下防止を行う。 
火気使用店舗は、原則として営業を自粛する。 
飲料水、非常食料、医薬品等の確保、その他必要と思われる措置を実施する。 

 

２．事業所等の従業員の帰宅措置 

一般の事業所においては、応急保安措置を講じた後は、できるだけ通常の勤務体制をとることを原

則とする。やむを得ず従業員を帰宅させる場合は、従業員数、最寄り駅及び道路交通状況、警戒宣言

が発せられた時刻等を考慮して、帰宅経路にかかる状況を確認したうえ時差退社させる。 
ただし、近距離通勤者にあっては､徒歩又は自転車によるものとし交通機関の利用はしないものと

する｡また､自家用車による帰宅は行わないものとする｡ 
なお、強化地域内では、原則として鉄道の運行が中止されるので、遠距離通勤者で帰宅が困難とな

る者については、それぞれの事業所等において適切な措置を講ずる。 

 

資 料 
大磯町地震災害警戒本部条例 

大磯町地震災害警戒本部要綱 

東海地震注意情報発表時、警戒宣言発令時の町民への呼びかけ放送案文 
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